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令和７年第２回大分県議会定例会会議録（第１号） 

 

令和７年６月１２日（木曜日） 

――――――――――――――――――――― 

議事日程第１号 

            令和７年６月１２日 

              午前１０時開会 

第１ 会議録署名議員の指名 

第２ 会期決定の件 

第３ 第６０号議案から第６６号議案まで及び 

   第２号報告 

   （議題、提出者の説明） 

――――――――――――――――――――― 

本日の会議に付した案件 

日程第１ 会議録署名議員の指名 

日程第２ 会期決定の件 

日程第３ 第６０号議案から第６６号議案まで 

     及び第２号報告 

     （議題、提出者の説明） 

――――――――――――――――――――― 

出席議員 ４３名 

 議長 嶋  幸一 副議長 大友 栄二 

    志村  学     御手洗吉生 

    桝田  貢     穴見 憲昭 

    岡野 涼子     中野 哲朗 

    宮成公一郎     首藤健二郎 

    清田 哲也     今吉 次郎 

    阿部 長夫     小川 克己 

    太田 正美     後藤慎太郎 

    森  誠一     井上 明夫 

    木付 親次     三浦 正臣 

    古手川正治     元吉 俊博 

    麻生 栄作     阿部 英仁 

    御手洗朋宏     福崎 智幸 

    吉村 尚久     若山 雅敏 

    成迫 健児     高橋  肇 

    木田  昇     二ノ宮健治 

    守永 信幸     原田 孝司 

    玉田 輝義     澤田 友広 

    吉村 哲彦     戸高 賢史 

    猿渡 久子     堤  栄三 

    末宗 秀雄     佐藤 之則 

    三浦 由紀 

欠席議員 なし 

――――――――――――――――――――― 

出席した県側関係者 

 知事           佐藤樹一郎 

 副知事          尾野 賢治 

 副知事          桑田龍太郎 

 教育長          山田 雅文 

 公安委員長        久家 里三 

 人事委員長        石井 久子 

 代表監査委員       長谷尾雅通 

 労働委員会会長      深田 茂人 

 総務部長         若林  拓 

 企画振興部長       工藤 哲史 

 企業局長         渡辺 淳一 

 病院局長         佐藤 昌司 

 警察本部長        幡野  徹 

 福祉保健部長       首藤 丈彦 

 生活環境部長       首藤  圭 

 商工観光労働部長     利光 秀方 

 農林水産部長       渕野  勇 

 土木建築部長       小野 克也 

 会計管理者兼会計管理局長 馬場真由美 

 交通政策局長       嶋川 智尉 

 防災局長         藤川 将護 

 観光局長         渡辺 修武 

 財政課長         小野  宏 

 知事室長         姫野 智代 

――――――――――――――――――――― 

午前１０時 

嶋議長 開会に先立ち、先般新たに就任された

久家里三公安委員長、監査委員に再任されまし

た長野恭子監査委員から御挨拶があります。久

家里三公安委員長。 

久家公安委員長 ５月１日付けで公安委員長に

就任しました久家里三です。どうぞよろしくお
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願いいたします。（拍手） 

嶋議長 長野恭子監査委員。 

長野監査委員 ４月１日付けで監査委員に就任

いたしました長野恭子でございます。今年で３

期目になります。どうぞよろしくお願いいたし

ます。（拍手） 

嶋議長 次に、先般新たに部局長に就任された

方々から御挨拶があります。 

渡辺企業局長 ４月１日付けで企業局長を拝命

しました渡辺淳一です。どうぞよろしくお願い

します。（拍手） 

佐藤病院局長 ４月１日付けで病院局長を拝命

いたしました佐藤昌司でございます。どうぞよ

ろしくお願いいたします。（拍手） 

若林総務部長 総務部長を拝命いたしました若

林拓でございます。どうぞよろしくお願いいた

します。（拍手） 

工藤企画振興部長 企画振興部長を拝命いたし

ました工藤哲史でございます。どうぞよろしく

お願いいたします。（拍手） 

首藤福祉保健部長 福祉保健部長を拝命いたし

ました首藤丈彦でございます。どうぞよろしく

お願いいたします。（拍手） 

首藤生活環境部長 生活環境部長を拝命しまし

た首藤圭です。どうぞよろしくお願いします。

（拍手） 

小野土木建築部長 土木建築部長を拝命いたし

ました小野克也でございます。よろしくお願い

いたします。（拍手） 

藤川防災局長 防災局長を拝命しました藤川将

護でございます。どうぞよろしくお願いします。

（拍手） 

井下人事委員会事務局長 人事委員会事務局長

を拝命しました井下秀子でございます。どうぞ

よろしくお願いいたします。（拍手） 

岩尾監査委員事務局長 監査委員事務局長を拝

命いたしました岩尾誠二でございます。どうぞ

よろしくお願いいたします。（拍手） 

―――――→…←――――― 

午前１０時４分 開会 

嶋議長 ただいまから令和７年第２回定例会を

開会します。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 これより本日の会議を開きます。 

―――――→…←――――― 

 諸般の報告 

嶋議長 日程に入るに先立ち、諸般の報告をし

ます。 

 まず、監査委員から、地方自治法第１９９条

第９項の規定により、総務事務センターなど１

３１か所の定期監査の結果について、大分県南

部振興局など７か所の臨時監査の結果について、

公立大学法人大分県立芸術文化短期大学など５

１か所の財政的援助団体等監査及び大分県西部

振興局など３か所の財務監査の結果について、

同条第１０項の規定により、監査の結果に関す

る意見について及び同法第２３５条の２第３項

の規定により、３月及び４月の例月出納検査の

結果について、それぞれ文書をもって報告があ

りました。 

 なお、調書は、朗読を省略します。 

 次に、知事から地方自治法施行令第１４６条

第２項の規定に基づく令和６年度大分県一般会

計予算繰越明許費繰越計算書についてなど６件

の報告がありました。 

 なお、報告書は、いずれも配付してあります。 

 次に、会議規則第１２５条第１項ただし書の

規定により、お手元に配付の表のとおり議員を

派遣しました。 

 以上、報告を終わります。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 本日の議事は、議事日程第１号により

行います。 

―――――→…←――――― 

 日程第１ 会議録署名議員の指名 

嶋議長 日程第１、会議録署名議員の指名を行

います。 

 会議録署名議員は、会議規則第１２３条の規

定により、阿部長夫議員及び原田孝司議員を指

名いたします。 

―――――→…←――――― 

 日程第２ 会期決定の件 

嶋議長 日程第２、会期決定の件を議題としま

す。 
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 お諮りいたします。今期定例会の会期は、本

日から６月２７日までの１６日間としたいと思

いますが、これに御異議ございませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、会期は１６日間と決定します。 

―――――→…←――――― 

 日程第３ 第６０号議案から第６６号議案ま

で及び第２号報告 

      （議題、提出者の説明） 

嶋議長 日程第３、第６０号議案から第６６号

議案まで及び第２号報告を一括議題とします。 

―――――→…←――――― 

第６０号議案 大分県税条例の一部改正につい

て 

第６１号議案 大分県税特別措置条例の一部改

正について 

第６２号議案 大分県議会議員及び大分県知事

の選挙における選挙運動用自動

車の使用並びにビラ及びポスタ

ーの作成の公営に関する条例の

一部改正について 

第６３号議案 工事請負契約の締結について 

第６４号議案 工事請負契約の変更について 

第６５号議案 土地の取得について 

第６６号議案 大分県立学校職員及び大分県市

町村立学校県費負担教職員定数

条例の一部改正について 

第 ２号報告 大分県税条例等の一部改正につ

いて 

―――――→…←――――― 

嶋議長 提出者の説明を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 おはようございます。 

 令和７年第２回定例県議会の開会にあたり、

県政諸般の報告を申し上げ、あわせて、今回提

出しました諸議案について説明を申し上げます。 

 国内経済を見渡しますと、自動車への追加関

税措置に象徴される米国の通商政策の転換によ

り、経済の先行きの不確実性が一段と増してお

ります。政府には、米国に対し国際経済秩序の

重要性を訴えるとともに、戦後に培われた多国

間による自由貿易の維持に向けて、粘り強く交

渉を進めていただきたいと考えております。 

 県では、追加の関税率が示された直後から影

響が懸念される中小企業や輸出関連事業者向け

に相談窓口を開設し、支援体制を整えてきまし

た。あわせて、令和６年度の補正予算や７年度

当初予算に盛り込んだ物価高騰対策や中小企業

支援策などについても速やかに実行に移してい

ます。 

 今後も関税の動向が県経済に与える影響につ

いて、冷静に見極めつつ、米国関税措置の影響

に備え、国が追加措置した交付金も活用しなが

ら、必要な対策を迅速に講じてまいります。 

 一方、６月５日に公表された日本銀行大分支

店の景気動向調査によれば、県内の景気回復の

ペースは鈍化しているものの、企業の設備投資

は依然として高水準を維持しているとされてい

ます。昨年度の企業誘致件数は５０件に上り、

長期総合計画の目標を達成するとともに、設備

投資額も過去５年で一昨年度に次ぐ６０３億円

に達するなど、積極的な投資が続いている状況

です。 

 今後も企業の投資を呼び込めるよう、市町村

や民間開発事業者と連携して産業用地の確保を

進めるほか、首都圏でのセミナーの開催などを

通じ、企業誘致に関する情報発信の強化に努め

てまいります。 

 県内経済の底上げに向けては、経済への波及

効果が大きい観光振興も重要な柱です。特にイ

ンバウンドは１人当たりの旅行支出額が高く、

国の宿泊旅行統計調査によると、昨年の県内で

の外国人宿泊者数は、過去最高の約１５０万人

を記録し、今年もその勢いを維持しております。

この好機を逃さず、大分県の魅力を国内外に広

く発信し、観光による経済の好循環を生み出し

ていく必要があります。 

 こうした中、４月に開幕した大阪・関西万博

は、日に日に盛り上がりを見せており、外国人

観光客の来場も好調で、誘客の絶好の機会とな

っています。私も日経地方創生フォーラムでの

講演など、２度にわたり万博会場でのイベント

に参加し、現地の熱気を実感したところであり
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ます。特に５月２８日から６月１日の期間中に

約４万人が訪れた地方創生ＳＤＧｓフェスでは、

地熱や温泉染めといった本県の特色を紹介する

ブースを出展し、多くの方に多彩な魅力を体感

いただく場となりました。大分への関心を高め

るよいきっかけになったと考えています。 

 また、万博開催期間中、大分空港は、大分ハ

ローキティ空港としてサンリオキャラクターで

華やかに装飾されています。この取組には早速

大きな反響があり、大分へ向かう機内では、大

分ハローキティ空港として開港していることを

伝えるアナウンスが流れ、実際に空港を訪れる

方からは、わくわくしたなど好意的な声が多く

寄せられています。今後は、空港とＪＲ杵築駅、

ハーモニーランドを結ぶバスの実証運行も予定

しており、空港からのアクセス向上を図ること

で国内外からの誘客促進を後押しをしてまいり

ます。 

 さらに、インバウンド促進の弾みとなる動き

として、４月２日にはタイガーエア台湾による

台湾最大の都市、台北と大分を結ぶ初の直行便

が就航しました。県の調査では、４月の台湾か

らの宿泊者数が前年同月と比べ３割以上増加す

るなど、直行便の効果があったものと考えてい

ます。 

 今後も、観光はもとより経済交流や教育振興

等、幅広い分野で台湾との関係強化を推進し、

台湾路線の定着を図ります。 

 国内外からの誘客を一層促進するためには、

県内観光資源の磨き上げも不可欠であります。

そこで、国内外に向けて発信したい文化、自然、

食、物産といった地域資源をまとめた「地域資

源素材集」を作成するとともに、９月には市町

村と連携したおおいた地域博覧会を開催し、地

域資源の発進力を高めてまいります。 

 さらに、今年は宇佐神宮御鎮座１３００年の

年となります。５月には記念行事の一環として、

第８３期将棋名人戦第４局が宇佐神宮で開催さ

れ、大きな注目を集めました。秋には１０年に

一度の勅祭をはじめとする様々な行事が予定さ

れており、これらに合わせて地元自治体や関連

団体のほか、交通事業者や旅行会社といった多

様な関係者と連携した誘客プロモーションを展

開をしていきます。 

 加えて、昨年の福岡・大分デスティネーショ

ンキャンペーンで好評を得たバスツアーなどを

通じて、県内の広域周遊を促進できるよう、準

備を進めてまいります。 

 本県の魅力を発信していく上で、芸術文化の

力も欠かせません。平成２７年に開館した県立

美術館ＯＰＡＭは、この春１０周年を迎えまし

た。誰もが気軽に立ち寄り、楽しむことができ、

訪れるたびに新たな発見がある、そのような美

術館を目指してきた結果、この１０年で県民の

芸術活動の発表の場としても着実に根付いてい

ます。昨年度も県美術協会の絵画会や大学等の

卒業制作展、新聞社が主催する書道展など、多

様な主催者による展覧会等が４０回にわたり行

われ、多くの方にお越しいただきました。こう

した県民主体の活動に加え、美術館としての取

組も重なり、これまでに累計で５００万人を超

える方々に来館いただいています。これも県民

の皆様と共に美術館が歩んできた成果であると

考えております。 

 このような中、４月２６日に行われました開

館１０周年記念式典は、多くの御来賓に御参加

いただくとともに、１０歳を迎える子どもたち

によるハンドスタンプアートが披露されるなど、

節目を祝う晴れやかな催しとなりました。この

日から始まった記念展では、第一弾として、モ

ネやピカソといった近現代美術の名作が展示さ

れ、１１月からの第二弾では、国宝、重要文化

財をはじめとした貴重な古美術品の展覧会を予

定しております。小学生の無料招待などを通じ

て、多くの方が本物の芸術作品を間近にできる

機会といたします。 

 加えて、新たなアトリウム作品の展示やキッ

ズスペースの整備により美術館の魅力を一層高

め、次の１０年を見据えた芸術文化の拠点づく

りを皆様と共に進めてまいります。 

 さらに、芸術文化では、本県が世界に誇る別

府アルゲリッチ音楽祭が記念すべき第２５回を

迎えました。これまで同音楽祭は、国際的な文

化発信にとどまらず、若手音楽家の育成や子ど
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もの感性を育む取組を通じ、本県の文化や教育

の振興に大きく貢献をいただいております。５

月２１日の特別公演「祝祭の日」では、マルタ

・アルゲリッチさんが気鋭の演奏家たちと共に

祝祭にふさわしい華やかな演奏を披露ください

ました。また、この特別公演には親子２５組が

招待され、参加者から世界的な音楽家の演奏を

身近で感じることができたとの声が聞かれるな

ど、次代を担う子どもたちが一流の音楽に触れ

られる貴重な機会となったところであります。 

 県としても、こうした芸術文化の力を県内全

域に広げるため、コンサートホールに限らず、

より多くの県民が音楽に親しめる機会づくりに

力を入れています。５月１７日にはまちなかア

ートフェスタの一環として、音楽祭とも連携し

たおおいたクラシックフェスティバルを大分市

中心部で開催したところ、１万人を超える方が

来場して、気軽に上質な音楽を楽しんでいただ

きました。さらには、１０月から始まる国東半

島芸術文化祭に合わせて国東市や豊後高田市で

もミニコンサートを予定しております。 

 今後も県内各地で芸術に触れられる場を広げ

るとともに、芸術文化の力を生かして、本県の

魅力を広く発信してまいります。 

 ６月８日に梅雨入りをしました今年は、１０

日には早くも警報が出されるなど、大雨への備

えが欠かせない状況でございます。本県は急峻

な地形が多いため、今後も秋にかけて土石流や

崖崩れへの警戒が必要です。 

 そのような中、令和２年７月豪雨で土石流に

より甚大な被害が発生しました由布市の花合野

川では、湯平温泉街の約１キロメートル区間の

復旧工事を昨年度までに完了し、地域の安全性

の向上が図られました。引き続き上流部の砂防

ダム整備などを進め、地域全体の防災力をさら

に高めていきます。 

 加えて、危険な盛土等の崩落を防ぐため制定

されました盛土規制法に基づき、県内における

盛土等の規制区域を新たに指定し、５月から運

用を開始しました。適切な運用と周知の徹底を

図り、県民の命と暮らしを守ってまいります。 

 一方、近年の豪雨災害は頻発・激甚化してお

り、昨年も６月末の大雨や県内を直撃した台風

第１０号において、多大な被害が発生しました。

県では、被災した土木施設の早期復旧に全力を

挙げるとともに、大型土のうによる河岸の補強

や堆積土砂の撤去といった応急措置を行うなど、

出水期に備えた対策を可能な限り講じたところ

であります。農地や農業用施設についても、水

路や畦畔の仮復旧といった応急対応のほか、市

町村とも連携して、現場の状況に応じた生産指

導を行うなど、営農活動へ支障が出ないよう取

り組んでいます。 

 加えて、治水対策の一層の強化も不可欠であ

ります。従来の河川改修やため池の点検・防災

対策を図るとともに、ＡＩによるダム水位の予

測システムの導入や住民への情報伝達を強化す

る放送機器の整備などを進めています。これに

より治水ダムの管理を高度化し、住民の確実な

避難につなげてまいります。 

 防災の観点から、地震への備えも怠ることが

できません。国が３月３１日に公表した南海ト

ラフ巨大地震の新たな被害想定によると、県内

の人的被害は前回想定を上回る約１万８千人に

達する可能性が示され、特に津波による被害が

大きくなっています。 

 一方で、早期避難者が７割に達すれば、人的

被害を約３００人にまで抑制できるとの試算も

示されており、迅速な避難行動の重要性が改め

て明らかになりました。これを受け、早速県で

は、早期避難の前提となる市町村ごとの大分県

地震被害想定の見直しに着手したところであり

ます。見直しにあたっては、国東半島沖で新た

に確認された活断層も想定に含め、進めてまい

ります。あわせて、早期避難の取組を促進する

ため、関係機関と連携した住民参加型の実践的

な総合防災訓練を実施するほか、市町村や地域

の自主防災組織が行う避難路の整備や避難訓練

を積極的に支援してまいります。 

 災害時の救命活動や支援物資の輸送を支える

いのちの道の確保も重要であります。緊急輸送

道路としても欠かせない役目を果たす東九州自

動車道では、宇佐－院内間のうち、新たに３．

１キロメートルの４車線化が３月に完了し、災
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害時のリダンダンシーが強化されました。さら

に、災害発生時に道路上の瓦礫や障害物を取り

除き、優先的に通行可能な経路を確保する大分

県道路啓開計画も３月に改定しました。今年度

は、地域別の実施計画についても見直しを行い、

緊急輸送体制確保の実効性を一層強化する方針

であります。 

 引き続き、県民の命と暮らしを守ることを最

優先に、災害に強い大分県の実現に向けて取り

組んでまいります。 

 次に、提出しました諸議案について、主な内

容を説明申し上げます。 

 第６０号議案大分県税条例の一部改正につい

ては、地方税法の一部改正に伴い、個人県民税

における大学生年代の被扶養者を対象とする特

定親族特別控除の創設や加熱式たばこに係る県

たばこ税の課税方式の見直し等を行うものであ

ります。 

 第６５号議案土地の取得については、佐伯港

女島地区における慢性的なヤード不足に対応し、

既存施設との一体的な利用を可能とするため、

隣接する企業から土地を購入し、埠頭用地の拡

張を行うためのものでございます。 

 以上をもちまして提出しました諸議案の説明

を終わります。何とぞ慎重御審議の上、御賛同

いただきますようにお願い申し上げます。 

嶋議長 これをもって提出者の説明は終わりま

した。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 以上で本日の議事日程は終了しました。 

 お諮りします。明１３日、１６日及び１７日

は、議案調査のため休会としたいと思いますが、

これに御異議ございませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、明１３日、１６日及び１７日は、議

案調査のため休会と決定しました。 

 なお、１４日、１５日は、県の休日のため休

会とします。 

 次会は、１８日定刻より開きます。日程は、

決定次第通知します。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 本日はこれをもって散会します。 

午前１０時２１分 散会 
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令和７年第２回大分県議会定例会会議録（第２号） 

 

令和７年６月１８日（水曜日） 

――――――――――――――――――――― 

議事日程第２号 

            令和７年６月１８日 

              午前１０時開議 

第１ 第６７号議案 

   （議題、提出者の説明） 

第２ 一般質問及び質疑 

――――――――――――――――――――― 

本日の会議に付した案件 

日程第１ 第６７号議案 

     （議題、提出者の説明） 

日程第２ 一般質問及び質疑 

――――――――――――――――――――― 

出席議員 ４３名 

 議長 嶋  幸一 副議長 大友 栄二 

    志村  学     御手洗吉生 

    桝田  貢     穴見 憲昭 

    岡野 涼子     中野 哲朗 

    宮成公一郎     首藤健二郎 

    清田 哲也     今吉 次郎 

    阿部 長夫     小川 克己 

    太田 正美     後藤慎太郎 

    森  誠一     井上 明夫 

    木付 親次     三浦 正臣 

    古手川正治     元吉 俊博 

    麻生 栄作     阿部 英仁 

    御手洗朋宏     福崎 智幸 

    吉村 尚久     若山 雅敏 

    成迫 健児     高橋  肇 

    木田  昇     二ノ宮健治 

    守永 信幸     原田 孝司 

    玉田 輝義     澤田 友広 

    吉村 哲彦     戸高 賢史 

    猿渡 久子     堤  栄三 

    末宗 秀雄     佐藤 之則 

    三浦 由紀 

欠席議員 なし 

――――――――――――――――――――― 

出席した県側関係者 

 知事           佐藤樹一郎 

 副知事          尾野 賢治 

 副知事          桑田龍太郎 

 教育長          山田 雅文 

 代表監査委員       長谷尾雅通 

 総務部長         若林  拓 

 企画振興部長       工藤 哲史 

 企業局長         渡辺 淳一 

 病院局長         佐藤 昌司 

 警察本部長        幡野  徹 

 福祉保健部長       首藤 丈彦 

 生活環境部長       首藤  圭 

 商工観光労働部長     利光 秀方 

 農林水産部長       渕野  勇 

 土木建築部長       小野 克也 

 会計管理者兼会計管理局長 馬場真由美 

 交通政策局長       嶋川 智尉 

 防災局長         藤川 将護 

 観光局長         渡辺 修武 

 人事委員会事務局長    井下 秀子 

 労働委員会事務局長    一丸 淳司 

 財政課長         小野  宏 

 知事室長         姫野 智代 

――――――――――――――――――――― 

午前１０時 開議 

嶋議長 皆さん、おはようございます。 

 これより本日の会議を開きます。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 本日の議事は、議事日程第２号により

行います。 

―――――→…←――――― 

 日程第１ 第６７号議案 

      （議題、提出者の説明） 

嶋議長 日程第１、第６７号議案を議題としま

す。 

―――――→…←――――― 
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第６７号議案 令和７年度大分県一般会計補正 

       予算（第１号） 

―――――→…←――――― 

嶋議長 提出者の説明を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 おはようございます。 

 ただいま追加提案をしました第６７号議案令

和７年度大分県一般会計補正予算（第１号）に

ついて説明を申し上げます。 

 県では、これまでも物価高騰の影響を受けて

いる生活者や事業者に対し、国の対策を補完す

る支援を講じてきました。今回の補正予算案に

おいても、国が追加措置した交付金を活用し、

県民の暮らしの下支えのための取組を実施しま

す。 

 具体的には、暑くなる夏への対応として、７

月から９月にかけ国が行う電気・都市ガス料金

への支援と歩調を合わせ、対象外となるＬＰガ

ス消費者や特別高圧で受電する中小企業等の利

用料金の一部を助成し、負担軽減を図ります。

補正額は４億１，６４４万円であり、これに既

決予算額を合わせますと７，０３０億９，３４

４万円となります。 

 今後も物価高騰が県内経済へ及ぼす影響を見

極めながら、必要な対策を検討してまいります。 

 以上をもちまして、提出しました議案の説明

を終わります。何とぞ慎重御審議の上、御賛同

いただきますようにお願い申し上げます。 

嶋議長 以上で提出者の説明は終わりました。 

―――――→…←――――― 

 日程第２ 一般質問及び質疑 

嶋議長 日程第２、第６０号議案から第６７号

議案まで及び第２号報告を一括議題とし、これ

より一般質問及び質疑に入ります。 

 発言の通告がありますので、順次これを許し

ます。森誠一議員。 

  〔森議員登壇〕（拍手） 

森議員 おはようございます。１５番、自由民

主党、森誠一でございます。本定例会において、

トップバッターの質問の機会をいただきました。

先輩・同僚議員の皆様に心からの感謝を申し上

げます。 

 そして、議場に傍聴に来てくださった皆様、

また動画で御視聴の皆様、ありがとうございま

す。しっかりとこれからの大分県のためにと思

い、質問させていただきます。 

 執行部の皆さん、どうぞよろしくお願い申し

上げます。 

 それでは、まず、県経済についてお伺いしま

す。 

 賃金と物価の好循環の実現による成長を目指

してきた我が国の経済は、今、岐路にあるので

はないかと感じております。足下の情勢を見ま

すと、賃金については、これまでの政策の効果

もあり、着実に上昇しております。経団連がま

とめた５月時点の春季労使交渉の状況によれば、

昨年、バブル期以来３３年ぶりの５％超えとな

った月例賃金の引上げ率は、今年も５％を超え、

２年連続で２万円近い引上げ額となっています。

政府が１，５００円への引上げを目指す最低賃

金についても、先月開催された政労使会議にお

いて、補助金等により都道府県を支援する考え

が示されるなど、引き続き、その引上げに力が

注がれております。 

 こうした賃上げを起点とする雇用・所得環境

の改善や個人消費の持ち直しの動きなどから、

現時点では、国内景気は緩やかに回復している

ものと判断されています。 

 他方、物価については、その上昇の継続が消

費者マインドの下振れを招き、景気を下押しす

るリスクとなっています。厚生労働省の発表に

よれば、昨年度の実質賃金は、前年度比０．５

％減と３年連続のマイナスとなっており、歴史

的な賃上げ率を記録する一方で、物価高騰に賃

金の伸びが追いつかない状態が続いているとい

うのが実情です。長引く物価高騰に対しては、

手綱を緩めることなく対策を講じていく必要が

あると考えます。 

 こうした中、さらに景気の下押しリスクとな

っているのが米国による関税措置の強化や貿易

摩擦の激化などに対する懸念です。現時点では

直接的な影響はまだ多くないとの報道がなされ

る一方で、多くの企業では米国向けの販売減や

値下げ圧力、受注減、資金繰りの悪化などを不
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安視する声が聞かれます。 

 本県においても関税措置の対象となっている

製造業をはじめ、農林水産物の輸出に携わる方

々など、幅広い事業者にその影響が懸念されて

おります。県では、４月早々に相談窓口を設置

したほか、５００社企業訪問等により丁寧な実

態把握を進めるなど、迅速に対応してくださっ

ております。 

 しかしながら、今、正に米国との関税交渉が

大詰めを迎えており、その影響がどこまで及ぶ

のかなど、県内企業にとってもいまだ不透明な

状況が続いております。直接的な影響が出てし

まうことはもちろんですが、こうした不確実性

は、投資や賃上げなど積極的な企業活動を鈍ら

せるおそれもあります。コロナ禍を乗り越え、

これまで継続してきた賃上げや消費の持ち直し

などによる県経済の活性化をここで腰折れさせ

ないためにも、長引く物価高騰の中、関税措置

の強化などによって生じる影響に対し、必要に

応じた対策を躊躇なく実施していただくことが

必要だと思います。 

 そこで、こうした社会情勢を踏まえ、今後ど

のように県経済の活性化を図っていくのか、知

事の御見解をお伺いします。 

 あとは対面席で行います。 

  〔森議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

嶋議長 ただいまの森誠一議員の質問に対する

答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 森誠一議員の県経済についての質問

にお答えいたします。 

 県内景気は、日本銀行大分支店によれば、個

人消費が底堅く推移しているものの、鉱工業生

産は弱めの動きとなるなど、回復のペースが鈍

化しているというふうにされております。長引

く物価高や米国の関税措置等が回復基調にある

県内景気へ与える影響について、引き続き注視

していく必要があります。 

 こうした中、本日、物価高対策として補正予

算案を提案させていただきました。国が実施す

る電気・ガス料金の支援を歩調を合わせて、国

の対策では支援対象外となっていますＬＰガス

の一般消費者や特別高圧で受電する中小企業等

に対して、県独自の支援を行います。 

 米国の関税措置については、４月４日に経営

・金融と農林水産物輸出に関する相談窓口を庁

内に設置したほか、５００社企業訪問等による

ヒアリングを行っております。現在のところ、

大きな影響は顕在化していないと認識しており

ますが、議員御指摘のとおり、影響拡大等を懸

念する声もあり、関連事業者への支援には万全

を期す必要があります。 

 関税措置の影響を受ける事業者には、運転資

金として活用できる県制度資金等により支援を

行ってまいります。今後影響が拡大する場合に

は、国の追加対策と併せて、県としてもさらな

る資金繰り支援を躊躇なく講じてまいります。 

 加えて、食品や農林水産物等の輸出事業者に

対しましては、ジェトロと連携したセミナー等

を通じて正確な情報提供を行うほか、例えば、

牛肉のＥＵ市場への販路拡大など、輸出先の多

角化に向けた取組も後押ししていきます。 

 県経済の持続的な発展に向けましては、こう

した環境下においても賃金と物価の好循環の創

出にしっかりと取り組むことが重要であります。

県では、中小企業が賃上げに踏み出せるよう、

補助事業における賃上げ枠を今年度から１２事

業に拡大したほか、国の業務改善助成金に対し、

奨励金を上乗せしています。昨年度は賃上げ枠

で７１件、奨励金で１８１件採択しておりまし

て、引き続き積極的な活用を促してまいります。 

 また、賃上げを持続的なものとするために、

商工団体等と連携して、円滑な価格転嫁に向け

た環境整備にも取り組んでおります。 

 今後とも環境変化や中小企業のニーズを的確

に捉え、国や関係機関と連携しながら県経済の

活性化に取り組んでまいります。 

嶋議長 森誠一議員。 

森議員 知事、ありがとうございました。今、

不安を感じられておる中小事業者、また関連事

業者に対する万全の措置を講じていただけると、

また、一方で積極的な取組を行うということで、

心強く感じておるところでございます。 

 今朝のニュースなどで見ますと、まだ米国と
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の関税交渉が合意には至っていないというよう

な状況もございましたけれども、今後の状況を

注視しつつ、また県経済の発展のために御尽力

いただければというふうに思っております。 

 それでは、次の質問に移らせていただきます。

観光政策についてですが、まず、観光振興につ

いて伺います。 

 観光庁の旅行・観光消費動向調査によると、

昨年の日本人国内旅行消費額は過去最高となる

２５兆円に達し、前年より１４．８％増と大き

な伸びを実現するとともに、令和７年の目標値

である２２兆円を大きく上回りました。 

 さらに、インバウンドの状況を見てみますと、

令和６年の訪日外国人数は３，６８７万人に達

し、こちらも過去最高となっています。内訳は、

韓国からが８８２万人、中国が６９８万人、台

湾が６０４万人と東アジアが最も多く、その６

７％を占めています。一方で、１７％を占める

のが欧米豪、中東であります。１６％を占める

東南アジア、インド等の地域においても実数を

伸ばしたことが、コロナ禍前の令和元年以来と

なる過去最高の更新につながったようです。 

 また、訪日客の消費額を見てみましても８．

１兆円と前年の５．３兆円を大きく上回り、過

去最高を更新するなど、今や観光産業は、経済

の成長を左右する重要な産業と言っても過言で

はありません。 

 翻って本県の観光統計調査の速報値を見てみ

ますと、宿泊者数は、本年３月期及び４月期と

もに昨年を上回っており、さらに外国人観光客

についても、１月から４月が平均１１％増の伸

び率で、順調に推移しています。また、４月の

観光施設の入場客数も、前年同月比１３．９％

増となっている状況です。 

 他方、国内外から多くの方々が訪れる開催中

の大阪・関西万博は、１日当たり約１０万人の

来場があり、累計では６００万人を突破、目標

の２，８２０万人の２割を超えたとのことです。

この万博開催が本県をＰＲする好機と捉え、様

々な取組を行う予定であるとは伺っております

が、こうした絶好の機会を逃すことなく、国内

外に向け効果的なＰＲを行い、しっかりと本県

の誘客へつなげていただきたいと思います。 

 昨年度策定された本県の長期総合計画「安心

・元気・未来創造ビジョン２０２４」において

も、この大阪・関西万博や宇佐神宮御鎮座１３

００年を契機とし、地域の特色をいかしたツー

リズムの推進と観光産業の振興が掲げられてい

ます。 

 また、本年３月に策定された第５期ツーリズ

ム戦略では、「住んでよし、訪れてよしの持続

可能なおんせん県～おおいた観光を次のステー

ジへ～」をスローガンとし、本年度から３年間

を本県の観光地域づくりに向けた基盤を構築・

強化する期間と位置づけるとともに、観光消費

額や住民満足度などの高い成果指標を掲げ、取

組を進めていくとされています。インバウンド

の増加など、環境を取り巻く環境が刻々と変化

する中、こうした高い目標を実現するためにも、

ビジョン実行元年にあたる今年度はとても重要

な年であると考えます。 

 そこで、今後、本県の観光振興にどのように

取り組んでいくのか、知事にお伺いいたします。 

嶋議長 佐藤知事。 

佐藤知事 観光振興についてでございます。 

 観光産業は、インバウンドをはじめとします

旺盛な旅行需要を取り込み、消費の創出・拡大

を通じまして地域経済への波及効果が大きい、

非常に重要な成長産業であります。 

 県では、市町村や観光協会、観光関連事業者

等と一体となって取り組む共通目標としまして、

本年３月に第５期ツーリズム戦略を策定して、

二つの指針を柱に各種施策を推進しています。 

 まずは住んでよし、訪れてよしの経済・環境

・社会における持続可能な観光地域づくりでご

ざいます。地域住民と事業者が旅行者と共生す

る地域づくりを推進するために、多様な地域資

源を守りながらも、それをいかした高付加価値

コンテンツの造成や磨き上げを行い、情報発信

を図ってまいります。また、誰もが旅行を楽し

める受入れ環境整備に力を入れるとともに、将

来の本県観光を担う人材の確保・育成に努めま

す。 

 こうした持続可能な観光地域づくりを推進す
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るためには、安定的な財源の確保が必要でござ

います。宿泊税等の観光振興財源の導入可否を

含めた検討についても、幅広い関係者の意見を

丁寧に伺いながら進めていきたいというふうに

考えております。 

 二つ目は、データマーケティングに基づく施

策の展開でございます。勘や経験だけではなく

て、データに基づき、エリアや属性等に応じた

きめ細かいターゲティングを行うとともに、多

様なニーズに応じて効果的に情報を発信するな

ど、戦略的な誘客を図ってまいります。 

 特に今年は大阪・関西万博や宇佐神宮御鎮座

１３００年という好機でございます。それを捉

えて、デジタル広告等を活用した誘客を進める

とともに、サンリオエンターテイメントと連携

しました大分ハローキティ空港の取組などによ

りまして、本県の認知度向上にも努めておりま

す。 

 こうした戦略を着実に推進していくためには、

観光推進体制の強化が不可欠であります。その

ため、県観光の旗振り役となるべきツーリズム

おおいたについて、県観光局との役割分担を明

確化した上での効果的な施策実施体制の構築や

マーケティング等の専門性強化について検討を

進めてまいります。 

 本年は、本県観光の基盤を強化して、地域経

済に好循環をもたらす持続可能な観光地域づく

りを進める上で非常に重要な１年となります。

しっかりと土台を固めると同時に、時代の潮流

を捉えた観光振興に取り組んでまいります。 

嶋議長 森誠一議員。 

森議員 今、知事の御答弁にもございました観

光の推進体制について、引き続きお伺いします。 

 昨年の第２回定例会において、私は、観光関

連産業の活性化と公益社団法人ツーリズムおお

いたについて質問させていただきました。その

際、大分県のツーリズム振興において要となる

ツーリズムおおいたの課題について、真っ正面

から考えていただきたいと、知事にもお願いさ

せていただいたところでございます。 

 その後、昨年の１１月にはツーリズムおおい

たの和田会長から知事に対し、三つの申入れが

あったと伺っております。その一つ目は、県と

の役割分担の見直し、一体となった推進体制の

強化、二つ目が、ツーリズムおおいたの専門性

を最大限に発揮するための人材確保・育成及び

財政基盤の強化、三つ目に、県域版ＤＭＯとし

て地域を支えるマーケティング機能の強化です。 

 これらを受けて、昨年１２月に県は、大分県

観光のさらなる発展に向けた有識者会議を設置、

大学教授や宿泊事業者など県内外の有識者によ

る３回の会議を開催されました。年度末には検

討結果として、県とツーリズムおおいたとの連

携の在り方やプロパー人材の育成・確保、財源

の確保について提言が取りまとめられています。 

 この１年間でツーリズムおおいたの役割や推

進体制について様々な議論がなされ、本県の観

光推進体制強化に向け、大きくかじを切ってい

ただいたことについては大変感謝を申し上げる

次第であります。 

 しかしながら、この改革はスピード感も必要

ですし、県がどれだけ本気度を持って取り組む

かがこれからの本県の観光振興の行方を左右す

ることになると考えます。ツーリズムおおいた

が発足して２０年、これまで培ってきたノウハ

ウをいかしながら、戦略的かつ大胆に施策を展

開していくために、今後、県とツーリズムおお

いたとの連携や人材・財源確保について、どの

ように取り組んでいくのかが重要だと考えます。 

 そこで、今後の本県における観光推進体制の

在り方について、観光局長の見解をお伺いいた

します。 

嶋議長 渡辺観光局長。 

渡辺観光局長 お答えいたします。 

 昨年度開催されました有識者会議からは、主

に三つのポイントについて御提言いただきまし

た。 

 一つは、県とツーリズムおおいたの役割分担

の明確化と連携強化です。マーケティングやプ

ロモーション等のＤＭＯが担うべき役割は、ツ

ーリズムおおいたに集約して一元的に実施する

ことや、県と一体的にＰＤＣＡを回し、効果的

・効率的な施策推進を図るため、同一場所で業

務を行うことなどについても盛り込まれており
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ます。 

 二つ目は、ツーリズムおおいたの専門性強化

です。設立の原点であります民間主体による民

間発想の機動的な組織を実現するため、マーケ

ティング知識を有し、熱意と人柄を備えた民間

経験者を事業執行責任者として登用することで

ありましたり、専門知識を継続的に蓄積し、地

域の関係団体等との人的ネットワーク構築を図

るため、プロパー職員の確保・育成や専門人材

を有効活用することについても言及されており

ます。 

 三つ目としまして、ツーリズムおおいたが主

体的に事業を展開できるよう、財源面からその

仕組みを構築することについても求められてい

ます。 

 そのような提言内容を踏まえ、早速庁内にプ

ロジェクトチームを立ち上げたところです。県

としてしっかりと議論し、本気度とスピード感

を持って検討を進めていきたいと考えておりま

す。 

嶋議長 森誠一議員。 

森議員 さきほど取り上げた大分県観光のさら

なる発展に向けた有識者会議においては、新た

な観光需要の増加に対応するため、施策の実施

に必要な人と人材の確保に引き続き取り組む必

要があり、宿泊税等、特定財源の検討について

も提言がなされました。 

 また、３月末に策定された第５期ツーリズム

戦略にも観光地域づくりに必要な財源確保に向

けて、宿泊税等特定財源の導入可否を含めた検

討が主な取組の一つとして記載をされています。 

 これらを受けて、本年５月に大分県観光振興

財源検討会議が開催され、本県全体の観光振興

に係る施策を将来にわたり安定的に実施するた

めの財源の在り方についての議論が始まりまし

た。正に県の本気度を感じることのできる、ス

ピード感を持った取組だと思います。 

 宿泊税については、海外では一般的に付加さ

れており、国内でもインバウンドなどによる宿

泊需要の増加を背景に、東京都、大阪府、福岡

県、京都市、長崎市などでも導入されておりま

すし、県内では別府市での議論がスタートして

いると伺っております。 

 今後、大分県全体の観光施策を力強く前に進

めていくために、宿泊税等特定財源の検討をし

っかりと行っていくべきだと考えますが、観光

局長の見解をお伺いします。 

嶋議長 渡辺観光局長。 

渡辺観光局長 お答えいたします。 

 人口減少、少子高齢化が進む中、交流人口や

関係人口の拡大につながる観光振興は、地域経

済を活性化していくために、ますます力を入れ

ていくべき分野であります。特に今後、インバ

ウンドをはじめ、さらに増加が見込まれる観光

需要の取組は大変重要で、受入れ環境の整備や

人材の確保・育成等の課題に対応していくため

には、積極的に投資をしていくことも必要だと

考えています。 

 そこで、新たな観光需要に対応するための中

長期的な財源を検討することを目的に、先月、

有識者による財源検討会議を立ち上げて議論を

開始したところです。来週からは、県内１２か

所で観光振興財源に関する意見交換会を、宿泊

事業者を中心に、広く意見を伺う予定としてお

ります。 

 今後も宿泊事業者をはじめ、県民の皆さんの

御意見を丁寧に伺いながら、会議での議論も踏

まえて、しっかりと検討を進めてまいりたいと

考えております。 

嶋議長 森誠一議員。 

森議員 本日議論させていただいた大分県の今

後の観光施策についてですが、これまでの県庁

の常識を超えた本気度がなければなし得ない組

織づくりと財源確保の議論であると思います。

商工観光労働部、そして観光局、人事や財政を

つかさどる総務部を含め、全庁で観光推進体制

の再構築に力を注いでいただくことを強く強く

要望いたします。 

 それでは、次に移ります。芸術文化の振興に

ついて伺います。 

 芸術文化は、人々に喜びや感動、生活の楽し

さや心の安らぎをもたらし、豊かな人間性や創

造性を育むものです。県では、平成１６年に大

分県文化振興条例を制定、翌年大分県文化振興
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基本方針を策定。その後、平成２７年４月に県

立美術館ＯＰＡＭが開館したことなどを契機と

して、翌２８年に基本方針の一部見直しを行う

とともに、３年ごとの短期目標として大分県文

化創造戦略を策定、現在は、第３期戦略に基づ

いて様々な取組が行われております。 

 誰もが芸術文化を享受できる機会の充実、そ

の創造性をいかした地域づくりに取り組む中、

ＯＰＡＭは本年４月に開館１０周年を迎えたと

ころです。目前の２月１６日には通算来館者数

が５００万人を突破するなど、県民に親しまれ

る美術館として定着してきたことは本当にうれ

しい限りであります。 

 そして、今年は１０周年を記念した特別企画

展や様々なイベントが予定されていることから、

ＯＰＡＭを通じて、改めて芸術文化の魅力に触

れてもらえるものと期待しておりますし、さら

に多くの県民の方々に御来館いただけるよう、

魅力的な企画運営に努めていただきたいと思い

ます。 

 また、第１回定例会においては、別府アルゲ

リッチ音楽祭の拠点でもある、しいきアルゲリ

ッチハウスの県有化について、その請願を全会

一致で採択したところですが、今後は、その音

楽祭が第２５回という節目を迎えています。引

き続き、このような国内外の優れた芸術文化の

鑑賞機会の充実を図っていただきたいと思いま

す。 

 そのほかにも、この１０年間を振り返ると、

平成３０年の国民文化祭・おおいた２０１８、

全国障害者芸術・文化祭おおいた大会や、令和

４年の東アジア文化都市２０２２大分県など、

様々なイベントの開催を通じ、県内各地域にお

いても芸術文化活動が促進されてきているもの

と感じております。 

 個人的には、一昨年に開催された地元豊後大

野市の朝倉文夫先生生誕１４０周年記念「猫と

巡る１４０年、そして現在」は、前年度にこの

議場で一般質問に思いを込めたこともあり、今

でも感動を忘れられません。 

 大分県の芸術文化の今後を考えると、人口減

少による担い手不足など課題も多いところです。

また、大分県文化振興基本方針も改定後１０年

を経過する中で、取り巻く環境も変化してまい

りました。こうしたことを踏まえ、これまでの

取組の成果や課題なども含め、今後のさらなる

芸術文化の振興にどのように取り組んでいくの

か、知事にお伺いいたします。 

嶋議長 佐藤知事。 

佐藤知事 芸術文化の振興についてでございま

す。 

 本県では、平成２７年の県立美術館の開館を

機に文化振興基本方針を改定しまして、三つの

視点から芸術文化施策を進めてきております。 

 一つ目は、質の高い芸術文化に触れる機会の

創出でございます。今年２５回目を迎えました

別府アルゲリッチ音楽祭、累計５００万人の来

館をいただいております県立美術館等を通じて、

優れた芸術文化の鑑賞機会の充実を図ってきて

おります。 

 また、昨年はｉｉｃｈｉｃｏ総合文化センタ

ーのリニューアルを行いまして、より魅力的な

公演を提供するための機能強化、そして鑑賞環

境の改善や快適性の向上を図りました。 

 二つ目は、新たな担い手の創出・育成であり

ます。小・中学校へのアウトリーチ、各地での

アートイベントに加えまして国民文化祭と全国

障害者芸術・文化祭、そして東アジア文化都市

の開催等を通じまして、年齢や障がいの有無を

問わず、本県の芸術文化の新たな担い手も育ち

つつあります。 

 三つ目は、文化的資源を活用した地域振興で

ございます。豊後大野市の朝倉文夫先生を記念

しました大分アジア彫刻展などに加えまして、

近年は別府市や国東半島に生まれました個性豊

かな現代アートの作品、また、昨年県内から２

人目の人間国宝、岐部笙芳さんが認定されまし

たけれども、竹工芸などを活用した企画も増え

てきているところであります。 

 その一方で、この間、県内の人口減少、一段

と加速しておりまして、芸術文化活動の縮小も

懸念されます。担い手の創出・育成の支援がよ

り一層重要になっているところであります。 

 そこで、昨年７月には県内の無形民俗文化財
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を守り継いでいくために、地域や芸能種別を超

えた連絡協議会を発足させました。今後もビジ

ョン２０２４に掲げた１０年後の目指す姿を見

据えまして、本県芸術文化の魅力を広く発信し

て、担い手の創出や芸術文化活動の維持・発展

に努めていきたいと考えております。 

 基本方針の改定からこの１０年、コロナ禍に

よりまして、イベントの中止や縮小を経験しま

した。また、デジタル技術の発展による芸術表

現、鑑賞方法の多様化、カルチャーツーリズム

等が急速に進展しているところであります。こ

れまでの成果や課題を踏まえまして、時代の潮

流に即した芸術文化振興を進めるために、文化

振興県民会議の意見等も伺いながら、今年度中

に基本方針を改定しまして、創造県おおいたの

さらなる推進を図っていきたいというふうに考

えております。 

嶋議長 森誠一議員。 

森議員 ありがとうございました。 

 芸術文化振興の議論に関連しまして、ユネス

コ無形文化遺産について、ちょっと触れさせて

いただきたいと思います。 

 ユネスコ無形文化遺産は、伝統的舞踊、音楽、

演劇、工芸技術、祭礼等の無形文化遺産を消滅

の危機から保護し、次世代へ伝えていくための

国際的な協力及び援助体制を確立することを目

的に、世界１８４か国が締約し、６６７件の登

録がございます。そのうち日本の登録件数は２

３件で、県内では日田祇園の曳山行事や国東市

の吉弘楽が登録されております。 

 このたび、伝統芸能である神楽を登録しよう

という機運が知事会を中心に盛り上がってきた

とお聞きしております。本年の３月２４日に神

楽継承・振興知事連合の立ち上げ式が、また５

月２３日には神楽のユネスコ無形文化遺産登録

推進総決起大会が開催され、佐藤知事もオンラ

インで出席されたとお聞きしております。 

 全国の神楽保存団体は４千を超えると言われ

ますが、近年は少子高齢化や人口減少などによ

り保存・継承が困難となってきております。今

回の知事連合には３２道府県が加盟し、保存ネ

ットワークが形成されたことは大きなインパク

トがあると思っております。 

 令和１０年の登録を目指しているということ

で、私も神楽の継承者の一人として、非常に期

待しております。私どももしっかりと連携を図

ってまいりたいと思いますので、今後もよろし

くお願いしたいと思います。 

 それでは、次に、教育をめぐる諸課題につい

て伺います。まず、通学区域制度検証委員会の

答申について伺います。 

 県立高校の全県一区制度についての検証等に

ついては、昨年の我が会派の阿部英仁議員の代

表質問でも取り上げられ、これまでも幾度とな

く議論されてきたところであります。特に課題

と考えるのが、人口減少や大分市内の高校への

入学希望者の集中などによる地域の高校の定員

割れです。地域の高校は、生徒の学びの場であ

ると同時に、地域の活力を支える重要な役割を

担っています。 

 こうした中、令和７年度の県立高校入試の状

況を見ますと、一次入試においては、全日制高

校の志願倍率が県全体で１．０２倍と、これま

でで最も低く、実際に受験した人数による受験

倍率は、初めて１倍を下回るなど、その低下傾

向に歯止めがかからない状況となっています。

最終的な欠員数は、全日制３９校のうち２３校

で、昨年を１００名ほど上回る５６８名となっ

ています。特に大分市及び別府市以外の地域の

高校では欠員が多く、普通科においては１６校

中１２校が未充足の状況となっています。 

 この背景には、私立を専願とする受験生の増

加や通信制を含む県外高校への進学の増加など、

様々な要因も考えられるものの、かねてから全

県一区制度との関連が指摘されているところで

あり、こうした状況を踏まえ、県教育委員会が

昨年設置した通学区域制度検証委員会における

全県一区の在り方をめぐる議論に注目していた

ところであります。 

 この検証委員会に対し、入試制度の在り方、

高校の魅力づくり、教育の質の担保を諮問した

結果、先般答申があり、今後の通学区域制度の

在り方については、生徒の主体的な進路選択を

促すという全県一区の理念を大切にし、これを
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入試制度のベースとしつつ、地域の生徒が地域

の学校を選択しやすくする制度の設計もあり得

るという内容となっています。 

 他方、この検証を行っている間、高校の授業

料が実質無償化されることが示され、一部では

地域の高校の維持・存続に対して懸念する声も

上がっております。また、４月のデジタル行政

改革会議における総理の発言もあり注目されて

おりましたが、受験生の公立高校への受験機会

を増やすためとして提案されたデジタル併願制

は、かえって都市部の高校への志願者の増加を

招くおそれがあり、慎重な議論が必要との意見

も聞かれるところであります。 

 少子化が進む中、地域の高校の維持・存続に

向けて、何らかの取組が必要ですし、高校を取

り巻く様々な状況の変化がある中、県教委にお

いて答申の内容を踏まえ、今後の在り方などが

しっかり検討されることを期待しております。 

 これらを踏まえ、今回の答申に対する受け止

めと、今後どのように対応しようとしているの

か、教育長にお伺いいたします。 

嶋議長 山田教育長。 

山田教育長 お答えします。 

 通学区域制度検証委員会では、今年の高校入

試結果や高校授業料無償化の影響、国において

検討されているデジタル併願制の議論も踏まえ、

４回にわたる協議がなされました。 

 答申では、生徒の主体的な進路選択を可能と

する全県一区制を引き続き入試制度のベースと

しつつ、地域の高校の活性化に配慮して、一部

の選抜方法で通学区域を設定する制度設計もあ

り得るとされております。ほかにも魅力化・特

色化の推進など、５項目の具体的方策の提言に

加え、今後の生徒数の減少も踏まえた本県にお

ける県立高校の将来像を示す必要性が指摘され

ました。 

 県教委といたしましては、答申を踏まえ、必

要な対策を可能な限り迅速に進めたいと考えて

おり、例えば、入試制度に関しては、地域の生

徒が地元の高校を第２志望として同時に受験で

きる仕組みを早速検討しているところでありま

す。 

 子どもたちの期待に応える質の高い学びを確

保する一方で、地域における高校の存続の重要

性もしっかりと認識する必要があります。今後

も地域住民や生徒、保護者の声に耳を傾けなが

ら、遠隔教育の充実や魅力化の推進など、必要

な対策を講じてまいります。 

嶋議長 森誠一議員。 

森議員 ただいま教育長からは、入試において、

二次募集がなくて、第２志望を入試の時点で選

ぶような仕組みを一部考えているということで

すが、その実現については、来年度の入試に反

映されるのであれば、今年度、急ぎ制度設計を

しなければならないと思いますが、その辺のス

ケジュール感等はどうなっていますでしょうか。 

嶋議長 山田教育長。 

山田教育長 第２希望制については、定員割れ

対策として非常に有効であるというふうに考え

ております。ただ、その実施にあたっては、い

ろんな今、高校入試の事務処理をシステム化し

ておりまして、システムの改修等かなりの作業

が予想されます。来年度から高校の無償化が本

格化するということで、公立高校の活性化に向

けて、この第２希望制の導入、極力急ぎ進めた

いと考えておりますが、この段階でいつからと

いうことを明言するのは差し控えたいと思いま

す。 

嶋議長 森誠一議員。 

森議員 このことについては、さらにまた慎重

な議論も必要だと思いますが、スピード感も必

要だと思っておりますので、是非とも急ぎの検

討をお願いします。 

 続いて、魅力ある学校づくりについて伺いま

す。 

 地域の高校維持・存続に向けては、何よりも

選ばれる学校となることが重要と考えます。そ

のためには、他校と差別化された魅力づくりが

不可欠であり、どの地域においても生徒自らの

可能性を最大限に伸ばし、多様で質の高い高校

教育を提供できる環境を整備していくことが重

要です。 

 例えば、生徒が思い描くキャリアが学校選択

のきっかけとなるような魅力づくりや地域なら
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ではの魅力づくりを実現する取組が重要だと思

います。 

 昨年、情報科学高校に伺った際、昼食時、お

昼のお弁当の購買予約システムの構築を授業の

一環として生徒が実施していることをお聞きし

ました。この件については、以前、木田議員が

ＰＥＣＯＦＲＥＥ（ペコフリー）というアプリ

の紹介もあったかと思いますが、情報科学高校

では自分たちでシステムを構築したということ

であります。昼食時間のチャイムの後、生徒が

購買でお弁当を購入する際に起こる、時間の都

合で購入できない生徒、売れ残りによる業者側

の食品ロスの発生、いわゆる購買ダッシュによ

って起こるけがの危険などといった課題の解決

に向けた取組です。 

 生徒たちは、Ｗｅｂサイトを使用し、無料の

システムを構築していました。私がお話を伺っ

た際にはシステムの検証の段階であり、その後、

キャンセル機能の追加などの改良も重ね、今、

少しシステムは止まっているそうなんですけれ

ども、２年生が見直しをしているというふうに

聞いております。 

 この取組は、高校の昼食、お昼のお弁当にお

ける課題に対応するだけでなく、受発注のミス

マッチの解消やデータベース化による弁当の販

売予測など、販売事業者にとっても大きなメリ

ットをもたらすものであり、何より生徒の自主

性や探究的思考を向上させる、優れたものだと

感じました。 

 今回、情報科学高校のこのような事例を伺い、

県内のほかの高校においても様々な切り口で地

域の事業者や産品、イベント、自然、文化など、

その地域の特色もいかし、地域全体としてその

魅力化に取り組むことができるのではと、可能

性を感じました。 

 こうしたことを踏まえ、地域の魅力ある学校

づくりにどのように取り組んでいくのか、教育

長にお伺いいたします。 

嶋議長 山田教育長。 

山田教育長 お答えします。 

 学校の魅力づくりには、地域との連携・協働

が重要であり、各高校において、地域の特色を

いかした学びが実践されています。 

 例えば、安心院高校では、地元企業と連携し

て、発酵醸造をテーマとした探究学習に取り組

んでいます。廃棄物に付加価値を加え、新たな

商品を作るアップサイクルの手法を用いて、酒

かすを使ったスイーツ等を開発しました。商品

のパッケージデザインから地元のイベントでの

販売まで、全て生徒が行うなど、地域の活力創

出にもつながる取組を実践しています。 

 地域と連携した学びは、専門学科の課題研究

でも展開されています。三重総合高校のメディ

ア科学科では、豊後大野市の関係人口増加をテ

ーマとして、サウナ事業を軸とした観光プラン

の研究に取り組みました。昨年度は市役所や観

光協会へのリサーチや現地でのフィールドワー

クを重ね、観光プランを考案し、今年度は商品

化に向けた研究を進めているところです。 

 今後も地域資源を活用した、生徒の自己実現

やキャリア形成にもつながる学びの充実を図り、

その地域ならではの魅力ある学校づくりを推進

してまいります。 

嶋議長 森誠一議員。 

森議員 高校のお昼、お弁当の問題は、保護者

の皆さんからもいろいろお話を聞いているとこ

ろであります。この後、また佐藤議員等からも

議論があるかと思います。 

 そして、小・中学校の昼食については、現在、

国において無償化の検討が進められているとこ

ろでありまして、小学校は来年度、中学校につ

いてもできる限り速やかにとされております。 

 保護者の経済的負担軽減に資するものと考え

ますが、その際、気になるのが、県立中学校で

ある豊府中学校のお昼であります。第１回定例

会における予算特別委員会でも質問いたしまし

たが、現在でも自治体によっては無償化が進む

中、豊府中学校の保護者からは、ミルク給食で

なく、完全給食を望む声を多く伺っております。

遠方から通う生徒も多く、そのためにお弁当を

作るのが大変だという家庭もあります。大分市

との給食センターとの連携や時間割の見直しな

ど、様々な課題があることは承知しております

が、家庭の負担なども考慮し、魅力ある学校づ
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くりの観点から、完全給食について検討しては

どうかと考えますが、教育長のお考えをお伺い

します。 

嶋議長 山田教育長。 

山田教育長 お答えします。 

 豊府中学校の給食ですけれども、中学の給食

は、学校給食法上、設置者の努力義務というふ

うになっておりますので、私もそのミルク給食

であるというのを聞いて、その過去の経緯をち

ょっと調べてみました。平成１９年に開校した

んですけれども、その当時の記録を見ますと、

食育の観点から手作りの弁当を持たせたいとい

う保護者の意見が多かったと、そういう意向を

踏まえてミルク給食を導入したという記録が残

っております。 

 ちなみに、現在九州にある県立中学、全部で

２６校あるんですけれども、その半数の１３校

がミルク給食、それから７校は給食未実施、完

全給食が４分の１の６校にとどまっていると、

そういう状況です。 

 今、議員から御指摘のありましたとおり、生

徒の栄養バランスの確保、あるいは保護者の負

担軽減、そういった観点から、完全給食の導入

についての御意見は考慮すべきものと考えてお

ります。 

 今後、関係機関や保護者の御意見も伺いなが

ら、施設整備や財政面も含めた課題の整理を進

め、豊府中学における給食の提供の在り方につ

いて検討してみたいと考えております。 

嶋議長 森誠一議員。 

森議員 ありがとうございます。是非検討をお

願いします。 

 高校の魅力化の取組ということで、一つ提案

させていただきたいことがございます。 

 今年は、豊後大野と姫島ジオパークは３回目

の再認定審査の年となっております。ジオパー

クは地質系の博物館であり、豊後大野市におい

ても小・中学生がジオサイトを通じて、高校の

地学レベルの学びに触れることができています。

地学の学びは防災学習にも直結するものであり

ます。しかしながら、大学入試科目の設定等の

影響もあって、高校地学の科目を履修できる高

校が県内にはなくなっております。全国的にも

地学を履修できる高校が少なくなっているよう

です。 

 現在、三重総合高校では、探究的な学習など

においてジオパーク学習に取り組んでいただい

ておりますが、地域の特色的な科目として地学

を履修することで単位が認定されると、地域の

自然、歴史、文化への理解が一層深まることに

つながると考えます。 

 今後、私自身のテーマとして議論させていた

だきたいと思いますので、ここでは提案として

とどめさせていただきたいというふうに思いま

す。 

 次の質問に移ります。居住支援についてであ

ります。 

 昨年の１０月３１日と１１月１日の２日間、

大分県が主催で居住支援九州サミットｉｎべっ

ぷが、延べ４００名もの方々が参加する中、開

催されました。九州各県における居住支援法人

の取組の発表や居住支援を所管する国土交通省

住宅局、厚生労働省社会援護局、法務省矯正局

からの情報提供やパネルディスカッションも行

われ、居住支援の最前線の取組などを学ぶよい

機会となりました。 

 昨年の宮成公一郎議員の一般質問でも取り上

げられましたが、居住支援法人や市町村の居住

支援協議会では、住宅確保要配慮者に対する支

援や再犯防止に向けた立ち直り支援の取組が行

われております。 

 豊後大野市においては、社会福祉法人偕生会

と豊後大野市建設課が事務局となり、豊後大野

土木事務所がその補助を務めるという体制で居

住支援協議会の運営がなされており、日本文理

大学工学部建築学科や更生保護サポートセンタ

ーなどとも連携し、居住支援の輪を広げる取組

が行われています。 

 昨年の県議会での議論において、土木建築部

長からは、令和３年度に県独自の取組として、

関係団体と行政から成るネットワーク会議を市

町村ごとに創設し、支援体制を強化したことで、

全国でもトップクラスの数の協議会が設立され、

活動が行われているとの答弁がございました。
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現在でも１８市町村全てにおける体制構築に向

けて、力を入れてくださっていることに感謝申

し上げます。 

 一方で、単身の高齢者や生活困窮者の増加な

どに伴い住宅確保要配慮者が増加傾向にあるこ

とに加え、抱える課題も複合化してきており、

現状の体制では対応に限界があるといった声も

聞かれております。 

 こうした中、改正住宅セーフティネット法が

今年１０月に施行されます。改正法では、住宅

政策と福祉政策が連携した地域の居住支援体制

の強化や居住支援法人等が入居中のサポートを

行う賃貸住宅、居住サポート住宅の創設、要配

慮者に賃貸住宅を提供しやすい市場環境の整備

などが盛り込まれています。 

 居住支援の取組に関しては、支援の手を届き

やすくするため、協議会の存在や取組内容につ

いて、県民の方々にもっと知っていただく必要

があります。こうしたことを踏まえ、支援体制

の充実も含め、本県における居住支援に今後ど

のように取り組んでいくのか、土木建築部長に

お伺いいたします。 

嶋議長 小野土木建築部長。 

小野土木建築部長 お答えいたします。 

 高齢者や障がい者など、住宅確保要配慮者が

増加している現状を踏まえ、住居支援の充実と

拡大が重要と認識しております。そのため、県

では、要配慮者と家主のマッチングなどの入居

支援を行う市町村ごとの居住支援協議会設立に

取り組んでいるところです。既に設立された６

市町の協議会では、構成員の不動産業者や福祉

事業者などが連携し、要配慮者が必要とする支

援を行っています。その結果、障がい者が福祉

サービスを受けながら賃貸住宅で自立生活を開

始したケースや単身高齢者がシェアハウス入居

と就労を同時に実現したケースなど、円滑な入

居につながっています。 

 未設立の市町村には、自治体や地域の事業者

が参加するネットワーク会議を通じて居住支援

の意義や先進事例の周知を図ってきました。引

き続きこの取組を継続し、全市町村で協議会が

設立されるよう後押ししてまいります。また、

多くの要配慮者が利用できるよう、広報誌やケ

ーブルテレビなどを活用し、居住支援の取組や

相談窓口の周知にも努めてまいります。 

 今後も関係者と協力し、住宅確保要配慮者が

安心して暮らせるよう取り組んでまいります。 

嶋議長 森誠一議員。 

森議員 これまで市町村において居住支援協議

会が設立されるにあたっては、土木建築部また

土木事務所が主体となって、福祉保健部局と連

携した伴走支援が行われてきました。引き続き

この体制でよろしくお願いしたいというふうに

思っております。 

 それでは、最後に、里親支援について伺いま

す。 

 近年増加傾向に歯止めがかからない児童虐待

などの事情により、家庭での養育が困難な子ど

もたちが年々増加する中、社会的養護の重要性

はますます高まっています。その中でも家庭的

な環境で子どもを養育する里親制度は、子ども

の健全な成長に資する重要な制度であります。

しかしながら、実際には里親登録数・委託数と

もに十分とは言えず、乳児院や児童養護施設へ

の入所が依然として中心となっているのが実情

です。 

 こうした中、平成２８年の児童福祉法の改正

により、国や地方公共団体の責務として、家庭

と同様の環境における養育の推進等が明記され、

児童養護の場を可能な限り施設から家庭へと移

行させる、子どもの家庭養育優先が原則として

示されたところであります。 

 本県においては、こうした方針を踏まえ、大

分県社会養育推進計画において、３歳未満の里

親等委託率を令和１１年度に７５％以上とする

高い目標を掲げて取り組んだ結果、令和５年に

は全国でも２番目に高い６６．７％を実現して

おります。加えて、県では、さらなる里親制度

の充実として、日本財団と連携し、全国初とな

る独自のモデル事業に取り組んでおります。 

 その一つが乳幼児短期緊急里親制度です。こ

れは、一次保護所での対応が困難であるなどの

乳幼児の課題解決に向け、夜間、休日に緊急受

入れが可能な里親を確保しておく取組です。ま
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た、里親の心理的・身体的な負担を軽減するた

め、一時的に子どもを預かるレスパイト支援体

制の強化も行っております。 

 これらの取組は、乳幼児の保護や家庭的養育

の推進において非常に有効な手段であると考え

ますが、日本財団からの助成期間は本年度まで

と伺っており、終了後の支援策がどのようにな

るのか心配しております。 

 先般、国における乳幼児短期緊急里親制度の

創設などをこども家庭庁に知事が要望されたと

お聞きしております。引き続き、一人でも多く

の子どもが家庭的な愛情の中で成長できるよう

取り組んでいただきたいと思います。 

 そこで、里親支援について、今後どのように

取り組んでいくのか、福祉保健部長にお伺いい

たします。 

嶋議長 首藤福祉保健部長。 

首藤福祉保健部長 お答えいたします。 

 本県では、かねてより家庭的養育の重要性に

着目しまして、児童相談所に順次、里親制度等

専任の職員の配置や部署の設置を進めてまいり

ましたほか、各児童養護施設等に里親支援の専

門相談員配置を進めるなど、積極的に里親委託

を推進してまいりました。その一環として、現

在モデル実施しております乳幼児短期緊急里親

の取組や児童家庭支援センターによる里親のレ

スパイト支援については、子どもの迅速な安全

確保や里親の負担軽減に大きく寄与しておりま

す。 

 これらの取組を来年度以降も継続して実施で

きるよう、先日、知事がこども政策担当副大臣

に直接制度化を要望いたしまして、その意義を

御理解いただいたところでございます。 

 また、里親制度の充実には里親の確保が何よ

り不可欠でございますので、里親支援専門のＮ

ＰＯと連携いたしまして、説明会の開催や認定

前研修などに注力をした結果、昨年度末には２

３８組まで増加いたしました。現在、里親の確

保から子どもとのマッチング、里親に委託した

後の支援までを包括的に担います里親支援セン

ター、こちらの早期設置に向けましても、児童

相談所を中心に関係者との協議を進めていると

ころです。 

 今後とも関係機関としっかり連携しながら、

里親支援の一層の充実に努めてまいります。 

嶋議長 森誠一議員。 

森議員 ありがとうございます。 

 今回、私どもの会派から本議会において、さ

きほどお話のあった、知事が国に要望した里親

制度の充実に関して意見書を取りまとめさせて

いただきました。全国的にモデル的な取組でも

あり、大分県からしっかり里親制度の充実の輪

を広げていきましょう。よろしくお願いいたし

ます。 

 最後に、今月１日、別府市の社会福祉法人別

府光の園で統括施設長などを務められ、大分県

において社会的養育に熱心に取り組んでこられ

た松永忠先生の追悼の会が執り行われたとお聞

きし、愕然といたしました。私自身、７年ほど

前に松永先生とお会いし、以来、大変多くの御

指導をいただきました。全国的にもその取組が

注目されていた先生が、まだ６３歳という年齢

での御逝去は、本当に残念と言わざるを得ませ

ん。 

 松永先生は、大分合同新聞に「灯」というタ

イトルで、令和５年１１月まで月に１回のペー

スで１３７回寄稿されておりました。その中か

ら令和４年１０月２９日の内容の一部を紹介さ

せていただきます。 

 人は皆、幼い頃の愛された出来事や楽しかっ

た思い出を心のアルバムにして大切に抱いてい

ます。心の内に宿る人、大切にされた記憶、こ

れら子ども時代の思い出は、寂しさや悲しみ、

つらいことや困難を乗り越える力となると思い

ます。 

 社会的養育を必要とする子どもの幸せのため

に生涯をささげ、子どもたちに愛情を注ぎ続け

た松永先生に、深甚なる敬意と感謝を申し上げ、

心からの哀悼の意を表しますとともに、松永先

生の思いを関係者の皆様とともにしっかりと引

き継いでいくことを決意し、今回の私の一般質

問を終わらせていただきます。御清聴ありがと

うございました。（拍手） 

嶋議長 以上で森誠一議員の質問及び答弁は終
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わりました。若山雅敏議員。 

  〔若山議員登壇〕（拍手） 

若山議員 皆さん、こんにちは。２８番、県民

クラブの若山雅敏です。 

 この一般質問の機会を与えていただきました

先輩・同僚議員の皆様や支援者の方々に心より

感謝申し上げます。 

 また、本日傍聴においでくださった方々やイ

ンターネット等で視聴される皆様にも感謝申し

上げます。 

 いただいた意見がしっかり届きますよう、精

一杯頑張ります。 

 クールビズではあるんですが、これまで私が

２回ほど質問したときにもクールビズで、ネク

タイをしたことがなかったんで、今日はネクタ

イをさせていただきたいと思うんですが、ちょ

っと緊張のためか、汗が止まりません。やっぱ

りクールビズは大切だなということを実感しな

がら一般質問に入っていきたいと思います。 

 １項目めの宇佐神宮御鎮座１３００年を契機

とした観光振興についてですが、今回の一般質

問は、まず、本県が誇る国宝宇佐神宮の１３０

０年の歴史に思いをはせながら、いかにしてそ

の歴史的価値や意義を次の１００年、さらには

２００年先の未来へと継承していくかについて、

皆さんと共に考えてみたいと思います。 

 宇佐神宮は、全国に約１１万あるとされる神

社のうち、最も多くを占める、約４万余りの八

幡社の総本宮です。昨年のＮＨＫ大河ドラマ

「光る君へ」では、平安時代の貴族社会を舞台

に紫式部の生涯が描かれました。その中で、紫

式部の夫である藤原宣孝が宇佐神宮への奉弊使

に任命される場面が登場し、改めて宇佐神宮の

歴史的存在感を実感された方も多かったのでは

ないでしょうか。 

 このように、宇佐神宮は古代より多くの人々

の信仰を集めてきた歴史ある神社であり、神道

と仏教が融合した日本独自の宗教観、神仏習合

の発祥の地、さらには、日本各地の神社で行わ

れるみこしの発祥の地としても広く知られてお

ります。 

 本年、宇佐神宮は、勝負の神様としても知ら

れる八幡大神を祀った一之御殿の建立から１３

００年という大きな節目を迎えます。さらに、

１０年に一度、天皇のお使いである勅使が御参

向し、天皇からのお供え物を奉献する勅祭が行

われる年にも当たり、正に歴史的な重要な年と

なっております。 

 こうした節目を迎えるにあたり、宇佐神宮で

は、より多くの参拝客や観光客を迎えるべく、

本殿入り口である西大門の檜皮葺屋根のふき替

えや参拝路のバリアフリー化など、境内の大規

模な改修を進めてきたところです。 

 私は、昨年第２回定例会において、宇佐神宮

御鎮座１３００年を契機とした観光振興につい

て、広域的な観光誘客や二次交通対策も含めて

質問いたしました。その後、年が明け、いよい

よ１３００年の節目の年を迎えた今、県として

も宇佐市や商工会議所、宇佐神宮など関係機関

と連携し、様々な取組を進めているものと思い

ます。 

 今回の取組で得られる成果を県北地域だけで

はなく、広く県全体の観光振興に結びつけると

ともに、次代にも継承していくことができるよ

う、関係機関が一丸となって臨む必要があるの

ではないでしょうか。 

 そこで、この宇佐神宮御鎮座１３００年を契

機とした観光振興に県としてどのように取り組

んでいくのか、知事にお伺いいたします。 

 以下は対面席にて行います。 

  〔若山議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

嶋議長 ただいまの若山雅敏議員の質問に対す

る答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 若山雅敏議員の宇佐神宮御鎮座１３

００年を契機とした観光振興についての質問に

お答え申し上げます。 

 本県が誇る観光資源の中には、日本史の舞台

として登場する歴史文化遺産も数多くあり、宇

佐神宮は、正にその筆頭というふうに言えるの

ではないかと思います。御鎮座１３００年を機

に多くの行事が予定されており、例年以上に観

光客の来訪が期待されております。 

 既にゴールデンウイーク期間中の国宝本殿特
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別拝観には、昨年を上回る人手がありました。

また、５月１７日、１８日に宇佐神宮で行われ

ました将棋の名人戦第４局では、藤井聡太名人

と永瀬拓矢九段の熱戦が繰り広げられました。

報道でもたくさん取り上げられました勝負めし

や勝負スイーツは反響が大変大きく、ある和菓

子店では購入希望者が数多く訪れて、製造が追

いつかずに予約販売のみになったというふうに

も聞いております。この機を逃さず、新たな食

の魅力もしっかり発信しながら誘客を進めてい

くことが大事かなというふうに考えております。 

 この後も、例年夏に行われます流鏑馬神事が

１０年に一度の臨時奉弊祭に合わせて秋にも特

別に行われるほか、巫女体験ツアーや時代祭な

ども予定されております。歴史文化を感じさせ

る行事や取組を、引き続き宇佐市や商工会議所

等と一緒に盛り上げてまいります。 

 また、宇佐神宮を起点としまして県内の様々

な観光地を周遊することで、経済効果が県全域

に及ぶような仕組みづくりも重要でございます。

そのため、７月以降、交通事業者等と連携しま

して、航空券付宿泊旅行の割引やフェリーのマ

イカー割引などを行うことで、御鎮座１３００

年のタイミングに合わせて、県外の方々に対し

て訴求力のある商品造成を促してまいります。 

 また、９月にはフェリー船内において、宇佐

神宮など歴史的な名所のほか、刀鍛冶体験や自

然の中での瞑想体験など、各地域の体験プログ

ラムをＰＲすることとしております。 

 加えまして、宇佐神宮の歴史や周辺文化にも

思いをはせていただけますように、安心院の仙

の岩などゆかりの地を巡るデジタルスタンプラ

リーのほか、大分の文化をより深く感じられる

ようなコース設定をしたバスツアーなども実施

する予定にしております。 

 このような取組を通じまして、本県の魅力を

体感してもらうことで県北地域そして県全体の

持続的な観光振興につなげるとともに、宇佐神

宮への理解を深めて、その歴史的価値を次の世

代に継承できるよう取り組んでまいりたいと考

えております。 

嶋議長 若山雅敏議員。 

若山議員 知事、ありがとうございました。是

非、そういった、たくさんの取組を行っていた

だきたいと思いますが、昨年、私の質問にデス

ティネーションキャンペーン特別企画の日帰り

周遊バスや御鎮座１３００年に合わせたバスの

実証運行などに加え、レンタカーやレンタサイ

クルも含めた二次交通強化の可能性を宇佐市と

ともに協議していくこととしているとの答弁が

ありました。さきほど知事のほうも若干の御説

明いただきましたが、もっと具体的な部分があ

れば、周遊バスや実証運行の結果を踏まえて、

現在宇佐市とどのような協議状況になっている

のか、観光局長にお伺いいたします。 

嶋議長 渡辺観光局長。 

渡辺観光局長 お答えいたします。 

 御鎮座１３００年に向けましては、宇佐市や

商工会議所等でつくる実行委員会に北部振興局

がオブザーバーとして参加しておりまして、準

備を進めてまいりました。 

 実行委員会での検討の結果、レンタカーによ

る周遊促進については実現に至っておりません

けれども、レンタサイクルについては、観光協

会等で貸出しを実施しております。 

 一方、昨年のデスティネーション期間中に県

が実施いたしました日帰りバスツアーでありま

すけれども、２，２０６名に御参加いただきま

した。アンケートの結果でも満足したという声

を大変たくさんいただいたところであります。 

 こうした結果も踏まえまして、御鎮座１３０

０年の今年もバスツアーによる県内周遊に取り

組んでいく予定であります。 

 実行委員会においても正月三が日に駅から宇

佐神宮へのシャトルバスを運行したほか、１月

から３月には貸切りタクシーの割引というよう

なことを実施するなど、観光客の足の確保に力

を入れているところであります。 

 今後は、御鎮座１３００年以降も見据えまし

た二次交通の充実を検討中ということでありま

すので、県としてもできる限りの支援を行って

いきたいと考えております。 

嶋議長 若山雅敏議員。 

若山議員 ありがとうございます。１３００年
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だけでなくて、１３００年、１３０１年、２年

と続いていくわけですから、今後の県内の観光

誘客に向けての土台となっていただければとい

うふうに思いますし、宇佐神宮は勝負の神様を

祀ってある神社でありますが、実は、まだ多く

の方が知らないということもあるのではないか

ということを実感しております。さきほど知事

の話にもありましたように、５月には名人戦が

行われました。大変盛り上がったところでござ

いますし、出雲大社が日本一の縁結びの聖地と

して有名なように、宇佐神宮もぜひ勝負の神様

としての知名度を高めていただいて、例えば、

市と連携してスポーツ合宿の聖地としてのまち

づくりを進めていくとか、勝負というコンセプ

トを大事にした取組、またそういった部分を視

野に入れて、次の１００年、２００年に向けて

取り組んでいただきたいと思います。これは要

望ですので、よろしくお願いいたします。 

 続いて、少子化対策についてですが、毎年こ

どもの日を前に、総務省は子どもの数を発表し

ております。今年の発表によりますと、我が国

における外国人を含む１５歳未満の子どもの数

は１，３６６万人と、初めて１，４００万人を

割り込みました。これにより４４年連続の減少

となり、過去最小を更新するなど、改めて少子

化の深刻な進行が浮き彫りとなっているところ

です。 

 本県についても６月４日に発表された人口動

態統計によると、２０２４年の県内出生数は５，

９５７人で、初の６千人割れとなったとのこと

でありました。 

 このように、少子化は、都市部、地方部を問

わず、国全体で非常に厳しい状況が続いており、

これまでの県議会において繰り返し取り上げら

れてきた重要課題です。 

 少し詳しく分析してみますと、配偶関係のあ

る１５歳から４９歳の女性１千人当たりの年間

出生数である有配偶者出生率は、２０２０年時

点で全国は７０．３％で、１９９０年から２０

２０年までの３０年間で４．６ポイントの増と

なっております。 

 一方、本県については７８．５％で、全国よ

り８．２ポイント高く、また、同じ３０年間で

見ると１３．６ポイントも増加しており、全国

平均の３倍の伸びを示しております。 

 くしくもこの３０年は失われた３０年と呼ば

れ、バブル経済崩壊以降、日本経済が長く低成

長やデフレに苦しんだ時期でした。しかし、そ

うした状況下においても男女が出会い、結婚に

至る機会が生まれ、その結果として全国平均以

上のお子さん方が安定的に生まれてきたという

ことが言えます。 

 少子化対策においては、結婚を希望する男女

の出会いを創出し、少子化の進行を何とかして

食い止めていくことも非常に大切だと考えます。 

 さきに述べた本県の有配偶者出生率は、全国

的には高い水準にありますが、九州内ではむし

ろ低い傾向にあり、今後さらに取り組むべき余

地があると考えております。これまで取り組ん

できた若者への経済的支援や子育て等の支援施

策を充実させていくことはもちろんのこと、若

者の出会いや結婚の希望を後押しするおおいた

出会い応援事業についても、令和７年度は予算

を増額させ取り組むこととしており、大変期待

しているところであります。 

 こうしたことを踏まえ、なお歯止めがかから

ない出生数の減少への対応を含め、今後、少子

化対策にどのように取り組んでいくのか、知事

にお伺いいたします。 

嶋議長 佐藤知事。 

佐藤知事 少子化対策でございます。 

 昨年策定しました安心・元気・未来創造ビジ

ョン２０２４では、子育て満足度日本一を目指

して、結婚から妊娠・出産、子育てまで切れ目

なく支援することとしております。 

 まず、結婚への支援については、経済を活性

化させて、若者の経済的安定を図ることが欠か

せませんが、結婚を希望しながらも適当な相手

に巡り会えないという若者も多く、その対策に

も力を入れていく必要があります。 

 そこで、今年度は、これまで大分市、別府市

に集中していました婚活イベントを、六つの振

興局ごとに開催しまして、企業や団体と連携し

ながら、各地域の特色や観光資源をいかした出
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会いの場を提供することとしております。 

 次に、妊娠・出産への支援については、先進

医療も含めた不妊治療費への県独自助成を行っ

ております。昨年度、妻が３０歳以上の場合は

結婚後２年以内との要件を撤廃したこともあり

まして、利用件数は前年度から約１．８倍に増

加しました。 

 また、母親が安心して出産前後を過ごせるよ

う、検診等に要する交通費の助成や産後ケアの

利用拡大にも取り組んでいるところであります。 

 子育ての面では、経済的支援への要望が最も

多いことを踏まえて、高校生年代までの医療費

助成や第２子以降の保育料の全額免除、県立学

校の給食費無償化など、全国トップクラスの支

援を行っているところでございます。 

 他方、希望する誰もが子どもを持ち、安心し

て子育てができる社会の実現のためには、男女

が協力して家事や育児を行う共育て、共働きの

推進が求められております。職場や地域の理解

が大変重要でございます。 

 今年度から男性の育児休業の取得に取り組む

中小企業への助成金について、対象となる子ど

もの年齢を１歳から２歳までに引き上げるなど、

支援を拡充しまして活用促進していきます。 

 また、この秋にはサンリオエンターテイメン

トと連携しまして、イクボス宣言企業や子育て

タレントを招いたトークイベントとキャラクタ

ーショーといいますのをハーモニーランドで開

催するなど、男性育休が当たり前となる職場意

識や社会全体で子育てを応援する機運の醸成も

図ってまいります。 

 今後とも結婚を希望している方への支援も含

めて、子どもを産み育てやすい大分県づくりに

力を入れてまいります。 

嶋議長 若山雅敏議員。 

若山議員 自分が申しましたように、結婚をし

て、子どもさんを希望する男女が増えれば、当

然少子化対策に対応していくということにもな

りますし、まずは結婚できる経済支援、結婚に

向けて、皆さんが夢や希望を持っていけるよう

な経済支援、また、様々な子育て支援も充実さ

せていくこともお願いしながら、是非またそう

いった取組を進めていっていただきたいと思い

ます。 

 一方、次の地域の産科医療についてでありま

す。少子化に対しては、様々な支援や対策が今

言われたように行われておりますが、その成果

が出てくるまでには時間もかかりますので、ほ

かの対策も必要です。 

 そこで、地域の分娩施設の現状について質問

してみたいと思います。 

 宇佐市内の民間分娩施設に伺いましたが、こ

こ２０年で大分市を除く県内の民間分娩施設は、

２１施設から１１施設へと半減し、５市町の民

間分娩施設がなくなったとのことです。昨年３

月に策定された第８次大分県医療計画によると、

令和５年１２月１日現在で分娩可能な医療機関

は２５か所、助産所は２か所であり、また、分

娩可能な施設のない市町村は８市町村に上るな

ど、産みたい場所で産めない状況となっており

ます。 

 本県の令和５年人口動態統計によると、県内

の出生数は、かつては年間約１万人でありまし

たが、少子化の進行に伴い年々減少し、令和２

年の７，５８２人から令和５年には６，２５９

人と、３年間で１７．４％減少しております。

大分市でも３，７３７人から３，２４９人と１

３．１％の減少となっており、別府市を含むほ

かの地域では３，８４５人から３，０１０人と

なり、約２１．７％と著しく減少しております。

僅か３年間で出生数が５分の１近くも減少する

ことは、当初の想定をはるかに上回る深刻な事

態です。 

 ちなみに、宇佐市の出生数は２８４人から２

３１人と約１８．７％減少しており、私がお伺

いした宇佐市内の分娩施設の分娩数は、令和３

年から令和６年の３年間で約２５％の減少とな

っております。 

 分娩は、予測不能な緊急事態に対応する救急

医療です。分娩を取り扱う施設では、たとえ分

娩数がどんなに減っても、医師は３６５日２４

時間拘束され、休暇を取るためには複数の医師

で診療するか、当直に医師を配置するしかあり

ません。また、安全分娩のためには、助産師や
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看護師の日勤、準夜勤、深夜勤といったシフト

体制を確保する必要があり、分娩数にかかわら

ず一定数の人員配置とそれに伴う人件費が必要

です。 

 こうした中で、分娩数が一定を下回ると経営

が成り立たなくなり、赤字に陥ることで分娩の

取扱いを中止し、外来診療のみに移行するか、

最終的には廃業に至るケースも少なくありませ

ん。 

 宇佐市内のその分娩施設では、医師２名体制

で診療を行っておりますが、県北地域における

出生数の減少により、経営的に苦境に立ちつつ

あるとのことです。さらに、佐伯市の分娩施設

では、院長１名が診療を担っており、同様の状

況に直面しているという話も伺っております。

現在、多くの分娩施設が正に存続の瀬戸際にあ

る状況です。 

 分娩施設の経営改善を図るには、分娩費用を

上げることが一つの手でありますが、そうなれ

ば、出産育児一時金等では費用を賄えず、自己

負担が増え、ますます出産をためらうことにも

なります。現在、産科医師確保対策として、分

娩を担当した医師、助産師への分娩手当の支給

に対し、分娩１件当たり１万円を上限に３分の

１を補助する制度があるものの、僅かな足しに

しかなりません。 

 また、県では、分娩数が減少した病院、診療

所に対して２５０万、助産所に対して１００万

円を支給する事業に取り組んでおりますが、年

間５件分の分娩にしか相当しない、厳しい現実

があります。 

 結婚支援や子育て支援といった各種の少子化

対策を講じたとしても、このまま周辺地域の出

生数がさらに減少すれば、地元で出産できる施

設が失われる市町村が今後一層増えることが懸

念されます。そうなると、出産施設までの距離

が遠くなり、母体や胎児への安全性の確保が困

難になるだけでなく、若者の都市部への移住や

県外への流出も加速し、県内の少子化がますま

す深刻化するおそれがあります。今でさえ地域

に産科がなく、通院等も大変ですとの多くの声

を聞いております。 

 さきほども触れました第８次医療計画におい

ても、近年、産科医の減少や高齢化等により、

分娩の取扱いを休止したり廃業する施設があり、

引き続き、状況を注視する必要があると課題を

指摘し、周産期医療体制の整備などの各種施策

を進めることとしておりますが、分娩施設の確

保・維持も進めていただきたいと考えておりま

す。 

 こうしたことを踏まえ、地域の産科医療につ

いて、どのように取り組んでいくのか、福祉保

健部長にお伺いいたします。 

嶋議長 首藤福祉保健部長。 

首藤福祉保健部長 お答えいたします。 

 県の第８次医療計画においては、県内１県域

でありました周産期医療圏を三つに再編いたし

まして、県域ごとに産科医を提供できる体制を

確保することといたしました。各県域では、一

次、二次、三次施設の産科や新生児科などが相

互に連携いたします周産期医療ネットワークを

構築して、分娩リスクに応じた医療が提供され

ているところです。 

 また、産科医の不足については、自治医科大

学卒業医師や大分大学医学部の地域枠の生徒の

ほか、県内で産科医を目指す医師への研修資金

の貸与などによりまして、これまでに４５人の

産科医を確保・養成いたしたところでございま

す。 

 また、分娩施設から遠い地域でも安心して妊

娠や出産ができるよう、令和５年度から国の制

度に先駆けまして、妊産婦健診等の交通費や宿

泊費を支援しております。昨年度は２７５人が

利用いたしました。今年度からは、新たに１市

が助成を開始することとしており、１２市村に

制度が拡大したところでございます。 

 さらに、産後の母親の心身をサポートいたし

ます産後ケアについても、産科施設や助産所な

どと共に取組を進めております。昨年度は、訪

問型サービスも加わりまして、前年の約３倍の

１，５９９人が利用していただきました。 

 今後も関係機関と連携しながら、地域の産科

医療の確保をしっかり努めてまいります。 

嶋議長 若山雅敏議員。 
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若山議員 様々な取組があることも存じており

ますし、さきほど言いましたように、産む方々

に対してはいろんな施策が取られているものと

思います。しかし、出生数が少なくなれば、医

師の減少、ひいては、産科自体、分娩施設自体

の存続が難しくなる、また無痛分娩等が増えて

いけば、当然麻酔科医の配置等々も必要になっ

てきますし、そういった方への人件費への対応

ということも問題となります。 

 正常分娩の保険対象の議論というのも進めら

れようとしている中で、地方の実情をしっかり

と把握しながら、国に対しての要望や県として

対応できる取組をしっかりと行っていただきた

いと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 続いて、３点目の障がい福祉サービス事業所

の環境改善についてお伺いいたします。 

 中小企業では、物価高騰、最低賃金の上昇等

の状況下で、十分な価格転嫁ができず、人材も

集まらない状況が続いており、政府の目標どお

りの最低賃金の引上げが行われた場合、２割の

企業が休・廃業を検討しているとの報道があり

ました。さらに、後継者不足により、黒字経営

であっても事業継続が困難なケースも少なくあ

りません。こうした影響は、介護、障がい、子

ども等に必要なサービスを提供する社会福祉施

設の現場にも及んでおり、このままでは事業が

維持できず、地域の暮らしが成り立たなくなる

との悲痛な声が上がっております。 

 福祉の仕事はサービス業であり、対象者の尊

厳を守り、生活の質を高める、なくてはならな

い職業です。専門知識と人間的なケアが求めら

れるにもかかわらず、その労働環境は依然とし

て低賃金で重労働です。 

 厚生労働省の令和６年賃金構造基本統計調査

に基づいた試算によると、障がい福祉職員の令

和６年の賞与を含む給与は３０万８千円で、全

産業平均の３８万６千円に比べ７万８千円も低

くなっております。また、本県をはじめ小規模

事業所が多い地方では、全国平均よりもさらに

低いという声をよく聞きます。 

 私は、これまでに障がい福祉に尽力されてき

た方々と何度も話し合う機会を持ってきました。

その中では、電気代や材料費の高騰で運営費が

圧迫され、利用者工賃の引上げどころか維持す

ら難しい。スタッフの人件費を抑えざるを得ず、

経験ある職員の退職も危ぶまれるなど、多くの

声が上がっております。 

 政労使による物価上昇を上回る賃上げや最低

賃金の引上げが強く叫ばれておりますが、障が

い福祉サービス分野はこうした流れから取り残

されており、他産業との処遇格差はむしろ拡大

しております。求人を出しても応募がなく、や

っと採用できても短期間で離職するケースが後

を絶たず、深刻な人材不足が慢性化しておりま

す。 

 物価上昇に対応した賃上げは、経済全体の健

全な発展のために重要です。しかし、それを現

実のものとするための余力がないのが現場の実

情です。 

 昨年の一般質問では、中小企業の賃上げへの

支援の必要性を取り上げましたが、同様に、物

価高や賃上げへの対応に苦悩しながら地域を支

えている福祉事業者がその役割を継続できるよ

う、業態に応じた支援が必要だと思います。特

に障がい福祉サービス事業所では、処遇改善が

進まなければ人材の確保が難しく、サービスの

質や提供体制の維持が危ぶまれます。 

 こうしたことを踏まえ、物価高や処遇改善へ

の対応も含め、障がい福祉サービス事業所の環

境改善に県としてどのように取り組んでいくの

か、福祉保健部長にお伺いいたします。 

嶋議長 首藤福祉保健部長。 

首藤福祉保健部長 お答えいたします。 

 県では、物価高騰に対応するため、令和４年

度から５年度にかけまして、障がい福祉サービ

ス事業所の電気代高騰分や省エネ設備の整備な

どに対しまして、延べ１，１２０事業所に対し

助成してまいりました。 

 加えて、６年度の補正予算においても緊急支

援の補助金を措置しておりまして、切れ目なく

対応しているところです。 

 また、処遇改善については、令和４年と６年

の２度にわたりまして、報酬改定に先駆けた臨

時の交付金を延べ１，３７８事業所に交付いた
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しました。 

 さらに、昨年度の報酬改定では、１．５％を

上回る水準の本体報酬の引上げとともに、ベー

スアップに確実につながることを要件とした加

算制度も創設されたところです。この加算の取

得に向けましては、社会保険労務士と連携して

事業所への支援を実施しているところです。 

 このほかＩＣＴやロボットなどの導入支援や

働きやすい職場を評価いたしますふくふく認証

の障がい分野への対象拡大など、事業所の環境

改善に向けた施策を講じているところです。 

 また、さらなる人材確保や職場環境の改善に

向けた取組について、職員１人当たり５万４千

円相当を臨時に助成する予定でございます。 

 今後もこうした取組を通じまして、障がい福

祉サービス事業所の環境改善を進めてまいりま

す。 

嶋議長 若山雅敏議員。 

若山議員 是非、そういった部分の取組も進め

ていただきたいと思いますけれども、一方、障

がい福祉サービス事業所の利用者の方々にとっ

ても、物価高騰、最低賃金の上昇による影響が

出てきているというふうに聞いております。事

業所の方々との話の中で、就労継続支援Ａ型事

業所では、仕事をこれまで発注していただいて

いた中小企業や農業法人の方々から、そこ自体

の経営が悪化すれば、これまでのように発注が

できなくなると言われておったり、そうすれば

利用者の仕事が減少し、当然利用者の収入確保

もできなくなる、そういった声も上がっており

ます。 

 また、地場の中小企業や農業法人からの受注

が多く、地域に貢献してきたと自負しておりま

すが、このままでは共倒れになってしまうなど

の声も聞きました。 

 こうした地域の実態を十分把握し、対策を取

っているのか、福祉保健部長にお伺いいたしま

す。 

嶋議長 首藤福祉保健部長。 

首藤福祉保健部長 今、議員がおっしゃったよ

うなＡ型事業所の経営実態については、毎年度、

県も実態調査で事業の収支報告などいただいて、

把握はしております。 

 昨年度の調査では、全体Ａ型事業所が４３か

所ございますけれども、そのうちの１０か所が

赤字であったという報告をいただいておりまし

て、議員がおっしゃるように、中には廃止や休

止、あるいは定員を減らさざるを得ないという

ような事業所も出ているということで、利用者

はほかの事業所につないで、移動していただく

というような対応を取っているというふうに伺

っているところです。 

 また、事業を継続して、赤字から何とか黒字

化に転換したいという事業所は、経営改善計画

書というのを出していただくような仕組みにな

っていまして、それに基づいてヒアリングをし

ていくというような仕組みもございます。 

 また、今年度から、そういうＡ型事業所が新

たな仕事を開拓するとか、新たな分野にチャレ

ンジするとか、例えば、施設外で農業に新たに

やってみようとか、そういう取組の際に必要と

なるいろんな資機材とか経費を見る補助制度も

今年度から創設しましたので、そういったもの

も使いながら、そのＡ型事業所の経営改善を引

き続きしっかりやっていきたいと考えています。 

嶋議長 若山雅敏議員。 

若山議員 経営改善に向けて、それぞれの事業

所で取り組んでいると思うんですが、さきほど

言いましたように、そもそもの発注する業務が

なくなれば、当然経営改善もままならないとい

う状況になっていると思います。 

 私は、地方創生とは、少子高齢化が進む中で、

人を取り合うのではなくて、今住んでいる人た

ちが人としての尊厳を保ち、幸福度をより高め

られる地域づくりが重要だと考えております。

そのために企業や農林水産業者、そして、今や

地域の雇用と経済を支えていると言っても過言

ではない福祉事業所の存続が必要だと思ってお

ります。 

 福祉事業所の存続に向けて、例えば、県に縦

割りではなく横断的な部署を設けて、市町村と

連携し、企業や農業者に対する障がい者雇用の

ニーズ調査等々を行いながら、福祉施設とのマ

ッチングができないかなというふうにも思いま
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すし、また、介護サービスや障がい福祉サービ

スの報酬が現下の物価高や賃金の上昇に追いつ

かない場合など、さきほど答弁にもいただきま

したけれども、定期の改定とは別に、臨機に単

価をスライドさせる仕組みは、これからも続け

てほしいというふうに思います。 

 事業所の仕事のマッチング等々の部分の調査

等については、ぜひ検討して取り組んでいただ

きたいと思います。また、そういったことを国

に働きかけてもいただきたいということを要望

して、次に移ります。 

 教員不足の対応についてです。 

 昨年の第２回定例会では、我が会派の御手洗

朋宏議員が教員確保の取組について、一般質問

で取り上げました。それに対して山田教育長は、

できることは何でもやると意気込みで、さらな

る改善を図ると答弁しています。教育長のこの

言葉に大いに期待していたところですが、今年

度も教員不足は解決されるどころか、さらに拍

車がかかっております。必要な人員が配置され

るまでは始業式を行わないくらいの強い決意が

期待されたところですが、何とか学級担任を確

保するのがやっとで、加配措置などは後回し、

子どもたちが安心して学校生活を送る環境が整

っていないのが現状です。 

 今年４月８日時点で、義務制で３９人、県立

学校で１７人の教員が未配置のまま新学期が始

まりました。本来配置されるべき人員が配置さ

れていない職場では、当然ながら一人一人の負

担が増大し、心身ともに疲弊していく状況とな

ります。 

 さらに、新年度が始まって、まだ３か月も過

ぎておりませんが、既に３名の教員が職場を去

り、４名の教員が病気により休職されていると

いうふうに聞いております。当然その代替がす

ぐに見つかるはずもなく、校長や教頭といった

管理職や、当初は担任ではなかった教員を代替

として充てざるを得ません。しかし、そういっ

た教員がこれまで担ってきた業務がなくなるわ

けではなく、１人で２人分の仕事を担うことに

なってしまいます。 

 特に教頭は、校長と共に学校運営を担うこと

から、仕事内容は多岐にわたっております。た

だでさえ多忙な教頭が学級担任までしなければ

ならない状況の異常さをしっかりと認識し、速

やかに対策を講じなければならないと思います。 

 私は、教員確保の最重点は採用試験であると

考えます。第１次試験の県外会場の増設や大学

３年生の一般選考受験を可能とするなど、受験

者数の拡大に向けた取組は評価できます。しか

し、今年度の最終的な出願倍率は２．８倍とな

っており、採用辞退者数が近年増加傾向にある

ことを踏まえると、既に来年度の教員不足が懸

念されます。 

 高知県では、令和６年度に実施した小学校教

員採用試験で、採用予定数１３０人程度に対し

２８０人を合格にしましたが、７割を超える２

０４人が辞退したという報道がありました。大

分県教育委員会は、採用辞退者数を非公表とし

ております。私は、こういった閉鎖的な体質は

見直すべきだと考えます。既に教員の勤務実態

の苛酷さは、残念ながら広く認知されています

ので、まずは勤務実態の改善に取り組み、その

上で、その成果を広く県民にアピールすること

で教員の確保を進め、教員不足の解消につなげ

ていってほしいと考えます。 

 そこで、教員不足にどのように対応していく

のか、教育長にお伺いいたします。 

嶋議長 山田教育長。 

山田教育長 お答えします。 

 教員不足は、大量退職に伴う教員需要が高ま

る中で、学校を取り巻く環境変化や処遇上の問

題など、様々な要因が複雑に絡み合っており、

個別の課題に丁寧に対応していく必要がありま

す。そのような中で、学校現場の欠員解消は正

に急務であり、市町村教育委員会と連携して臨

時講師の掘り起こしや退職教員への声かけなど、

総力を挙げて取り組んでいるところであります。 

 さらには、議員御指摘のとおり、採用試験の

改善も重要であり、今年度から県外会場の増設

や大学３年生の受験を可能とする受験要件の緩

和など、大幅な見直しを行いました。 

 また、大学訪問や高校生向けガイダンス、Ｓ

ＮＳ等を活用した情報発信も強化してまいりま
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した。 

 その結果、九州８県中５県で出願者数が前年

に比べ減少する中で、本県では九州で最も多い

１７５人の増となるなど、一定の成果を得たと

ころであります。 

 加えて、補欠合格制度も導入することとして

おり、採用辞退による影響を最小限にとどめた

いと考えております。 

 今後とも働き方改革の推進や教職の魅力を積

極的に発信するとともに、他県で成果を上げて

いる事例なども研究しながら、引き続き、でき

ることは何でもやろうという意気込みで教員確

保に向けた取組を強化してまいります。 

嶋議長 若山雅敏議員。 

若山議員 様々な取組を取っていただけている

と思いますが、まだまだ教員不足解消には至っ

ていない。まず、勤務実態の改善、そういった

部分が急務ではないかというふうにも思います

し、教員不足の実態と、それが子どもたちにど

のような影響を与えているのかについては、保

護者に対する説明責任も生まれてくるというふ

うに思います。教員免許更新制も廃止され、教

員免許も保持しながら学校現場で働いていない

人は数多いはずであります。それ以外でも地域

住民を中心に、学校に協力したいという方は少

なくないというふうに考えます。 

 教育長には、記者会見等で教員不足の実態を

包み隠さず明らかにするとともに、その上で教

職員の勤務実態改善に取り組み、県民の皆さん

に学校現場を助けてほしいというアピールする

ことが必要不可欠だと考えますが、いかがでし

ょうか。 

嶋議長 山田教育長。 

山田教育長 今、議員から御指摘のあったとお

り、非常に学校の現場、厳しい状況にあります。 

 そういったことを踏まえまして、昨年度から

ペーパーティーチャーの掘り起こしということ

で、教員免許を持っている方に声かけをして、

数度にわたり講習会を開き、教員の掘り起こし

をしているところであります。 

 また、大事なのは、今その教員に対するイメ

ージが、非常にその長時間労働とかブラック職

場とか、そういった悪いイメージが広がってい

ると、これを払拭する必要があるんじゃないか

というふうに思っております。実際に現場の先

生の声を聞くと、本当にその子どもの成長を目

の当たりにできる、すばらしい、やりがいのあ

る仕事だと、誇りを持って仕事に取り組んでい

らっしゃる先生方が多いということで、そうい

った教員という仕事の魅力を積極的に訴えかけ

て、教員を希望する若者が増えるように、しっ

かりと取り組んでまいりたいと思います。 

嶋議長 若山雅敏議員。 

若山議員 よろしくお願いいたします。 

 最後に、周辺地域を結ぶ県道の維持・補修・

改良計画等について伺います。 

 県道は、集落同士や地域間を結び、地域生活

に欠かせない、非常に重要な道路です。集落や

地域に店舗がなくなり、買物のための移動距離

が長くなるほか、遠距離通勤が広がるなど、生

活圏の広域化が進んだ現在においては、地域の

県道は市道等と同様に生活に欠かすことのでき

ない道路となっております。過疎化が進み、集

落の人口が減ることで交通量が減少している箇

所も多いとは思いますが、日々の通勤や通学、

買物など、地域での生活を維持するためにも県

道の重要性は増していると考えます。 

 県としても様々な県道の維持管理・補修に取

り組んでいるところでありますが、大型車の利

用により路面の傷みも激しく、白線が消えてい

るなど危険と思われる箇所や、支障木や草の管

理が不十分な箇所も散見されます。 

 そうした状況のほかにも、地域の県道の中に

は、例えば宇佐市と中津市の旧町村部を結ぶ県

道など、特に市町村の周辺部同士をつなぐ県道

は、高度成長期に行われていた拡幅などの改良

工事の計画が止まって２０年近くたっていると

か、長期間離合が困難となっている状況も散見

されます。生活道路としての必要性が増してい

ることに加え、災害時に孤立集落になることを

防ぐための道路として、防災面でも重要であり、

計画の再開を望む地域の方々の声は少なくあり

ません。計画の再開を今すぐにとは言いません

が、離合場所の確保など、改良していくことは
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必要ではないかと思います。 

 県として、予算の制約がある中で、様々な要

望に対応していただいているのは十分承知して

いる上ですが、生活に必要不可欠な維持管理は

もとより、全ての県道の改良計画を計画的に進

めていくべきと考えます。 

 そこで、地域の生活を支える県道の整備につ

いて、どのように進めていくのか、土木建築部

長の考えをお伺いいたします。 

嶋議長 小野土木建築部長。 

小野土木建築部長 お答えいたします。 

 本年３月に策定したおおいたの道構想２０２

４では、市町村間を結ぶ幹線道路や日々の暮ら

しで利用される生活道路の整備など、地域を支

える道路ネットワークの充実を目標に掲げ、取

組を進めているところでございます。事業化に

あたっては、道路に求められる役割や利用状況、

地形状況等を勘案しながら、現道の拡幅やバイ

パスといった整備の在り方を検討しています。 

 特に中山間地域や半島部の道路の整備におい

ては、地形条件が厳しく、抜本的な改良に多額

の費用や長い年月を要するのが現状です。この

ため地域の方々の意見を伺いながら、待避所設

置等の局所的な改良と２車線改良を組み合わせ

た１．５車線的道路整備を行うなど、早期の効

果発現にも取り組んでいるところです。 

 加えて、維持管理については、定期点検によ

り路面の損傷状況を調査しながら舗装補修を実

施するとともに、日常パトロールにより路面の

補修や支障木の伐採といった応急的な対応も行

っております。 

 引き続き、地域の実情に応じた効率的、効果

的な道路の整備を推進してまいります。 

嶋議長 若山雅敏議員。 

若山議員 いろいろな取組をしていただきたい

と思いますけれども、効率化でいうと、どうし

ても人口の少ない周辺部同士のつなぐ道という

のは後回しになってしまう、どうしても優先順

位が効率化で落ちてしまうということになりま

すけれども、そこの地域で暮らす方々にとって

は、さきほど申しましたように、県道も本当に

今、生活道なんですね。何もされていなければ、

計画もいろんなコミュニケーションも地域の方

と取らなければ忘れられてしまうというふうに

危機感持っていますんで、是非ともその辺の地

域との交流も含めてよろしくお願いいたします。 

 これで一般質問を終わります。ありがとうご

ざいました。（拍手） 

嶋議長 以上で若山雅敏議員の質問及び答弁は

終わりました。 

 暫時休憩します。 

午前１１時４２分 休憩 

―――――→…←――――― 

午後１時 再開 

大友副議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 一般質問及び質疑を続けます。桝田貢議員。 

  〔桝田議員登壇〕（拍手） 

桝田議員 皆様、こんにちは。３番、自由民主

党の桝田貢です。 

 今回、この一般質問の機会をいただきました

先輩議員、同僚議員の皆様に感謝申し上げます。 

 初日の午後１番ということで、本日、初日の

午前中の一番最初が、私の大学の先輩でありま

す森議員がされました。私も大学の後輩として、

森議員に負けないよう、しっかりこの質問に取

り組んでいきたいなというふうに思っておりま

す。 

 私も当選して２年が過ぎ、今任期の半分が過

ぎました。これからの任期は、私は後半戦だと

思っております。前半戦以上に頑張っていきた

いと思いますので、佐藤知事はじめ執行部の皆

様、よろしくお願いいたします。 

 それでは、質問のほうに入ります。産業の振

興について。企業誘致について。 

 人口減少は、本県の直面する課題の中でも大

きなテーマの一つです。その対応は待ったなし

であり、減少に歯止めをかけるべく、人口の自

然増と社会増の両面からあらゆる対策を講じる

必要があります。 

 中でも社会増効果として影響が大きいのが企

業誘致、つまり、職の選択肢の幅を増やすこと

だと考えます。昨年度の企業誘致件数は５０件

と、前年比で１０件の減となっていますが、佐

藤知事も企業誘致に対して情報発信に力を入れ、
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さらなる誘致を目指していくことを表明された

ことから、その効果の広がりについても大いに

期待されるところです。 

 一方、昨年度の誘致件数の市町村別の内訳を

見ると、中津市１１件、国東市８件、大分市７

件と、上位３市で５２％、全体の半分以上を占

めており、偏りがあるように思われます。業種

別で見ても、自動車製造業関係などの輸送用機

械が毎年十数件誘致されていることなど、やは

り各市町村における環境が大きく反映されてい

ると、この数値を見て再確認することができま

す。裏を返せば、市町村ごとに適した企業誘致

の戦略を見直すよい機会なのではないかと考え

ます。 

 また、企業誘致は、若年層の方々が地元に残

るきっかけにもなります。本県には１０校の大

学、短大があり、多くの優秀な若者がこの大分

県で青春を過ごします。私の地元別府市では、

人口約１１万人のまちに、ＡＰＵをはじめ、様

々な大学等があることから、多くの国内外出身

の学生が暮らしています。 

 ただ、一つ感じることは、そうした学生をは

じめ、若者の大分県への定着率が低いのではな

いかということです。地元の若者と話す際、多

く耳にするのが、やりたい仕事がないから残れ

ない。就職に偏りがある。別府市に来ているの

ではなく、その大学に来ているという学生から

の答えです。 

 そこで考えるのは、こうした学生たちの受皿

となる企業の誘致対策も必要ではないかという

ことです。確かに現在、企業誘致を強力に進め

ていますが、それは土地ありきの工場誘致が目

立つようにも感じます。他方、ＩＴ関連企業の

誘致等は、大規模な用地や開発が不要であり、

別府のような土地のない地域でも企業誘致によ

り若者が求める就職の幅を広げることができる

のではないかと考えます。 

 別府市では、昨年東京都からＩＴ企業の進出

がありました。その企業では、フルリモートで

の雇用を実現し、ＩターンやＵターンを考える

若者の受皿となると宣言しています。熊本への

ＴＳＭＣ進出をきっかけとした新生シリコンア

イランド九州の中で後れを取らないことも大事

ですが、並行してＩＴ関連企業の大型誘致など

への取組も必要ではないでしょうか。 

 こうしたことを踏まえ、土地のない市町村地

域における誘致対策も含め、企業誘致をどのよ

うに進めていこうと考えているか、知事にお伺

いします。 

 以降、対面席にて質問させていただきます。 

  〔桝田議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

大友副議長 ただいまの桝田貢議員の質問に対

する答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 桝田貢議員の企業誘致についての御

質問にお答えいたします。 

 企業誘致は、本県経済の基盤を拡大し、地域

に新たな雇用と活力を創出するものであります。

未来創造の大分県づくりにとって最も重要な施

策の一つと考えております。 

 本県には、これまでの積極的な企業誘致によ

りまして、幅広い分野で国内有数の企業がバラ

ンスよく立地して、さらには、地場の企業と共

に発展する中で、厚みのある産業集積が進んで

きております。引き続き、企業の投資ニーズに

迅速に応えられるように、市町村と連携して産

業用地やオフィスの確保も進めていきます。特

に用地確保については、大規模なものに限らず、

市町村の取組を後押ししており、早速日出町で

は用地整備が進み、１１月には入居募集が開始

予定となっております。 

 私は、誘致にあたりましては、特定地域に偏

ることなく、県内各地に企業を呼び込み、多様

な雇用を創出することが重要というふうに考え

ております。議員御指摘のとおり、ＩＴ関連企

業は大規模な用地を必要とせず、既存のオフィ

スビルやサテライトオフィスでの立地も可能と

なります。今週月曜日に別府市へのＩＴ企業の

立地表明式もあったところでありますけれども、

県としましてもＩＴ関連企業の誘致に力を入れ

ておりまして、直近４年間で１０市町村に４０

件、計５９８名の新たな雇用がこれにより創出

されております。 

 今後もさらに多くの企業を呼び込むために、
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本県に関心を持つ企業と市町村とのオンライン

面談や現地視察等によるマッチング支援を進め

ていきます。 

 また、ＩＴ企業等２２社、３団体と締結して

おります転職なき移住の促進に向けたパートナ

ーシップも活用して、モニターツアー等を開催

しながら、ＵＩＪターンのみならず、企業誘致

にもつなげていきたいというふうに考えていま

す。 

 他県との誘致競争が激しさを増しております。

積極的な情報発信が不可欠でありまして、昨年

度から始めました東京や台湾での企業誘致セミ

ナーを今年も継続しまして、より多くの企業に

本県に関心を持ってもらえるように、本県の魅

力をＰＲしてまいります。 

 こうした取組に加えまして、中九州横断道路

や中津日田道路など、広域交通ネットワークの

構築や産業人材の育成など、必要な環境整備も

進めてまいります。 

 引き続き、市町村と連携して、スピード感を

持って多様な企業の誘致に取り組んでいきたい

と考えております。 

大友副議長 桝田貢議員。 

桝田議員 今後、人手不足はさらに深刻になる

と思われます。社会増対策としても、企業誘致

は大きな効果が期待される施策の一つです。海

外のＰＲも実施されるということですけれども、

ぜひ誘致実現につなげていただきたいなという

ふうに思っております。 

 また、県内の若者の受皿として、ＩＴ企業等

誘致にも力を入れていただきたいと思います。

そのためには、その若者がどういった職業、働

き方を希望しているか、実態を把握することが

重要です。 

 例えば、大学がたくさんあるので、学生にア

ンケートを実施するなど、若者へのアプローチ

を強化すべきと考えていますが、企業誘致に際

して、県内の大学と連携をどのように考えてい

るか、商工労働部長にお伺いします。 

大友副議長 利光商工観光労働部長。 

利光商工観光労働部長 お答えいたします。 

 県内の大学卒業者の県内就職率は３割程度に

とどまっておりまして、より多くの大学生に県

内で就職してもらうための仕組みづくりが重要

であると考えております。県は、理系学生と企

業の若手社員との交流会などを開催し、学生が

関心を持っている業種についてのアンケートな

どを実施しているところでございます。企業誘

致にあたっては、そうした結果も参考にしてい

きたいと考えております。 

 また、昨年度、東京で開催しました企業誘致

セミナーでは、ＡＰＵの教授にも参加いただき、

多様な人材などをＰＲいただきました。本県の

学生の強みも最大限いかして企業誘致を進めて

いきます。 

 このほか大分大学や日本文理大学とは、県内

企業が学生に向けてリレー講義を行う取組など

も実施しています。企業誘致のみならず、県内

企業の人材確保など、様々な施策を進めるため

にも、大学と連携した学生へのアプローチ強化

を図ってまいります。 

大友副議長 桝田貢議員。 

桝田議員 答弁ありがとうございます。人口減

少は、これ待ったなしの課題です。雇用の創出、

そして地域経済の活性化のためにもしっかり企

業誘致に取り組んでいただきたいなというふう

に思っております。 

 本当に、大学があるというのは、これすごく

宝であり、やはり大学生がその地域に残るため

の一つきっかけだと思うので、そういった部分

で、今、本当に残っている方が３割ということ

で、これを上げられるように、本当に何を求め

ているかということをしっかりアンケート取っ

て、調整していただいて、企業誘致しっかり進

めていただきたいなと思います。 

 次の質問に移ります。中小企業等の倒産防止

について。 

 雇用の創出という意味では、地域の中小企業

や小規模事業者のことも忘れてはなりません。

先般、昨年度、県内の倒産件数が１４年ぶりに

７０件を超えたという報道を拝見しました。民

間の調査会社の発表であり、各社それぞれ内容

が異なりますが、いずれにせよ、かつてのリー

マンショック後の不況時と同程度の倒産件数と
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なっている状況です。 

 昨今の県内中小企業等を取り巻く経営環境は

極めて厳しさを増しています。とりわけ急激な

物価の高騰やエネルギー価格の上昇、さらには

最低賃金の引上げを含む人件費の増加が重なり、

多くの企業が収益の圧迫に直面しています。原

材費や物流費の上昇は、コスト増として企業経

営を直撃しており、特に価格転嫁が難しい取引

構造の中にある地方の中小企業等にとっては、

体力を削られる深刻な事態です。 

 加えて、コロナ禍における持続化給付金や融

資、また社会保険料の支払いの猶予などによっ

て、一時的に経営困難な状況を乗り越えてきた

企業も、返済や支払いの本格化によるポストコ

ロナ倒産の段階に入りつつあります。足元の金

利上昇や今後さらなる金融引締めの影響も経営

に大きな影を落とすことが予想され、経営改善

が追いつかないまま資金ショートに至るケース

も増えるのではないかと危惧されます。 

 さらに、慢性的な人手不足も企業体力を奪っ

ています。人材の確保をしようとすれば、賃上

げは避けられません。採用難が続けば、業務効

率は低下し、生産やサービス提供に支障が出る

など、企業活動は停滞せざるを得ません。 

 このように、企業倒産の背景には外的要因と

構造的課題が複雑に絡み合っており、単発的な

支援だけでは抜本的な解決に至らないのが実情

だと考えます。 

 先行きを見れば、後継者不足や米国関税の影

響など、中小企業等を取り巻く経営環境はより

厳しさを増すことが予想されますが、地域経済

を支える中小企業や小規模事業者の継続・発展

がなければ、県内経済の活性化は実現できない

ものと言っても過言ではありません。 

 そこで、県内中小企業等の倒産防止に向けて、

どのように取り組んでいくか、商工労働部長に

お伺いします。 

大友副議長 利光商工観光労働部長。 

利光商工観光労働部長 お答えいたします。 

 企業の倒産は、地域経済や雇用に大きな影響

を与えることから、厳しい経営環境の中でも中

小企業や小規模事業者が事業を継続できるよう、

様々な支援策を講じていくことが重要であると

考えております。 

 資金繰り支援では、ゼロゼロ融資の借換え需

要の継続が見込まれることや返済期間延長を希

望することが多いことなどを踏まえ、今年度、

融資期間を最大１５年とするなど、企業ニーズ

に応える新たな県制度資金を創設いたしました。

また、金融機関に元本返済猶予などの条件変更

に柔軟に対応するよう、繰り返し要請しており

ます。 

 さらに、県信用保証協会では、専門家派遣な

どによる早期の経営改善支援を強化しています。 

 物価高騰対策といたしましては、円滑な価格

転嫁に向けた環境整備を行うとともに、賃上げ

を後押しする生産性向上支援などに関係機関な

どと連携して取り組んでおります。 

 事業承継対策では、後継者不在による廃業を

防ぐため、今年度、事業承継診断の早期着手や

市町村などとの連携体制強化を行っております。 

 今後とも米国関税などの外的要因や後継者、

人手不足などの構造的課題の双方をしっかり見

極めながら、関係機関と連携し、中小企業など

の倒産防止を図ってまいります。 

大友副議長 桝田貢議員。 

桝田議員 答弁ありがとうございます。 

 人口減少対策という意味では、雇用の受皿を

確保するため、県内の事業者が安定的な経営を

されることも重要です。残念ながら、４月に別

府市内で大型の企業の倒産がありました。２０

２２年１０月以来の大型倒産とも報道されてお

り、地域にとっては、やはり大きな痛手となっ

ております。国際情勢等、より先行きが不透明

感が増す中、地域の雇用・経済を守るためにも、

中小企業等の支援に一層力を入れていただきた

いというふうに思っております。 

 そして、本当に今、コロナ禍前の売上げより

も返済があるために売上げを上げていかないと

いけない。そこら辺の部分がすごく苦労してい

る業者さんが多いという部分もありますので、

そういった形で何かしっかり価格転嫁ができる

ように進めていただけたらなというふうに思い

まして、次の質問に移ります。 
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 福祉保健施策について。新興感染症への対策

について。 

 ３年半もの長きにわたり繰り返された新型コ

ロナウイルス感染症の感染拡大の脅威の中で、

私たちは感染症危機管理の重要性を改めて認識

しました。突如発生する感染症リスクに備え、

広範に及ぶ危機対応力を持つことが必要であり、

特に新型インフルエンザのような新興感染症は、

発生時の国民への影響が甚大となることから、

迅速かつ適切な対応が求められます。 

 そのため、国は昨年７月に新型インフルエン

ザ等対策政府行動計画を改定しました。この計

画は、感染症危機が発生した際、感染拡大を可

能な限りに抑制し、国民の生命及び健康を保護

することに加え、コロナ禍でも大きな問題とな

った国民生活や社会経済活動に及ぼす影響が最

小となるよう、国、地方自治体、事業者等の連

携・協力して、発生段階に応じて行動するため

の指針とされています。 

 こうした国の方針を受け、先般、県において

も新型インフルエンザ等対策政府行動計画が改

定されました。この計画では、コロナ禍の経験

を踏まえ、新型インフルエンザや新型コロナの

新興感染症のほか、幅広い感染症危機への対策

が新たに定められていると伺っています。これ

により、平時からの備えを含めたフェーズごと

の感染症危機管理の強化を図り、県民の安全と

健康を守るとともに、県民生活や経済への影響

を最小限に抑えるための体制整備が進められて

いるものと期待しています。 

 一方で、流行初期の検査・診療体制の確立か

ら流行時の病棟確保、関係機関ＢＣＰ策定の必

要な対策は多岐にわたりますが、これらの実効

性をいかに確保していくかについても気になる

ところです。 

 そこで、次なる危機に備え、今後新興感染症

対策について、どのように進めていくか、知事

にお伺いします。 

大友副議長 佐藤知事。 

佐藤知事 新興感染症への対策についてでござ

います。 

 先月改定しました新型インフルエンザ等対策

行動計画では、新型コロナの経験を踏まえて、

発生前の準備期から発生初動期、そして対応期

と、フェーズに応じた対策を盛り込んでおりま

す。 

 まず、ＰＣＲ検査については、昨年度、県衛

生環境研究センターに機器を増設したほか、大

分市や大分大学とも連携して、これまでより約

２００件増加させ、１日最大１，１００件の検

査が可能となる体制を確保しました。 

 次に、医療提供体制については、医療機関と

の協定締結を進め、昨年９月時点で入院病床を

目標の５２５床に対して６５９床、発熱外来を

４００か所に対して４３０か所確保したところ

であります。 

 また、マスクや防護服などの物資については、

感染症蔓延時には急激な利用の増加が見込まれ

ます。そのため協定締結医療機関や県において、

新型コロナの対応を踏まえて、初動１か月分を

目安に備蓄することとしております。 

 他方、県民生活や社会経済活動への影響を最

小に抑えるためには、事業継続計画の策定が肝

要であります。現在、医療・福祉関係施設をは

じめ、各事業者に対して、業界団体を通じて策

定を促しているところです。 

 加えて、有事の際に迅速かつ適切な対応が取

れるように、保健所ごとに医療機関、消防、社

会福祉施設などと連携した初動対応訓練を毎年

実施しています。 

 さらに、コロナ禍においてクラスターの対応

に追われました高齢者施設には、感染症発生時

に中心的役割を果たせるリーダーの育成研修を

行っております。御昨年度は２７５人が修了し

たところであります。 

 市町村についても、来年夏までに行動計画の

改定が求められており、ワクチン接種体制の確

保などを含め、地域の実情を踏まえた計画とな

るよう、説明会等を通じて支援いたします。 

 これらの対策にあたっては、保健・医療・福

祉・学識経験者などから成る協議会において、

最新の知見や訓練の検証を踏まえながら、検討

を重ねて実効性を高めていきます。 

 今後ともこうした取組を通じて、次なる感染
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症危機に備えて、万全を期してまいりたいと考

えております。 

大友副議長 桝田貢議員。 

桝田議員 答弁ありがとうございます。３年半

にも及ぶコロナ禍では、経験したことのない未

知なる状況の中で、手探りでの対応をし続けた

結果、今、まだ様々な課題が残っています。次

なる新興感染症が来たときも、まずは何より県

民の安全を守ると同時に、国民の生活や社会経

済活動への影響を最小限として、県民の暮らし

を守ることができるよう、実効性のある計画と

して運用していただきますよう申し上げ、次の

質問に移りたいと思います。 

 県民の健康づくりについて。 

 昨年１２月に公表された令和４年度本県の健

康寿命の全国順位は、男性２５位、女性１０位

と、前回の男性１１位、女性４位から大幅ダウ

ンという大変残念な結果になりました。 

 この健康寿命の全国順位は、厚生労働省が３

年に一度実施する国民生活基礎調査から得られ

たデータを基に算出されることになっておりま

すが、今年はその調査の実施年度に当たります。

そこで、県としても今回の調査を通じて、全国

トップレベルの順位に返り咲けるよう、全力を

挙げて様々な取組の強化を図っていることと思

います。 

 そうした中で、私が注目しているのが、新健

康アプリ「あるとっく」です。健康寿命日本一

の実現に向けて、平成３０年度に導入した公式

健康アプリおおいた歩得がリニューアルされ、

この４月から装いも新たに本格稼働されていま

す。 

 旧アプリでは、１０万件を超えるダウンロー

ド数がありましたが、新「あるとっく」でも多

くの方に使っていただくことが大切です。現在、

新アプリ導入に合わせたダウンロード促進キャ

ンペーンに加え、イベントや街頭でのチラシの

配布など、広報・周知に力を入れていると伺っ

ています。是非ともこうした県の取組が「ある

とっく」の利用者増につながることを期待して

いますが、あくまでも県民の健康づくりが目的

であるため、このアプリの活用をすることで、

いかに運動習慣の定着や健康意識の向上につな

がっていくかが重要なのではないでしょうか。 

 まずは、アプリの利用者増に向けた県の広報

を推し進めていく必要があると思いますが、さ

らに、アプリをダウンロードして終わってしま

うことのないよう、しっかりとアクティブユー

ザーを増やすための戦略や健康づくりに向けた

県民の行動変容を促していく取組なども必要と

考えます。 

 そこで、健康アプリ「あるとっく」を活用し、

どのように県民の健康づくりを進めていこうと

考えているか、福祉保健部長にお伺いします。 

大友副議長 首藤福祉保健部長。 

首藤福祉保健部長 お答えいたします。 

 新しい「あるとっく」は、健康寿命日本一の

実現のための最重要ツールと認識しておりまし

て、その魅力の向上のため、機能の充実を図っ

たところです。 

 まず、日常のウオーキングや健康の記録によ

ってポイントが付与されまして、たまったポイ

ントを協力店で割引や追加の特典と交換できる

ようになりました。 

 また、健康づくりに役立つ情報をコラムや動

画によりまして、プッシュ型で配信するほか、

毎日の健康状態や生活習慣を記録できる機能も

充実させております。 

 この新アプリを多くの方に利用していただく

ため、現在、今月末までの登録者の方２万人を

対象に５００円相当の電子マネーをプレゼント

するキャンペーンを実施中でございます。 

 加えまして、大分市中心部でのイベントや大

型商業施設、トリニータのホームゲームなどで、

応援企業と連携したＰＲ活動も実施したところ

でございます。こうした取組の結果、既に２万

３千人を超える方に登録いただいているところ

でございます。 

 さらに、７月からは、様々な事業所間で歩数

を競い合う職場対抗戦や健康診査、がん検診、

歯科検診といった検診を受診することによって

特典が得られるようなキャンペーンも実施予定

でございます。 

 今後ともこうした取組を通じまして、誰もが
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自然に健康となれるよう、「あるとっく」を活

用した県民総ぐるみの健康づくり運動を進めて

まいります。 

大友副議長 桝田貢議員。 

桝田議員 答弁ありがとうございます。 

 これ利用者が歩くきっかけになるよう、しっ

かりと利用者を増やしていただきたいというふ

うに思っております。 

 ただ、ただやみくもに運動すればいいという

ことではありません。１日１万歩以上歩いても、

健康効果は頭打ちであるとか、過度になると、

逆にストレスがかかって免疫機能を下げるリス

クもあるといったことも言われています。大事

なのは、健康を適正に自己管理しながら、適度

な運動の運動習慣を習慣づけることではないで

しょうか。朝夕ウオーキングをしている方々が

多く今、おられます。そういった方々含めて、

健康管理ツールとしても活用できるよう、「あ

るとっく」を浸透させていただきたいなという

ふうに思っております。 

 今は、もう本当に正しい情報を「あるとっく」

が流してくれると私はうれしいなということが

ありまして、１日何千歩歩いたほうがいいとか、

例えば、階段は、上るのはいいけれども、下り

はエスカレーター使ったほうがいいとかいうふ

うな、多分そういった部分の情報なんかも流し

ていただけると、より精度が上がってくるので

はないかなということをお願いしまして、次の

質問に移りたいと思います。 

 障がい者による芸術活動の促進について。 

 昨年、全国各地で障がい者アートの個展や展

示会、コンテストが開催されるなど、障がいの

ある方による芸術文化活動が注目を集めていま

す。県内でも昨年の福岡・大分デスティネーシ

ョンキャンペーンの際には、アミュプラザおお

いたや別府国際観光港ターミナルにおいて、様

々なアート作品が展示され、本県を訪れる観光

客の皆様をお出迎えしました。 

 また、大分市末広町の再開発現場では、工事

用のフェンスを利用して、約５０のアート作品

が展示されており、駅前のにぎわいを創出して

います。 

 こうして障がい者の自己表現の場が広がって

いくことは大変すばらしいことであり、共生社

会を実現するためにも、今後さらにこうした機

会を創出していくことが重要です。 

 また、障がい者アートのビジネス化に取り組

む動きも活発になってきています。岩手県に拠

点を置く株式会社ヘラルボニーは、障がいのあ

る作家とライセンス契約を結び、シャツやジャ

ケット、財布などの商品を製作しているほか、

企業とコラボしたアートイベントの開催等を積

極的に展開しています。現在１５０を超える作

家と契約しており、商品数としては２千点近く

に上っています。また、タイアップしている企

業も年間で１００社を上回っており、岩手から

世界へを目指し、挑戦を続けているとのことで

す。 

 このように、作品の販売を通じて収益を確保

し、障がい者自身が生計を立てていくことも大

事な視点となってきており、これから力を入れ

ていかなければならない取組の一つだと思いま

す。 

 障がい者活躍日本一を目指す大分県としては、

障がい者アーティストの活動の場づくりや作品

の商品化に向けた支援に力を入れていくべきと

考えています。今後、障がい者による芸術活動

の促進について、どのように取り組んでいくの

か、福祉保健部長にお伺いします。 

大友副議長 首藤福祉保健部長。 

首藤福祉保健部長 お答えいたします。 

 県では、これまで県立美術館における公募展

や企画展などを通じまして、障がい者アートの

発表や鑑賞の機会を創出してまいりました。公

募展への出品数は、この５年間で約１．７倍に

増えたほか、企画展の来場者数も年々増加し、

昨年は、過去最多の５，３００人に上っており

ます。 

 今年度は、県内外で活躍する作家の作品展示

を企画しており、県民の障がい者アートへの理

解をより深め、活動の場を広げてまいりたいと

考えております。 

 また、障がい者が生み出す作品には新たな価

値観や文化の創造に寄与するものが多く、企業
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等を中心に、その魅力を活用する機会が増えて

きております。議員の御紹介もありましたヘラ

ルボニーが主催いたしました今年の国際公募展

では、県内の作家が初めて入賞するなど、ビジ

ネス面でも障がい者アートへの関心が高まって

おります。 

 そこで、この機をいかすべく、今年度新たに

大分駅や周辺商店街において県内作家の作品の

実証販売を行い、消費者の嗜好や店舗形態に応

じた販売方法などを検証し、商品化への足がか

りとしたいと考えております。 

 今後もこうした取組を通じまして、障がい者

の芸術活動を促進してまいります。 

大友副議長 桝田貢議員。 

桝田議員 答弁ありがとうございます。 

 障がい者の活躍も含めて、誰もが生き生きと

活躍する共生社会大分の実現に向けては、周り

の誰もの多様性を認め合い、取組を支え合う姿

勢が必要なんだと考えます。 

 芸術文化については、高い関心を持つ方と、

そうでない方の温度差が激しい現実があります。

私の知り合いの方も障がい者アートをしていま

して、さきほどおっしゃられました秋からその

大分駅を含めた部分の展示会があるということ

で、大分県はすごい前向きだというふうなこと

を言われました。 

 ただ、やっぱり今後のアーティストがしっか

り作品が売れたりとか、そういった部分ですね、

あとは障がいを持たれている方のアーティスト

のこだわりというものがあるので、こちらが欲

しいものが、言ったところで作ってくれるかど

うかって難しいところもあるんですけれども、

そういった部分をしっかりヒアリングしていく

ことが今後進んでいく要因の一つになるのかな

と思いますので、やっぱり、しっかり膝と膝を

突き合わせて意見交換をしていただきたいなと

いうふうに思います。そして、多くの方の理解

が得られるよう、一層の取組をお願い申し上げ

まして、次の質問に移ります。 

 持続可能な環境づくりについて。事業者の脱

炭素推進について。 

 令和５年９月に改定された第５期大分県地球

温暖化対策実行計画では、環境と経済のバラン

スを保つこと、企業の環境対策をビジネスチャ

ンスにつなげることが大きな方向性として示さ

れており、経済や企業活動を重視することがそ

の特徴であるというように理解しています。 

 また、昨年１０月から開始された環境に関す

る新しい県民運動グリーンアップおおいたでは、

環境を守るだけでなく、活かして選ばれること

を目指しているとされています。具体的には、

環境に配慮した取組を行う企業等が消費者や観

光客、取引先から選ばれるような展開をイメー

ジしているものと伺っています。 

 国においても本年２月に２０４０年、新たに

温室効果ガスの排出削減目標を設定、これと同

時に脱炭素社会の産業振興の両立を目指す国家

戦略として、ＧＸ２０４０ビジョンを発表して

います。その中では、大企業だけでなくサプラ

イチェーン全体で脱炭素を進めていくことの必

要性が示されており、実際に脱炭素の取組が進

まない企業がサプライチェーンからはじき出さ

れるといったリスクも顕在化しつつあるとまで

記されています。 

 また、製品・サービスの排出削減量や貢献量

を見える化したＧＸ製品の普及を目指すとされ

ており、こうした動きが広がれば、ますます中

小企業も含めたサプライチェーン全体での脱炭

素の重要性が高まっていくことが予想されます。 

 さらに、民間企業の脱炭素を進める上では、

当然ながらその資金の確保が不可欠であり、新

たな金融手法を活用していくという方針も併せ

て示されているところです。環境と経済・社会

のバランス保ちながら取り組む大分県版カーボ

ンニュートラルの今後の展開を考える上で、こ

うした国のビジョンも大いに参考にしていただ

きたいと考えます。 

 一方で、県では既に企業環境貢献を見える化

し、企業価値の向上を後押しする制度として、

おおいたグリーン事業者認証制度を令和５年８

月から開始されています。制度開始から２年近

くが経過していますが、事業者の脱炭素の取組

がどのように進んでいるのかが気になるところ

です。 



第２回 大分県議会定例会会議録 第２号 

- 37 - 

 こうしたことを踏まえ、認証制度の現状も含

め、中小企業を中心とする事業者の脱炭素推進

について、今後どのような展開を考えているの

か、生活環境部長にお伺いします。 

大友副議長 首藤生活環境部長。 

首藤生活環境部長 お答えします。 

 おおいたグリーン事業者の認証数は、現在１

４３社まで増加しております。業種別で見ます

と、建設業が３６社、次いで卸・小売業が２４

社であり、省エネや太陽光発電、燃料電池自動

車の導入など様々な取組が行われております。 

 国の地球温暖化対策計画では、県に中小企業

の脱炭素化への支援を求めており、今後は、取

引先からの要請が多い製造業など、より広範に

認証を拡大させる必要があります。そのため、

制度の周知に加え、認証事業者を対象とした省

エネ設備導入補助金の上限額の引上げや商用電

気自動車とその充電器への補助を新たに実施い

たします。 

 また、金融機関と連携しまして、ＣＯ２削減

目標の達成と金利が連動する新しい融資の枠組

みを現在準備しているところでございます。 

 中小企業の脱炭素を進める上では、こうした

支援策などにより、環境に配慮した取組を行う

企業が消費者や取引先などからも広く評価され

る社会をつくり出すことが重要と考えておりま

す。県では今年度、現行の地域温暖化対策実行

計画が終期を迎えることから、新たな排出削減

目標などを含む次期計画を策定する予定であり

まして、事業者の皆さんの意見も聞きながら、

より効果的な施策を検討してまいります。 

大友副議長 桝田貢議員。 

桝田議員 答弁ありがとうございます。 

 脱炭素実現には、事業者の積極的な参加が欠

かせません。いかにして事業者が前向きに取り

組んでもらえるか、そして取り組むことへのメ

リットを感じられるような仕掛けづくりが、今、

さきほどいろいろおっしゃいましたけれども、

そういったものがやっぱり必要かなというふう

に思っております。 

 経済社会の活性化に向けた企業活動の中で、

同時に脱炭素の推進にも資するような制度や指

標を検討していただきながらも、これはやっぱ

り本当に１社でも多く、大分県全体として進め

ていくこと、そして、これが大分県のモデルケ

ースになるぐらい、しっかり進めていただきた

いなというふうなことは思いますので、そうい

った部分をお願い申し上げまして、次の質問に

移らせていただきたいと思います。 

 特定外来生物の被害防止対策について。 

 国内には、人間の活動によって持ち込まれた

様々な外来種が生息しており、地域の生態系を

乱す原因となっています。外来生物法では、特

に影響の大きい動植物を特定外来生物に指定し、

国等による被害防止措置について定めています。 

 また、令和５年４月には外来生物法が改正さ

れ、国内に定着した特定外来生物の被害防止対

策については、県や市町村の責務として定めら

れているところです。 

 そこで、大分県内の状況を見ますと、これま

でアライグマやブラックバスなど２０種もの特

定外来生物が確認されており、各地域で様々な

問題を引き起こしていると伺っています。 

 外来種が地域に侵入することにより、在来種

の減少など生態系のバランスが崩れてしまうこ

とに加え、田畑や果樹が荒らされているなど、

農林水産業への被害が懸念されていることは皆

様御承知のとおりです。また、近年ではヒアリ

やセアカゴケグモらが県内でも確認されるなど、

人体への被害が発生するおそれのある生物が存

在しています。こうした外来生物は、一度定着

してしまうと、その駆除や管理に多大な労力と

費用を要するため、早期の対応が何よりも重要

であり、その被害の防止は県民の暮らしを守り、

安全を確保する上で見過ごしてはならない課題

だと考えます。 

 その中でも特に近年影響が心配されるのが、

外来生物はクリハラリスです。クリハラリスは、

ペットや動物園の飼育のために輸入され、人間

の管理下から逃げたり、放たれたりして、野生

化したとされています。 

 国内では、１１都府県で確認されており、果

実や店の商品を食べたり、神社の建物、電線を

かじるなど、被害が確認されています。 
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 県内においても、もともと大分市佐賀関の数

キロ沖合にある高島だけ確認されていたところ

ですが、令和５年１月に、別府市でも初めて生

息が確認されました。離島の高島とは異なり、

別府市から県内全域に拡大していくおそれがあ

り、生態系や農林業に深刻な影響を及ぼすこと

が危惧されている喫緊の課題です。 

 そこで、特定外来生物クリハラリスの被害防

止対策について、生活環境部長の考えをお伺い

いたします。 

大友副議長 首藤生活環境部長。 

首藤生活環境部長 お答えします。 

 本県では、地域の生態系に悪影響を与え、人

体や農林業等への被害のおそれが高い特定外来

生物の防除を重点的に実施しております。クリ

ハラリスについても、高い繁殖力や食性から深

刻な被害を引き起こすおそれが高いため、令和

５年１月に捕獲個体によって生息を確認した後、

直ちに生息状況の調査を別府市内で進めてまい

りました。これまでの調査では、木の皮をかじ

った跡が８６件確認されたほか、センサーカメ

ラによる検知が１５地点、実際の捕獲も４７頭

に上っております。この調査結果及び専門家の

科学的知見を踏まえ、本年２月には、別府市と

ともに、令和７年度、今年度から１４年度を計

画期間とする防除実施計画を策定したところで

ございます。この計画に基づき、実績のあるＮ

ＰＯ法人と協働し、生息状況のモニタリング範

囲を広げるとともに、防除従事者の育成や箱わ

なを用いた防除を強化することで生息域の拡大

を防ぎ、クリハラリスの根絶を目指してまいり

ます。 

大友副議長 桝田貢議員。 

桝田議員 答弁ありがとうございます。 

 クリハラリスですね、さきほど部長が答弁い

ただいたとおり、繁殖率が高いということで、

大体年間３回ほど繁殖すると、私も調べたらそ

ういうふうになっていました。広範囲な地域に

定着しないよう、是非とも早期対策に取り組ん

でいただきたいなというふうに思っております。 

 一方、同じ野生動物として、猿の被害ですね。

これが非常に私は気になります。別府市内でも

民家付近に出没するため、怖いという声が住民

から伺います。近年、別府市も対策に力を入れ

ているようであり、ＩＣＴを利用した大型わな

の設置による捕獲などにより農作物の被害が減

少傾向であるようです。ただ、その被害額は昨

年度でも１００万円以上発生していることに加

え、今まだ発生していませんが、今後、人的被

害が危惧されるところです。こういった部分で

一層の対策強化が求められると思います。本当

に今、民家とかに来て、子猿がいたら人を襲っ

たりとか、民家のサクランボを食べたりとか、

球根を食べたりとかしているという話もよく聞

きます。そういった部分で、市町村が主体とな

ることは理解をしているんですけれども、ぜひ

市と連携組んで、県民の安全性の確保に向けて、

県としても対策に向けた後押しをしていただく

ようお願い申し上げまして、次の質問に移りた

いと思います。 

 オーバーツーリズムによる渋滞への対応につ

いて。 

 最近では、オーバーツーリズムという言葉を

聞かないことがないほど、国内ではその現象が

当たり前になってきています。国内外から多く

の観光客が訪れるということは、本県の魅力を

より多くの方々に伝えることができ、県内で消

費していただくという、より良いこともたくさ

んあります。本県も「おんせん県おおいた」と

うたっているとおり、観光戦略に力を入れてき

た成果と言えます。 

 一方、許容範囲を超える来訪は、時に弊害を

もたらします。中でも特にオーバーツーリズム

の状況になるのが、由布市と私の地元でありま

す別府市です。 

 私は、昨年第２回定例議会において、今回と

同じくオーバーツーリズムによる渋滞対応につ

いて質問させていただきました。そのときの内

容は、別府インターや別府湾スマートインター

が市街地から利用しにくく、特に観光のシーズ

ンになると渋滞を引き起こすため、県道５１号

別府挾間線と東九州自動車道との交差点付近に

インターチェンジ若しくはスマートインターチ

ェンジを設置してはどうかというものでした。 
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 土木建築部長からは、現時点では設置は難し

いという旨の答弁をいただきましたが、この４

月からは台湾との直行便もスタートし、ハーモ

ニーランドとの提携も進むなど、新たな施策の

効果もあいまって、今後インバウンドは確実に

増加するものと見込まれます。 

 そうなると、平常時しかり、観光シーズンは

さらなる交通渋滞が発生してしまい、観光客の

方々に対する本県のイメージダウン、低下はや

はり避けられない状況になるのではないでしょ

うか。 

 昨年のデスティネーションキャンペーンに続

き、大阪・関西万博を契機とした誘客促進など、

観光に本当に勢いがある今だからこそ、交通イ

ンフラを整えるときだと考えます。 

 そこで、別府市における渋滞対策を含め、今

後の観光地におけるオーバーツーリズムによる

渋滞への対応にどのように取り組んでいくのか、

土木建築部長にお伺いします。 

大友副議長 小野土木建築部長。 

小野土木建築部長 お答えいたします。 

 観光地における渋滞対策として、まずは、観

光地周辺の渋滞状況の提供による観光客の分散

や交通手段の転換など、ソフト対策が有効であ

ると考えております。 

 由布市由布院町では、市や観光関係者、道路

管理者などで構成される協議会において、渋滞

対策の検討を行い、現在、市がＡＩカメラを活

用し、渋滞の有無や迂回路の案内をホームペー

ジやデジタルサイネージで発信しているところ

です。 

 また、渋滞の原因となっている交差点の改良

など、ハード対策にも取り組む必要があります。 

 そこで、別府市では、県道別府庄内線の堀田

三差路交差点において、交通管理者と連携し、

区画線の引き直しなど、本年４月に実施したと

ころです。これにより、市街地から別府インタ

ーチェンジや鉄輪方面へ右折できる車線数が１

車線から２車線となり、本年のゴールデンウイ

ークにおいても一定の渋滞緩和の効果を確認し

ているところです。引き続き観光地における交

通状況を注視するとともに、関係機関と連携し

ながら、ソフト、ハード両面から対策に取り組

んでまいります。 

大友副議長 桝田貢議員。 

桝田議員 御答弁ありがとうございました。 

 別府インター付近の渋滞緩和が、今後またま

すます図られることを今期待しています。答弁

いただいた内容の道路も地元新聞にも取り上げ

ていただきました。地元の方からも、ふだん使

うときもやっぱり渋滞はしていたんですけど、

インター使わなくても、前は左に行って途中で

Ｕターンして右に行っていた方も、すんなり右

に行けたんでよかったという声もたくさん聞き

ます。今後、統計データしっかり取って、本当

に何が対策があるかというふうな部分をしっか

り進めていただきたいないうふうに思っており

ます。 

 一方、今年のゴールデンウイーク、別府をは

じめ観光施設、人の出はますます増加している

状況です。今後も渋滞悪化が危惧されるところ

でありますが、抜本的な解決手段の一つとして

は、私はやっぱりちょっと諦め切れないんです

けど、県道５１号別府挾間線と東九州自動車道

との交差点付近へのインターの設置は、これは

やっぱり効果的だと思います。いまだに私も地

元の方も佐伯方面、宮崎方面に行くときは大分

インターを利用します。是非ともそういった対

策を御検討いただき、お願い申し上げ、後半戦

最初の一般質問を終わりたいと思います。そし

て、大友副議長の初めての本議会の仕切り、私、

一般質問を最初にさせていただきますことを光

栄と思います。ありがとうございます。私の質

問を終わります。ありがとうございました。

（拍手） 

大友副議長 以上で桝田貢議員の質問及び答弁

は終わりました。佐藤之則議員。 

  〔佐藤議員登壇〕（拍手） 

佐藤議員 皆さん、こんにちは。本日のトリを

務めさせていただきます議席番号４２番、無所

属の会、佐藤之則でございます。質問の機会を

いただきまして、誠にありがとうございます。 

 また、お忙しい中、地元から駆けつけていた

だいた皆さん、厚くお礼を申し上げます。本当
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にありがとうございます。 

 執行部席では、４月の異動で異なる部署から

移られた方、それから、新たに席に着かれるこ

とになった方など、皆さん方、改めてよろしく

お願いいたします。 

 それでは、早速質問に入らせていただきます。 

 １点目、国東半島芸術文化祭についてでござ

います。 

 国東半島芸術祭は、大分県の呼びかけにより

実施した芸術作品整備であるアートプロジェク

トがきっかけで平成２４年から始まった、国東

市と豊後高田市と大分県等が実施するイベント

と記憶をしております。芸術作品の展示と芸術

イベントの取組とともに、六郷満山などに足を

運んでもらうというものでありまして、観光的

な要素も大きい取組だったと思います。 

 その後も県の支援をいただきながらアートプ

ロジェクトは継続しておりまして、豊後高田市

では、特に長崎鼻に作品を集中させるとともに、

不均質な自然と人の美術館という美術館も整備

したところであります。 

 長崎鼻は、コテージやキャンピングトレーラ

ーなどの宿泊施設、バーベキューテラス、サウ

ナロッジなど新施設を整備し、コロナ禍におい

てもその入り込み客を増やしてまいりました。

それ以外でも、豊後高田市では、今回、県立美

術館の１０周年記念展示の一つでありますが、

夏の目玉となりますチームラボの作品、これを

市内３か所に３点常設展示をしております。 

 そうした中、本年１０月から、国東半島芸術

文化祭が開催されるということは、関係者が地

道にアート作品を整備してきた取組が実を結ぶ

ということに加えまして、集客の起爆剤になり

得るものとして大変歓迎しておるところであり

ます。 

 先日、私は、瀬戸内国際芸術祭を調査させて

いただく機会がありました。平成２６年の国東

半島芸術祭の事前の打合せの中で、県の担当の

方から、平成２２年に香川県の直島を中心に始

まった瀬戸内国際芸術祭が大変注目を集め、成

功しているという事例をお聞きしまして、国東

半島でも同様のことができないのかなというふ

うに考えておりました。 

 今回の瀬戸内国際芸術祭は６回目となってお

りまして、年間や１００日間の会期は、春、夏、

秋の３シーズンに分かれておりまして、２５８

作品２２４組のアーティストが参加し、約１０

０万人の人々が国内外から訪れると予想されて

いるようであります。 

 このイベントは、民間企業であるベネッセが

中心となって行っておりまして、企画も仕掛け

もお金も民間でやるから成功したのではないか

と考えておりました。 

 しかし、現地でお聞きしますと、決してそう

いうわけではなくて、県や市、町の行政の力が

大きいそうであります。特にボランティア等の

スタッフの手配は徹底されておりました。駅や

港には案内所が設置され、それぞれに多くのス

タッフが配置されておりまして、島の中の展示

場内にもそれぞれに２人以上のスタッフが、受

付、作品説明、そして、案内をしておりました。

スタッフは委託を受けた専門の方と、それから、

ボランティアで参加されている方とで構成され

ておりまして、ある島の中では、島民の高齢者、

もう８０代の方だったんですけれども、案内ス

タッフとして作品以外のお薦めのスポットも紹

介してくれたところであります。スタッフの説

明なしには分からなかった作品も多く、ただ作

品を見るだけでなく、現地の人と交流すること

で楽しみが増すということ。そして、大きな地

域のイベントには行政の力が大きいということ

も再認識いたしました。 

 今回の国東半島芸術文化祭は、豊後高田市と

国東市が中心となって開催しているイベントで

ありますが、これを瀬戸内国際芸術祭レベルと

して、これから成長させていくことを県として

目指してはいかがかと思います。 

 こうした大きな芸術文化イベントは、地域の

交流人口の増加をもたらすと同時に地域の住民

の誇りとなり、地域の活性化に大いに貢献する

催しとなります。県内各地でも、午前中の森議

員の質問にもありましたように、多くの著名な

作家の作品もありますので、関連イベントとし

て様々な取組を行うことでより大きな効果を大
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分県にもたらすことができると考えます。 

 そこで、国東半島芸術文化祭への取組も含め

まして、芸術文化を活かした地域づくりについ

てどのように取り組んでいるのか、知事にお伺

いいたします。 

 以降については対面席から質問させていただ

きます。 

  〔佐藤議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

大友副議長 ただいまの佐藤之則議員の質問に

対する答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 佐藤之則議員の芸術文化を活かした

地域づくりについての御質問にお答えいたしま

す。 

 芸術文化は、人々の感性や創造力を育み、教

育や産業などのあらゆる分野と融合して地域の

元気を創出する可能性を秘めているものでござ

います。これまで大分県では、豊後大野市の大

分アジア彫刻展など、地域の個性を活かした芸

術文化活動を支援してきているところでござい

ます。とりわけ今年で２５回目を迎えましたア

ルゲッチ音楽祭、国内外から訪れる多くの観客

を魅了しまして、世界に誇る大分の宝と成長し

てきております。これは地元自治体の支援はも

とより、関係者の熱意、それに賛同する多くの

企業、団体、県民に支えられたたまものでござ

います。県では、こうした多くの好事例をさら

に各市町村へ横展開できるように、地域の顔と

なる特色ある芸術文化の創出を支援をしてまい

りたいというふうに考えております。 

 例えば、佐伯市でも大道芸による地域活性化

などのイベントを進めておりますし、交流人口

の拡大につながるような専門家を派遣しての具

体的な手法というのをアドバイスをしていると

ころでございます。 

 これに加えまして、今年度から県内各地で芸

術文化活動を力強く牽引できる人材を養成する

ためのアートプロジェクトに精通した講師を招

いて、企画力、情報発信力を磨く実践的なセミ

ナーを開催をしていくこととしております。今

回の国東半島芸術文化祭についても、県として

実行委員会の運営をサポートするとともに、若

手音楽家によるコンサートを開催することなど

参画をしてまいりたいというふうに考えている

ところでございます。 

 国内外に名をはせております瀬戸内国際芸術

祭については、地元の熱意と多くの支援者に支

えられて大きく成長してきているところでござ

います。国東半島芸術文化祭についても、そう

した息の長い活動となることを期待をしており

ますし、芸術文化を活かした地域づくりの模範

となる、そういうイベントになることを大いに

期待をしているところでございます。 

大友副議長 佐藤之則議員。 

佐藤議員 ありがとうございました。 

 いろいろな取組と、それから、今後の対応と

いうことをいろいろ上げていただいて考えてい

ただいてありがとうございます。 

 大分県内でも国東半島に限らず、芸術、文化、

アートの取組は大変多くあります。本格的な絵

画や彫刻から、映像や音楽、さきほどのアルゲ

ッチの問題もありますし、大変いろいろあると

思います。 

 また、昨今では、アニメ作品やデジタルコン

テンツなど、幅広い表現活動全般が人々に影響

を与えるものとして確立をしているところであ

ります。そういった取組を総合的に取り上げま

して、観光素材として呼び込みしてはどうかと

考えているところであります。 

 そこで、次の質問に移ります。 

 国東半島芸術文化祭を契機とした誘客につい

てお尋ねいたします。 

 瀬戸内国際芸術祭に実際に行ってみて感じた

ことでありますが、私の感覚では、半数以上が

インバウンドの客でありまして、大半の来場者

が観光感覚だったように思います。そのため、

そういった国際イベントの開催に当たりまして

は、その効果を地域に波及させられるよう、し

っかりと観光誘客に取り組む必要があると考え

ます。どういった地域からどのように呼び込む

のか、どういう経路で来ていただくのかという

ことに加えまして、事前広報、交通対策、鑑賞

パスポートの発行などを検討する必要があると

思います。来場者を広域周遊に誘導したり、グ
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ッズやお土産などの観光消費、地域経済への波

及効果についても地域全体を巻き込んで検討し

なければならないと思っております。一過性の

イベントではなく、地域に根差した催しとなる

とともに、来ていただく方々にリピーターにな

ってもらえるよう、観光誘客にも戦略的に取り

組まなければなりません。こうしたことを主催

者である豊後高田市と国東市にしっかりと検討

してもらい、これを国内外に打って出る観光コ

ンテンツとして、県にはぜひ活用していただき

たいと考えます。 

 そこで、国東半島芸術文化祭を契機とした誘

客にどのように取り組んでいくのか、観光局長

にお伺いいたします。 

大友副議長 渡辺観光局長。 

渡辺観光局長 お答えいたします。 

 空の玄関口である国東半島エリアに観光客を

呼び込むことは県内周遊を促進する上でも重要

であり、本芸術文化祭には、それを牽引する役

割を期待しているところであります。 

 芸術観光の先駆けと言われております、さき

ほどから出ております瀬戸内国際芸術祭であり

ますけれども、国内外から大変注目を集めてお

りまして、この春の来訪者、実に約３２万人と

いうことで、コロナ禍前と同じ水準に戻り、非

常ににぎわったと伺っております。 

 これは、アートを道しるべに、美しい島々を

巡りながら、地元の方々との会話を通じ、地域

の文化に触れる独特なガイド手法に多くのファ

ンが魅せられたことが主な要因だと言われてい

ます。国東半島芸術文化祭においても、現代ア

ート作品や名所を巡るバスツアー、寺院を美術

館に見立てた展覧会などが企画されております。

そうしたコンテンツに加えまして、地域住民が

行事やおもてなしなどで積極的に関わり、その

魅力を観光客に伝え、リピーターになってもら

うことが重要であり、事務局であります国東市

を中心に、既に実行委員会の中で官民一体の準

備が進められていると承知しております。 

 県といたしましては、本芸術文化祭を今年開

催されております大阪・関西万博でありました

り、戦略パートナーを通じた海外プロモーショ

ンといった手法によりまして国内外に周知する

ことで両市とも連携しながら、本県への誘客と

県内各地への広域周遊を促進したいと考えてお

ります。 

大友副議長 佐藤之則議員。 

佐藤議員 ありがとうございました。 

 瀬戸内国際芸術祭と同じなんですけれども、

いろんなところをやっぱり周遊して回るという

のが、訪ねたときにとても楽しいところで、そ

の地域地域を見て回れることをプラスしながら

いろいろ広めていただきたいと思っております。 

 それから、瀬戸内国際芸術祭は、さきほども

おっしゃいましたけれども、３年ごとに開催さ

れておりまして、現在６回目となっていますが、

毎回１００万人以上の来場者数を記録しており

ます。実行委員会の収支で、開催までの３年で

おおむね１２億７千万円、そのうち県と関係市

町で４０％以上の負担があるようですので、簡

単にはこれをやりましょうということにはなら

ないとは思います。しかしながら、ちなみにそ

の香川県においては、広報と交通対策、受入れ

対応については行政中心のようであります。さ

きほど言いましたように、スタッフの関係や島

への交通としてのフェリー等船舶対応、インタ

ーネットによる発券など、仕組みがしっかりと

していました。特に船舶については、本来、あ

の辺りは、島が大変多いんで、住民の足として

支援しなければならないというもので、行政の

負担がとても大きいと思われますけれども、芸

術祭による集客で利用者はかなり増えているよ

うで、平日でも、朝の島へ向かう便や夕方の島

から帰る便は大変混み合っておりまして、座る

ことができずに立ったままの客も見られるほど

でありました。そういうことで交通施策として

も一役買っているように思われます。 

 そのほかにも、島にはなかった飲食店が立ち

並んでにぎわっておりまして、観光は正に裾野

の広い分野であるということを実感したところ

であります。 

 それでは、次の質問に移らせていただきます。 

 ２点目、地域の高校における魅力向上につい

てでございます。 
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 これまでも議会の中でも多く議論されてまい

りましたけれども、地域の県立高校を存続させ

るための施策についてはいろんな考え方がある

と思います。県内のどの県立高校でも受験がで

きる全県一区制度には良し悪しがあり、学業レ

ベル、スポーツや文化活動における実績や環境

整備、指導者のレベル、学校施設環境など、子

どもたちの選択基準になる各高校の実績や取組

状況は、現状においてかなりの開きがあるよう

に思えます。 

 県教育委員会においても、議会や市町村など

からの要望を受けて通学区域制度検証委員会を

設置し、通学区域制度の在り方などを検討し、

答申したところでありますが、その答申を受け

て、今後の対応については私も注視しておりま

すし、午前中の森議員の質問に対する教育長の

答弁にもありましたけれども、地域の高校の第

２希望に選択できる制度というのも、よく研究

してみたいというふうに思っております。それ

に対する子どもたちや保護者、地域の人などの

意見も聞きたいと思っているところであります。 

 また、今年度、遠隔教育配信センターが開所

したところでありますけれども、遠隔授業を実

施することは、地方の高校においてもレベルの

高い教育を受けることが可能となり、大変期待

をしているところであります。 

 先般、上野丘高校の配信センターの現場を見

せていただきました。始まったばかりにしては、

大変先生と生徒のやり取りがスムーズで、違和

感なく授業が進められておったところでありま

す。取組の成果が大変大きくて期待ができるも

のでしたので、早く県下全体に拡大して、必要

に応じて人数や科目の拡大もお願いしたいと思

ったところであります。 

 学業以外でもスポーツや文化活動においては、

環境整備もさることながら、実績ある指導者の

確保も生徒を集めるためには重要であります。

特に部活動の指導者については地域移行が進め

られておりますけれども、人材の少ない地方に

とっては非常に厳しい実態があると思います。

こういった地方の県立高校が抱える問題は多く、

県だけに要望すればどうにかなるものではもう

なくなっているように思われます。 

 県立高校の存続については、人口減少が進む

中において、近い将来、確実にその判断を迫ら

れるようになると思われます。しかしながら、

地域の高校がなくなることは、これまでの議論

の中で訴えられてきましたように、その影響は

計り知れないものがあります。特に私の地元で

ございますけれども、豊後高田市の高田高校の

ように１市１校である地域にとっては、もし高

校がなくなれば、中学校卒業後に全ての高校生

が市外に通うことになります。当然地域の活力

がなくなります。それに加えて、通学のための

公共交通機関の対応や市内の経済活動の低下な

どが予想され、大きな影響があると考えます。 

 高校への進学については、基本として子ども

たちの意思を重視すべきであると思います。子

どもたちの将来の目的のために、行きたい学校

を選択することを尊重することに全く異論はあ

りません。しかしながら、地域の住民の多くは

地方の高校の魅力が増して、子どもたちの目的

達成のための選択肢の一つになることを強く望

んでいます。 

 そのため、豊後高田市では、地域の活力は人

であるという認識の下、人口増施策に取り組ん

でまいりました。子育て支援、移住定住対策、

教育施策、高齢者対策などがその主な取組であ

りますが、その中には、高田高校存続に密接に

つながる取組があります。そのうち特徴的なも

のが高校生への昼食の無料提供、それと、学び

の２１世紀塾「うみね」の取組であります。 

 地域の高校における取組として、ここからは

高田高校の魅力向上のための施策について具体

的にお話をさせていただきます。 

 まず、今年４月２１日から取組を始めた、高

田高校生への昼食無料提供であります。 

 昼食の提供は、子育て支援の一環として始め

たものでありますが、保護者への経済的支援に

加え、働き方改革の一環として、共働き家庭に

対する支援、生徒間での差別解消などにつなが

る取組として、保護者や生徒、教職員からも大

変好評なようであります。 

 昼食は、小中学校の給食センターで一緒に作
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っておりまして、実質的には高校生への給食を

開始したということであります。もちろん豊後

高田市では、子育て支援の一環で、保育所、幼

稚園、小・中学校の給食も完全無料化をしてい

るところであります。佐々木市長が提案してか

ら実現までに約１年かかりました。本来、給食

制度のない県立高校への導入のために県教育委

員会や市議会などの関係機関との協議、それか

ら、保護者及び生徒への説明、そして、希望者

の調査、高校の施設や設備の整備、食缶や食器

等の購入、給食センターの設備の改修など、事

業準備に時間を要したところであります。 

 昼食の無料提供を希望する生徒は、スタート

時で９５％とほぼ全員でありました。提供開始

後の調査によりますと、給食の献立や味、量に

ついてもおおむね好評でした。給食の提供を受

託した地元業者さんが、子どもたちのためにと

頑張っていただいた結果だと思っております。 

 実は豊後高田市の給食は、小中学校でも大変

好評でありまして、先生たちの間でも他の地域

に転任するのが残念との声もあるほどでありま

す。 

 特徴的なことといたしましては、給食の提供

がスムーズにできるように市の教育委員会が雇

用する昼食支援員を配置し、配膳や片づけの手

伝い、緊急時の対応ができる体制を整えており

ます。また、給食の材料には自然環境に配慮し

て栽培されている夢叶野菜や自然栽培米も使わ

れておりまして、地域の農業者との連携もでき

ております。 

 高田高校の昼食の無料提供は、ある保護者の

方が、子どもが高校に行きだしたら、朝、弁当

を作らんといかん。共働きするのも大変という

のを市長が聞きつけまして、どうにかならんの

かと職員と議論したのがきっかけとなりました。

国会でも子育てに対する施策の議論が主流であ

りまして、医療費の支援や授業料の無償化、給

食費の支援などが議論されているところであり

ます。 

 大分県では、子ども医療費助成を先駆けて実

施するなど、全国の自治体からも人口減少対策

として、その子育て施策が注目されているとこ

ろであります。 

 高田高校の昼食無料提供については、完全給

食制度として全国的にも珍しい取組であり、地

域の独自性を出した高校の魅力化であると思っ

ております。 

 そこで、全国的な取組状況も含め、県立高校

における昼食について、教育長の御見解をお伺

いいたします。 

大友副議長 山田教育長。 

山田教育長 お答えします。 

 義務教育とは異なり、高校における昼食提供

には法的な義務づけはありませんが、議員から

御紹介のありましたとおり、高田高校では、豊

後高田市が子育て支援や生徒の栄養確保の観点

から、昼食の無料提供を実施いただいておりま

す。 

 一方、県立高校全体への展開については、給

食センターの設備拡充や新たな人員の確保に加

え、無償提供となれば、食材費も含め、多額の

予算が必要となります。さらに市町村が負担す

る場合、地元以外の通学生に対する財政負担の

取扱いなど様々な課題が想定されます。 

 全国的にも、高校に昼食を提供している自治

体は、北海道足寄町や愛媛県愛南町など、ごく

少数にとどまっております。本来、学校給食は

公平性の観点から全国一律の制度であるべきで

あり、高校の昼食提供についても国において慎

重に検討すべき課題と考えております。 

大友副議長 佐藤之則議員。 

佐藤議員 ありがとうございます。 

 おっしゃるとおりで、現行制度にない給食に

ついて、県として踏み込んでいくというのは大

変難しいことだと理解をしております。しかし

ながら、地域の取組として先行していることに

対して御理解をいただき、そして、今後、御支

援等を検討していただくことを要望いたしまし

て、次の質問に移ります。 

 高田高校生のための学びの２１世紀塾「うみ

ね」の取組についてであります。 

 うみねは、豊後高田市教育委員会が地方創生

推進交付金事業として取り組んでいる、学力の

向上、難関大学受験のための無料公設民営塾で
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あります。令和４年度から事業がスタートした

ところであります。豊後高田市では、幼稚園児、

小中学生に対する公営塾は、これまで２０年以

上も学びの２１世紀塾の名称で、学校や公民館

などで学校教育や社会教育の補填活動として実

施をしてまいりました。 

 うみねは、高田高校の魅力化事業として取り

組んでおりますけれども、生徒が自ら思考、決

定、行動する力を伸ばし、進路実現を支援する

取組として、キャリアコースと受験コースを設

定しているところであります。 

 キャリアコースは、将来の就職に向けた資格

や必要知識の習得のためのサポートをし、進学

先の掘り起こしや科目選択、公務員試験のため

の専門学習、面接対策など、幅広い対応を行っ

ております。 

 受験コースは、難関大学合格を目標に、数学、

英語、国語の学習を中心に個別カリキュラムを

作成し、サポートをしているところであります。

令和６年度は、制度スタート時に１年次から入

塾した生徒が３年間積み上げた成果が反映され

まして、東京大学、神戸大学、九州大学など難

関大学をはじめ、国公立大学、有名私大に多く

の合格者を出しました。最終的には、国公立大

学だけで２８名になったということであります。

聞くところによりますと、高田高校から東大へ

の進学は３２年ぶりということで、高田高校の

ＯＢとしても非常にうれしく、今後に期待ので

きる成果であったと思っております。 

 今回のこの結果は、高田高校の先生方からの

うみねや一般の学習塾との連携、情報交換があ

り、学年全体のレベルアップと進学クラスにお

ける生徒間の目標達成意識の向上の成果であっ

たようであります。うみねの取組がその中でも

一つの契機となったことは間違いなく、高校側

においても好意的な受け止めをしていただいて

おります。 

 また、県においては、地方の高校生にも多様

で質の高い高校教育を提供するために、今年の

４月に遠隔教育配信センターを設置し、遠隔授

業を開始したところでありますが、本来の授業

と放課後の公営塾による取組を生徒がうまく活

用することが重要だと思っております。そのた

めにも、遠隔授業を受講した生徒や先生方のフ

ォローアップを的確に行っていただきたいと考

えます。 

 こうしたことを踏まえまして、県内の公営塾

の状況も含め、県立高校における学力向上にど

のように取り組んでいくのか、教育長にお伺い

いたします。 

大友副議長 山田教育長。 

山田教育長 お答えします。 

 学力の向上を図るためには、組織的な授業改

善が不可欠であり、本県では、全ての県立高校

にプロジェクトチームを設置し、授業力向上に

向けた研修の充実やＩＣＴを活用した最新の指

導方法の普及等を進めております。また、個別

最適な学びを推進するため、普通科等設置校で

は、学習の習熟度に応じた指導ができるよう、

英語や数学の教員を全県で３９人加配措置して

おります。こうした取組は、生徒の進学実績に

も着実に結びついており、令和７年度大学入試

では、国公立大学現役合格率は２６．５％と、

平成元年以降３７年間で最も高い数字となりま

した。 

 一方、豊後高田市、国東市、玖珠町の２市１

町において公営塾が設置され、地元の高校と連

携した個に応じた指導が行われております。県

教育委員会といたしましても、遠隔配信による

長期休業中の特別講座や大学入試対策に役立つ

動画教材の配信などに取り組み、生徒一人一人

の進路実現につなげてまいりたいと考えており

ます。 

大友副議長 佐藤之則議員。 

佐藤議員 ありがとうございます。 

 それでは、次の質問でありますが、地域の県

立高校が生徒や保護者に選ばれるようになるた

めには、その魅力の向上が欠かせません。これ

まで申し上げたように、高田高校においては、

市や地域と連携し、その独自の取組により魅力

の向上に努めております。このことに加えまし

て、地域と協働して課題に取り組むコーディネ

ーター事業にも取り組んでいます。高田高校に

おける高校魅力化コーディネーターの取組は、
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昭和の町の新メニューを提案したり、ジビエプ

ロジェクトとして、捨てられていた駆除動物の

革を使った名刺入れを、移住してきた地域の事

業者とともに製作、販売する事業として注目を

されているところであります。こうした学校の

枠を越え、地域の事業者や住民と連携した活動

は、生徒の自主性や行動力を高め、学力だけで

はない人材の育成につながるとともに、協働し

た事業者等に対しても新たなビジネスチャンス

を提供できる優れた取組だと考えます。 

 そこで、このような地域の県立高校の魅力向

上にどのように取り組んでいくのか、教育長に

お伺いいたします。 

大友副議長 山田教育長。 

山田教育長 お答えします。 

 地域の高校では、中学生に選ばれる学校づく

りに向け、平成２８年度から魅力化推進事業に

取り組んでいます。当初、高田高校など１１校

であった採択校は、現在２０校まで拡大してい

ます。 

 本事業では、地域と連携した探究学習の拡充、

地元行事への参加等による活力創出、高校の魅

力発信を３本柱に、地域や学校の特色に応じた

実績が展開されています。 

 さきほど高田高校の取組を御紹介いただきま

したが、他の採択校においても、探究学習での

フィールドワークや事業者等との連携を通じ、

生徒の課題解決力と意欲の向上が図られていま

す。 

 例えば、佐伯豊南高校では、地域の活性化に

つながる取組として、ＩＴ企業や地元商店街な

どと連携し、市内の店舗や名所をゲーム感覚で

巡るロゲイニングという体験活動を企画しまし

た。この取組は、地域への誇りを醸成し、地域

創生の観点からも評価され、内閣府主催のコン

テストで九州経済産業局長賞を受賞したところ

であります。 

 このように、高校の魅力向上には、市町村や

地元企業等との連携が不可欠であることから、

令和８年度までに地域関係者による学校運営協

議会を地域の高校全てに設置し、地域との協働

を深めたいと考えております。 

大友副議長 佐藤之則議員。 

佐藤議員 ありがとうございました。 

 地域の高校を存続させる取組について質問さ

せていただきました。その中で私どもの取組を

述べさせていただきましたけれども、目指すと

ころは県内どこでも同じでございます。できる

だけ地域の中で子どもたちを育て、教育してい

きたいと願っております。 

 これまで、教育長からの答弁をいただいてき

ましたけれども、この高校の魅力向上という件

の最後に、知事のお考えをお伺いしたいと思い

ます。地域の高校のためにこういった独自の取

組を進めていることに対し、知事の考える地域

の教育についての思いと地域の高校の存続も含

めて、魅力向上の取組についてどのように考え

るのか、コメントいただければと思います。 

大友副議長 佐藤知事。 

佐藤知事 地域の高校というのは、正にそれぞ

れの地域において中心的な存在の一つだと思い

ます。地域の皆様にとりまして、それぞれの高

校というのは大変重要な存在でありまして、そ

して、それぞれの地域がいろんな活動をしてい

く上で高校もいろんな役割を果たしております

し、また、その高校があることが地域の活性化

につながっていっている、そういう存在ではな

いかというふうに思います。 

 そのような中で、いろいろ環境も変化してい

ますけれども、やはりまずは学びの質を維持、

確保、そして、さらにそれぞれの地域で向上さ

せていくということが大変重要だと思います。

 そのために、学校、教育委員会だけではなく

て、市町村でありますとか、地域の方々、例え

ば、同窓会がいろんな奨学金をつくってやって

いる例など様々な取組をしていただいています。

 そういうふうな全ての方々の貢献であります

とか取組によって地域の学校が存続をし、また、

発展をしていくということが大変重要じゃない

かなというふうに思います。 

 遠隔教育というのも、これから地域の高校の

魅力の向上に大変つながっていくものだという

ふうに考えております。 

今、専属の教員が９人ですけれども、全ての
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普通科高校に広げていきますと４３人になりま

す。そのための体制の整備、つまりは先生方の

配置を国費によって措置をしてもらうというこ

とが大変大事でありますので、地方交付税の対

象としてもらうために、先々週、文科省をはじ

め、霞ヶ関に行きまして要請をしてきました。 

国の制度変更もしてもらいつつ、体制の整備

を進めていき、遠隔教育の充実を一刻も早くし

ていくということも大事だというふうに考えて

おります。 

また、さきほど教育長が答弁しましたが、第

２希望制等によりまして、生徒さんにとりまし

て、より地域の高校が選びやすくなるような制

度の変更ということについても、できるだけ早

く行えるように検討を進めてまいりたいという

ふうに考えております。 

 そして、地域の高校が、受験される生徒さん

それぞれにとって魅力的なものになるようにと

いうことが大切です。学業のみならず、スポー

ツ、芸術もそうだと思いますし、いろんな地域

活動において魅力をさらに高められるような取

組、これを行っていくということも大変重要な

ことであります。 

 そして、いくつかの高校で取り組んでいただ

いておりますけれども、全国から学生を募集し

ていくと。特色ある教育というのが行われてい

ます。国東高校の宇宙コースもその一つだと思

いますし、農業関係の高校では、全国から例え

ば畜産を学びたいお子さんが来ております。 

各地で県人会行いますと、例えば三重総合高

等学校から校長先生とか教頭先生が来まして、

自分たちの高校はこういうふうな魅力がありま

す、特色があります、教育していますので、是

非、全国から応募してくださいということを在

京の県人会でありますとか、関西県人会で先生

方にＰＲしていただいたりしています。 

 このようないろんな取組によりまして、普通

科も専門高校もそれぞれの高校の魅力を高めて

いき、地域の核としてさらにそれぞれの学校が

発展をしていくということをお願いしたいと思

います。 

また、私どもも教育委員会と一緒になって、

そういった取組をしていきたいというふうに考

えております。 

大友副議長 佐藤之則議員。 

佐藤議員 ありがとうございました。 

 知事の熱い思いもいただきましたので、本当

にありがたいと思います。そして、特に予算の

裏づけを考えていただいているというのは、本

当にありがたいことで、今後とも是非よろしく

お願いいたします。 

 そして、知事のお考えも基本線として我々と

同じであるというふうに思っておりますので、

今後の事業展開に注目をさせていただきたいと

思います。 

 それでは、最後の質問に移ります。 

 ３点目、危険な空き家への対応についてでご

ざいます。 

 空き家の対策については、これまでも多くの

観点で質問をされてきたことと思います。空き

家の問題は、大きく分けて、まだ住むことがで

きる建物をいかに使ってもらうかという活用の

対策、老朽化した危険な空き家をいかに補修す

るのか、又は取り壊すのかという対策になると

思われます。 

 今回、私は、後者の取り壊す関係について質

問をしたいというふうに思います。 

 私は、県議会議員として、この２年間、県民

の皆さんの意見や要望を聞くために地域の中を

歩いてまいりました。そこで気づいたのは、こ

の２年間の間でも多くの建物が空き家になって

しまっているということであります。高齢の単

身世帯が多いということがその原因であります

けれども、住民が入院したり、高齢者施設に入

所したり、お亡くなりになったりしても、その

家を相続する子どもさんなどが実家に帰ること

はほとんどないため、即空き家になってしまう

ということであります。 

 大半は家財などの片づけが終わらないまま、

また、仏壇があるのでたまには帰るからと思っ

ていても、そのまま放置に至るケースが多いよ

うであります。空き家対策という観点で考えま

すと、空き家となった時点で、貸すなり売るな

りして建物の活用を図るべきでありますけれど
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も、実際はなかなか難しいというのが実情であ

ります。住む人がいないと建物はすぐに傷み、

崩壊が懸念される危険空き家となるということ

であります。 

 豊後高田市でも、空き家の活用を第一に考え

まして、相続者などに空き家バンクへの登録を

積極的に呼びかけまして、移住者に提供をして

おります。質のよい物件がありますと、移住者

がすぐに活用してくれますが、担当者が機会あ

るごとにお願いをしても、登録されない空き家

は増え続けているというのが実態であります。 

 危険空き家は、建物の崩壊や敷地内の植栽に

よって近隣の方に迷惑をかけます。また、建物

が道路に面している場合には、通行者や車両を

危険にさらしております。特に通学路の場合に

は早急な対策が必要となります。 

 令和５年に改正された空家等対策の推進に関

する特別措置法では、国、県、市町村の役割が

明確にされていますが、私はこれまでの国の考

え方は、基本的には都会の土地と建物に対する

考え方が主であるというふうに思っております。 

 市の職員時代に空き家対策の担当課にいた経

験からしますと、価値のない土地建物を地方自

治体が行政代執行した場合、その費用捻出に対

して補償がないこと、行政代執行までの手間が

大きいこと、こういったことが撤去が大きく進

まない理由であると思っています。建物や土地

の所有権に関わる問題であるために一概に撤去

を認めるということはできないと思います。相

続時の所有権移転の義務化、危険空き家の撤去

に対する補助金等の拡充など、国も対応を進め

ようとしておるところはよく分かります。しか

しながら、実際には既に相続されておらず、２

代も３代も前の所有者のまま、相続人調査に多

大な手間と時間、費用を要する事例がたくさん

あります。 

 そこで、空き家の実態等を踏まえ、危険な空

き家の問題にどのように対応していくのか、企

画振興部長にお伺いをします。 

大友副議長 工藤企画振興部長。 

工藤企画振興部長 お答えいたします。 

 適正に管理されていない空き家は年々増加し

ておりますけれども、倒壊などの危険がある特

定空家の所有者に対しましては、市町村長がそ

の除却を勧告、命令あるいは代執行できること

とされております。また、空き家の除却費用を

助成する国の制度を活用しまして、昨年度は県

内１４の市町村が計１６２件の危険な空き家の

除却を支援しております。加えまして、今回の

空家特措法の改正により新設されました管理不

全空き家という概念がありますが、この所有者

には敷地の固定資産税を６分の１に、これまで

減免しておりました優遇制度、これが廃止され

ましたので、結果的に空き家放置の抑制効果が

今後期待できるところでございます。 

 そこで、県では、この法改正を受けまして、

この管理不全空き家と認定するための具体的な

チェック項目を列挙した判断基準を県独自に示

しまして、市町村の適正な制度運用を支援して

いるところでございます。 

 県としましては、こうした技術的な支援に加

えまして、空き家の適正管理の手引を使いまし

た所有者への啓発や、相談窓口での対応も随時

行っているところでございます。また、市町村

への情報提供、あるいは市町村相互間の連絡調

整を行うための官民連携会議、こういったもの

も開催しておりまして、法に定められている県

の役割を踏まえてしっかりと対応してまいりま

す。 

大友副議長 佐藤之則議員。 

佐藤議員 ありがとうございます。 

 技術的な支援、情報提供とか、市町村とうま

く連携していただきたいと思いますけれども、

１点再質問させていただきます。 

 危険空き家対策としての撤去費用の補助金に

ついては、多くの県内市町村が社会資本整備総

合交付金とかの補助金を使って所有者等に交付

しておりますけれども、応募者多数のため、抽

せんを行っている自治体もあるようで、全ての

ケースに対応できていないようであります。ま

た、建物取壊し費用も高額化しておりまして、

自己資金が捻出できないケースも多いように聞

いています。こういった法整備と実態のずれは

大きく、今後とも対策の必要性は高いと感じて
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います。 

 そこで、今現在、国、県、市で支援していま

す耐震改修補助金と同様に建物の取壊し費用に

ついても市町村がその枠を広げるために県から

支援することができないか、企画振興部長にお

尋ねをします。 

大友副議長 工藤企画振興部長。 

工藤企画振興部長 地域で増えておりますこの

空き家の除却に向けましては、例えば所有者の

特定、あるいは相続人を探していくと、こうい

ったような作業に各町村、大変苦慮されている

という実態は少なからず承知をしております。

ただ、例えば市町村がお持ちの税情報などがあ

ろうかと思いますけど、こういったもので所有

者がある程度、市内、あるいは近隣のところに

いらっしゃるというようなことで把握できてい

る物件もかなり多いんじゃないかなと思います

けれども、そういった物件の中から、今回、改

正法で定められた管理不全空き家という形で判

定すべきものはないのだろうかというようなこ

とを探していけば、結果的には固定資産税を減

免せずに満額市町村が取れるというようなこと

もございますんで、そうした物件を先行して調

査していくというようなことで、今回の改正に

合わせまして、さきほど申し上げた、県がつく

っております判断基準、これをまず積極的に活

用して、各市町村に是非進めていただきたいな

というふうに思っております。 

 それから、空き家の除却費に対する国の助成

制度、県内の除却実績、さきほど、昨年でいう

と１６２件と申し上げました。各市町村ごとに

ちょっと見てみますと、実は豊後高田市は２件

使っていただいています。ただ、近隣の中津市、

宇佐市、こういったところは２５件ということ

でございますし、また、一方で４つの市町はそ

の制度を使っていらっしゃいません。というよ

うなことで、各市町村間で投じる予算にかなり

開きがあるのが実態のようでございます。 

 内容的には、さきほど言いました、国庫補助

もございますし、市町村が負担すれば、その負

担分には特別交付税の措置もあるというような

ことでありますんで、現時点では県が一緒にな

って協調しての助成というものは念頭にはござ

いませんで、県としては、さきほど申し上げま

したように、法で定められた県の役割をしっか

りと果たしていきたいというふうに思っており

ます。 

大友副議長 佐藤之則議員。 

佐藤議員 ありがとうございました。 

 そうですね、そのとおりです。市町村によっ

てまだまだ温度差がありますし、豊後高田市も

決していいほうではないということも理解して

おります。引き続き市町村への御指導方、よろ

しくお願いいたします。 

 今回は危険な空き家対策を中心に議論させて

いただきましたが、さきほども申し上げました

とおり、本来としては、活用できる空き家対策

を講じることが望ましいと思っております。全

国的には空き家活動事業に多くの事例がありま

す。県内でも実例があるふるさと納税による空

き家対策サービスを使った返礼事業として、空

き家の点検管理や庭木の剪定などがありますし、

空き家活用資金としてのクラウドファンディン

グ活用事例もあります。また、空き家対策の予

防プランの一つ、自治会やＮＰＯが高齢者世帯

に対して、元気なうちに将来の計画として、施

設入所や入院した場合などに本人の家などにつ

いて、賃貸するのか売却するのか、又は取り壊

すのかなどを決めておく取組も始まっておりま

す。 

 兵庫県においては、空き家活用条例を制定し、

市町村からの特区指定を受けて、それに対して

財政支援をしているという実例もあるようであ

ります。 

 こういった問題がいろんなところにまた派生

してきますので、つまるところ、地方行政の維

持にも影響を与えるということになると思われ

ますので、そういった広い観点からの問題とし

て、今後対策を講じることを要望いたしまして、

私の一般質問を終わらせていただきます。大変

ありがとうございました。（拍手） 

大友副議長 以上で佐藤之則議員の質問及び答

弁は終わりました。 

 お諮りいたします。 
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 本日の一般質問及び質疑はこの程度にとどめ

たいと思いますが、これに御異議ございません

か。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

大友副議長 御異議なしと認めます。 

 よって、本日の一般質問及び質疑を終わりま

す。 

―――――→…←――――― 

大友副議長 以上をもって本日の議事日程は終

了しました。 

 次会は、明日定刻より開きます。日程は決定

次第通知します。 

―――――→…←――――― 

大友副議長 本日はこれをもって散会します。

お疲れさまでした。 

午後２時３７分 散会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２回 大分県議会定例会会議録 第３号 

- 51 - 

 

令和７年第２回大分県議会定例会会議録（第３号） 

 

令和７年６月１９日（木曜日） 

――――――――――――――――――――― 

議事日程第３号 

            令和７年６月１９日 

              午前１０時開議 

第１ 一般質問及び質疑 

――――――――――――――――――――― 

本日の会議に付した案件 

日程第１ 一般質問及び質疑 

――――――――――――――――――――― 

出席議員 ４２名 

 議長 嶋  幸一 副議長 大友 栄二 

    志村  学     御手洗吉生 

    桝田  貢     穴見 憲昭 

    岡野 涼子     中野 哲朗 

    宮成公一郎     首藤健二郎 

    清田 哲也     今吉 次郎 

    阿部 長夫     小川 克己 

    太田 正美     後藤慎太郎 

    森  誠一     木付 親次 

    三浦 正臣     古手川正治 

    元吉 俊博     麻生 栄作 

    阿部 英仁     御手洗朋宏 

    福崎 智幸     吉村 尚久 

    若山 雅敏     成迫 健児 

    高橋  肇     木田  昇 

    二ノ宮健治     守永 信幸 

    原田 孝司     玉田 輝義 

    澤田 友広     吉村 哲彦 

    戸高 賢史     猿渡 久子 

    堤  栄三     末宗 秀雄 

    佐藤 之則     三浦 由紀 

欠席議員 １名 

    井上 明夫 

――――――――――――――――――――― 

出席した県側関係者 

 知事           佐藤樹一郎 

 副知事          尾野 賢治 

 副知事          桑田龍太郎 

 教育長          山田 雅文 

 代表監査委員       長谷尾雅通 

 総務部長         若林  拓 

 企画振興部長       工藤 哲史 

 企業局長         渡辺 淳一 

 病院局長         佐藤 昌司 

 警察本部長        幡野  徹 

 福祉保健部長       首藤 丈彦 

 生活環境部長       首藤  圭 

 商工観光労働部長     利光 秀方 

 農林水産部長       渕野  勇 

 土木建築部長       小野 克也 

 会計管理者兼会計管理局長 馬場真由美 

 交通政策局長       嶋川 智尉 

 防災局長         藤川 将護 

 観光局長         渡辺 修武 

 人事委員会事務局長    井下 秀子 

 労働委員会事務局長    一丸 淳司 

 財政課長         小野  宏 

 知事室長         姫野 智代 

――――――――――――――――――――― 

午前１０時 開議 

大友副議長 おはようございます。これより本

日の会議を開きます。 

―――――→…←――――― 

大友副議長 本日の議事は、議事日程第３号に

より行います。 

―――――→…←――――― 

 日程第１ 一般質問及び質疑 

大友副議長 日程第１、第６０号議案から第６

７号議案まで及び第２号報告を一括議題とし、

これより一般質問及び質疑に入ります。 

 発言の通告がありますので、順次これを許し

ます。成迫健児議員。 

  〔成迫議員登壇〕（拍手） 

成迫議員 ２９番、県民クラブ、成迫健児です。

本日、質問の機会をいただきました同僚議員の
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皆様、そして、私の一般質問に御協力いただき

ました現場の皆様に感謝申し上げながら、一般

質問のほう始めさせていただきます。 

 そして、今日は佐伯から遠路はるばる、この

議場まで私の一般質問を聞きにお越しいただい

た、日頃から支えてくださっております後援会

の皆様、本当にありがとうございます。 

 私の質問は、基本的には佐伯から出た県全体

に関わる課題を質問として投げかける予定とな

っていますので、執行部の皆様も前向きな御答

弁いただきますようよろしくお願いいたします。 

 それでは、農林水産物の海外展開について、

農林水産業における海外関税措置の影響につい

て伺います。 

 本年１月に、米国のトランプ大統領が就任し、

数々の新たな方針が打ち出されたことにより、

世界各国がその動向に驚きをもって注視し、世

界経済の先行きには不透明感が広がっておりま

す。その中でも、追加関税措置は、世界経済に

大きな混乱を招いております。 

 この関税措置により、４月３日からは米国に

輸出される自動車に２５％の関税が、同５日か

らはそのほかの輸出品目にも一律１０％の関税

が適用されました。日本との相互関税に取扱い

については、現在、両政府で協議中であります

が、一刻も早い解決が強く望まれるところです。 

 本県においても、製造業から農林水産業に至

るまで幅広い業種で影響が懸念されており、と

りわけ経営基盤の弱い農林水産業では、より深

刻な影響が予想されます。 

 知事も１月の記者会見において、米国は大分

県にとって農林水産物の重要な輸出先で、２０

２３年度輸出額は約５．９億円、そのうち養殖

ブリが３．３億円、牛肉が１．９億円と大きな

割合を占めている。個別の経済や産業への影響

については、一つ一つ丁寧に議論を進めていく

必要があると述べています。 

 現在、トランプ大統領による追加関税措置を

受け、経営・金融相談窓口と農林水産物相談窓

口をそれぞれ本庁に開設し、県内事業者への聞

き取り調査を始めておりますが、私自身も地元

の事業者の皆様から、米国による追加関税の影

響に対する様々な不安の声を直接いただいてお

ります。 

 新潟県では、米国の関税政策による影響につ

いて、日本酒や金属製品など、米国に輸出実績

のある企業に調査を行った結果、約２割の企業

が現段階で既に影響が出ていると答えており、

今後の予想も約７割の企業で影響があるとなっ

ております。 

 きめ細やかな相談対応はもちろん必要ですが、

既に影響が出始めていると考えられる県内企業

や農林水産事業者に対しては、県制度資金を活

用した資金繰り支援や新たな事業等による支援

など、事業者の不安解消に向けた機動的な対応

が急務となっています。 

 また、仮に米国への輸出が困難になった場合

には、他国への輸出体制の強化も含めた対応を

進める必要があると考えます。 

 以上のことを踏まえ、米国も重要な輸出先で

ある本県農林水産業において、今回の米国の関

税措置の影響をどのように受け止めているのか、

また今後、県としてどのように取り組んでいく

のか、知事に伺います。 

 以後は、対面席にてお伺いします。 

  〔成迫議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

大友副議長 ただいまの成迫健児議員の質問に

対する答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 おはようございます。成迫健児議員

の農林水産業における米国関税措置の影響につ

いての御質問にお答え申し上げます。 

 本県農林水産物の米国向け輸出は、養殖ブリ

と牛肉が大半を占めております。令和６年度の

輸出額は全体の１割に当たります約６億円とな

っております。 

 県では、相互関税発動に備え、４月４日に相

談窓口を庁内に設置したほか、輸出事業者等へ

の影響調査を継続して行っておりますが、これ

までのところ、農林水産業に関する具体的な相

談は寄せられておりません。 

 輸出事業者等によりますと、養殖ブリは米国

で生産がなく輸入に依存していること、牛肉は

高級食材であり高所得者層をターゲットとして
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いることから、いずれも関税措置の影響は軽微

であるとの声を今のところ伺っているところで

ございますけれども、引き続き注視してまいり

たいというふうに考えております。 

 一方で、中国に輸出されている杉丸太の一部

はフェンス材等に加工された後に米国に再輸出

されておりまして、間接的に影響が及ぶ可能性

もあります。そのため、米中間の交渉の動きに

ついても注意が必要であります。 

 現在、米国とは、日本をはじめ各国政府間で

協議が続いておりますけれども、その多くは、

まだ合意の見通しが立っていない状況でござい

ます。引き続き、今回の関税措置が県内に与え

る影響を見極めながら、必要に応じた対策を迅

速に講じてまいります。 

 また、こうした国際情勢の変動に柔軟に対応

できるように、前もって輸出先国の多角化を進

めておくことも大切であります。 

 養殖ブリではニーズの高い台湾等を対象に、

フィレやロイン等加工品の販路拡大を進めてお

ります。また、中国の日本産水産物の輸入解禁

を念頭に置いて、既に現地商社との連携を強化

しているところであります。 

 牛肉では、米国、台湾等に続く新たな輸出先

国を開拓するために、本年４月に、畜産公社が

ＥＵ向けの輸出施設認定を取得したところであ

ります。おおいた和牛の輸出に向けて準備を進

めております。早速、この秋には、ドイツで開

催予定の国際展示会への出展を計画しています。 

 今後も、米国をはじめとする海外市場の多様

なニーズを的確に捉え、新たなマーケットの開

拓に取り組み、県産農林水産物の輸出拡大につ

なげてまいりたいと考えております。 

大友副議長 成迫健児議員。 

成迫議員 答弁ありがとうございます。今、知

事からは農林水産の分野に関しては具体的な相

談は今のところは届いていないというところと、

また、販路の多角的な戦略についてのお話もい

ただきました。 

 アメリカへの輸出品目として半分を占めてい

る、さきほどの話にありました養殖ブリや大分

の和牛については、関係者のお話だと、今の段

階では大きな影響はないとの声を私も聞いてお

ります。ただ、長期的に見て、その関税の影響

を受けてアメリカ全体の経済が落ち込んだら、

そこでブリや和牛の消費も落ち込んでくる不安

があるというふうな声もいただいております。 

 一方で、現場の方々からは、割と前向きな意

見も聞いております。今後の状況の中で、アメ

リカ内での価格が上昇したとしても、需要が減

らなければブランドとして絶対的なポジション

を確立できるから、今が頑張りどきなんだと、

本当に前向きな体制で頑張っておられておりま

す。 

 ただ、アメリカが大分県産の輸出農林水産物

を高く評価し、また、取引を積極的にしてくれ

ているのは、現地でのその品質、味に対しての

需要が非常に高く、商社がもうかっているとこ

ろがあります。例えばブリに対しては、向こう

のバイヤーさんから大分県の生産者に対しまし

て、日本一、世界一のブリを送り続けてほしい

といった直接のオファーもいただいておりまし

て、今の段階では利益が大きく見込める価格で

の輸出交渉ができているというふうに聞いてお

ります。 

 ただ、それほどに認められ、求められるもの

を生み出していることの前提としましては、い

いブリを育てるための質の高い餌の確保と、ま

た、環境の整備など、相当な努力もされており

ます。今の相手に求められる品質の価値を維持

できるかどうかが、今後のトランプ関税の影響

を左右する大きな要因となっていきますので、

県も課題として認識されておりますように、こ

れはもう長きにわたって大きな課題になってお

るんですが、飼料代の高騰や燃料費等の問題に

ついて、品質を左右するものに対しては、手厚

い支援を実行いただくようにお願いいたします。 

 それらの支援が農林水産分野の今後の海外展

開にも大きく貢献するものとなりますので、是

非よろしくお願いします。 

 次の質問に移ります。 

 水産物の輸出促進について、本県では、養殖

業の成長産業化を進めていく中で、国内外のニ

ーズに対応した魚づくりや輸出先のニーズに対
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応できる整備などに支援しています。 

 こうした成果もあり、令和５年度の水産業産

出額のうち、海面養殖業は、高騰していた養殖

ブリ類の価格が落ち着いたことで、２３８億円

と昨年度から６０億円減少しておりますが、キ

ログラム当たりの単価においては過去最高額を

記録した１，５２３円に近い数字を維持してお

り、今後のブランド力の推進や販路の拡大によ

っては、さらなる成長が期待されます。 

 しかしながら、近年の国内における水産物消

費量の減少に加え、生産資材価格の高騰や大規

模な赤潮発生への対応など、水産業を取り巻く

環境は厳しく、克服すべき課題も山積していま

す。 

 一方、海外では新興国の経済発展や欧米にお

ける健康志向の高まりなどを背景に、水産物の

志向が広がっており、世界的には水産物需要は

増加しています。これは、水産物の海外輸出に

とって絶好の機会と言えます。 

 このような中で、本県においても直面する諸

課題に対処しながら、こうした海外展開の機会

を捉えて、養殖ブリをはじめとする水産物の輸

出拡大を積極的に進め、さらに成長していくた

めには、生産体制の強化や販路拡大などに取り

組むことが大変重要と考えています。 

 こうしたことを踏まえ、水産物の輸出促進に

ついて、今後どのように取り組んでいくのか、

農林水産部長にお伺いします。 

大友副議長 渕野農林水産部長。 

渕野農林水産部長 お答えいたします。 

 養殖業の発展には、拡大する海外需要の取組

が重要でございます。昨年度の県産水産物の輸

出額は、過去最大の２０．１億円に達しまして、

農林水産物輸出額の約３割を占めるなど、輸出

を牽引しております。 

 さらなる輸出拡大には、国や地域ごとに求め

られるニーズへの対応が重要です。そのため、

産地づくりと販路開拓の両輪で取組を進めてま

いります。 

 産地づくりでは、本格稼働をしております県

漁協の蒲江加工センターを活用しまして、養殖

ブリのフィレやロイン等の高次加工品に加えま

して、冷凍品の開発にも取り組み、国内外で多

様化するニーズへの対応を加速してまいります。 

 また、環境に配慮した事業者を認証するマリ

ンエコラベルの取得も積極的に進め、国際的な

信頼性の確保を通じまして、輸出競争力の強化

を図ってまいります。 

 次に、販路開拓においては、まず、養殖ブリ

について、米国に加え、韓国や台湾での新たな

販路拡大を図るとともに、中国の輸出解禁を見

据え、現地商社との連携を強化しているところ

でございます。 

 また、議員の地元でも生産が盛んな養殖マガ

キについても、バイヤー招聘や展示会への出展

機会を活用しまして、生鮮に加えまして冷凍品

の提案も行い、販路拡大に取り組んでいるとこ

ろでございます。 

 引き続き、こうした取組を着実に進めるとと

もに、ジェトロ等関係団体とも連携しながら、

県産水産物の輸出拡大を一層推進してまいりま

す。 

大友副議長 成迫健児議員。 

成迫議員 ありがとうございます。今、部長の

答弁の中で国外への販路拡大という言葉もいた

だきました。 

 その中にあった韓国との取引についてなんで

すけれども、今、養殖ブリというのが韓国での

需要が非常に高まっている。それは県も捉えて

おると思うんですが、国内での出荷サイズが４

キログラムから５キログラムに対しまして、海

外へは、韓国へは６キログラムから８キログラ

ムの大きさで、キログラム単価もＦＯＢ価格

（本船引渡し価格）１，５００円で取引がされ

ているので、大きな利益も獲得できている水産

業者も存在しています。韓国では、カンパチの

キログラム単価の取引額が１，９５０円という

ような相場にあるのに対しまして、ブリも同じ

価格感で現地では食されておりますので、まだ

まだブリ自体の価格の上昇が期待できるという

ふうに、現地の方からもお話を伺っております。 

 また、韓国に輸出している業者については、

取引の詳細を県に申告しているはずですので、

県も把握されているとは思いますが、既に成功
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されて勢いもありますので、そういったところ

に是非調査をされて、同じようにチャレンジで

きる養殖業者が次にどんどん続くように、仕組

みづくりをまた一緒に考えていただければとい

うふうに思っております。 

 一方で、ブランドブリについては、昨年６月

に大分県台湾プロモーションを開催しまして、

県のそのプロモーションに佐伯市も参加させて

いただきまして、佐伯の浪井丸天水産さんの若

武者ハマチをＰＲさせていただきました。様々

なつながりやきっかけをいただきまして、今年

度中には、台湾から直接佐伯に、数社の水産物

商社の方が来られる計画も進んでおります。い

よいよ本格的な取引が始まろうとしており、期

待が高まっております。 

 そして、今後については、台湾とはどのよう

な関係性を築けて販路を構築できるか、台湾の

ような販路を構築できるような国を増やしてい

けるかといった、これからの販路拡大というの

が、部長の答弁からもありましたように、大き

な課題となるとは思いますが、大分県にはＡＰ

Ｕ、立命館アジア太平洋大学があり、多くの国

籍を持った留学生が在籍しております。既に創

立から２０年以上が経過していますので、当時

の学生はそれぞれの国で活躍しているはずです。

それを見越して、佐伯市も大学の学長へ、市と

連携していけないかというふうな相談に行った

と聞いております。これから海外への販路の拡

大を目指していく上では、ＡＰＵとの連携も大

きな可能性として期待できると考えますが、い

かがでしょうか。農林水産部長に見解を伺いま

す。 

大友副議長 渕野農林水産部長。 

渕野農林水産部長 お答えいたします。 

 今おっしゃられましたＡＰＵの卒業生は、帰

国後も各国において、経済や流通等、各分野で

重要な役割を担っている方も多いとお聞きして

おります。そうした方々との連携においては、

様々な分野で必要だろうと思いますけれども、

ここにおいては、水産業の関係でお答えさせて

いただければと思っております。 

 輸出促進には、今、議員がおっしゃられたよ

うに、人脈を活用していくということがとても

大事でありまして、これまでも、例えばタイで

輸入業を営むＡＰＵの卒業生と連携しまして、

かぼすブリやひがた美人など、地元高級レスト

ランへの商談を実施しているところでございま

す。 

 また、上海においては、飲食店を経営する卒

業生と協力しまして、かぼすヒラメや関あじ、

関さばなどを使いました県産水産物フェアを開

催しまして、販路開拓につなげてきた経緯もご

ざいます。 

 今後もこうした現地ニーズに精通しましたＡ

ＰＵの卒業生等の活用も念頭に置きまして、輸

出先の需要に対応した販路開拓を進め、輸出拡

大に取り組んでいきたいと思っております。 

大友副議長 成迫健児議員。 

成迫議員 ありがとうございます。既に、もう

ＡＰＵの学生との、卒業生とのつながりの中で、

大分県からそういった水産物のＰＲができてい

るというふうな、そういった取組もされている

というふうな答弁いただきました。 

 佐伯市の例えばブランド推進課の中では、Ａ

ＰＵの学生向けのツアーを組んで、大分県の魅

力を皆さんに知っていただき、そういった魅力

をまた自国に持って帰っていただいて、大分県

のＰＲとか、商談とかに加わっていただけるよ

うな体制を築きたいというような声も聞いてお

りますので、是非市町村とも連携しながら、そ

ういった事業も進めていただけたらというふう

に思います。 

 では、次に移ります。 

 市町村と連携した人口減少対策について伺い

ます。 

 少子化をめぐる将来予測として、人口戦略会

議が、昨年４月に、令和６年・地方自治体「持

続可能性」分析レポートを発表しました。この

レポートでは、２０２０年から２０５０年まで

の３０年間に、若年女性人口が５０％以上減少

する自治体を消滅可能性自治体と位置付け、全

国でその数は全体の約４割に当たる７４４自治

体と報告されています。 

 本県では、私の地元である佐伯市を含め、１
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０市町村が消滅可能性自治体とされています。

また、レポートでは若年女性に着目しておりま

すが、県が少子化対策として取り組む合計特殊

出生率の向上や出会いの場の提供などの施策も、

若年女性を対象としていることからも、本レポ

ートの内容を大変興味深く注目しているところ

です。 

 ２０１４年に実施された同様の分析と比較す

ると、全国で消滅可能性自治体の数は１５２減

少しており、県内でも杵築市が新たに加わる一

方で、日田市と豊後高田市がその指定から外れ

ています。人口減少そのものを直ちに止めるこ

とは難しくても、地道な少子化対策の継続によ

り、地域によっては一定の効果が現れ始めてい

ると言えるのではないでしょうか。改めて、人

口減少対策には、少子化対策を着実に、粘り強

く継続していくことが重要であると再確認させ

られます。 

 そうした中で、本県では、急速に進行する少

子高齢化と人口減少に対応すべく、本年３月に、

第３期まち・ひと・しごと創生大分県総合戦略

を策定し、新たな重点課題を整理した上で、人

口ビジョンを含めた課題解決に向けた取組を進

めています。 

 一方、県内１８市町村でも、地域の実情に即

した独自の少子高齢化・人口減少対策に取り組

んでおり、こうした地域の主体的な取組に対し

て、県として最大限の支援を行うことが求めら

れていると思います。 

 この戦略を実効性のあるものとし、真に成果

を上げていくためには、県と市町村が一体とな

って取り組むことが不可欠であり、地域の特性、

課題等に応じた綿密な連携が何より重要である

と考えます。 

 そこで、市町村と連携した人口減少対策に今

後どのように取り組んでいくのか、企画振興部

長にお伺いします。 

大友副議長 工藤企画振興部長。 

工藤企画振興部長 お答えいたします。 

 昨年１０月１日現在の本県の人口は１０８万

５千人ということで、前年から１万１千人の減

となっております中、県では第３期総合戦略に

基づきまして、自然増とそれから社会増の両面

から対策を強化しております。 

 まず、婚活イベントの開催でありますとか、

不妊治療費や保育料助成など、出会いから子育

てに至るまで、切れ目ない支援の充実を図って

いるところでございます。 

 また、社会増に向けましては、昨年度は、年

間３４回に上ります移住相談会や就業に向けた

資格取得支援を通じまして、過去最多の１，７

４６人の方々の県内移住につなげたところでご

ざいます。 

 なお、佐伯市におかれましては、この移住相

談会に積極的に御参加いただきまして、年間１

７３人の佐伯市への移住者を受け入れていただ

いたところであります。 

 このように、効果的な人口減少対策を講じる

にあたりましては、地域の実情に精通した市町

村との協力が欠かせません。そのため、県内六

つの振興局においても、地域未来創造総合補助

金の活用などを通じまして、各市町村の人口減

少対策を支援しております。 

 こうした取組を効果的に進めるにあたりまし

ては、まずもって、首長さん方のリーダーシッ

プが大切になりますので、一昨年の８月に、知

事の呼びかけで新しいおおいた共創会議を立ち

上げておりまして、毎回活発な議論等を通じて、

十分な連携を図っているところでございます。 

大友副議長 成迫健児議員。 

成迫議員 ありがとうございます。人口減少対

策については、もはやもう国レベルの大きな課

題でありますが、消滅可能性自治体については、

質問の中でも触れましたが、２０代から３０代

の若年女性の人口が２０５０年までに半分以上

減少するといったところで、多くの若い女性を

都市部に持っていかれないように、連れていか

れないように、早くから様々な対策を打ってい

ただいております。 

 部長の答弁でもありました子育て施策であっ

たり、人口減少の対策であったりは幅広い分野

にわたっています。 

細かい部分を言い出すと切りがないんですが、

大分県では少子化対策の一環として、出生率の
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向上を目指すために、子育て満足度日本一の実

現に向けた様々な取組が行われています。 

また、例えば女性が子どもを育てやすい環境

づくりという面で見ますと、男性の育児参加に

関する取組が必要です。 

私も、まだ子育て世代真っただ中ですので、

妻に、パパは本当何もせんというふうな言葉い

ただきながら妻を支えています。 

県では、子育ての情報を欲している父親世代

の方たちに対して、「子育てのタネ」というサ

イトを作るとともに、「楽しむイクボン」など

のとても理解しやすい子育ての手引書や支援情

報のチラシなど、すばらしい内容のものが作成

されています。 

 先日、助産師さんとお話をする機会があった

んですが、子どもを産んだばかりの女性が一体

どこに不安を抱えるかという点についてアンケ

ートを取っていました。 

アンケートでは、例えば母乳に関することな

どとともに、自分の時間が欲しいとかいう意見

がありました。また、やはり旦那さんの協力体

制がまだまだであり、旦那さんの協力があれば

気持ちの余裕が生まれるといったニュアンスの

声が多かったということです。 

そういったことも県が作った父親世代向けの

手引書などには丁寧に記載されております。 

 ただ、これだけすばらしいものができている

んですが、私の地元の子育て世代の方は、その

存在そのものをあまり知らないとようです。 

せっかくのよい取組もいかし切れていないと

いうのが現状であるというふうに感じておりま

す。 

 細かい部分になりますが、市の窓口で、例え

ば母子手帳をお渡しするときに併せて情報提供

を行うなど市と県が連携し、大分県が子育てし

やすい地域として選ばれるになっていくことが

とても大切なことだと思います。 

県が実行している若年女性に対しての施策が、

自治体とうまく連携して機能的に推進できてい

るかどうかというのを、いま一度見直していた

だき、さらにしっかり広げていただけるように

お願いしたいと思います。 

 では、次の質問に移ります。 

 自殺対策について。自殺総合対策の基本理念

として、誰も自殺に追い込まれることのない社

会の実現を目指すことが決定されて以降、本県

でも、平成１６年の３２１人から徐々に減少し、

令和５年には、過去最小の１５７人まで減少し

ました。 

 しかし、近年は下げ止まりの傾向が見受けら

れ、全国的に見ても、自殺者数、自殺死亡率と

もに中位に位置しているのが現状です。特に、

２０代から４０代の働き盛りの世代の割合が多

く、全体の約４割を占めています。また、２０

代から３０代にかけては、死因の第１位が自殺

であることや職業別では、無職者が全体の約半

数を占めている点も看過できない深刻な状況で

す。 

 かつては、個人の問題と捉えられがちであっ

た自殺ですが、現在では社会全体の課題として

広く認識されるようになり、自殺者数は年々減

少傾向にあります。しかしながら、依然として

深刻な状況が続いており、決して楽観視できる

状況ではありません。 

 自殺は、その多くが追い込まれた末の死であ

り、防ぐことができる社会的問題であるという

ことを改めて社会全体で共有し、徹底した理解

と認識が求められます。 

 我が国において、人口１０万人当たりの自殺

による死亡率が、Ｇ７各国の中で最も高く、か

けがえのない多くの命が、日々、自殺により失

われている現実があります。自殺の危険性が高

い人や自殺未遂者への支援では、心の悩みの原

因となる社会的要因への対応が重要であること

から、その要因に応じた適切な相談窓口の紹介

や、さらには経済・生活問題に対応する相談窓

口にも、自殺予防に必要な基礎知識を習得して

もらい、専門的な医療機関につなげるといった

体制が強く求められます。 

 また、自殺に追い込まれようとしている人を

未然に防ぐためには、自殺の危険を示すサイン

に気づき、その上で声をかける、話を聞く、そ

して、必要な支援につなげるなど、的確な対応

が必要です。 
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 こうしたことを踏まえ、喫緊の課題である県

民の命を守る自殺対策について、本県のこれま

での取組と今後の対応策について、福祉保健部

長にお伺いします。 

大友副議長 首藤福祉保健部長。 

首藤福祉保健部長 お答えいたします。 

 県では、昨年改定いたしました、いのち支え

る大分県自殺対策計画に基づきまして、総合的

な自殺対策に取り組んでおります。 

 まずは相談支援ですが、保健所やこころとか

らだの相談支援センター、２４時間対応の大分

いのちの電話など、多様な窓口で不安や悩みを

丁寧に傾聴しております。加えまして、令和２

年度からは、開始いたしましたＳＮＳ相談につ

いては、昨年度２３７件の相談をいただき、前

年度から約１．５倍に増加しております。 

 こうした相談窓口については、ＳＮＳや新聞

などでの広告に加えまして、窓口を一覧表示い

たしましたクリアファイルを作っておりまして、

その配布やポスターの掲示などにより周知して

いるところです。 

 次に、人材育成も重要です。企業などを対象

にした出前講座を、昨年度は１６か所で３８８

名が受講しております。今年度は、既に９００

名を超える受講予定者の申込みをいただいてい

るところです。 

 また、相談対応職員等への専門研修のほか、

身近な支援者となる豊の国こころの“ホッ”と

サポーターの養成研修を健康経営事業所の人事

担当者やケアマネジャーを対象に実施しており

ます。今年度は、その対象を教職員やスクール

カウンセラーなどにも広げて、早期発見と支援

につなげたいと考えております。 

 今後とも、こうした取組を通じまして、県民

の命を支える自殺対策に力を入れてまいります。 

大友副議長 成迫健児議員。 

成迫議員 ありがとうございます。相談の窓口

を広げられているというふうな部分で、ＳＮＳ

の活用をされて、相談件数も増えてきていると

いうので、これは増えてきているからいいとい

うふうなわけではないんですが、やっぱり声を

上げやすい環境になっているというようなこと

は、すごくいいことだなというふうに思います。 

 先日、スポーツ心理学の先生とお話をする機

会があったんですが、自殺について、本当に精

神的に落ち込んでいる人というのは、自らもう

命を絶つエネルギーすら残っていないと。カウ

ンセリングやお薬で改善の兆しが見えてきて、

少し、いわゆる普通の生活に戻って、普通の元

気そうな姿に戻ったときが一番危ないんだとお

っしゃっていました。それほどに、本人が死に

対して意識していることは周りも気づきにくく、

本人がどこかで助けを求めない限りは、救える

可能性というのは非常に難しいものであるなと

いうふうに感じます。 

 この質問を作成するにあたりまして、実は、

佐伯市でもやっぱり自ら命を絶つという方が非

常に多くて、私の身近な方でもそういったこと

がありました。本当にその御家族もなかなか、

その日の朝まで、そんなふうには見えなかった

と。全くそういうサインというか兆候がなかっ

たというようなところで、やはりずっとため込

んで、本人には何かあったんでしょうけれども、

ちょっと周りも分からないまま、取り残された

家族というのはもう非常に今、つらい思いをさ

れています。 

 大分県もさきほどのお話の中で、相談窓口を

設置いただいて、いろんな対策を打っていただ

いておりますが、やはりその情報を求めている

方がしっかりキャッチできるようにするという

課題も引き続きあると思います。 

 また、相談を受けて、それを専門の医療機関

につなげた後も、そこで効果的な治療ができて

いるかについても、やはり心療内科の先生と情

報の共有を行っていき、分析等をしっかりして

いく必要もあるかと思います。一人でも多く貴

い命が救われるよう、引き続き、取組の強化し

ていただきますようよろしくお願い申し上げま

す。 

 では、次の質問に移ります。 

 学校現場での性教育について伺います。 

 現在、予期しない妊娠等により、悩みや不安

を抱える若年妊婦が増加しています。 

 厚生労働省によると、全国の人工妊娠中絶件
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数は、令和５年度で１２万６，７３４件に上り、

そのうち未成年による人工妊娠中絶件数は２，

７０５件、さらに１５歳未満では１５３件とな

っています。 

 県内においては、未成年の人工妊娠中絶件数

は、令和５年度が２２件、令和４年度が２９件、

令和３年度が２１件と、２０件台で推移してい

ます。これらの件数全てが予期しない妊娠によ

るものとは限らないものの、性に対する正しい

知識を持ち合わせていたのならば、中絶に至ら

ずに済んだケースもあったのではないでしょう

か。 

 これまで、国内において性教育の在り方につ

いて、様々な議論がなされてきましたが、既に

国際的には、２００９年にユネスコが中心とな

り、各国の研究成果を基にした性教育の指針で

ある国際セクシュアリティ教育ガイダンスが国

際的なスタンダードとして提示されています。

この中では、性に関する適切な情報を提供し、

考えたり議論する機会をつくることにより、性

行動は促進されるのではなく、むしろ慎重にな

ると報告されています。 

 また、文部科学省は、２０２０年に各都道府

県教育委員会等に対し、性犯罪・性暴力対策の

強化の方針の決定についてという通知を発出し、

教育委員会や学校が、家庭や地域の専門家等と

連携・協力して、就学前の教育・保育を含めた

学校等における教育や啓発の充実を図ることが

重要であるとして、市町村教育委員会への周知

を求めています。 

 インターネット社会への急速な移行により、

性に関する誤った情報が氾濫している現代にお

いて、性教育をタブー視するのではなく、不幸

を避けるための性教育にとどまらず、幸福を追

求するための性教育として、人権を尊重し、子

どもたちを守る観点から、正しい性に関する学

習機会を保障していくことが不可欠です。その

ためにも、専門的な知識を有する産婦人科医な

どとのさらなる連携が必要ではないでしょうか。 

 少子化が進行する中、将来の日本を担う国の

宝とも言える青少年に対する大切な性教育の重

要性について述べてまいりましたが、学校現場

での性教育の現状と今後どのような取組を進め

ていくのか、教育長にお伺いします。 

大友副議長 山田教育長。 

山田教育長 お答えします。 

 近年、性に関する誤った情報が氾濫している

状況において、児童生徒に対し、発達段階に応

じた正しい情報を適切なタイミングで伝える性

教育の重要性は一層高まっています。 

 学校現場では、生殖に関する知識をはじめ、

命の大切さや性の多様性、性感染症の予防、さ

らには性暴力への対策など、幅広い内容の授業

を計画的に実施しています。 

 加えて、本県では、希望する県立学校に対し、

専門的な知見を有する産婦人科医や弁護士等を

派遣し、デートＤＶやエイズなどをテーマに、

保護者も対象に加えた講習会を実施しています。 

 参加者のアンケートでは、参加した生徒から

は、相手を尊重する大切さを学べた、保護者か

らも、家庭で話しにくいテーマで大変有益だっ

たといった前向きな感想が寄せられております。 

 また、教職員に対しても、児童生徒からの相

談対応や保護者との連携の在り方等をテーマに

した研修会を毎年開催しており、昨年度は約１

２０名が参加したところであります。 

 今後も、関係機関等との緊密な連携の下、児

童生徒が命の大切さを理解し、自他ともに大切

にする力を育めるよう、組織的、計画的に性教

育のさらなる充実に努めてまいります。 

大友副議長 成迫健児議員。 

成迫議員 ありがとうございます。それぞれの

ステージに応じた性教育がなされているという

ふうな中で、いろんな講習会も開催しながら、

そこら辺の知識をしっかり伝えていくというふ

うな活動や授業も取組もされているというふう

にお伺いしました。 

 ただ、人工妊娠中絶件数においては、大分県

内では２０件台で推移しておりますが、きちん

とした避妊を行わなかったことで妊娠をした不

安があるからと、アフターピルを求めてくる、

そういった相談をしてくる未成年の子たちが多

くいると聞いておりますので、数字だけでは判

断できない深刻な状況もあります。やはり正し
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い知識を徹底して身につけておくことは喫緊の

課題として認識しておく必要があるのかなと思

います。 

 しかし、学校現場の認識としては、性教育を

積極的に行い過ぎると、思春期の子どもたちに

とっては逆に関心が深まり過ぎてしまうのでは

ないかといった懸念もあるようです。私の地元

の助産院の先生は、今の未成年の性に対しての

知識不足を大変心配されておるのですが、小学

校、中学校、高校とそれぞれのステージでの性

教育の内容も大きく変えていけば、うまく理性

をコントロールできる体制が築けていけるとお

っしゃっていました。そういった意味でも、様

々な経験を積まれている産婦人科や助産師さん

と連携しまして、教育の中で正しい知識や予防

に関する情報を子どもたちへ落とし込んでいた

だく機会をつくることは、とても効果的である

というふうに思います。 

 さきほどの教育長の答弁の中では、そういっ

た講習会は開催されているというふうなお話は

あったんですが、学校現場に入り込んで、例え

ば保健の授業とかで専門の知識を持った助産師

さんであったり、産婦人科医であったりとか、

そういった方に直接話を聞くというのも、先生

がするよりも、よりリアルに意識が高まる、と

てもいい取組になると思うんですが、その件に

ついて、教育長の見解をお伺いします。 

大友副議長 山田教育長。 

山田教育長 性教育に関しましては、性に関す

る誤った知識が氾濫し、若い年代からそういう

誤った知識に基づいて、いろんな性被害を受け

たりとか、さきほどのお話のあった人工妊娠中

絶とか、そういった事態が生じているというこ

とで、そこは深刻に受け止めております。 

 さきほど、答弁の中で申しました専門家派遣

ですけれども、毎年希望する県立高校、大体、

例年１０校程度に産婦人科の医師や弁護士等を

派遣して、専門的な観点からの講習を行ってい

るということでありますが、課題としては、希

望によるということですので、特定の高校に偏

っているというような嫌いがございます。した

がいまして、今後は募集に際しては、なるべく

広く、この事業を活用できるように、この専門

家派遣の意義をしっかりと啓発、周知していき

たいというふうに考えております。 

大友副議長 成迫健児議員。 

成迫議員 ありがとうございます。やはり限ら

れた高校で、そういった講習会がされていると

いうことを現場で心配されている皆様にとって

は、地域によっては温度差があるんじゃないか

というふうな見方もされる方もおります。 

 やはり佐伯で言えば、高校で、そういったさ

きほどのお話の中でアフターピルを相談してく

る子もいらっしゃるような中で、専門の方が、

来ていただいて講習をする機会というのは是非

つくっていただきたいなというふうに思います

ので、限られた高校ではなくて、教育長もそう

いうふうにおっしゃってくださったんですけれ

ども、できるだけ多くの学校に受講していただ

けるように取組の拡大をお願いいたします。 

 次に、闇バイト対策について伺います。 

 最近の大きな社会問題として、ＳＮＳやネッ

トの掲示板などを通じて犯罪の実行役を募る、

いわゆる闇バイトによる犯罪が全国で相次いで

おります。闇バイトの内容は、特殊詐欺事件の

お金の受け取り役から、住宅に押し入って住民

に暴行を加えて金品を奪う強盗事件など多岐に

わたり、犯罪の手口もますます凶悪化していま

す。本県では、闇バイトによる犯罪事件は現時

点で聞いたことがありませんが、大変危惧され

ているところであります。 

 闇バイトでは、短期間で高収入が得られるこ

とから、特に若者が犯罪に巻き込まれる事件が

目立っており、一度でも闇バイトに応じてしま

うと、事前に提供した個人情報を基に、犯罪組

織から脅迫を受け、犯罪を繰り返してしまう危

険性があります。高校生の子を持つ保護者から

も、大学進学又は就職で親元を離れて独り暮ら

しを始める子どもが闇バイトに巻き込まれない

か心配だ、在学中に闇バイトに巻き込まれない

ための必要な知識を身につけてほしいとの切実

な声が届いています。 

 昨今の社会状況では、誰しもが思いもよらず

闇バイトに巻き込まれる可能性があり、特に社
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会経験の浅い若者は、そのリスクが高いと言え

ます。闇バイトに巻き込まれないための十分な

知識や巻き込まれそうになったときの対応策を、

日頃から身につけておくことが肝要であります。 

 現に、警察庁は闇バイトの応募者を積極的に

保護する取組を進めており、同庁によると、令

和７年２月までの４か月間に保護された闇バイ

ト応募者は２４８件に上るとされています。そ

の中に、闇バイトに加担する直前に防止された

事例も多くあったと考えられます。 

 本県において、啓発動画や街頭、ＳＮＳでの

呼びかけによる注意喚起に加え、若い世代を対

象とした動画コンテストを行うなど、様々な対

策に取り組んでいますが、全国的に闇バイトに

よる犯罪や被害が後を絶たない現状を考えると、

対策のさらなる充実・強化が求められます。 

 闇バイト防止対策として、ＳＮＳ等を通じた

幅広い周知活動も必要ですが、さきほどの保護

者の声や実際に警察に保護を求める事例が多い

ことからも、警察官自らが、学校現場に赴き、

児童生徒に闇バイトの危険性を直接伝えるなど、

警察官による積極的な関与が強く求められてい

ます。 

 現在でも、各警察署が学校等の要望に応じて

防犯教室を実施し、直接学校に出向いていると

聞いておりますが、今後は、警察本部が教育委

員会等の教育関係機関とより綿密に連携し、プ

ッシュ型で学校現場での指導機会を増やすべき

ではないかと考えます。 

 そこで、改めて、これまでに県内で闇バイト

による犯罪が発生していないか伺います。また、

教育機関との連携を含め、闇バイトの対策に今

後どのように取り組んでいくのか、警察本部長

に伺います。 

大友副議長 幡野警察本部長。 

幡野警察本部長 お答えいたします。 

 全国で闇バイトによる強盗や特殊詐欺等が発

生している状況が認められるところであります。 

 本県においては、首都圏等で発生しているよ

うな闇バイトによる強盗事件の発生は確認され

ておりませんけれども、いわゆる受け子が県外

からやってくるような特殊詐欺事件は、数多く

確認されているところであります。 

 また、県内出身者が県外で特殊詐欺等の犯罪

に加担したという事例も把握されております。 

 そうした実行犯は、闇バイトによって犯行に

加担するケースが少なくないというところでご

ざいまして、県警察といたしましても対策が必

要であるというふうに考えております。 

 そこで、県警察においては、若い世代を対象

に注意を呼びかける動画コンテストの開催や新

聞、チラシ、ＳＮＳ等による注意喚起を実施い

たしております。 

 また、教育庁等と連携を深めまして、学校現

場で実施する非行防止教室等の機会も活用し、

闇バイトの危険性等を理解していただく教育に

も力を入れているところであります。 

 さらに、既に闇バイトに応じてしまった者に

対し、警察への相談を呼びかけるとともに、他

県警とも連携いたしまして、必要な保護対策等

を実施いたしております。 

 引き続き、こうした対策を強力に推進してま

いりたいというふうに考えております。 

大友副議長 成迫健児議員。 

成迫議員 ありがとうございます。やはり闇バ

イトに関係する犯罪があったとしましても、県

警としては、それがもう最終的に強盗事件であ

ったり、又は詐欺事件としてカウントされてい

くというところで、闇バイトそのものの件数を

出すというのは、非常に難しいものというふう

に聞いております。 

 ただ、捜査を進められていく過程の上では、

明らかに闇バイトに起因している事件も必ずあ

るというふうに、さきほどの本部長の答弁でも、

そう認識されているということであります。闇

バイトそのものの定義もはっきりしておりませ

んので、なかなか数字を出すというのは難しい

面もあると思うんですが、やはり県民の皆さん

に身近なところでこういった事件が発生してい

ると、件数がこのぐらいあるというようなのは

示したほうが、そういった周知をしていくほう

が、より強い啓発につながるんじゃないかと思

うんですが、その点について、また本部長の見

解をお聞かせください。 
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大友副議長 幡野警察本部長。 

幡野警察本部長 お答えいたします。 

 いわゆる闇バイトによる犯罪の発生状況とい

うところでございますけれども、さきほど議員

からも言及ございましたとおり、闇バイトによ

る犯行であるのか、また、そうでないのかとい

うところについて、正確な統計を取ることが困

難でありまして、数値としてお答えすることは

なかなか難しいところでございます。 

 他方で、さきほども申し上げたとおりであり

ますけれども、本県においても、闇バイトによ

る強盗といったものは確認されておりませんけ

れども、実際に県外から特殊詐欺の受け子が当

県の被害者の元にやってくるような事例、また、

当県の出身者の者が県外で特殊詐欺等の犯行を

行う事例というのは当然ございますので、その

点では、正に身近に起こり得るものだというこ

とで、我々としても、その危険性についてしっ

かりと教育、また、広報、啓発をしてまいりた

いというふうに考えております。 

大友副議長 成迫健児議員。 

成迫議員 ありがとうございます。引き続き、

取締りの強化をお願いして、安心・安全な大分

県を目指していただきますようよろしくお願い

申し上げます。 

 以上で私の質問を終わります。ありがとうご

ざいました。（拍手） 

大友副議長 以上で成迫健児議員の質問及び答

弁は終わりました。阿部長夫議員。 

  〔阿部（長）議員登壇〕（拍手） 

阿部（長）議員 皆さん、おはようございます。

１１番、自由民主党、阿部長夫でございます。 

 本日のこの質問の機会をいただきました先輩、

同僚議員の皆様、本当にありがとうございます。 

 また、今日はいつものように杵築からいつも

のメンバーが傍聴、応援に来ていただいており

ます。ありがとうございます。しっかりと頑張

って質問していきたいというふうに思っており

ます。知事はじめ執行部の皆さん、どうかよろ

しくお願いします。 

 それでは、質問に入らせていただきます。 

 水産業の振興についてお伺いいたします。 

 昨年１１月、天皇皇后両陛下の御臨席の下、

第４３回全国豊かな海づくり大会～おんせん県

おおいた大会～が盛大に開催されました。私自

身、式典行事に参加させていただきましたが、

これからの水産業を担う、元気で気迫あふれる

漁業者の姿を拝見し、頼もしさを感じるととも

に、水産業がまだまだ成長する産業であること

を再認識したところです。そして、この大会の

盛り上がりを水産業の振興にしっかりと結びつ

けていくことが重要だと考えています。 

 昨年、県政にとって、今後１０年間の羅針盤

となる大分県長期総合計画が策定されました。

今年度は、この計画の実行元年に当たりますが、

私は、海づくり大会のレガシー継承の実行元年

であるとも考えています。すなわち、この１年

間が水産業にとって非常に大切であり、諸課題

に対しての道筋をつけるとともに、スピード感

を持って実行に移し、意欲のある漁業者の経営

拡大をしっかりと支えていくことが求められて

いると思います。 

 漁船漁業では、何と言っても乱獲や環境変化

等による漁獲量減少への対策が急務です。昨年、

国東に完成した種苗生産施設では本格稼働を開

始し、順調に生産を行っているものとお聞きし

ました。この施設を最大限に活用し、水産資源

の回復に向けた取組を強化していくことが大切

であります。海づくり大会の熱が冷めないうち

に、漁獲サイズの規制など、新たな資源管理を

進めるとともに、高級魚のキジハタなど、新た

な魚種の資源造成にもチャレンジしていただき

たいというふうに思います。 

 養殖業では、国際情勢の変化等により、飼料

の高騰など厳しい漁業経営が続いています。私

は、このようなときだからこそ、足腰の強い産

地づくりを進め、環境の変化に左右されない生

産体制への転換を図るべきだと考えています。

このためには、生産性向上に向けた対策と魚価

を支える消費拡大の対策を併せ進めていくこと

が大切だと感じています。 

 大分県では、全国ブランドの先駆けの関あじ、

関さばに加え、かぼすブリなどのブランド化の

成功事例がありますし、これを流通面から支え
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てきたマーケターの設置など、他県に先駆けて

特色のあるブランド戦略に取り組まれてきたと

思います。こうした大分県の優位性を十分にい

かしながら、県内の魚食普及はもとより、都市

部における大口販路の獲得などにつなげていく

ことが重要だと考えています。 

 こうしたことを踏まえ、今後、水産業の振興

にどのように取り組んでいくのか、知事にお伺

いいたします。あとは、対面席からお伺いしま

す。 

  〔阿部（長）議員、対面演壇横の待機席へ

移動〕 

大友副議長 ただいまの阿部長夫議員の質問に

対する答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 阿部長夫議員の水産業の振興につい

ての質問にお答えいたします。 

 天皇皇后両陛下の御臨席を仰ぎ開催しました、

昨年の全国豊かな海づくり大会は、漁業関係者

の大きな励みとなりました。 

 大会による機運の高まりを好機と捉えて、元

気な担い手が活躍する魅力ある水産業を目指し

て、次の２点に取り組んでまいりたいと考えて

おります。 

 一つは、つくり育てる漁業の推進であります。 

 漁船漁業では、水産資源を増やす取組として、

まずは漁場環境の整備が大切であります。今年

度から別府湾と豊前海の沖合で、魚介類の生息

環境を改善する大規模な海底耕うんを実施して、

漁場の生産力回復を図ってまいります。 

 あわせて、マコガレイ等の種苗を生育に適し

た地域に集中放流するとともに、放流後は周辺

を禁漁として、効果的な資源造成を今後も進め

ていきます。 

 さらに、国東の種苗生産施設を活用して、収

益向上が期待できる高級魚のキジハタについて、

種苗の大量生産と放流手法の確立に取り組みま

す。 

 養殖業では、環境変化への対応や生産コスト

の低減が重要でございます。 

 ブリ養殖では、高水温や赤潮等の影響を受け

にくい水深に生けすを長期間沈め、衛星通信や

水中カメラを活用して、常時、魚を管理できる

手法の実証に取り組んでいきます。 

 また、経費の多くを占める飼料代の削減を図

るため、産学官で魚粉の配合量を減らした低コ

スト飼料等の実用化を進めてまいります。 

 二つ目は、県産魚の消費と販路の拡大であり

ます。県内では、大会を契機に始めた全ての小

・中学校での海づくり教室や給食への県産魚の

提供等により、魚食普及を推進してまいります。

県外では、パートナーシップ認定店である量販

店、飲食店と連携して、販売促進に取り組んで

いきます。これまでに、かぼすブリは認知度が

上がり、関東、関西を中心に取扱いが増えてき

ております。骨切りされたハモも大手天丼チェ

ーンで採用されるなど、ブランド力向上と取引

拡大が着実に進んでいるところであります。 

 引き続き、新たな認定店の獲得に努め、県外

での販路の拡大を進めるとともに、海外に向け

ても、米国に加え、需要が拡大する韓国や台湾

等への販売を強化していきます。 

 こうした取組によりまして、水産業の成長産

業化を進め、豊かな海を次世代につないでまい

りたいと考えております。 

大友副議長 阿部長夫議員。 

阿部（長）議員 ありがとうございました。知

事から、本当につくり育てる漁業、そしてまた、

販路拡大をしていくと。 

 私、海の近くに住んでおります。漁師の人と

よく話をするんですが、今言われましたように、

本当に魚が売れないという話をよく聞きます。

したがいまして、しっかりと知事の答弁にあり

ましたように、販路拡大を進めていただきたい。

そしてまた、国東の種苗センター、これ、充実

させて育てる漁業を進めていただきたい。 

 そこで、また、漁師の人は漁船漁業、特に油

が今、高くなって苦しい思いをしているという

ような話もしておりました。どこかこれに助成

があるといいなというような話もしておりまし

た。何とか助成をお願いできればいいなと思い

ます。 

 もう１点、私が部長にちょっと再質問させて

いただきたいと思いますが、私の住む杵築市は、
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守江湾という遠浅の非常に環境のいいところで

ありまして、大量のアサリが以前は生息してお

りました。平成２４年の九州北部豪雨以降、激

減しまして、平成２７年からは観光潮干狩りも

できていないと。それまで約２万人が潮干狩り

の期間に来ておりました。１人５００円取って、

漁師の皆さんが１千万円ぐらいの臨時収入があ

るというような時期もありましたが、それが今

できません。 

 このため、アサリの資源回復を目指して、農

林水産研究指導センターの協力をいただきなが

ら、今、母貝団地を造成しております。そこに

は、しっかりとした大きなアサリが生息して、

今やもう１４トンのアサリがそこにいると。そ

の母貝がしっかりと卵を産んで、小さな稚貝が

いっぱい散らばるんですね。ところがそれが定

着しない。これを何とか定着させるために、守

江湾のアサリ復活プロジェクト、これにしっか

りと今、杵築市、県も取組をしていただいてい

るところでありますが、もう少し県と市と漁業

者としっかりと取組をして、アサリ、これを復

活していただきたいという思いでありますが、

それについて部長の見解をお伺いいたします。 

大友副議長 渕野農林水産部長。 

渕野農林水産部長 お答えいたします。 

 議員おっしゃられるように、守江湾のアサリ

の資源回復には、母貝団地を造成しまして、そ

こからの産卵量を増加させていただくことが非

常に大切だと思っております。 

 県においては、これまで県の事業でございま

すけれども、沿岸漁場基盤整備事業というもの

がございました。それを活用しまして、漁業者

組織が取り組みます稚貝の保護、そして、食害

をもたらします生物の駆除等に対しまして、支

援してきているところでございます。 

 また、議員が、アサリの稚貝と言っておりま

したけれども、農林水産研究指導センターで、

それに加えまして、人工種苗の提供をしたり、

増殖技術の指導などもこれまで行ってきている

ところでございます。 

 今後もアサリの母貝団地を拡大していくこと

が大事でございまして、継続して支援してまい

りたいと考えております。 

 地元の皆さんが頑張っていただいております

プロジェクトについては、杵築市とも協力しな

がら、その活動の周知や、今後、技術指導等で

さらなる後押しをしてまいりたいと思っており

ます。 

大友副議長 阿部長夫議員。 

阿部（長）議員 ありがとうございます。アサ

リが全国的に今少なくなっているというのは、

海水温の環境変化かなというように思っており

ましたが、杵築市においては、被覆網をしたと

ころではしっかりと育っているというところが

あります。したがって、今、部長が言われまし

たように、食害、魚から食われてしまうという

ようなところもあるようですので、これを何と

かできないかなというようなところであります。

しっかりと稚貝もいただいているようでありま

すので、そこで生まれた稚貝と県からもらった

稚貝の違い、これはどうなんかなと思いますが、

しっかりとそこで定着してもらえるといいなと

いうように思っています。 

 次の質問に移らせていただきます。 

 乾しいたけの生産振興についてであります。 

 現在、日本全国で行われている原木シイタケ

の栽培手法は、大分県が発祥地の地と言われて

おり、本県は日本一の乾しいたけ生産量を誇る

とともに、全国乾椎茸品評会において２５大会

連続、通算５７回の団体優勝を果たすなど、そ

の品質も高く評価されているところです。 

 生産者の長年にわたる品質向上への努力もあ

り、乾しいたけの令和６年度平均価格は、前年

度から大きく上昇し、１キログラム当たり６千

円を超え、農山村地域の重要な収入源となって

います。 

 一方で、全国的に乾しいたけの生産者は減少

傾向にあります。生産量日本一である本県にお

いても、高齢化の進行等により生産者は年々減

少しており、ここ１０年間で約１，３００人減

少しております。それに伴い、生産量について

も１０年前と比較して４３％と大幅に減少して

いることから、生産者減少への対策は、乾しい

たけの生産振興を図る上で喫緊の課題となって
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います。 

 乾しいたけ生産への新規参入者を呼び込む上

で、高額な初期投資が必要といった点が課題と

して挙げられます。参入して２年は収入がなく、

経営安定に６年必要である一方で、林内作業車

や乾燥機などの高額機器への初期投資が必要で

あることが、新規参入を阻む障壁となっている

と言われています。 

 また、生産者の所得向上対策を行うことも、

新規参入者の定着に向けては重要です。乾しい

たけの取引価格については、現在好調であるこ

とから、生産コストの削減に加え、流通コスト

の削減にも重点的に取り組むことが、生産者の

一層の所得向上につながるのではないでしょう

か。 

 さきほども申しましたとおり、農山村地域が

大半を占める本県にとって、そこから大きなお

金を生み出す乾しいたけ生産は、非常に重要な

産業であり、農山村地域の維持、活性化に向け

て、その振興は欠かせません。 

 そこで、このような現状を踏まえ、今後の乾

しいたけの生産振興についてどのように取り組

んでいくのか、農林水産部長にお伺いします。 

大友副議長 渕野農林水産部長。 

渕野農林水産部長 お答えいたします。 

 質、量ともに日本一を誇る乾しいたけ産地の

持続的発展には、新たな担い手の確保と中核的

生産者の育成、そして、流通改善等の取組を総

合的に進め、生産量を確保していくことが重要

でございます。 

 新規参入では、昨年度から参入時の就業給付

金の期間の拡充や子育て世帯への加算等、生活

面の支援を強化しているところでございます。 

 また、ほだ木造成や乾燥機、散水施設など、

初期費用の軽減も支援しております。 

 加えまして、乾燥機等の遊休設備のマッチン

グを進めるなど、新たな仕組みづくりを今年度

から始めているところでございます。 

 また、技術習得の面では、習熟度に応じまし

た様々な研修に加え、大分県の誇りであります

名人の力も借りながら、若手生産者への技術の

伝承を進めているところでございます。 

 こうした取組に加えまして、昨今の価格の上

昇もあり、ファマーズスクール等の受講者が最

近急増するなど、明るい兆しも見られていると

ころでございます。 

 また、産地の継続には、平地化、省力化等に

よる規模拡大が必要でございます。そのため、

人工ほだ場の整備や重機の導入等によりまして、

単収、そして、生産性の向上につなげてまいり

ます。 

 そして、温暖化に対応しまして、収量も期待

できる新品種もいよいよ今年の秋から収穫が始

まる予定です。 

 流通面においては、選別等のコスト低減のた

め、生産量の過半を扱います椎茸農協に対しま

して、ＡＩ選別機を核とした高機能な流通施設

の整備を支援してまいります。 

 これによりまして、量販店等が求める品質基

準を確保し、うまみだけを中心としました販売

量の拡大を図ってまいります。 

 今後も、各段階に応じました支援を総合的に

講じながら、おおいたブランドを代表します乾

しいたけの生産を支えてまいります。 

大友副議長 阿部長夫議員。 

阿部（長）議員 ありがとうございます。大変

多くの支援についてお聞きいたしました。 

 どうか、このシイタケ栽培に若者が入り込ん

でいけるように支援いただきたい。 

 そこで、あるシイタケ生産者から、今、乾し

いたけは食べる人が少ないんじゃないかなと聞

きました。今は、値段が高いけれども、なかな

か売れないので、値段が下降ぎみであるという

ことも聞いております。 

 そこで、その人は大分県椎茸農協がきのこカ

レーを開発して、これが非常に人気で売れてい

るということから、それに次ぐ加工品、シイタ

ケの加工品を開発してくれんやろうかなと。そ

したら、売行きもよくなってシイタケが売れる

んじゃないかなというようなことも言われてい

ましたので、是非、これの取組もお願いしたい

というふうに思います。 

 それでは、次の質問に入らせていただきます。 

 これは、大阪・関西万博についてであります。 
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 大阪・関西万博が４月１３日に開幕いたしま

した。「いのち輝く未来社会のデザイン」をテ

ーマに、１０月１３日までの１８４日間、大阪

市の夢洲で開催され、国内の万博では過去最多

となる１５８か国・地域が参加し、国内から２，

４７０万人、海外から３５０万人の計２，８２

０万人の来場者が見込まれています。経済産業

省が試算した経済波及効果は、約２兆９，１５

５億円とされており、観光や産業面への大きな

波及効果が期待されるところです。 

 開幕当初は、海外パビリオンの建設遅れや開

幕初日の入場ゲート、夢洲駅での大混雑なども

あり、今後の盛り上がりが心配されたところで

すが、実際に万博会場に足を運んだ方々の声を

聞くと、想像以上に楽しかった、建物やパビリ

オンに見応えがあったという感想を耳にします。 

 これまでの来場者数や前売り入場券販売数は、

２００５年に開催された愛知万博を上回る推移

となっています。過去の万博の来場者数の推移

を見てみますと、万博後半は、前半の約１．５

倍の来場者数となっていることから、今回の万

博もこれから後半に向けて、さらなる盛り上が

りを見せていくことが予想されています。 

 万博は、世界中からたくさんの人や物が集ま

るイベントであり、世界各地から英知が集まる

場所です。１９７０年に日本、そして、アジア

で最初に開催された大阪万博は、当時の最先端

技術の展示を行い、技術がもたらす豊かな明日

を示し、日本の高度経済成長を象徴する一大イ

ベントとなりました。 

 今回の万博においても、経済、社会、文化等

あらゆる面において、日本全体にとってさらな

る飛躍の契機になることが期待されています。 

 ５月２日には、佐藤知事も万博会場において、

株式会社サンリオエンターテインメントの小巻

社長とのパネルディスカッションに参加され、

ハーモニーランドを核とした本県の観光振興な

どについて議論されたとお聞きしています。こ

の万博は、本県にとってもインバウンドを含め

た観光誘客や県産品の売り込みなどを図る、ま

たとない絶好の機会だと捉えています。 

 あわせて、空飛ぶクルマなど、世界から万博

に集う未来を見据えた最先端のテクノロジーを

活用するなど、この万博の効果を大分県へとつ

ないでいく取組が必要だと考えます。 

 そこで、この大阪・関西万博開催期間中にお

いて、大分県をどのように発信していくのか、

また、万博の効果を一過性のものとしないため

にも、終了後、どのように取り組んでいくのか、

知事にお伺いいたします。 

大友副議長 佐藤知事。 

佐藤知事 大阪・関西万博についてでございま

すけれども、開幕しまして２か月経過したとこ

ろでございますけれども、人気のパビリオンは

もう長蛇の列ができるなど、連日にぎわいを見

せております。 

 私も機会を捉えて会場に足を運びたいという

ふうに思っておりまして、万博の熱気や活気を

肌で感じるとともに、本県の魅力を発信するよ

い場になるのではないかということで、期待し

ております。 

 今、御質問いただきましたが５月２日には、

日経地方創生フォーラムということで参加しま

して、温泉や食、自然、歴史文化など、本県の

多様な魅力をＰＲしてまいりました。先日の日

経新聞に報じられていたと思います。パネルデ

ィスカッションでは、小巻社長とお話をさせて

いただきましたけれども、サンリオエンターテ

インメント、小巻社長ですね、大分県の地方創

生や観光誘客の拡大を目指して、長期滞在型の

リゾート化に思い切った投資をしたいという、

大変力強い発言もいただいたところであります。 

 また、私、２回目となりますが、５月２８日

から、５日間開催されました地方創生ＳＤＧｓ

フェスというイベントを訪れまして、大分県日

本一の地熱の発電など、再生可能エネルギー先

進県であるおおいたということでＰＲさせてい

ただきました。地熱の発電の模型でありますと

か、ハンカチの温泉染体験など、見て触れて楽

しめる大分県ブースということで、家族連れの

方などたくさん集まって、大変好評を博してい

たというところを見せていただいたところであ

ります。 

 これからの予定では、９月に九州７県の合同
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催事ということで、大分県も出展しまして、温

泉、そして、御鎮座１３００年を迎えます宇佐

神宮などの観光・地域資源の発信、それから、

ハローキティとか「進撃の巨人」など、本県に

ゆかりのある世界的な人気コンテンツも積極的

に活用して発信していくことにしております。 

 あわせまして、関西にお見えになりました世

界中の様々な地域、人々を大分県に招く、大分

を訪問していただくということも進める予定に

しております。 

 また、県内では、大分駅前広場で市町村と連

携しました、おおいた地域博覧会というのを開

催しまして、これは大分ならではの魅力を大分

から発信していきたいというふうに考えており

ます。 

 地域や経済への万博の波及効果を、期間終了

後も本県の観光、産業振興につなげるためには、

地域資源のさらなる磨き上げでございますとか、

継続的な情報発信というのが大変重要でござい

ます。 

 万博期間中は、大分空港の愛称としているハ

ローキティは、世界中で愛される日本有数のキ

ャラクターでございます。８月からは、大分空

港から杵築駅を通りまして、ハーモニーランド

を結ぶ直通バスについても、実証運行すること

としているところであります。 

 今後も、包括連携協定を締結しておりますサ

ンリオエンターテインメントとの一層の連携も

進めてまいる予定でございます。 

 また、万博会場において、空飛ぶクルマのデ

モ飛行を行いますスカイドライブ社とＪＲ九州、

これは２０２８年度を目途に、本県で九州初と

なる遊覧サービス、エアタクシーの商用運航を

目指している会社でございますけれども、そこ

と連携協定を結んでおります。このような先端

技術を活用した未来創造のプロジェクトにも力

を入れてまいりたいというふうに考えておりま

す。 

 大阪・関西万博を国内外に向けて、本県のプ

レゼンスを高める絶好の機会と捉えまして、閉

幕後も見据えて、選ばれるおおいたの実現に全

庁を挙げて取り組んでまいりたいというふうに

考えています。 

大友副議長 阿部長夫議員。 

阿部（長）議員 ありがとうございました。し

っかりと大分に来ていただけるように、ＰＲを

していただいているようであります。 

 私も昭和４５年、大学１年でありましたが、

大阪万博に行きました。愛知万博も行きました。

今回、我々が会派で１０月に行く予定にしてお

ります。しっかりと見ていきたいなというふう

に思っております。 

 それでは、次の質問に移らせていただきます。 

 大分空港へのアクセスについてであります。 

 国内外の活力を取り込み、県内経済の活性化

を実現するには、観光需要は重要な鍵になりま

す。県の観光統計調査によれば、昨年の県内に

おける外国人宿泊者数は、過去最高の１０８万

人を記録し、ゴールデンウイーク期間中の主な

観光施設の入場者数も前年度比で１２．９％増

加するなど、本県を訪れる観光客は順調に伸び

つつあります。 

 他方、本県の玄関口である大分空港を見ると、

令和６年度の利用者数は約１９１万人と、前年

度を７万人余り上回ったものの、コロナ禍前の

平成３０年度比では９５．５％程度と、いま一

歩、戻り切っていない状況です。さきほど申し

上げましたゴールデンウイーク期間中の交通機

関の利用についても、フェリーでの県内上陸者

数が、前年度比１１．５％の増加であるのに対

し、大分空港の降客数は２．６％の増加にとど

まっています。 

 これまでも一般質問において取り上げてきま

したが、空港へのアクセスは都市の競争力にも

直結すると言われています。旺盛な観光需要に

伴う地域間競争が激化する中、県都大分市の中

心部からバスで約１時間かかるという現状は、

大変不利な状況と言わざるを得ません。県民や

観光客の利便性を確保、向上させるためには、

空港へのアクセス手段について、多様な選択肢

があることが望ましいと思います。 

 このため、大分空港道路の整備はもとより、

ホーバー就航による海上アクセスの導入、杵築

駅を活用したシャトルバスの実証運航など、様
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々な取組を進めていただいているところであり

ますが、私は、さらなるアクセスの充実として、

東九州新幹線による空港アクセス、接続であり

ますが、これを検討してはどうかと考えており

ます。東九州新幹線の開業により沿線から九州

域内・域外、特に関西圏への到達時間は飛躍的

に改善することが見込まれていますが、大分空

港を接続することができれば、関東圏への到達

時間も改善することが可能となり、大分空港の

利便性向上、ひいては九州の東の玄関口として、

一層の機能強化が図られるのではないでしょう

か。 

 一朝一夕にはいかない取組であることは重々

承知していますが、１０年後に２６０万人を超

える利用者数を目標に掲げる大分空港として、

こうした意欲的な検討を進め、空港のさらなる

魅力向上に努めていただきたいと思います。 

 こうしたことを踏まえ、大分空港のアクセス

向上にどのように取り組んでいくのか、交通政

策局長にお伺いいたします。 

大友副議長 嶋川交通政策局長。 

嶋川交通政策局長 大分空港へのアクセスにつ

いてでございますけれども、大分の航空路線を

維持、拡充し、ビジネスや観光の需要をしっか

りと取り込むためには、御指摘いただきました

ように、大分空港へのアクセスの充実、これが

大変重要でございます。 

 これまで空港道路の４車線化あるいは県北部

のノースライナーや県南部のサウスライナーの

運行に取り組んできましたほか、さきほど知事

からもありました、大阪・関西万博の期間は、

大分ハローキティ空港ということで、ハーモニ

ーランドやＪＲ杵築駅と空港を結ぶ直通バス、

ハーモニーライナー、これも８月から実験的に

運行をスタートする予定でございます。 

 また、懸案のホーバークラフトについても、

こちら、早期の就航に向けて、今、関係機関と

の調整が、大詰めを迎えております。今、正に

全力で取り組んでいるところでございます。 

 その上で、御提案のありましたさらなるアク

セスの充実のため、東九州新幹線による空港ア

クセスを検討してはどうかという提案について

は、一般的に空港と新幹線の相乗効果によって

拠点性が高まるというメリット、これは期待で

きますけれども、現実的に課題も多かろうとい

うふうに感じておるところでございます。 

 ただ、県としましては、御提案のあったよう

な長期的な視点、これは大事にしていきたいと

思いますし、まずは空港まで、このホーバーク

ラフトをはじめ、足元のこのアクセス改善策と

いったものに集中し、県民の満足度向上に努め

ていきたいというふうに考えております。 

大友副議長 阿部長夫議員。 

阿部（長）議員 ありがとうございます。知事

が進める豊予海峡ルート構想、そしてまた、新

幹線が空港に寄る、これが実現できれば大変す

ばらしいことではないでしょうか。是非、長期

的な視点になろうかと思いますが、進めていた

だきたい。 

 そしてまた、私が、大分空港に寄せるという

ことは、当然、東九州新幹線は、日本本線ルー

ト、これを軸に、北九州、小倉から中津、それ

から、両子山をすぱっと突き抜けて、そして、

空港に寄って別府に行ってというような構想で

ありますので、是非、我々の会派からも代表質

問、そして、一般質問でもこのルートの選定に

ついて、もうそろそろ決定する時期ではないか

というような話もさせていただいたと思います

が、この東九州新幹線、整備新幹線に格上げす

るためには、やはりルート決定するという時期

に来ているんじゃないかなというように思いま

すし、ここら辺のことについて、局長に何かコ

メントいただければというふうに思っておりま

す。 

大友副議長 嶋川交通政策局長。 

嶋川交通政策局長 東九州新幹線について、も

う御承知のとおり、４県１市の期成会というこ

とで、もう５０年にわたってこの誘致活動を繰

り広げてきたわけでございまして、私自身、そ

の歴史というのは非常に重たいものだというふ

うに認識いたしております。 

 したがいまして、このルートの検討にあたり

ましても、これは大分のみならず、福岡、北九

州、それから、宮崎、鹿児島と、これらが一致
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団結できるルートというのは何なのかといった

ところをしっかりと念頭に置きながら、進めて

いく必要があろうかというふうに考えておりま

す。 

 忘れてならないのは、ルート以前に、今、我

々がなすべきことというのは、今の整備新幹線

で終わりということにならないように、この基

本計画路線の具体化、これをしっかりと検討し

ていただき、国にかじを切っていただくという

ことだと思います。 

 そのためにも、この今の非常に限られた新幹

線の予算、このままでは、また、あと何十年も、

我々待たされるということになりかねませんの

で、そうしたことがないように、新たな整備財

源の確保、こういったものの具体策を国にも今

提案しているところでございます。 

 こうした動きを今後、当然、四国や山陰、い

ろんな新幹線空白地と言われるような地域と連

携しながら、この基本計画路線の格上げ、こう

いったものに対して、この東九州ローカルの問

題ではなくて、全国的な議論へと発展させてい

くといったことについても、しっかりと取り組

んでいきたいというふうに考えております。 

大友副議長 阿部長夫議員。 

阿部（長）議員 ありがとうございました。具

体的な話が全くありませんでしたが、大変残念

な御回答いただきましたが、我々自民党で、国

交省鉄道局に要望にも行っております。 

今、局長が言われました限られた予算、そし

てまた、整備新幹線は今、三つ抱えていると、

整備中がですね。そこで、それが限られた予算

の後にその次が来るというようなことも言われ

ましたが、何としても、これは声を大きく上げ

ていかないと先に進まない。 

 私が生きている間に工事が始まったなという

ぐらいまでは何とかならいかなと希望を持って

います。どうかよろしくお願いいたします。 

 次に、警察行政についてお伺いいたします。 

 初めに、治安対策についてであります。 

 安全・安心なまちづくりの実現は、県民の誰

もが願う重要な課題です。全国の刑法犯認知件

数の推移を見ると、戦後最悪となった平成１４

年の約２８５万件をピークに減少を続け、令和

６年は約７４万件と大幅に縮小しているところ

です。しかしながら、近年増加傾向にある特殊

詐欺やＳＮＳを利用した犯罪の多発、無差別殺

傷事件、子どもが被害者となる犯罪の相次ぐ発

生など、凶悪な事件が後を絶たず、体感治安は

依然として改善していないように思います。 

 先月発生した、大阪市西成区で小学生７人が

故意に車にはねられた事件、東京都立川市の小

学校での侵入・暴行事件などを見ても、こうし

た事件は唐突に襲ってくるものであり、また、

特殊詐欺やサイバー犯罪なども含め、その形態

も手口も多様化、巧妙化しているなど、県民の

不安を一層高めているのが現状です。 

 ここで、本県の犯罪情勢を見ますと、昨年の

刑法犯認知件数は３，４４２件と、１０年前と

比べて３割以上減少していることが分かります。

これは、警察をはじめとした関係機関、そして、

地域住民の皆様の連携による不断の努力のたま

ものであり、深く敬意を表するものであります。

しかしながら、ここ数年を捉えてみると、令和

４年に２，７９４件と過去最小を記録した後、

そこから２年間は連続で増加している状況とな

っています。冒頭で申し上げましたような事件

などの世相も相まって、地域住民の不安の声は

決して小さくありません。 

 こうした中、地域の安全・安心な暮らしの実

現に欠かせないのが、警察による良好な治安の

確保です。本年春の組織改編においても、サイ

バー犯罪や匿名・流動型犯罪グループ、特殊詐

欺などへの対応のため、各般の体制強化が図ら

れていますが、県民が安全・安心を実感できる

のは、やはり警察官の存在を身近に感じること

ができるからこそではないでしょうか。ＳＮＳ

の普及などにより、犯罪の情報はちまたにあふ

れ、県民が不安を抱きやすくなってしまう今の

ような時代だからこそ、良好な治安の確保を実

現する組織体制を構築することが求められてい

るのだと考えます。 

 そこで、警察の組織体制の在り方も含め、今

後、治安対策にどのように取り組んでいくのか、

警察本部長にお伺いいたします。 
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大友副議長 幡野警察本部長。 

幡野警察本部長 お答えいたします。 

 当県の刑法犯認知件数については、コロナ禍

の影響もございまして、令和４年に最小を記録

いたしましたが、昨年は３，４４２件というこ

とで、コロナ禍前の水準まで戻っておりまして、

引き続き対策の強化が必要であるというふうに

認識いたしております。 

 また、様々に手口を変えながら実行される特

殊詐欺のほか、匿名・流動型犯罪グループや闇

バイト、また、ストーカーやＤＶ等の人身安全

関連事案、サイバー犯罪、ローンオフェンダー

等への対策にこれまで以上に複雑で高度な対応

が求められているところでもございます。 

 そこで、県警察では、直面する各課題に対応

するため、必要に応じ、サイバー犯罪対策等の

専門所属の新設であったり、また、体制の強化

等も行っているところでございます。 

 他方で、現在の複雑化、高度化した治安情勢

に照らしますと、単一の所属で対応するよりも、

むしろ各所属が部門を超えて連携し、柔軟かつ

機動的に対応することが一層求められていると

ころでもございます。 

 今後も、社会情勢や犯罪情勢の変化に的確に

対処できる組織体制を構築するとともに、部門

を超えた連携や、また、柔軟で機動的な運用等

により、良好な治安の確保に取り組んでまいり

たいというふうに考えております。 

大友副議長 阿部長夫議員。 

阿部（長）議員 限られた人数でいろんな犯罪、

事件・事故に対応しなければいけない。これは

十分に理解しているところでありますが、県民

の安全・安心を守るために、しっかりと取組を

していただきたい、このようにお願い申し上げ

るところであります。 

 次の質問に移らせていただきます。 

 杵築幹部交番についてお伺いします。 

 私の地元の杵築市では、今から１３年前に旧

杵築警察署が統合され、杵築日出警察署が設置

されたことに伴い、杵築幹部交番となっていま

す。統合前の警察署であったときと比べ、大き

く人数が減っていますが、現在の人数で十分か

と言われれば、不安を抱かざるを得ません。統

合する際にお伺いした人数よりも減っているの

ではないかというふうに感じています。 

 さきほども申し上げましたが、地域住民にと

ってみれば、近くに警察署などの拠点があるこ

とや警察官そのものを身近に感じることにより、

大きな安心感を得ることができます。また、突

発的に襲ってくる事件や犯罪に対し、迅速かつ

的確に対応できる初動体制を確立しておくこと

が何より重要であります。 

 地域住民の安全・安心な暮らしの実現のため

には、地域における警察署や幹部交番などにお

いて、増員や業務の効率化を進めるなど、さら

なる体制強化を図る必要があると考えます。 

 そこで、地域の治安維持体制の観点から、杵

築幹部交番についてどのように考えているのか、

警察本部長にお伺いいたします。 

大友副議長 幡野警察本部長。 

幡野警察本部長 お答えいたします。 

 杵築市においては、地域住民の方々の防犯意

識が高いことなどもございまして、これまで刑

法犯の認知件数は県内でも非常に少ない水準で

推移いたしております。 

 他方で、議員御指摘のとおり、いざというと

きに警察官がしっかりと対応できるということ

は、地域住民の方々の安全・安心を確保する上

で大変重要であるというふうに認識いたしてお

ります。 

 そこで、杵築幹部交番には、地域の治安を確

保するための重要な拠点というふうに考えてお

りまして、警部の中でも警察署の副所長と同級

の調査官の職にある者を交番所長として配置い

たしているところでございます。 

 また、事案発生時には、幹部交番はもとより、

警察署や周辺の駐在所のほか、自動車警ら隊と

いった本部の執行隊も機動的かつ柔軟に運用い

たしまして、必要な警察力を投入できるように

しているところでもございます。 

 今後も、効率的で効果的な組織運営と所属や

部門の垣根を越えた機動的かつ柔軟な対応によ

り、地域住民の方々の安全・安心を確保してま

いりたいというふうに考えております。 
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大友副議長 阿部長夫議員。 

阿部（長）議員 ありがとうございます。杵築

幹部交番は、地域的に重要な拠点であると。そ

してまた、何かあれば必要な警察力をしっかり

と行使していくというような答弁いただきまし

たが、やはり人数が減っているということは、

これは間違いない。当初、我々が説明を受けた

杵築署に統合される前には、これだけの人数を

確保しますということをしっかりと説明いただ

きました。ところが、今はそれが確保されてい

ない現状があります。何とか、限られた人数で

ありますが、これをしっかりと確保していただ

いて、当初の人数配置をしていただきまして、

安全・安心を保っていただきたい、これは要望

であります。 

 次の質問に移らせていただきます。 

 朝夕の渋滞時における交通規制についてお伺

いします。 

 私、大分に来る際は、国道２１３号と国道１

０号と一般道、そしてまた、高速道路を通って

くる二つの方法で来ておりますが、下道で来た

場合は、別府市内の国道１０号において、朝夕

の渋滞が慢性的に発生しています。別府市交通

安全計画によれば、令和２年までの５年間で起

きた事故について、１キロメートル当たりの事

故件数は、国道１０号と市道で比較した場合、

国道１０号では約６１件と、市道の４５倍の事

故が発生している状況となっています。事故の

うち、追突事故が最も多いことからも、渋滞に

起因する事故も少なくないのではないかと思い

ます。 

 こうした交通渋滞の緩和に向けては、交通容

量の拡大に向けた道路拡幅などの改良、交通需

要のマネジメントに向けた時差通勤・通学の推

進など、道路利用の工夫により、空間的、時間

的に交通量を平準化する取組が必要です。しか

しながら、国道１０号の拡幅や利用時間の分散

は簡単に実現するものではありません。 

 そうした中、これまでも信号調整を含めて様

々な交通渋滞対策を実施又は検討されていると

思いますが、もう一つ検討していただきたいの

が、バスレーンの規制についてです。 

 バスは通行する時間帯が時刻表により決まっ

ていることから、専用レーンである時間帯の運

用について、もう少し柔軟な対応を検討しても

よいのではないでしょうか。バス専用レーンを

バス優先レーンとした上で、バスの定時性を確

保することができれば、渋滞緩和に十分な効果

をもたらすのではないかと考えます。 

 こうしたことを踏まえ、朝夕の渋滞時におけ

る交通規制について、警察本部長の見解をお伺

いします。 

大友副議長 幡野警察本部長。 

幡野警察本部長 お答えいたします。 

 別府市内においては、朝夕の時間に、通勤・

通学等のための交通量が大きく増加しておりま

して、状況によっては、渋滞等が発生すること

もあるというふうに認識いたしております。 

 そうした状況の中、スムーズな走行を求める

ドライバーの声と、また、バスの定時運行を求

める利用者の声のいずれにも配慮することが必

要であるというふうに考えております。 

 現在、別府市内では、朝夕の時間に限り、２

区間、約５キロメートルをバス専用レーンとし

ておりまして、バスのほかタクシー、二輪を通

行可というふうにしているところでございます。 

 これは、路線バスの定時運行を確保するとと

もに、マイカー利用者のバス利用を促進するこ

とで、自動車の総量を抑制するということを目

的とするものでございます。 

 専用レーンを、これを優先レーンとしつつ、

バスの定時運行を確保するためには、後方から

路線バスが来た際に、車両が速やかにレーンの

外に出られるということが必要となるわけであ

りますけれども、それが可能であるか、これを

判断するために、道路構造、また、交通量、バ

スの運行数、利用者数等の推移と効果を詳細に

調査・確認をしているところでございます。 

 その上で、住民の方や、また、利用者の方の

意見も踏まえながら、関係機関・団体とも協議

を重ねまして、バスレーン規制の在り方につい

ては適切に判断してまいりたいというふうに考

えております。 

大友副議長 阿部長夫議員。 
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阿部（長）議員 ありがとうございます。 

 ちょっとここで、質問を一つさせていただき

ます。 

 このバス専用レーンがいつから始まったか、

これは本部長にお伺いしたいと思います。 

大友副議長 幡野警察本部長。 

幡野警察本部長 お答えいたします。 

 この別府市内のバス専用レーンの導入につい

ては、昭和４９年から始まっているというふう

に認識いたしております。 

大友副議長 阿部長夫議員。 

阿部（長）議員 ありがとうございます。昭和

４９年から始まったということで、もう５０年

が過ぎているわけですが、その当時は高度経済

成長で、どんどんどんどん人が増え、車が増え

ているところで、定時運行を確保するためのバ

スに乗る人たちも増えていたのかもしれません。 

 ところが、私が今、話をしている専用通行帯、

調べさせていただきました。亀川のバイパスか

ら東別府までの間を規制区間としておりますが、

朝の時間帯に７時半から８時半までの規制です。

このときに、バス会社が２社がありますが、１

社は７時１１分と７時５１分、それから、ＡＰ

Ｕ行きが７時２０分、それと８時５１分です。

そして、もう１社は、７時１５分と７時４１分、

それから、８時１０分、８時４０分。そうする

と、これは別府の方面から大分方面に行く片側

だけですけれども、該当するのは７時台は１本

です。７時５１分、ああ、２本ですね。７時５

１分と７時４１分。８時台は１本、８時１０分

です。なおかつ、北浜から駅に入る便がありま

して、それがまた出て、流川のほうに上ってい

くんですね。そうすると、流川から大分方面に

向かう東別府までは、７時５１分の、これ、大

分行きですが、これが１本なんですよ、流川は、

この１時間の間に。そこを見てみるだけでも、

そして、乗客数を聞きました。７時４１分のこ

の便、５１分の早い便については、ほとんど乗

っていない。８時１０分の便については、２０

人ちょっとですかねいう話でした。これが公共

輸送機関、定時運行を守ることかと。２千人か

３千の人たちが影響を受ける道路です。どうか

検討していただきたいというふうにお願い申し

上げまして、質問とさせていただきます。よろ

しくお願いいたします。ありがとうございまし

た。（拍手） 

大友副議長 以上で阿部長夫議員の質問及び答

弁は終わりました。 

 暫時休憩します。 

午前１１時４２分 休憩 

―――――→…←――――― 

              午後１時 再開 

嶋議長 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 一般質問及び質疑を続けます。澤田友広議員。 

  〔澤田議員登壇〕（拍手） 

澤田議員 皆様、こんにちは。議席番号３６番、

公明党の澤田友広でございます。 

 このたび、一般質問の機会をいただきありが

とうございます。また、インターネット視聴で

応援いただく皆様に感謝申し上げます。 

 それでは、一問一答形式で質問を行わせてい

ただきます。知事はじめ執行部の皆様、よろし

くお願いいたします。 

 初めに、中小企業への支援についてお尋ねい

たします。 

 先日、トランプ・アメリカ政権の関税強化を

受け、４７都道府県の４割に当たる１８県が、

中小企業など事業者の資金繰りへの対応をして

いる、若しくは今後対応を行うとの報道があり

ました。これとは別に、関税強化を受けて、事

業者の経営安定や資金繰りの相談に応じる窓口

は、本県を含めて４２都道府県が設置したとの

調査報告も併せてありました。窓口の設置につ

いては、本県では速やかに設置していただき、

大変感謝しております。 

 他方、政府は４月２５日に、米国関税措置を

受けた緊急対応パッケージを決定しました。こ

の緊急対応パッケージは５本の柱から成ります

が、その一つの柱の中に、企業の資金繰り支援

の強化があります。 

 報道によると、民間の信用調査会社が、今回

の米国関税措置に対してアンケートを行ったと

ころ、本県の企業の４割余りが業績にマイナス

の影響があると回答したことが分かりました。
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我が公明党でも現在、米国関税措置に関する緊

急調査を実施していますが、関税に大きく関わ

る事業者の皆様が、とても心配されている声を

お聞きしております。 

 関税に関わる影響は多岐にわたり、予測困難

な事象が発生するケースも増加すると思われま

す。そうした中、既に米国関税措置の影響を受

ける中小企業者の資金繰りを支援するためのパ

ッケージを発表している自治体もあります。相

談窓口における対応の結果あるいは資金繰りの

緊急支援制度があることによって、事業者の皆

様の不安軽減につながるのではないかと感じて

いるところであります。 

 長引く物価高や賃金の上昇、さらに人手不足

に伴う生産性の低下や業績の悪化など、様々な

苦境に置かれている県内の中小企業にとって、

今回の関税強化が追い打ちをかけるようなこと

になれば、県内経済の減速は免れません。コロ

ナ禍後の回復期にある観光産業など、せっかく

見えてきた明るい兆しの中、腰折れを防ぐため

にも、県内企業の９９．９％を占める中小企業

に対し、資金繰り支援も含め、その経営環境を

支える対策が必要と考えております。 

 そこで、米国の関税強化も踏まえ、県内の中

小企業への支援について、今後どのように対応

していこうと考えているのか、知事にお伺いし

ます。 

 以下、対面席にて質問を行います。 

  〔澤田議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

嶋議長 ただいまの澤田友広議員の質問に対す

る答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 澤田友広議員の中小企業への支援に

ついての御質問にお答えいたします。 

 本県には、国際的に競争力のある製品や部品、

原材料等の製造拠点が集積しており、米国によ

る関税措置の影響が懸念されます。現在、日米

両政府による協議が進められており、その動向

を注視しつつ、県内への影響を的確に見極めて

いくことが何より重要と考えております。 

 県では、４月３日の自動車への追加関税の発

動を受け、直ちに、米国の追加関税措置に伴う

経営・金融特別相談窓口を設置するとともに、

県内金融機関に対し、影響を受ける中小企業に

寄り添った対応を要請しました。 

 加えて、５００社企業訪問調査等により、県

内企業に対するヒアリングも進めています。先

週末時点で約３５０社の調査を終えたところで

ありますが、影響ありと回答した事業者は約４

％の１５社であり、相談窓口への問合せも影響

が生じた場合の支援策を尋ねる４件にとどまっ

ています。 

 また、財務省貿易統計によれば、本年４月の

本県から米国への輸出額は、前年同月比でプラ

ス、増となっておりまして、現時点では、まだ

大きな影響は顕在化していないものと認識して

います。 

 他方、議員御指摘のとおり、影響拡大や先行

きの不透明感を懸念する声もあり、中小企業へ

の支援には万全を期す必要があります。 

 まず、関税措置の影響で資金繰りが困難にな

った事業者に対しては、運転資金とし活用でき

る県制度資金の中小企業活性化資金により支援

いたします。また、利用要件が緩和された日本

政策金融公庫等のセーフティネット貸付けの利

用も促していきます。 

 なお、今後、影響が拡大する場合には、国の

追加対策と歩調を合わせて、県としてもさらな

る資金繰り支援を躊躇なく機動的に講じていく

所存であります。 

 また、米国に輸出を行っている食品関連の事

業者等に対しては、ジェトロと連携したセミナ

ーや個別相談会を先月と今月の２度開催して、

正確な情報提供を行うとともに、輸出先の多角

化等に向けた取組を後押ししています。 

 中小企業は、本県の経済や雇用のみならず、

県民生活や地域社会を支える活力の源でありま

す。引き続き、米国関税措置の影響を注視しな

がら、商工団体や国、金融機関等と連携して、

県内の中小企業を支援してまいりたいと考えて

おります。 

嶋議長 澤田友広議員。 

澤田議員 答弁ありがとうございました。本県

としても様々な対策を講じていただいていると
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いうことで、とても安心いたしました。 

 一方で、さきほど知事もおっしゃったように、

やっぱり刻々と状況というのは変化してまいる

と思います。やっぱり柔軟な対応というのが非

常に望ましいと思いますし、また、今後も引き

続き、情報収集に努めるとともに、どうしても

当事者の企業も含めた関連企業にもやっぱり被

害が発生するおそれも十分あるかと思いますの

で、状況を鑑みながら行っていただきますよう

要望いたします。ありがとうございました。 

 続いて、県職員の働き方改革についてお伺い

します。 

 近年、地方公務員の成り手不足が話題になり

つつあります。日本経済新聞社の報道によると、

全国の自治体では、公務員試験への応募者の減

少が共通の課題となっており、今後は、地方公

務員の魅力発信や民間企業と併願しやすい試験

方法の改善などが課題になっているとのことで

した。 

 また、全国的に公務員の退職が相次ぐ中、本

県でも、２０１３年からの１０年間で、自己都

合による退職者の数が２．５倍に上昇している

との報道がありました。２０２２年度の自己都

合による退職者は３７名で、そのうち４５歳未

満が３４名とのことです。自己都合による退職

者が増加し、職員が一時的にも減少すれば、そ

の分、ほかの職員の負担が増えるとともに、県

民への行政対応にも後れを取る事態が想定され

ます。 

 一般的に、仕事に対してのやりがいや充実感

が不足した場合、転職動機が高まると言われて

おり、いかにエンゲージメントを高めるかが離

職の防止につながると言われております。 

 そのような中、各地方公共団体では、早期退

職防止、新規採用の増加への取組として、職員

の働き方改革を独自で進めています。その中で

も最近話題となった取組が、東京都が進めた週

休３日制度であります。この制度は、既に、茨

城県や千葉県でも導入されておりますが、週休

３日制度とは、１週間のうちに３日間休むとの

定義ではなく、１日当たりの勤務時間を７時間

４５分として、４週間で１５５時間の労働時間

を確保するようにした上で、勤務時間をフレッ

クスタイム制にしながら運用するというもので

あります。 

 また、フレックスタイム制に移行した場合、

課のメンバー全員での共有が図れないとのマイ

ナスイメージもありますが、こうした不安を払

拭するため、定期のコアタイム時間を設定する

ことで、業務の効率化や意思疎通を図るといっ

た工夫もされているところです。 

 このようなフレックスタイム制を本県におい

ても導入することとなれば、朝晩の交通渋滞の

緩和をはじめ、職員の子育て支援や親の介護支

援においても、十分な効力が発揮されるものと

思っております。 

 さらには、働き方の多様化による魅力向上な

どにより、採用試験応募者の増加や早期退職の

防止といった効果が期待できるとともに、県内

の民間企業に対しても、その経験を通して助言、

アドバイスすることもできるのではないでしょ

うか。 

 確かに、部局によっては導入が困難な場合も

あると思いますし、ハードルは決して低くはな

いと思っております。 

 他方、国においても、フレックスタイム制度

を推進していると同時に、九州内でも長崎県や

宮崎市、熊本市、北九州市では導入を既にして

おります。大分県の未来を担う有望な人材を確

保するとともに、離職させないための対策は喫

緊の課題であると考えております。 

 そこで、このような取組を含めて、県職員の

働き方改革にどのように取り組んでいくのか、

知事にお伺いします。 

嶋議長 佐藤知事。 

佐藤知事 県職員の働き方改革についてでござ

います。 

 職員が働きやすく、やりがいを持って業務に

取り組める県庁を目指して、県では、大分県働

き方改革基本方針に基づき、長時間勤務の縮減

をはじめ、組織の意識改革や業務改善の推進な

どに取り組んできました。 

 特に、人材確保が困難な状況にある中、選ば

れる県庁となるためには、どのようなライフス
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テージにおいても、自らの持てる能力を十分に

発揮できる多様で柔軟な働き方を推進すること

が重要であります。こうしたことから、これま

でにも在宅勤務や時差通勤制度の拡充など、職

員一人一人の実情に応じたきめ細かな取組を進

めてきました。 

 議員御指摘のフレックスタイム制度について

は、育児、介護はもちろんのこと、通勤混雑の

緩和や自己研さんの時間確保、心身のリフレッ

シュなど、様々な効果が期待されております。

また、ワーク・ライフ・バランスに寄与すると

ともに、職員の意欲向上にもつながるものと考

えております。 

 こうした中、昨年度実施しました職員アンケ

ートにおいて、制度の導入を希望する者が多か

ったことや、国、他県の取組状況等も踏まえて、

現在、導入に向けて積極的に検討しているとこ

ろでございます。 

 導入にあたっては、例えば窓口に職員が全く

いない時間帯が生じたり、職員の業務の進行管

理が不十分になったりすることのないよう、適

切な対応が求められます。 

 そのため、まずは制度を試行し、その結果を

検証した上で、適切な制度設計を進めていきた

いと考えております。 

 働き方改革の推進は、人材確保にもつながる

重要な課題であり、こうした多様で柔軟な働き

かのほか、業務改善や職場環境づくりなど、多

角的に進めていくことが肝要であります。常に

現状に満足することなく、職員の声に耳を傾け

つつ、誰もがやりがいや充実感を感じながら働

き、活躍できる組織づくりを目指してまいりま

す。 

嶋議長 澤田友広議員。 

澤田議員 答弁ありがとうございました。 

 知事おっしゃっていただいたように、私も確

認しましたところ、職員へのアンケート調査の

中では、やはり回答者のうち半数を超える職員

が肯定的であったという、そういった回答があ

ったということでございました。それを踏まえ

た上で、前向きに検討していただけるというこ

とで、大変にありがとうございます。 

 やはりフレックスタイム制というのは、もう

今の時代に即した、私、働き方ではないのかな

というように思っておりますので、是非、早め

の設計をしていただきますよう要望申し上げま

すので、よろしくお願いいたします。 

 次に、空き家の利活用についてです。 

 全国的に問題となっている空き家対策につい

てお尋ねいたします。 

 ２０２３年１０月に総務省が発表した本県に

おける空き家率では、空き家の戸数が１１万５

千戸で、空き家率が１９．１％となっており、

全国平均の１３．８％を大きく上回っておりま

す。 

 空き家は、単に住む人がいなくなった家とい

うだけではなく、管理不足による老朽化、治安

の悪化、そして、地域コミュニティの崩壊を引

き起こす要因ともなり得ることから、その対策

が急がれております。 

 もちろん本県でも、国土交通省の指針等に基

づき、空き家バンク制度の活用や移住時の補助

金支援などを行いながら対策を進めていただい

ております。 

 しかしながら、まだ対策が必要であることは

否めません。 

 そのような中、国は２０２４年に広域的地域

活性化のための基盤整備に関する法律の改正を

行いました。この改正の中では、生活、仕事の

拠点を二つの地域に持つ二地域居住に関わる拠

点への支援制度が創設されました。 

 二地域居住のメリットはたくさんあり、新た

なコミュニティの創出、将来の移住に向けての

準備、災害時での避難場所の確保、民泊や地域

の憩いの場としての提供など、数えれば切りが

ありません。 

 また、都市部においては、空き家の利活用を

推進した上で、民泊サイトへの登録を行い、低

価格での宿泊が可能となることから、外国人観

光客の受入れはもちろん、大型イベントの際に

は、ホテルでの宿泊難民を阻止できるといった

効果も期待されております。 

 空き家対策を一層進めるには、ただ再生させ

るだけではなく、再生とともに起業へのステッ
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プアップとして支援させるような取組も必要か

と思います。さらに、二地域居住について言え

ば、通勤などを考慮した環境整備やインフラ整

備といった中長期の計画、何よりも市町村との

連携が必要だと思います。 

 そこで、二地域居住を含む空き家の利活用に

向け、今後、どのように取り組んでいくのか、

企画振興部長にお伺いします。 

嶋議長 工藤企画振興部長。 

工藤企画振興部長 昨日は、危険な空き家の除

却について答弁いたしましたけれども、今回は

空き家の利活用についてお答えいたします。 

 県では、官民連携の対策会議を開催しており、

国、市町村や民間団体と情報共有を図りつつ、

効果的な空き家対策を進めております。 

 まず、空き家を活用して地域のにぎわいの場

を創出するため、令和４年度から地域活力づく

り総合補助金に、空き家ビジネス活用支援枠と

いうのを設けまして、振興局を通じて、この３

年間で計１８件、４，９４１万４千円の支援を

行いました。 

 次に、移住者による活用を促進するため、空

き家バンクに登録された物件に居住する際の改

修費あるいは購入費、家財などの処分費等を市

町村を通じて助成しておりまして、昨年度は２

４４件、３，８７６万５千円の支援を行ったと

ころです。 

 加えて、新聞やネット広告で空き家の所有者

等に、その利活用を呼びかけておりまして、相

談窓口としているＮＰＯがございますけれども、

こちらに、昨年度、処分方法や管理等の相談が

計１３２件寄せられたところでございます。 

 他方で、昨年の法改正に盛り込まれました二

地域居住については、由布市の由布院地区で、

現在、国のモデル事業の活用を検討しておりま

すけれども、関係者も注目しております。一定

の成果を得た上で、県内他の市町村へも横展開

してまいりたいと考えております。 

 引き続き、国、市町村や関係機関と連携しな

がら、空き家の有効な利活用を図ることとして

おります。 

嶋議長 澤田友広議員。 

澤田議員 ありがとうございました。今、答弁

いただきましたように、二地域居住を含めた総

合的な取組を、今後も推進していただきたいと

思いますので、よろしくお願いいたします。 

 次に、オンライン診療の推進について伺いま

す。 

 離れた場所にいる医師と患者との間で、診察

や診断などの診療をリアルタイムに行うことが

できるオンライン診療は、交通手段や通院時間

に制約がある患者の負担軽減や生活を続けなが

らの治療の継続、訪問診療及び往診等に伴う医

療従事者の負担軽減などにつながるものと期待

されております。 

 また、コロナ禍では、医療機関での感染拡大

リスクを軽減するために活用されており、今後

の感染症流行時にも大きな効果を発揮するもの

と思われます。 

 慢性的な医師不足、医師の高齢化が進む本県

において、医療資源を効果的に活用することが

できるオンライン診療の推進は、へき地や在宅

医療など、地域医療体制の維持や充実の観点か

らも不可欠だと考えます。 

 一方で、オンライン診療を行うためには、パ

ソコンに加え、カメラやスピーカーなどの周辺

機器、通信環境などを整備する必要があり、特

に小規模な医療機関にとっては、初期投資が大

きな負担となっております。 

 また、オンライン診療による診療報酬を得る

には、情報通信機器を用いた診療としての施設

基準の届出と併せて、医師の研修受講やシステ

ム導入、セキュリティ対策などといった国が定

める基準に則した体制を整える必要があります。 

 このように、オンライン診療の必要性があり

ながらも、開始にあたってのコストや手間など

がネックとなっており、全国的にもあまり普及

していないのが現状であります。 

 住む場所によって受けられる医療サービスが

著しく左右されることのないよう、安心かつ利

用しやすい医療体制を整えることは極めて重要

であると考えます。 

 こうした状況を踏まえ、オンライン診療の推

進にどのように取り組むのか、福祉保健部長に
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お伺いします。 

嶋議長 首藤福祉保健部長。 

首藤福祉保健部長 お答えいたします。 

 県では、令和３年度から３年間実施いたしま

した、離島やへき地など４市におけるオンライ

ン診療の実証を踏まえつつ、次のとおり支援を

拡充してきました。 

 まず、患者側で医師とつなぐタブレットなど

の導入補助を４年度から開始いたしました。加

えて、高齢者が多い患者側での機器操作等の受

診支援を行うため、訪問看護師などの派遣経費

の助成を昨年度から追加したところです。 

 次に、医療機関側では、初期コストの軽減の

ため、５年度から、通信機器などの導入補助を

開始し、今年度はその予算枠を３倍以上に拡大

いたしました。 

 また、診療報酬や届出等の基礎知識や実装事

例を学ぶセミナーを４年度から開催しており、

昨年度は６７名が参加いたしました。 

 こうした取組もあり、県内のオンライン診療

の届出医療機関は、５年４月の６３施設から本

年４月の１０７施設へと約１．７倍増加してお

ります。 

 実施した医療機関では、子どもの発達相談や

認知症の診察、内視鏡検査後の結果説明など、

様々な診療場面で活用されております。 

 今後もこうした支援を通じまして、対面診療

を補完いたしますオンライン診療の推進を図っ

てまいります。 

嶋議長 澤田友広議員。 

澤田議員 ありがとうございました。オンライ

ン診療に関しては、このように成果が着々と出

ているということで、本当にうれしい限りであ

りますけれども、私やっぱりオンライン診療の

一つの特色としては、精神疾患をお持ちの方に

とっても非常に有効だと感じているんですね。 

 というのが、実際にひきこもりを長年されて

いる方の御家族と話す機会がありますけれども、

やはりこの引き籠もっているケースの場合、ど

うしても病院に受診したくないということで、

受診控えが非常に多いとお聞きしております。

そのため、鬱病などの薬を効果的に服用できず

に、悪循環を繰り返しているケースが多いとい

うことで私も聞いたことがあります。 

 しかし、残念なことに、今、精神疾患の診療

報酬がまだ限定的となっているということで、

なかなかすばらしいオンライン診療が使えない

というところではあるんですけれども、これは

私もしっかりまた、国に要望していきたいと思

っていますけれども、いずれにしても、恐らく

今後は精神疾患にも限らず、様々な疾患にも診

療報酬の窓口が広がっていくと思っております

ので、その時期が到来したときに、様々な可能

性があるこのオンライン診療をやっぱり今、支

援することが非常に大事だと思っております。

訪問看護の皆様含めて、様々大変なことはある

かと思いますけれども、また今後もしっかり継

続していただきたいと思っておりますので、ど

うかよろしくお願い申し上げます。 

 続いて、高齢者施策について３点お尋ねいた

します。 

 最初に、高齢単身世帯の住環境についてです。 

 我が国では、世界に例を見ない水準の高齢社

会が到来することを踏まえ、国民一人一人が生

涯にわたって安心して生きがいを持って過ごす

ことができる社会を築き上げ、高齢社会対策を

総合的に推進するための高齢社会対策基本法が

制定されています。 

 その基本法の中では、高齢者が安心して暮ら

すことのできる社会の形成が望まれるとあるよ

うに、高齢者の住居に対する配慮が明記されて

おります。 

 一方で、高齢者の単身世帯は増加傾向にあり、

厚生労働省が公表した２０２３年国民生活基礎

調査の概要によると、６５歳以上の高齢単身世

帯は８５万３千世帯に上るとされており、本県

においても、２０２０年の調査では７万１，７

１６世帯で、総世帯数の１４．９％を占めてお

ります。今後はさらに増加する見込みであり、

２０４０年には１８．７％まで増加するとの予

測も示されております。 

 高齢単身世帯では、急な体調の悪化等でお亡

くなりになるケースも多いことから、孤独死を

嫌う不動産業者が入居を断るケースが社会問題
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にもなっております。そのため、高齢単身世帯

に備えた住環境の整備は喫緊の課題であると考

えます。 

 国土交通省では、誰もが安心して暮らせるた

めの先導的な取組を行う事業者を支援していく

人生１００年時代を支える住まい環境整備モデ

ル事業というのを展開しております。この事業

は、高齢者、障がい者、子育て世帯など、誰も

が安心して暮らせる住環境の整備を促進するた

め、ライフステージに応じて変化する居住ニー

ズに対応したモデル的な取組を実施する民間事

業者などを公募した上で、学識経験者から成る

評価委員会を経て、先導性が認められたプロジ

ェクトを支援するというものであります。 

 この認定事業を見ると、中には高齢単身世帯

の不安を軽減できるシステムもありました。簡

単に説明すると、Ｗｉ－Ｆｉセンシングを利用

したシステムであり、２４時間、３６５日のＩ

Ｔ見守りを行う機器の導入により、高齢者の活

動や睡眠の状況をプライバシーに配慮しながら

見える化するというものであります。 

 離れて暮らしていても状況をタイムリーに把

握することが可能になるため、高齢者御本人と

御家族双方の安心につながり、孤独死の防止に

もつながることが期待されることから、このシ

ステムを活用して、沖縄県をはじめ、佐賀県み

やき町などの自治体による実証検証がスタート

しております。 

 複雑な工事も必要なく、既存住宅でも簡単に

設置できることから、汎用性が高く、操作性も

簡便なこのシステムを普及させることで、高齢

者の幅広い生活支援にもつながることが可能に

なると思います。本県でも、公営住宅等におい

て、その有用性を検証してもよいのではないで

しょうか。 

 そこで、今後一層の増加が見込まれる高齢単

身世帯の住環境について、どのように対応しよ

うと考えているのか、土木建築部長にお伺いし

ます。 

嶋議長 小野土木建築部長。 

小野土木建築部長 お答えいたします。 

 高齢単身世帯の増加に伴い、民間賃貸住宅の

役割がますます重要となる中、入居に対する家

主の不安解消や入居後の安定した居住環境の構

築が課題となっています。 

 このため県では、家主の不安解消に向けて、

不動産業者等と連携し、孤独死保険や家賃債務

保証の活用を推奨しているところです。 

 また、入居後の安定した住環境の整備として、

不動産業者や福祉事業者などから構成される住

居支援協議会を通じ、見守りサービスや買物代

行など、生活援助の利用を促進しています。 

 １０月施行の改正住宅セーフティネット法で

は、終身建物賃貸借の認可手続の簡素化やＩＣ

Ｔを活用した安否確認などのサービスを備えた

居住サポート住宅の認定制度が創設されるなど、

家主、高齢者への支援の充実が図られる予定で

す。 

 県では、新たな制度も活用しながら、取組を

強化し、高齢単身世帯が安心して健やかに暮ら

せる住環境の実現に努めてまいります。 

 なお、県営住宅でのＷｉ－Ｆｉセンシング等

の活用に関しましては、入居者の負担や導入方

法などについて、まずは他県の取組状況を収集

し、効果等について分析していきます。 

嶋議長 澤田友広議員。 

澤田議員 ありがとうございます。今、高齢化

が進んでいまして、やはり民生委員さんも非常

に確保が難しいという問題も出てきております。

やっぱり誰かが見に行かないといけないとか、

そういった状況の中で、こういったＩＣＴを活

用していくというというのは非常に有効的だと

思いますので、是非、また、様々な検証しなが

ら、前向きに進めていただきたいと思いますの

で、要望して終わりたいと思います。 

 次に、県営住宅の住み替えについてお伺いし

てまいります。 

 さきほど来、議論してきました高齢者の課題

に関連しますが、県議会において以前にも議論

のあった県営住宅における住み替えについてお

伺いします。 

 県内に点在する県営住宅については、建設か

ら既に４０年以上が経過している住宅が多く、

建設当時まだ若かった入居者の皆様は大半が７
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０代を超える年齢を迎えているという現実があ

ります。病気や足腰が弱ったことにより、２階

以上にお住まいの方は大変な苦労されておりま

す。あわせて、湿気が多く、階段の踊り場など

では、壁から結露が大量に発生するなどの環境

劣化によるストレスの声もお聞きしております。 

 公営住宅法第１条には、国及び地方公共団体

が協力して、健康で文化的な生活を営むに足り

る住宅を整備し、これを住宅に困窮する低額所

得者に対して低廉な家賃で賃貸し、又は転貸す

ることにより、国民生活の安定と社会福祉の増

進に寄与することを目的とするとありますが、

一部の県営住宅においては、残念ながら健康で

文化的な生活を営むに足りる住宅とは言いにく

いところも多くあります。 

 また、不幸なことに病気や事故で四肢が麻痺

する病態であったり、内科的疾患で階段を上る

ことを医師から許可がいただけない方であって

も、現状は今の住宅からの住み替えに時間がか

かる制度となっております。当然限りある予算

の中で、住み替えに向けた修繕等住宅の整備を

行うには難しい側面があると理解はしておりま

す。その上で、昨年末の答弁では、現在、大分

市内において住み替え希望者が５７名、そのう

ち修繕を行えば入居できる住戸は３３戸という

状況であり、迅速に対応すると述べておられま

した。 

 そこで、昨今からの進捗を含め、県営住宅に

おける住み替えの現状は今どうなっているのか、

また、今後も増加が見込まれる住み替え希望に

どのように取り組んでいくのか、土木建築部長

にお伺いします。 

嶋議長 小野土木建築部長。 

小野土木建築部長 お答えいたします。 

 県では、入居者が高齢、傷病等により階段の

昇降などが支障になり、現在入居している住戸

に住み続けることが困難となった場合に住み替

えを認めています。 

 令和７年５月末現在、大分市内では６３世帯

が住み替えを希望する中、管理代行者である住

宅供給公社において、住み替え先の場所や間取

りなどの希望を確認しながら進めているところ

です。 

 希望に合致した住戸から順次修繕を行ってお

り、２７世帯が修繕待ちであります。住み替え

に係る修繕については、これまで新規入居者用

と同仕様にしていましたが、今年度から部屋の

状況に応じて壁の塗装範囲を変更するなど、修

繕内容を見直すことにより、修繕住戸を増やし

ていくこととしています。今後も一人でも多く

の希望者が早期に住み替えができ、住み慣れた

地域で安心して暮らし続けることができるよう、

住宅供給公社と連携し、工夫を図りながら取り

組んでまいります。 

嶋議長 澤田友広議員。 

澤田議員 ありがとうございます。 

 今答弁ありましたように、もう２７世帯、今、

待ちということでありますけれども、県営住宅

の入居率が本年５月末時点で約８０％、そのう

ち６０歳以上の方がいる世帯が７１．６％にも

上るということで、非常に高齢化が進んでいる

というところでございます。もちろん、私よく

電話するんですけれども、この住宅公社の方や

土木建築部の皆様が大変努力して、本当によく

頑張っていただいているということは重々分か

っております。もう感謝もしているんですけれ

ども、ただ、やっぱり入居者の高齢化を踏まえ

ると、既存住宅のエレベーター敷設、私はこれ

はもうどうしても必要ではないのかなといつも

思っているところでございます。 

 現在、エレベーターのない県営住宅の割合に

ついて、その分を伺いたいと思いますし、また、

今後１０年間、取壊しや建て替え計画にのって

いない住宅にはエレベーター敷設も検討するべ

きと考えておりますが、その見解を伺います。 

嶋議長 小野土木建築部長。 

小野土木建築部長 お答えいたします。 

 令和７年４月１日現在、県営住宅３８７棟を

管理しており、そのうちエレベーターが設置さ

れていない住棟は３３５棟、約８７％でござい

ます。県営住宅の多くは、エレベーター設置に

伴い、各住戸につながる廊下などの施設の改修

が必要となることから、県は、これまでも改修

事業と併せてエレベーターを増設するトータル
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リモデル事業を活用し、敷戸住宅で実施してき

ました。現在は、大分県公営住宅マスタープラ

ン２０２０に基づき、明野住宅の建て替え事業

にて、５棟にエレベーターの設置を進めている

ところでございます。今後は個々の住棟の老朽

化の状況等を勘案して、建て替え事業やトータ

ルリモデル事業等の活用を検討しながらエレベ

ーター設置に努めてまいりたいと思います。 

嶋議長 澤田友広議員。 

澤田議員 ありがとうございます。 

 私も公営住宅マスタープラン２０２０を穴の

開くほど読ませていただいているんですけれど

も、やっぱりそういうマスタープランの中にも

今現在住まわれていらっしゃる方、７０歳以上

の方はたくさんいらっしゃると思うんですね。

そういった方たちが、じゃあ、あと何年待たな

いといけないのかというのをすごく気にされて

いらっしゃる方もいらっしゃいます。ですから、

そういった今後の計画であったりとか、エレベ

ーターを敷設するんであれば、そういったエレ

ベーター、どこを何棟するのかとか、そういっ

たのも今後計画していただければ助かるなとい

うふうに思っております。 

 余談になりますけれども、私、よく県営住宅

の皆様からお話を聞いて現場に行くんですね。

その際に４階、５階まで伺うことって非常に多

くて、私、毎日１万歩以上は歩くようにしてお

りまして、昨日話題に上った「あるとっく」を

もちろん活用して、ポイントもしっかりためて

おりますけれども、足には自信があるんですが、

４階まで上がったら、もうはあはあいって、も

う踊り場で休まないと難しいんですよね。そう

いった御苦労されていらっしゃる方がたくさん

いらっしゃる、何人いるかというのは避けます

けれども、いらっしゃることは事実でございま

すので、どうか皆様の負担がどういったものか

というのを考慮していただきながら、予算の増

大をしっかり勝ち取っていただければと思って

おりますので、どうかよろしくお願い申し上げ

ます。 

 次に、高齢者の交通安全対策についてお尋ね

いたします。 

 昨今、高齢者や児童が被害者となる事故が絶

えません。警察庁が公表した令和５年度の交通

事故の状況を精査した報告書によると、交通事

故死亡者数は２，６７８人で８年ぶりに増加し

ています。６５歳以上の交通事故死亡者数が全

体に占める割合は、平成元年では２２．７％だ

ったのが、令和５年では５４．７％と近年は高

い割合で推移しています。当然社会全体の高齢

化が進んでいるため割合が高くなるということ

は否めませんが、高齢者が被害に遭うケースは

今後も高くなることが予想されています。また、

歩行中の高齢者の事故死については、平成７年

が１，６００件を超えているのに対し、令和５

年では６８７件と減少傾向にあるものの、依然

として歩行中の事故死が群を抜いて高いことが

報告されております。 

 本県においては、令和６年の県内における交

通事故の死者数は２８人で、統計が始まった１

９５２年以降で過去最少を記録しております。

一方で、亡くなった２８人のうち６５歳以上の

高齢者が１９人と、その７割を占めております。

さらに大分県警が公表した資料によると、令和

５年度の歩行者の事故としては発生件数が２９

４件、うち死亡数が１１人、負傷者数が２８８

人となっております。また、横断歩道がない道

路を横断する高齢者も多数見られますが、その

背景には、やはり横断歩道の間隔が長く、足が

悪いため、その横断歩道まで歩いていけないと

の理由があるようです。 

 道路交通法第３８条の２には、車両等は、交

差点、又はその直近で横断歩道の設けられてい

ない場所において歩行者が道路を横断している

ときは、その歩行者の通行を妨げてはならない

と規定されております。 

 歩行者は２車線以上ある交通量の多い道路の

横断を禁止されていますが、そうでない限り、

横断歩道がなくても歩行者が横断しようとして

いるときには、その通行を妨げてはいけないこ

とをドライバーがしっかり認識することで悲惨

な事故はもっと軽減されるのではないでしょう

か。さらに、県内の道路などにおいても、横断

歩道の間隔が長いため、高齢者の皆様が大変な
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思いをされていることをよくお聞きしておりま

す。横断歩道を設置する条件は様々あることは

十分に承知しておりますが、一方で、通学通園

時、高齢者、身体障がい者等の横断する場所や

商店街等で歩行者の横断が特に多い場所におい

ては、設置間隔を短縮することができるとの見

解も示されております。 

 現在、県内にある横断歩道橋も劣化が進んで

いるように見えますし、歩道橋の階段を上るの

がきついから道路を渡れないと切実な声を上げ

られていらっしゃる高齢者の方もいらっしゃい

ます。今後ますます高齢化が進み、運転免許証

の返納も加速される中、歩行して目的地に移動

する高齢者に対する交通安全教育の強化や県内

の横断歩道の設置対策が求められます。 

 こうしたことを踏まえ、高齢者の交通安全対

策に今後どのように取り組むのか、警察本部長

にお伺いします。 

嶋議長 幡野警察本部長。 

幡野警察本部長 お答えいたします。 

 本年５月末現在の数値でありますけれども、

県内で歩行中の交通事故で亡くなられた方は７

名でありまして、うち５名が高齢者となってお

ります。こうした事故を防ぐためには、運転者

及び歩行者の双方が交通ルールを遵守し、安全

な行動を取ることが重要であるというふうに認

識いたしております。 

 そこで、ドライバーに対しては、指導取締り

や広報啓発等を通じまして、横断歩道などにお

ける歩行者優先と、また、安全運転の徹底を図

っているところでございます。 

 また、高齢者に対しましては、加齢に伴う身

体機能の変化による影響を理解していただき、

安全な行動を取れるような交通安全教育という

ものを高齢者サロンなどで実施しているところ

でございます。 

 例えば歩行シミュレーターを用いるなどしま

して、横断歩道以外の場所であったり、また、

走行車両の直前直後といった場所を横断するこ

との危険性について具体的に啓発をさせていた

だいているところでございます。 

 これらに加えまして、必要な場合には、交通

環境の改善にも取り組んでいるところでござい

ます。 

 議員から御指摘のありましたとおり、横断歩

道は原則定められた基準に基づいて設置いたし

ておりますけれども、設置間隔等については、

交通実態なども考慮し、柔軟に対応する場合も

ございます。引き続き高齢者や子ども等に配慮

しつつ、各地域の交通需要に応じて適切に対応

してまいりたいというふうに考えております。 

嶋議長 澤田友広議員。 

澤田議員 ありがとうございます。 

 今、今年度に入った死者数の話もありました

けれども、やはり当然そこは本当に大事な部分

でありますけれども、昨年の例でいいましたら、

やっぱり２８８名の高齢者の方が負傷している

と。高齢者の方が負傷すれば、本当に大したこ

とじゃないというふうに思われる方もいらっし

ゃいますけれども、やはり骨を折っただけでも、

そこから寝たきりになったり、家に戻れなくな

るというライフスタイルが完全に奪われるよう

な事象というのがこの中にはたくさん私はある

んじゃないかなというふうに思うんですね。 

 ですから、やはり今、本部長がおっしゃって

いただいたように、しっかり道路交通のルール、

徹底していただくとともに、歩道橋、また、横

断歩道の要望がありましたら、是非前向きに様

々検討していただきたいなというふうに思って

おります。 

 私が住む南大分地域でも、約１キロメートル

の区間で歩道橋しかないんですね。周辺に住む

高齢者の皆様が要は道路を渡れないということ

で非常に苦労されておりまして、私、夜、そこ

を帰るときに必ず何人かが通っているんですよ。

要は渋滞していないもんですから、結構飛ばし

ます。大体４０キロメートル、５０キロメート

ルですね。そしたら、やっぱり突然高齢者の方

が、ぱっとライトで当たって見えるっていうこ

とが多々あるんですね。どうしても今暑くなっ

てきていますから、高齢者の皆様は、朝早く、

また、夜遅くに出かけられて、そして、コンビ

ニが近くにあるもんですから、コンビニエンス

ストアに行かれたりとか、そういった生活のス
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タイルがありまして、本当に危ないなというの

はいつも肌身で感じている次第でございます。 

 こういった事象というのは、私が住むこの南

大分地域に限らずに、大分県内様々なところで

たくさんあると思いますので、是非、地域の声

をしっかり一つ一つ吸収していただければと思

いますので、今後とも引き続きよろしくお願い

いたします。 

 では、最後に、給食費の無償化についてお尋

ねします。 

 ２０２３年６月に閣議決定された、こども未

来戦略方針では、子育てでの経済的、精神的負

担感を軽減していくとの方針の下、小・中学校

の学校給食費の無償化の具体策を検討するとさ

れております。 

 本年２月には、我が公明党と自民、日本維新

の３党合意により、２０２６年度に、まずは小

学校から無償化を開始するとし、中学でもでき

る限り速やかに始めるとの報道がなされている

ところであります。無償化については、子ども

の貧困など、社会的格差の解消という観点や保

護者の家計や心理的負担の軽減という観点から

もその必要性は高く、特にコロナ禍や物価高騰

により収入が減ってしまった家庭においては、

保護者の経済的な安心感を向上させ、子育て意

欲を高めることが可能になると考えます。 

 一方で、給食費の無償化のためには、その財

源が必要になるといった課題もあります。また、

給食費を補うための予算の増大を抑制しようと

して、給食の品質や栄養バランスが低下してし

まうようなことは避けなければなりません。学

校給食の無償化については要望も多く、今後の

動向を見守ってまいりたいと思いますが、現在、

国において具体的な制度設計が行われていると

ころであり、県としても実施主体となる市町村

と密に連携し、円滑な導入を実現していただき

たいと思っております。 

 こうしたことを踏まえ、今後、県内における

給食費の無償化についてどのように取り組んで

いくのか、教育長にお伺いします。 

嶋議長 山田教育長。 

山田教育長 お答えします。 

 学校給食は、児童生徒の健やかな成長と健康

を支える教育の一環であり、給食費の無償化は、

家庭の経済的負担を軽減するだけでなく、子ど

もの貧困対策にもつながる重要な取組と考えて

おります。 

 このため、県では、昨年度から給食を提供す

る県立の特別支援学校等において給食費を無償

化したところであります。一方、市町村におい

ても、現在８市１村が小・中学校の給食費を無

償化、２市が中学校のみを無償化、また、別の

２市では２人目まで半額、３人目以降無償など

といった、子どもの数に応じた一部無償化を行

っています。 

 本来、学校給食は、公平性の観点から全国一

律の制度であるべきであり、現在、国において

進められている無償化に向けた具体的制度設計

の検討状況を注視しているところであります。

また、小・中学校全体の給食費無償化には多額

の予算を要することから、地方負担が増大しな

いよう、引き続き全国知事会等を通じて国に要

望していきたいと考えております。 

嶋議長 澤田友広議員。 

澤田議員 ありがとうございました。 

 どうしてもやっぱり予算というところもあり

ますので、我々も引き続き国に対しては強く要

望していきたいと思っております。 

 今、正に答弁でもおっしゃったように、やは

り自治体においては、小刻みにそういった無償

化に準じた施策をされている自治体もあります。

やっぱり同じ大分県内に住んでいらっしゃるの

に、平等にそういった無償化になっていないと

いうところもございますので、そこはしっかり

と今後我々も要望として取り組んでいきたいと

思っております。 

 昨日、森議員からも要望がありましたけれど

も、県内全ての市町村において中学校の給食費

が無償化になった場合、県立豊府中学校に関し

ては、現在給食の制度がありません。昨日、教

育長も答弁されておりましたけれども、やはり

私もこの地域に住んでいるんですが、この豊府

中学校の保護者の方からは、何とか給食制度を

つくってほしいという声はたくさんお聞きして
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おります。 

 さらに、これはなかなか難しいと思うんです

が、豊府は中学校と高校が同じ敷地内に併設し

ているということもありますので、この中高一

貫した教育で、給食に関してもいいんじゃない

かなというふうに思っております。是非また検

討いただければと思います。 

 そして、給食に関してもう一つお伺いいたし

ます。 

 給食は子どもたちの健康にも寄与する大事な

制度であります。そのため、この品質の保証と

いうのは非常に大事なんですけれども、残念な

ことに、昨年、大分市の小学校、２校の中学校

の給食に異物が混入した事案が発生しました。

幸いなことに人的被害はありませんでしたけれ

ども、とても心配しました。この事案に関して

は、共同調理場の調理器具の部品劣化が原因と

判明しております。そこで、今後、県として調

査や更新への指導等を率先して行うべきではな

いかと思いますが、この各市町村への対応につ

いて見解を伺います。 

嶋議長 山田教育長。 

山田教育長 お答えします。 

 まず、１点目の豊府中学・高校への給食の実

施の件ですけれども、まず、豊府中学の給食に

ついては、昨日、森議員へ答弁いたしましたよ

うに検討の必要性を感じております。実施に必

要となる施設整備、あるいは財政面を含めた課

題も含め、急ぎ整理検討してみたいと考えてお

ります。 

 それから、豊府高校について、これもちょっ

と昨日申し上げましたように、そもそも高校は

学校給食法上、給食を提供する対象となってい

ないということで、やはり高校の給食について

も全国一律に実施されるべきものであると思い

ますので、これについても、また、国における

検討を待ちたいというふうに考えております。 

 給食への異物混入については、今年に入って

４件発生したということで、大変遺憾に感じて

おります。県教委といたしましては、毎年、調

理員や栄養教諭等を対象にした研修を実施して、

調理器具の定期点検や更新、調理過程における

衛生管理の徹底を指導しているところでありま

すが、今回の相次ぐ事件発生を受けまして、全

ての市町村教育委員会に対し、改めて点検を行

うように緊急に通知を行ったところであります。

現時点で全ての給食調理場で点検が完了したこ

とを確認しております。 

 今後とも市町村と連携して、児童生徒が安心

して給食を摂取できるような環境の整備に努め

てまいりたいと考えております。 

嶋議長 澤田友広議員。 

澤田議員 ありがとうございました。 

 今の御答弁を聞いて安心しました。また今後

ともしっかりした安全な給食確保に努めていた

だければと思いますので、よろしくお願いいた

します。 

 以上で質問を終わります。大変ありがとうご

ざいました。（拍手） 

嶋議長 以上で澤田友広議員の質問及び答弁は

終わりました。小川克己議員。 

  〔小川議員登壇〕（拍手） 

小川議員 本日の最後でございます。よろしく

お願いしたいと思います。 

 質問に入る前に一言、利光商工観光労働部長

におかれましては、３年間でありましたけれど

も、大分県の振興・発展のために大変御尽力い

ただきましたことにお礼を申し上げて、本省に

帰ってからの御活躍と同時に、今後ともこよな

く大分県を愛していただいて、支えていただい

て、佐藤知事をさらに支えていただければあり

がたいというふうに思っております。よろしく

お願いしたいと思います。 

 それでは、通告に従って質問に移らせていた

だきたいと思います。 

 まず、農業政策について２点お伺いします。 

 まず、１点目が、農業振興について。 

 近年、日本の農業は、かつてないほど多くの

課題に直面しています。中でも我が国の食料自

給率は３８％と低水準にとどまっており、国際

的な価格変動や供給途絶に対して極めて脆弱な

食料供給体制となっております。加えて長引く

円安や国際情勢の不安定化によって、飼料・肥

料価格が高騰し、生産コストは増大、農家の経
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営はかつてないほど厳しい局面に直面していま

す。 

 さらに、昨今問題となっている米価格の高騰

に見られるように、品不足や価格の大幅な上昇、

流通の混乱といった現象は、正に食料安全保障

の根幹を揺るがすものと言えます。この背景に

は、かつて生産調整やコロナ禍による需要変動

の影響などが挙げられますが、いずれにせよ、

一日も早く消費者が安定的に米を入手できると

ともに、稲作農家の方々が安心して経営を継続

できるように、国への働きかけなどを県として

もできる限りの対応をお願いしたいと思います。 

 こうした中、食料安全保障の確保を図るため

には、やはり地域農業の持続的な発展を実現す

ることが不可欠だと考えます。国においては、

みどりの食料システム戦略をはじめとする各種

方針が示されています。県としても、これまで

農業の構造改革や経営強化に継続的に取り組ん

でおられるところですが、県民の食を守るとい

う広い視点から、さらなる農業の振興策を検討

していく必要があると考えます。 

 一方で、現場を顧みれば、中山間地域の多い

本県では、１経営体当たりの経営耕地面積が全

国に比べて小さく、小規模な経営体は減少傾向

にあるのに加え、高齢化や担い手不足といった

構造的な課題を抱えています。また、鳥獣被害

や農地の荒廃といった問題も深刻化しています。 

 農業者の声に耳を傾けると、もうからない、

将来が見えないという理由で農業を離れる人が

後を絶ちません。これに対応するには、農業は

もうからないという固定観念を打破し、農業で

生活が成り立つ、農業は将来性のある職業であ

ると、希望を持って就業できる環境づくりを進

めることが必要であると強く感じます。 

 県では、これまでももうかる農業を目指し、

高収益な園芸品目への転換や規模拡大などによ

り、農業の成長産業化を推し進めているところ

でありますが、今回の米国関税交渉における農

産物の輸入拡大や米の価格高騰を踏まえた政策

転換のような問題が起こると、農業者は不安を

抱き、今後の経営に悲観的になってしまうので

はないかと危惧しています。 

 農業は、単なる産業にとどまらず、地域社会

の基盤であり、環境保全や文化の継承にも深く

関わる重要な分野です。県民の命と暮らしを守

る観点からも、現場の努力と意欲を政策的にし

っかりと支え、誰もが誇りとやりがいを持って

取り組める農業を築くことが県政の重要な使命

と考えます。 

 こうしたことを踏まえ、今後、農業の振興に

どのように取り組んでいくのか、知事にお伺い

します。 

 以下、対面席にてお願いします。 

  〔小川議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

嶋議長 ただいまの小川克己議員の質問に対す

る答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 小川克己議員の農業振興についての

質問にお答えいたします。 

 本県農業は、現在の国際情勢の不安定化や気

候変動など幾多の変化に直面する一方で、食料

安全保障の観点からは国産化の機運が高まるな

ど、一部には追い風も受けているところでござ

います。こうした変化に柔軟に対応するととも

に、好機をしっかりと捉えて、本県農業を将来

にわたり持続的に発展させていくことが必要と

なっております。 

 そのため、農林水産業振興計画では、とりわ

け今後の農業従事者の減少も見据えながら、経

営体と産地の両面から生産性の向上を図り、農

業の成長産業化を目指すこととしております。 

 経営体の育成については、省力化等を進め、

収益向上を図っています。優良農地の集積、集

約化や園芸基幹品目の拡大に必要な設備導入を

支援するとともに、衛星データを活用した生育

管理や自動操舵システム等のスマート農業技術

の導入など、経営拡大に向けたチャレンジを後

押ししていきます。 

 産地の拡大については、マーケットに対応し

た生産基盤づくりを推進していきます。国産需

要が高まる花樹や加工業務用野菜の大規模園芸

団地を県内各地で整備するほか、圃場の大区画

化、汎用化等を進めてまいります。 

 こうした両面からの取組により、収益性が高
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いもうかる農業を実践する中核的経営体が増え、

産地が活性化することで、多くの新規就農者や

資本力ある企業など、新たな担い手を呼び込む

好循環が各地で生まれてきつつあります。 

 九重町でも国内有数のねぎ生産量を誇る参入

企業が遊休農地を再生して大規模生産を始めて

おり、さらなる拡大が計画されています。好循

環をさらに推し進めるためには、労働力確保に

向けた体制を整えておくことが大切でございま

す。ドローンを使った防除作業など、農業者を

支援するサービス事業体の育成やマッチングを

図り、労働力の外部化を進めてきているところ

であります。 

 また、中山間地において営農活動を持続する

には、地域計画の見直しなど、各地域の実情に

応じた対策が必要であります。市町等と農業成

長産業化推進本部において、課題解決に向けた

議論を進めているところであります。 

 現在、国では、水田政策の在り方も含めまし

て農政についての検討がなされております。そ

の動向も見据えながら、関係機関と力を合わせ

て、本県農業の振興に取り組んでまいります。 

嶋議長 小川克己議員。 

小川議員 ありがとうございました。 

 ピーマンが、我々は６０億から７０億に持っ

ていくのも大変だろうというふうに思っており

ましたけれども、昨年は１００億を突破すると

いうようなことで、非常に、これから若い人た

ちにとってはもうかる農業を実感しながら取り

組んでいけるというふうに思っております。 

 さきほど来から集約化やスマート農業、ある

いはまた、ドローンを使ったとかいうような話

もありました。常々いろんな意味で、支えるば

っかりで農業はもうからんじゃねえかと部長も

思っておられるかもしれませんけれども、これ

はもうどうしてもやっぱり支えてもらわないと、

私はどうにもならないというふうに思っており

ますので、他県並みに農業産出額が上がるよう

に、是非今後とも御支援、御協力を賜りたいと、

そのように思っておりますので、よろしくお願

いします。 

 それから、次に、畜産振興についてお伺いし

ます。 

 令和７年度は県の長期総合計画と同じくして

策定された大分県農林水産業振興計画の実行元

年であり、ビジョンの実現に向けた取組を加速

する重要な１年になると考えています。これま

での取組において、ねぎの産出額が１００億円

を突破したことなど、園芸振興に関する明るい

話題があった一方、畜産振興では、最近の産出

額は増加しているものの、長引く円安やウクラ

イナ情勢等の影響を受けて飼料価格は依然とし

て高止まりの状況が続いており、畜産農家は厳

しい経営を強いられています。 

 このような中、肉用牛においては、昨年、玖

珠町に設置されたキャトルステーションが本格

的に稼働し、畜産農家から預かる子牛の頭数が

徐々に増加していると聞いています。この取組

で担い手の規模拡大が進むことはもとより、キ

ャトルステーションを軸として発育のよい子牛

が増えることで市場が活性化することを期待し

ているところでもあります。 

 また、全国的に和牛子牛の上場頭数が減少し

ていることから、本年３月には、和牛子牛価格

が２年ぶりに６０万円台になっており、県内の

子牛価格を見ても、全国と同様、少しずつ上昇

していることが分かります。この機を捉え、肉

用牛の増頭や品質向上を図るなど、収益性の向

上対策に取り組んでいくことが重要であります。 

 他方、酪農においては、生乳取引価格が上昇

傾向であるものの、生産コスト上昇分を吸収す

るほどの値上げ額には至っておりません。こう

した状況に対応するため、販売価格の高い交雑

種等を種つけし、子牛を販売してきました。そ

の結果、後継牛が減少し、今後の生産乳量が大

幅に減少することが危惧されており、酪農経営

基盤の強化に向けた後継牛の確保策も必要と感

じています。 

 こうしたことを踏まえ、畜産農家の経営を改

善するとともに生産基盤の強化を図るため、今

後、畜産振興にどのように取り組んでいくのか、

農林水産部長にお尋ねいたします。 

嶋議長 渕野農林水産部長。 

渕野農林水産部長 お答えいたします。 
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 昨今の飼料価格高騰等によりまして、畜産経

営が厳しい中においても、将来を見据え、関係

者が一体となり、スマート機器導入による省力

化、そして自給飼料の生産拡大等、耕畜連携の

取組を推進してきたところでございます。 

 最近では、価格の高騰が見られるものの、今

のうちにさらなる品質の向上と生産性の向上に

取り組んでおくことが重要だと思っております。 

 肉用牛においては、肉質に優れた子牛を生産

するため、ゲノム検査を活用した優良な遺伝子

を持つ繁殖雌牛への早期転換を進めているとこ

ろでございます。また、約１年前から稼働して

おりますキャトルステーションは、価格面や出

荷労力の軽減等で生産者からも好評を得ており

ます。今年度は、呼吸器疾患をはじめとします

疾病予防実証にも取り組みまして、その結果を

地域に還元し、発育優良な子牛の出荷を増やす

こととしております。加えまして、新規就農者

等の意欲ある担い手に対する施設整備や繁殖雌

牛の導入も支援してまいります。 

 酪農においては、乳量の多い後継牛の確保に

向けまして高能力な乳牛の受精卵導入やゲノム

選抜を進めています。また、今年度からは、ホ

ルモン処置を行う繁殖周期のコントロールにも

取り組みまして、受胎率を向上させ、生産者の

収益アップにつなげてまいります。 

 さらに、輸入飼料からの転換においては、コ

ントラクターと連携して、青刈りトウモロコシ

の広域流通をすることに加えまして、飼料用米

の単収向上にも力を注いでまいります。また、

新たに由布市や玖珠町等においても、草地基盤

の整備を進めていくこととしております。今後

も生産から消費に至る過程で関係者が役割をし

っかりと担いまして、畜産振興にしっかりと取

り組んでまいりたいと思います。 

嶋議長 小川克己議員。 

小川議員 ありがとうございます。 

 本当に今年の３月から４月、５月、６月は若

干下がりましたけれども、それほど深刻という

ほどではありませんけれども、今のような状況

が続けば、畜産農家も意欲的に取り組んでいけ

るというふうに思っております。また、それぞ

れの市場でキャトルステーションから上場する

子牛については、キャトルステーションという

たすきをつけて入場するわけでありますけれど

も、本当に改めてキャトルの牛は高いなという

のを実感しております。もう半年前は、家畜市

場に行くのがちょっと気持ちの上で何となく畜

産農家の状況を見ると、足が向かないような思

いもしましたけれども、今年はそういうことで、

農家の皆さん方も、あるいはまた、若い就農者

も意欲的に取り組もうということでされており

ます。したがって、様々な面でよろしく御指導

賜りたいというふうに思っております。 

 それから、酪農です。慢性的な乳価の低迷、

そしてまた、飼料価格が高騰というようなこと

で、本当に離農する方々が、正直申し上げて多

くなっておりました。何とか今後の牛乳をそれ

ぞれの子どもたちに調達するためにも、ある一

定程度の酪農は育てていかなければならないと

いうふうに思っておりますので、これについて

も、引き続きよろしくお願いしたいというふう

に思っております。畜産の振興については、そ

ういうことで、引き続きよろしくお願いします。 

 次に、子ども・子育てについて２点お伺いし

ます。 

 １点目が、児童虐待対策についてです。 

 将来を担う全ての子どもたちがその権利が保

障され、心身とも健やかに育ち、希望に満ちた

生活を送ることができる環境づくりは、我々に

課せられた大きな使命であるということは言う

までもありません。しかしながら、虐待による

子どもの死亡事件など、痛ましい報道が全国で

後を絶たず、令和５年度の児童虐待相談対応件

数は全国で２２万５，５０９件と過去最多を更

新するなど、児童虐待は今なお深刻さを増して

います。 

 現在、警察や教育現場などから通報体制は整

備されていますが、依然として多くのケースが

未発見のままであり、支援の手が届かない子ど

もたちが存在しているのではないかと懸念され

ます。 

 児童虐待が発生する背景には、家庭の経済的

困窮や親の精神的、身体的な問題、社会的孤立
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など複合的な要因があると考えられます。この

ような現状に対して、児童相談所のみならず、

市町村や地域の支援団体など、県内全ての関係

機関と連携を図り、オール大分県で、子どもが

住み慣れた家庭、地域で安心して生活ができる

ように児童虐待の発生予防に全力で取り組む必

要があると考えます。 

 一方で、子どもの生命、安全を第一に守るべ

く、やむを得ず親子分離を判断しなければなら

ない場面も数多くあり、県内では約４５０人の

子どもが児童養護施設や里親家庭等で生活して

います。それら代替養育先では、子どもの心の

ケアや身の回りの世話など、日々尽力をいただ

いているところでありますが、子どもや保護者

が、この先、一つ屋根の下で再び生活すること

を望むのであれば、一日でも早く親子関係を再

構築し、家庭復帰を目指すための支援が必要で

す。家庭復帰に向けては、児童相談所が中心と

なった保護者に対する養育プログラムの実施、

家庭復帰後の子どもの支援については、関係者

と認識を共有した上で総合的な支援計画を作成

する必要があると思います。児童虐待の発生予

防策や家庭復帰に向けた子どもや保護者への支

援、家庭復帰後のフォロー体制の構築など、児

童相談所を中心としてオール大分で取り組む必

要があるのではないでしょうか。 

 こうしたことを踏まえ、児童虐待対策にどの

ように取り組んでいくのか、知事にお伺いした

いと思います。 

嶋議長 佐藤知事。 

佐藤知事 児童虐待対策についてでございます。 

 児童虐待対応については、困りを抱える子ど

もと家庭を早期に発見して、適切な支援につな

げることが重要でございます。令和５年度の児

童相談所への相談件数は、過去最多の１，８５

２件となりました。これは経済社会の様々な要

因があるほか、警察など関係機関との連携強化、

虐待に対する県民意識の高まりの影響もあるの

ではないかというふうに考えております。 

 相談件数の増加に対応するため、県では、児

童相談所において、２４時間体制で相談や虐待

通告を受けているほか、本年４月には、児童福

祉司など６名を増員いたしました。加えて、対

応が増加しています大分市を管轄する城崎分室

を大分支所に改組しまして、意思決定を迅速化

するとともに、子どもの生活環境の改善のため

に一時保護所の個室化等の改修を急いでいると

ころでございます。 

 また、市町村では、母子保健と児童福祉を一

体的に所管しますこども家庭センターの設置が

進んでおります。家庭訪問による見守りなどを

通じて、困難を抱える子どもや家庭の早期発見

と支援につなげているところであります。さら

に社会福祉法人が運営します県内５か所の児童

家庭支援センターでは、社会福祉士等が生活の

困りなどの相談に応じており、各地域で虐待を

未然に防止するための体制の整備が進んでおり

ます。 

 こうした中で、様々な事情により家庭から離

れて里親や児童養護施設で生活する子どもにつ

いては、本人の意見を聞きながら、家庭復帰や

家族交流など、将来の見通しを持てるような個

別の支援計画を作成しております。また、保護

者に対しても、可能な限り子どもと再び一緒に

生活や交流ができるよう、適切な養育スキルや

関わり方を学習してもらうプログラムを実施し

ているところであります。 

 そして、家庭復帰の際には、児童相談所や市

町村、学校、児童家庭支援センターなどが参加

する要保護児童対策地域協議会において、援助

方針を共有して役割分担を確認した上で、一人

一人丁寧に支援しているところでございます。 

 今後とも、子どもの最善の利益を守りながら、

関係機関と一層連携を深め、児童虐待対策に全

力を尽くしてまいります。 

嶋議長 小川克己議員。 

小川議員 ありがとうございます。 

 もう本当に、豊後万歳でも、子どもが宝よ、

じいさんが、ばあさんが宝よという節がありま

すけれども、本当に次代を担う子どもたちの健

やかな成長を願うと、もう本当に児童養護施設

の重要性、あるいはまた、里親制度の必要性を

強く感じているところであります。今お聞きし

ますと、児童福祉司、あるいは社会福祉士等々
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も増強したというような答弁もいただきました。

今後とも引き続き児童福祉に取り組んでいただ

きたいというふうに思っております。 

 次に、２点目の部活動の地域移行についてお

伺いします。 

 国は、学校部活動の存続と教員の負担軽減の

両立を図るため、公立中学校等の学校部活動を

可能な限り早期に地域に移行するという方針を

示しています。令和５年度から７年度までの３

年間を改革推進期間と位置付け、実証事業等に

取り組み、先月には最終取りまとめを行ってい

ます。その取りまとめでは、地域移行から地域

展開という名称に変更することや、地方公共団

体の創意工夫により、地域の実情に応じた運営

形態のモデルや指導者確保等の課題解決に向け

た方策等が見いだされているといった成果など

が示されました。これまで休日の移行に加え、

平日の移行も視野に入れることとしており、令

和８年度からの６年間を改革実行期間としてさ

らに取組を進めるなどとなっています。 

 本県においても、こうした国の動きを受け、

学校部活動改革サポート事業に取り組んでおら

れます。この事業の中では、地域クラブ活動の

運営主体と学校との調整等を担うコーディネー

ターを各地域に配置するとともに、指導者への

謝金や生徒の移動手段の確保などといった運営

経費に対し助成をしております。 

 このような支援もあり、実際に県内でも地域

移行の具体的な動きが出てきています。例えば、

玖珠町では、町内唯一の中学校の部活動を全面

廃止し、民間が主体となって運営する地域クラ

ブに移行するとしています。もちろんすぐに完

全移行というのは難しいため、まずは休日の部

活動を原則として取りやめ、令和１０年度まで

には平日の部活動も全て廃止するという段階的

な移行を進めるとしています。 

 こうした取組は、地域全体で子どもたちの成

長を支えようという大変意義深い挑戦であると

高く評価する次第であります。 

 一方で、これまでの学校が担ってきた教育的

役割や子どもたちの安心・安全な活動環境をど

のように地域で維持確保していくかということ

は、引き続き課題として認識しなければなりま

せん。 

 そこで、これまでの取組の成果も含め、今後、

部活動の地域移行にどのように取り組んでいく

のか、教育長にお伺いしたいと思います。 

嶋議長 山田教育長。 

山田教育長 お答えします。 

 県では、令和７年度末までに休日の部活動を

地域へ展開することを目指し、県独自の補助事

業の実施や指導者人材バンクの設置等により市

町村を支援してまいりました。来年度は、１２

市町村が地域クラブ等で休日の部活動を実施予

定であり、現在、各市町村で可能な種目から段

階的に取組を進めているところです。 

 こうした取組の成果として、今年度の中体連

の大会には１００以上の地域クラブが参加し、

小規模校では難しかったサッカーやソフトボー

ル等の団体種目にも新たに生徒が出場できるよ

うになっています。 

 また、さきほど議員からも言及がありました

が、玖珠町では、宇宙科学やＷｅｂ開発など最

先端の知識や技術を学べる民間主導の地域クラ

ブが設立されており、全国的にも珍しい取組と

して注目されております。 

 議員御指摘とおり、部活動の地域展開におい

ては教育的意義の継承と安全な活動環境の確保

が重要な課題であり、その対応には指導者の確

保と資質向上が不可欠です。そのため、県内大

学生を対象とした指導者養成プログラムの導入

や公認資格を有するスポーツ少年団関係者等へ

の働きかけの強化を進めており、教育観と倫理

観を兼ね備えた指導者の人材バンク登録拡大に

努めてまいります。 

嶋議長 小川克己議員。 

小川議員 中学校の部活動については、今、山

田教育長からありましたけれども、もう本当に

働き方改革もありますが、警察とかも一緒です

けれども、非常に皆さん方からは注目をされた

職業であるにもかかわらず、だんだんだんだん

教員志望が減ってきています。 

私どもも非常に残念でありますけれども、地

域と共に子どもたちを健やかに育てていくとい
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うことは大きな意味があるというふうに思って

おります。引き続き状況を注視しながら、学校

部活動の地域移行に向けてトータル的に支えて

いただきたいと思いますので、よろしくお願い

しておきたいと思います。 

 次に、３番目の県民の安全・安心についてお

尋ねしたいと思います。 

 まず、第１点目が、防犯カメラの設置につい

てであります。 

 近年、全国的に犯罪の多様化、巧妙化が進む

中で地域の安全・安心をどのように確保、維持

していくのかが重要な課題となっております。

実際、全国的にも本県においても、ここ数年、

刑法犯認知件数が増加に転じているところです。

記憶に新しいところでは、ＳＮＳや闇バイト掲

示板を通じて若者をリクルートし、強盗に関与

させるという全国的な広域強盗事件が相次いで

発生しましたが、こうした事件は、一般家庭も

被害対象になるなど、どこでも起こり得るとい

う不安感を社会にもたらしました。最近では、

通り魔的な犯行が連日報道されるなど、感覚的

にも治安が悪化していると思っている県民も多

いのではないのでしょうか。 

 このような状況を改善するには、やはり警察

の力に期待したいところですが、地域の安全・

安心を警察だけに頼ることは限界があると思い

ますし、長年にわたっての地域の防犯を担って

こられた自主防犯パトロール隊の皆さんも高齢

化や担い手不足に直面しており、その構成員数

は年々減少しています。こうした人的な防犯体

制が縮小傾向にある中で、無人かつ客観的に２

４時間見守りが可能な防犯カメラは重要なイン

フラであると考えます。 

 県では、以前から自治会や商店街組合等で取

り組む防犯カメラの設置に対し支援をしており、

昨年度までに４７３台設置していると伺ってい

ます。カメラの設置によりコンビニ強盗犯の早

期検挙や交通死亡事故の被疑者の特定などの成

果も出ており、犯罪抑止だけでなく、行政の効

率化にもつながっています。今後は、こうした

成果をさらに広げていくためにも、県として設

置を希望する地域への支援を一層強化していく

ことが重要と考えます。 

 こうしたことを踏まえ、県民の安全・安心に

向けた防犯カメラの設置にどのように取り組ん

でいくのか、警察本部長にお伺いしたいと思い

ます。 

嶋議長 幡野警察本部長。 

幡野警察本部長 お答えいたします。 

 全国でいわゆる闇バイトによる強盗等が多発

をしている中、防犯カメラは犯罪被害の未然防

止、また、犯人の早期検挙に極めて有効である

というふうに認識いたしております。実際、本

県においても、市街地を中心に防犯カメラが各

種の事件事故の解決に大きく貢献しておりまし

て、防犯カメラは地域の安全・安心を確保する

上でなくてはならないものというふうになって

おります。 

 他方で、郊外では防犯カメラは必ずしも十分

に設置されていないというのが現状でございま

す。 

 県警察といたしましては、これまでも犯罪の

発生状況や、また、住民の要望なども踏まえま

して、市町村や自治会等に街頭の防犯カメラ設

置を働きかけるとともに、その設置促進のため

に、自治会等に対しましては設置に要する経費

の一部を補助するなどしているところでござい

ます。加えて、今年度の当初予算では、そうし

た経費の補助額というのは、前年と比べて増額

もいたしております。さらに今年からは、家庭

用の防犯カメラの設置促進のため、国の交付金

も活用した補助事業の実施についても市町村に

働きかけをしているところでございます。 

 防犯カメラは、地域における現在及び将来に

わたっての安全・安心の確保に大きく貢献する

ものというふうに認識しておりまして、引き続

き設置促進を強力に推進してまいりたいという

ふうに考えております。 

嶋議長 小川克己議員。 

小川議員 警察本部長の力強い答弁に非常に感

動いたしました。 

プライバシーとかいろいろ申される方もあり

ますけれども、犯罪の抑止、そういった意味合

いで防犯カメラが非常に効果を現しているとい
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うふうに実感しております。 

別府署管内で３年前に発生したひき逃げ事件

については、今年、殺人犯というようなことで

全国に指名手配されました。 

あれあたりにしても、防犯カメラの追跡で、

はだしで逃げていく状況を見たときには、これ

はすぐに検挙されるだろうというふうに思って

おりました。しかし、まだまだいまだに逮捕さ

れておりません。大分東署管内でも、かつて、

五條堀さんが不明になって、まだ何ら情報がな

いということですので、防犯カメラをさらに強

力に設置に努めていただきたいというふうに思

っておりますので、よろしくお願いしたいと思

います。 

 次に、警察官の人材育成についてお尋ねしま

す。 

 警察官は県民の安全・安心を守るために日々

重要な役割を果たしています。しかしながら、

最近では全国的に警察職員による不祥事が続い

ており、県民の信頼が揺らいでいるのではない

かと大変心配しております。 

 警察庁の発表によると、昨年１年間の懲戒処

分を受けた警察職員は全国で２３９人、そのう

ち、強盗、詐欺、横領等によるものが５２人と

処分理由として２番目に多くなっているなど、

その資質を問われるケースも多いのではないで

しょうか。 

 こうした事案は、警察全体の信頼を損ねるだ

けでなく、真面目に職務に当たっている多くの

警察官の士気にも関わるおそれがあります。改

めて警察官一人一人が高い倫理観と強い使命感

を持って行動していただきたいですし、組織と

しても不祥事等を未然に防ぐ対策を講じること

が急務だと感じています。 

 他方、あらゆる業種において人手不足が深刻

化する中、警察職員も例外ではありません。苛

酷な業務や不祥事等に起因する警察官という職

業の魅力の低下は、志望者の減少に一層拍車を

かけるのではないかと危惧しています。 

 こうした中で、常に県民からの期待と信頼に

応える行動を意識する必要があるという職責が

求められる警察官ですが、その高い資質を備え

た優秀な人材をどのように今後確保していくの

か、いかにして意欲と使命感を持って職務に臨

める人材として育てていくのかが問われている

と思います。 

 そこで、警察官の人材育成についてどのよう

に取り組んでいくのか、警察本部長にお伺いし

たいと思います。 

嶋議長 幡野警察本部長。 

幡野警察本部長 お答えいたします。 

 県警察が県民の期待と信頼に応える組織であ

るためには、高い意識と能力を備えた優秀な人

材が不可欠であります。一方で、そうした優秀

な人材から選ばれるためには、県警察が、個性

をいかし、能力を発揮できる魅力ある組織であ

ることが重要であるというふうに考えておりま

す。優秀な人材の確保育成と魅力ある組織づく

りは、どちらが欠けてもうまくいくものではご

ざいません。両輪で取り組んでいくことが肝要

であるというふうに認識いたしております。 

 人材育成に関しましては、様々な機会を通じ

て、職員が高い規範意識と必要な知識、技能を

備えることができるように取り組んでいるとこ

ろでございます。例えば、警察学校等において、

採用時、昇任時の研修や、また、専門分野ごと

の研修を実施しているほか、職場においても日

頃の指導や業務を通じて規律保持の徹底と、ま

た、職務遂行能力の向上を図っているところで

ございます。 

 組織づくりに関しましては、面談等を通じ、

各職員の苦労や悩み、仕事への思いや将来の希

望等についても丁寧に把握するようにしており

ます。それらをしっかりと受け止め、応えてい

くことにより、職員が個々の持ち味を生かして

能力を発揮することのできる士気の高い組織の

実現を図っているところでございます。 

 こうした取組により、優秀な人材の確保育成

とその能力をいかすことのできる魅力ある組織

づくりを進め、県民の皆様の期待と信頼に応え

てまいりたいというふうに考えております。 

嶋議長 小川克己議員。 

小川議員 ありがとうございました。 

 かつて、私どもも、警察というと一歩引いて
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おりましたけれども、本当に今、民主的に様々

な犯罪の抑止等々に御尽力をいただいておりま

すので、引き続き高い倫理観の下に警察官の指

導に御尽力を賜りたいというふうに思っており

ますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 次に、県道戸畑日田線の整備についてお尋ね

します。 

 県民の安全・安心を実現する上では道路整備

も重要であります。災害時には救急救命活動や

緊急支援物資の輸送、避難路としての役割を果

たす命の道の確保が欠かせません。急峻な地形

の多い玖珠・日田地域では、河川の氾濫や法面

の崩壊等により度々道路が寸断されることがあ

ります。 

 こうした状況から、ふだんは生活道路として

の住民の暮らしに欠かせない存在であるという

側面に加え、いざという場合には命の道として

重要な役割を担っている路線も多いのが現状で

あります。中でも、県道戸畑日田線は、玖珠町

戸畑と日田市元町をつなぎ、地域間の連携、交

流を支える欠かせないインフラとして多くの方

々に利用されています。 

 それと同時に、記憶に新しい令和２年７月豪

雨の際には、長期間全面通行止めとなった国道

２１０号の迂回路として、地域住民にとって重

要な役割を果たしたところであります。 

 他方、この戸畑日田線は道幅も狭く、道路の

線形も悪い区間が続くことから、沿線住民の要

望等を踏まえ、車道拡幅、線形改良工事が進め

られてきました。現在、日田市の東部に位置す

る東有田では道路改良が進んでいますが、玖珠

町の戸畑では、まだまだ狭小な道幅で線形不良

な道路が続いている状況です。付近には高塚愛

宕地蔵尊もあり、地域住民のみならず、域外の

方々も多く利用する路線であり、通行の安全性

を確保する上でも、一日も早い改良工事の実現

が期待されているところです。 

 そこで、事業中の工区の進捗状況を含め、県

道戸畑日田線の整備にどのように取り組んでい

くのか、土木建築部長にお伺いしたいと思いま

す。 

嶋議長 小野土木建築部長。 

小野土木建築部長 お答えいたします。 

 県道戸畑日田線は、地域の生活道路であると

ともに、地域間の連携や交流を支える重要な道

路であるものの、日田市と玖珠町との境界付近

では道幅も狭く、急峻な地形で見通しの悪い箇

所が続いている状況です。そのため、日田市側、

玖珠町側の両側から順次道路改良工事を進め、

現在事業中の箇所の早期完成に努めているとこ

ろでございます。 

 日田市東有田地区では、令和３年度から延長

約４４０メーター間で事業化を行い、５年度末

までに約１６０メーター間を供用し、現在、用

地買収や河川の付け替え工事などを進めていま

す。また、玖珠町戸畑地区でも、令和３年度か

ら延長約７００メーター間で事業化を行い、関

係者の御協力もいただきながら、昨年度から用

地買収に着手したところでございます。 

 残る未着手区間は、特に高低差が激しい箇所

であります。多額の費用と長い期間が見込まれ

ます。地域の方々の意見を参考に事業を実施し

ている区間の進捗状況を勘案しながら、今後、

整備について検討してまいります。 

嶋議長 小川克己議員。 

小川議員 小野土木建築部長におかれましては、

今、日田市東有田の月出山付近だろうというふ

うに思っておりますけれども、日田市側は着々

と進んできました。しかし、まだまだ残りが、

４、５キロメートルあるわけで、正直申し上げ

て、離合もできないような道路でありますので、

できるだけ予算措置等を講じていただいて、２

１０号が通れない、高速道路が通れないという

ことがあるので、そのような代替道路としての

整備、これを限りなくやっていきたいというふ

うに思っておりますので、よろしくお願いした

いと思います。 

 次に、民生委員の一斉改選についてでありま

す。 

 民生委員制度は、大正６年に岡山県で創設さ

れ、１００年以上の歴史があります。制度開始

当初から一貫して生活困窮者の支援に取り組ん

でおり、戦後間もない昭和２３年に民生委員法

が制定されてからは、時代の変化に応じた新た
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な活動に取り組むなど、地域福祉の増進のため、

常に重要な役割を果たしてきました。また、民

生委員は、地方公務員として非常勤の特別職に

も位置付けられており、高い公益性を有してい

ます。近年は、高齢化の進行や単身世帯の増加、

地域住民相互のつながりの希薄などの社会変化

の中で、孤独・孤立、児童虐待、ひきこもりな

どの課題が増加していることもあり、地域の身

近な行政相談、見守り役、専門機関へのつなぎ

役として、その活動に対する期待がますます高

まっています。 

 一方で、民生委員の業務が多岐にわたってい

ることから、負担に感じている方が多く存在し

ているのも事実であります。そのため、委員の

選任に苦慮する市町村が多く、また、近年では

委嘱後１年以内で辞任する人の割合が増加して

いるなど、このままでは民生委員による地域福

祉活動の維持が困難になってしまうのではと危

惧しているところであります。 

 折しも、今年は３年に一度の一斉改選が行わ

れる年であります。今年度の当初予算には民生

委員確保のための事業が計上されていますが、

県と市町村が緊密に連携して、民生委員の担い

手確保に取り組んでいただきたいと思います。 

 そこで、県として、民生委員の一斉改選に向

け、どのように取り組んでいくのか、福祉保健

部長にお伺いします。 

嶋議長 首藤福祉保健部長。 

首藤福祉保健部長 お答えいたします。 

 県内の民生委員は、本年４月１日時点で定数

２，９９３人に対しまして、充足率は９７．９

％でありまして、６３人の欠員が生じておりま

す。県では、新任委員への手引書やＱ＆Ａ集の

配付のほか、経験年数に応じた研修の実施など、

きめ細かな支援を行っており、充足率は全国平

均を上回っておりますけれども、担い手の確保

は喫緊の課題と認識しております。 

 そこで、１２月の一斉改選に向けて、市町村

や各民生委員協議会が取り組む確保策、例えば、

民生委員のＯＢによる新任委員との同行訪問な

どのサポートに加え、タブレットの活用やオン

ライン会議による業務の効率化などに対して助

成いたします。 

 また、働きながら活動する民生委員もいらっ

しゃるため、企業や団体へ協力を依頼するとと

もに、退職予定の自治体職員に向けた民生委員

活動の周知も新たに行っております。さらに、

円滑な民生委員活動には住民の理解が欠かせま

せんので、県や市町村、社会福祉協議会の広報

紙等を通じて、見守り訪問活動など、その内容

の周知に力を入れております。こうした支援策

を通じまして、市町村における民生委員の確保

を図ってまいります。 

嶋議長 小川克己議員。 

小川議員 民生委員も本当にこの地域の支え合

うといいましょうか、大変なこの任務の中で、

もう辞めさせていただきたいというのが本音で

ございますので、引き続きよろしくお願いして

おきたいと思います。以上で私の質問を終わり

ます。（拍手） 

嶋議長 以上で小川克己議員の質問及び答弁は

終わりました。 

 お諮りいたします。本日の一般質問及び質疑

は、この程度にとどめたいと思いますが、これ

に御異議ございませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、本日の一般質問及び質疑を終わりま

す。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 以上をもって本日の議事日程は終了し

ました。 

 次会は、明日定刻より開きます。 

 日程は、決定次第通知します。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 本日は、これをもって散会します。お

疲れさまでございました。 

午後２時４０分 散会 
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令和７年第２回大分県議会定例会会議録（第４号） 

 

令和７年６月２０日（金曜日） 

――――――――――――――――――――― 

議事日程第４号 

            令和７年６月２０日 

              午前１０時開議 

第１ 一般質問及び質疑、委員会付託 

第２ 特別委員会設置の件 

――――――――――――――――――――― 

本日の会議に付した案件 

日程第１ 一般質問及び質疑、委員会付託 

日程第２ 特別委員会設置の件 

――――――――――――――――――――― 

出席議員 ４３名 

 議長 嶋  幸一 副議長 大友 栄二 

    志村  学     御手洗吉生 

    桝田  貢     穴見 憲昭 

    岡野 涼子     中野 哲朗 

    宮成公一郎     首藤健二郎 

    清田 哲也     今吉 次郎 

    阿部 長夫     小川 克己 

    太田 正美     後藤慎太郎 

    森  誠一     井上 明夫 

    木付 親次     三浦 正臣 

    古手川正治     元吉 俊博 

    麻生 栄作     阿部 英仁 

    御手洗朋宏     福崎 智幸 

    吉村 尚久     若山 雅敏 

    成迫 健児     高橋  肇 

    木田  昇     二ノ宮健治 

    守永 信幸     原田 孝司 

    玉田 輝義     澤田 友広 

    吉村 哲彦     戸高 賢史 

    猿渡 久子     堤  栄三 

    末宗 秀雄     佐藤 之則 

    三浦 由紀 

欠席議員 なし 

――――――――――――――――――――― 

出席した県側関係者 

 知事           佐藤樹一郎 

 副知事          尾野 賢治 

 副知事          桑田龍太郎 

 教育長          山田 雅文 

 代表監査委員       長谷尾雅通 

 総務部長         若林  拓 

 企画振興部長       工藤 哲史 

 企業局長         渡辺 淳一 

 病院局長         佐藤 昌司 

 警察本部長        幡野  徹 

 福祉保健部長       首藤 丈彦 

 生活環境部長       首藤  圭 

 商工観光労働部長     利光 秀方 

 農林水産部長       渕野  勇 

 土木建築部長       小野 克也 

 会計管理者兼会計管理局長 馬場真由美 

 交通政策局長       嶋川 智尉 

 防災局長         藤川 将護 

 観光局長         渡辺 修武 

 人事委員会事務局長    井下 秀子 

 労働委員会事務局長    一丸 淳司 

 財政課長         小野  宏 

 知事室長         姫野 智代 

――――――――――――――――――――― 

午前１０時 開議 

嶋議長 皆さん、おはようございます。 

 これより本日の会議を開きます。 

―――――→…←――――― 

 諸般の報告 

嶋議長 日程に入るに先立ち、諸般の報告をし

ます。 

 さきの令和７年第１回定例会において採択し

た請願の処理結果報告については、お手元に配

付の請願処理結果報告のとおりでございます。 

 以上、報告を終わります。 

 本日の議事は、議事日程第４号により行いま

す。 

―――――→…←――――― 
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 日程第１ 一般質問及び質疑、委員会付託 

嶋議長 第６０号議案から第６７号議案まで及

び第２号報告を一括議題とし、これより一般質

問及び質疑に入ります。 

 発言の通告がありますので、順次これを許し

ます。岡野涼子議員。 

  〔岡野議員登壇〕（拍手） 

岡野議員 おはようございます。５番、自由民

主党、岡野涼子です。 

 一般質問の機会を与えていただきました先輩、

同僚議員の皆様に感謝申し上げます。そして、

本日は日田市から多くの方が傍聴に来てくださ

っています。朝早くから本当にありがとうござ

います。今回も大分県全域に係る諸課題から、

地元日田市に直結している課題について質問さ

せていただきますので、知事はじめ執行部の皆

様、どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、最初の質問です。 

 県民の安全・安心について質問させていただ

きます。 

 災害に強い県土づくりについて。 

 今年も梅雨の季節となりました。本県でも先

日、梅雨入りが発表された途端、避難等の警報

が発令され、またこの季節が来たのかと不安に

なりました。昨年を振り返りますと、梅雨前線

豪雨による三郎丸橋の被災に始まり、台風第１

０号では国東半島中心に県内各地で大雨が降り、

道路や河川護岸が崩壊し、広範囲にわたって浸

水被害が発生するなど、災害の多い大変な１年

でした。 

 近年、気候変動の影響による自然災害の激甚

化、頻発化が叫ばれておりますが、新たな長期

総合計画の安心分野において、先頭に強靱な県

土づくりの推進を掲げられた知事とは、災害対

策の重要性において思いを一つにしていると感

じているところです。 

 山間部が県土の７割を占める本県においては

急峻な地形が多いことから、土砂災害の防止対

策にも力を入れる必要があります。土砂災害警

戒区域の指定は着実に進む一方で、その箇所数

は２万５千か所を超えており、要対策箇所の整

備率は３割程度にとどまるなど、手を緩めるこ

となく取り組んでいかなければなりません。 

 昨日策定されました第１次国土強靱化実施中

期計画においては、前計画を５兆円上回る２０

兆円強の事業費が確保されるなど、豪雨災害も

含めその対策が強化される見込みであり、本県

においてもこれらの事業を活用した県土の強靱

化が望まれます。 

 こうしたことを踏まえ、昨年発生した災害の

復旧状況と今後の見通しも含め、県として災害

に強い県土づくりをどのように進めていくのか、

知事にお伺いいたします。 

 以降については、対面席から行わせていただ

きます。 

  〔岡野議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

嶋議長 ただいまの岡野涼子議員の質問に対す

る答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 おはようございます。岡野涼子議員

の災害に強い県土づくりについての質問にお答

えいたします。 

 近年の災害は全国的に頻発、激甚化しており、

本県においても昨年６月の梅雨前線豪雨や８月

の台風第１０号により、県内各地で甚大な被害

が発生いたしました。 

 このうち日田市の三郎丸橋では、令和８年度

内の完成を目指し、国や市と連携をしながら、

スピード感を持って復旧を進めているところで

あります。 

 また、台風第１０号では、県管理河川などの

公共土木施設が３８５か所被災しました。人家

等に接する箇所では、河岸の補強や堆積土砂の

撤去など、応急対策は既に終えていますが、引

き続き、避難等の備えは必要な状況にあります。 

 本復旧については、現在、被災箇所の約８割

で工事を進めております。９月末までには全て

の箇所に着手いたします。出水期間においても、

十分な安全対策を講じた上で、最大限工事を進

め、一日も早い復旧に全力で取り組んでまいり

ます。 

 このように繰り返される災害に対し、長期総

合計画では、安心分野の先頭に災害に強い県土

づくりを掲げ、流域治水や土砂災害対策の推進
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等に取り組んでいるところであります。 

 まず、流域治水では、氾濫をできるだけ防ぐ

対策が特に重要です。気候変動に伴う降雨量の

増加に対応するため、堤体のかさ上げなどを行

う安岐ダム再生事業を着実に進めています。 

 また、津久見川では、河川改修が完了してい

たため、台風第１０号の浸水被害を防ぐことが

できました。現在、河川改修を進めている玖珠

川や山国川等も早期完成を目指してまいります。 

 これらに加えて、農業用ダムやため池の事前

放流、田んぼダムの推進など、流域のあらゆる

関係者と協働して治水対策に取り組みます。 

 次に、土砂災害対策では、要配慮者利用施設

や避難所がある区域を優先しながら、砂防ダム

や急傾斜地崩壊対策事業の実施箇所数を２２６

か所に倍増して進めており、引き続き早期完成

に向けて取り組んでまいります。 

 こうした取組を着実に進めるためには、安定

的な予算の確保が必要不可欠であり、先日も国

に強く要望してまいりました。 

 今月６日には、第１次国土強靱化実施中期計

画が閣議決定されましたので、本県としまして

も最大限これを活用して、災害に強い県土づく

りをさらに加速、深化をさせてまいります。 

嶋議長 岡野涼子議員。 

岡野議員 力強いお言葉、本当にありがとうご

ざいます。また三郎丸橋の迅速な対応も、本当

に土木事務所の皆様にも感謝申し上げます。災

害が今日、明日起こるかもしれないという不安

の中で生活する地域住民の皆様にとっては、知

事がこうして方向を示しくださることは大変あ

りがたいものだと思います。 

 先日、知事の提案理由の中でありました道路

啓開計画、今年３月に改定されたということで、

私も確認させていただいたんですけれども、実

はその中に本県の、大分県中山間地等の孤立集

落発生の可能性とその状況に関する調査という

ものがありました。調査の結果では、大分県内

で孤立可能性がある集落数は１，２０２か所と

なっておりまして、実は全集落数に対する孤立

集落数の割合が一番高いのが、大分県の中では

やはり日田市ということでございました。 

 このような計画の下に災害対応が行われてい

るんだなと感じながらも、災害時、孤立集落に

なってしまう可能性の高い、日田市の場合でい

いますと、上津江、中津江、前津江、大山、天

瀬の皆様の安心・安全をしっかり担保していた

だけるように、長期総合計画の強靱な県土づく

りの推進を力強く推し進めていただきたいと思

います。 

 続きまして、避難所の支援についてに移りま

す。 

 ３月末、国の南海トラフ巨大地震対策検討ワ

ーキンググループが南海トラフ巨大地震の被害

想定を見直し、その結果を発表いたしました。

被害想定によると、本県では最大１万８千人の

死者、約２０万人の避難者が発生する可能性が

あるとされています。特に発災直後には避難所

の混乱が予想され、さらに避難生活が長期化す

ることで、避難者の健康状態や安全確保が深刻

な問題となることが懸念されています。 

 昨年１月１日に発生した能登半島地震では、

ボランティアの受入れ体制が十分に整っておら

ず、支援のミスマッチが生じた点が指摘されま

す。支援を必要とする人と、提供可能なボラン

ティアとの間で適切な調整が行われず、結果と

して十分なサポートが行き届かない状況が発生

しました。また各避難所では、その設置や初期

運営に混乱が生じたことに加え、寒冷環境の影

響を受け、温かい食事の提供が求められていた

にもかかわらず、調理器具や食材の不足、さら

には人員不足により、炊き出しの供給が遅れた

といったことも報告されています。さらに、避

難生活の長期化に伴い、心身の不調を訴える避

難者が増えているとのことです。 

 防災対策においては、ハード面の整備だけで

なく、ソフト面の充実についても、事前に対策

を講じておくことが極めて重要です。 

 こうしたことを踏まえ、今後、避難者の支援

についてどのように充実させていくのか、具体

的な方策について、生活環境部長にお伺いいた

します。 

嶋議長 首藤生活環境部長。 

首藤生活環境部長 お答えいたします。 
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 県では、避難者の支援強化を図るため組織改

正を行いまして、この４月に協働・共助推進室

を設置いたしました。また、能登半島地震の避

難生活で課題となりましたトイレ、ベッドの確

保や温かい食事の提供など、いわゆるＴＫＢ等

をはじめとする生活環境の充実が特に重要であ

ると捉えまして、市町村等と連携し、事前の備

えを進めているところでございます。 

 具体的には、振興局へのトイレカーの配備や

簡易ベッドの備蓄に加えまして、ソフト対策と

して避難所の初動体制の指導や助言ができる人

材の育成に向け、避難所運営コーディネーター

を今後３年間で１００人養成する予定です。 

 また、避難者からの多様なニーズに対応して、

県内のＮＰＯなどが効果的に活動できるよう、

今回八つの団体から補助金申請のありましたキ

ッチンカーやペットの移動診療車など、支援に

必要となる資機材の導入に助成を行うこととい

たしております。 

 さらに、被災地ニーズの把握、それとそれに

対する支援調整を行い、県内外の専門ボランテ

ィアのコーディネートを担う災害中間支援組織

の設立について、準備段階からサポートしてま

いりました。来週２４日に設立総会が開かれま

すが、その翌日２５日には、設立しましたその

新団体と県と全国組織の団体との３者で協定を

締結し、支援体制を整える予定でございます。 

 今後とも、有事の際、避難者にきめ細かな支

援が行き渡りますよう、市町村はもとより、県

社協、ＮＰＯなどの関係機関と連携し、取組を

進めてまいります。 

嶋議長 岡野涼子議員。 

岡野議員 ありがとうございます。災害発生後

の対策、本当に日頃の準備がとても大切だと感

じております。さきほど御答弁の中にありまし

た、大分県西部地域キッチンカー連絡協議会、

今、西部振興局の皆様が中心に非常に頑張って

くれているんですけれども、災害時に機動力の

あるキッチンカーで温かい食事を提供する仕組

みをつくろうとしてくれております。令和６年

２月には、玖珠町の山浦地区の避難訓練の際に、

大規模災害を想定した避難所訓練、支援訓練を

実施して、キッチンカーで食事の提供をしたと

ころ、アンケート結果では、その必要性の項目

が、なんと必要ありで１００％の回答だったと

いうことで、非常に有効だというふうに感じて

おります。 

 また、日田市では、水環境ネットワークとい

う民間団体が防災かわら版という取組で、自分

たちで自分たちの地域の危険箇所を紹介したり、

土のうを作ったり、それをポスターや動画で配

信しているんですけれども、この企画、一から

子どもたちがつくっているということで、幼い

頃から防災意識を高めるというのも非常に重要

なんだなというふうに思っております。 

 もちろん避難訓練は災害時の備えなので、楽

しいだけでは駄目ですけれども、キッチンカー

と協働したり、体験型を取り入れたり、是非コ

ミュニティの中で地域住民の方々の顔と顔が見

える、それが地域力につながると思いますので、

民間の協議会やＮＰＯと連携して、災害を身近

に捉えてもらうための環境づくり、行っていた

だければと思います。 

 それでは、次の質問に移ります。 

 誰もが活躍できる社会づくりについて、女性

の活躍推進について。 

 社会のあらゆる分野で性別による差別をなく

すことを目的とした男女共同参画社会基本法が

平成１１年に施行され、２０年以上が経過しま

した。総務省の労働力調査によると、１５歳以

上６５歳未満における女性の就業率は年々増加

し、平成１７年の５８．１％から令和６年には

７４．１％と、女性の社会参画が進んできたこ

とがうかがえます。 

 その一方で、日本の少子高齢化は深刻化して

おり、総人口は減少の一途をたどっております。

国立社会保障・人口問題研究所によると、日本

の将来推計人口は、２０５６年には人口が１億

人を下回り、１５歳以上６５歳未満である生産

年齢人口は、ピークである１９９５年の８，７

２６万人から２０７０年には４，５３５万人ま

で減少する見込みです。このような少子高齢化

の状況に対応するためには、誰もが意欲と能力

に応じて活躍できる環境づくり、中でも女性の
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さらなる活躍推進が不可欠だと思います。 

 県内に目を向けますと、令和２年度には１１．

４％であった管理職に占める女性の割合が令和

６年度には１３．３％となるなど、女性活躍は、

少しずつではありますが、進んできています。

しかしながら、女性登用にあたって、家庭との

両立が難しい、必要な知識や経験を有する女性

を育成する場がないなどの課題を抱えている事

業所も少なくないことから、女性に選ばれる魅

力的な職場づくりに取り組む事業所を支援する

ことが非常に重要であると考えます。 

 女性が働きやすく存分に活躍できる社会の実

現に向けて、家庭、職場、地域での意識の変革

を促すとともに、業種、業界ごとに抱える様々

な問題を解決するための具体的な対策について、

県においても議論する必要があるのではないで

しょうか。 

 このような状況を受け、県は、女性活躍応援

県を宣言し、県独自の企業認証制度を始めるな

ど、様々な取組を行っておりますが、県内にお

ける女性活躍の現状をどのように捉え、今後ど

のように進めていくのか、知事にお伺いいたし

ます。 

嶋議長 佐藤知事。 

佐藤知事 女性の活躍推進についてでございま

す。 

 誰もが生き生きと活躍できる共生社会おおい

たの実現には、女性の活躍が不可欠でございま

す。県では、これまで、女性活躍応援県おおい

たの旗印の下、建設や交通なお、女性が少ない

分野で活躍する女性にスポットを当てた情報発

信など、経済界と連携した様々な取組を行って

きました。 

 昨年度実施した県民意識調査では、女性が仕

事を続けたほうがよいという意識は男女問わず

高いものの、実現には周囲の理解や労働環境等

が課題との回答が女性から多く寄せられたとこ

ろであります。また、男は仕事、女は家庭との

考え方が若年層には全く支持されていない一方

で、高年齢層にはまだ残ることも分かりました。 

 こうした女性や若者の意識と、職場や社会と

のギャップが、女性の活躍を阻害する要因の一

つというふうに言われております。 

 そこで、女性の継続就労と職場や社会の意識

変革を促すために、三つの取組を推進している

ところであります。 

 一つ目は、企業に対する支援であります。女

性の働きやすい環境づくりに積極的な女性活躍

推進宣言企業は４５６社まで増え、管理職比率

等の基準を満たした、おおいたキャリアエール

認証企業も７１社に達したところでございます。

こうした先進企業の見える化を推進するととも

に、就労環境の改善や女性の職域拡大などに取

り組む企業への支援も充実いたします。 

 二つ目は、女性に対する支援でありまして、

妊娠、出産など女性のライフイベントを見据え

たキャリア形成を支援するセミナーや、業界ご

とのスキルアップ講座などを開催するとともに、

企業の垣根を越えた女性ネットワークの構築も

進めてまいります。 

 三つ目は、仕事と家庭を両立できる環境づく

りであります。男女が協力して家事や育児を担

う共家事、共育ての推進や、性別による先入観

を子どもが持たないよう親子ワークショップの

開催等に取り組んでまいります。 

 この秋、幅広い業種、業界の女性たちと経済

界の代表が意見交換を行うフォーラムを初めて

開催する予定にしております。私も参加しまし

て、当事者の声をしっかりと伺い、今年度策定

する次期の男女共同参画プランにも反映してま

いりたいというふうに考えております。 

嶋議長 岡野涼子議員。 

岡野議員 ありがとうございます。フォーラム

も大変期待するところなんですけれども、知事、

毎回毎回、私、女性活躍の項目ですみません。

女性議員が少ないので、伝え続けることが私た

ちの役割だと感じています。 

そういった中で、実はちょっとうれしいこと

がありまして、女性活躍応援県おおいた認証企

業、昨年の一般質問の中で、羅列されるだけで

非常に見えにくいというお話をしました。する

と、キャリアエールの認証企業の応援の方々が

使える補助金等があって、それが妊娠、不妊や

月経等の女性の健康課題の支援などが盛り込ま
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れているのを発見しました。ちょうど今、その

補助金の募集期間ということもありまして、や

っぱりこうして進んで取組を推進していってく

ださっていることに改めて感謝を申し上げると

ころであります。 

女性活躍、ますます期待するところではある

んですけれども、続いての質問も建設産業にお

ける女性の活躍について伺わせていただきます。 

 建設産業は、災害の対応や復旧・復興をはじ

め、社会資本整備や老朽化対策の推進などを担

う基幹産業であり、地域の安全・安心や維持、

発展に欠くことのできない重要な存在であると

いっても過言ではありません。しかし、その建

設産業を将来にわたり持続可能なものとするた

めには、担い手確保が喫緊の課題だと感じてい

ます。 

 こうした中、建設産業の就労者は、他産業に

比べ５５歳以上の割合が高く、高齢化が著しく

進んでおり、また２９歳以下の割合は１割にと

どまるなど、偏った年齢構成になっております。

特に建設業で働く女性の割合は１０．２％と、

全産業の３７．２％と比較すると非常に低いと

言わざるを得ません。このように深刻な人手不

足を解消するための方策の一つとして、女性が

働きやすく、かつ働き続けられる産業となるこ

とが大事だと考えます。 

 これまでも、県では、建設産業における女性

活躍の先進事例を紹介する経営者向けセミナー

や、女性同士の交流を深める成果発表会に、就

職を控えた高校生の参加を促すなどの事業を展

開してきました。 

 こうした取組も影響しているのか、令和６年

３月の新規学卒者のうち、建設産業に県内就職

した女性の人数は５７名と、前年に比べ２１名

増加しております。セミナー参加者からは、女

性の考えや、他社の取組が伺えてよい勉強にな

った、広報手段など業務に直結する内容で早速

実践したいなど、好評を得ているとお聞きして

います。私も今年２月に開催されました成果発

表会に参加させていただいたんですけれども、

働く女性たちが自信を持ってそれぞれの立場で

活躍していることに感銘を受けると同時に、伝

えること、情報発信の大事さを改めて痛感した

ところです。 

 そこで、建設産業における女性のさらなる活

躍を進めるとともに、その定着を図るため、今

後どのように取り組んでいくのか、土木建築部

長にお伺いいたします。 

嶋議長 小野土木建築部長。 

小野土木建築部長 お答えいたします。 

 担い手不足が深刻化する中、建設産業におけ

る女性の活躍や定着の推進は大変重要です。 

 県では、これまで、経営者の意識改革セミナ

ーや、働く女性と高校生との交流により、建設

産業のさらなるイメージ向上などに取り組んで

きました。 

 しかしながら、依然として建設産業に就職す

る女性の割合は他の産業に比べ低い状況です。

そこで、女性に選ばれる産業となるため、新た

に二つの視点で取り組んでいます。 

 一つ目は、魅力発信の強化です。県内２０の

高校などで、建設産業で働く女性による出前講

座を実施します。直接、経験談を伝えることで、

女性を含む多くの学生が、将来、建設産業に就

職することを期待しています。 

 二つ目は、活躍分野の拡大です。今年度から、

建設ディレクターの資格取得を目指す女性に対

し、講座受講料の補助制度を新たに創設しまし

た。 

 こうした専門知識を身につけ、女性がバック

オフィスから現場を支援する体制を整えること

で、女性活躍の場のさらなる拡大や、リモート

ワークの活用による育児と仕事の両立につなげ

られます。 

 今後も女性が活躍でき、働き続けられる産業

となるよう、関係団体としっかり連携して取り

組んでまいります。 

嶋議長 岡野涼子議員。 

岡野議員 ありがとうございます。正におっし

ゃるとおり、バックオフィスから現場を支える、

非常に大切だと思っています。 

 先日、ＢＬＯＣＫＳ（建設産業における女性

活躍を推進する事業）の成果発表会で実は私が

一番印象に残ったのは、女性社員さんが最初に
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就職をしてお給料もらったときに、こんなにお

給料もらっていいのと感じたという点でした。

そのお話を聞いたのでちょっと調べてみますと、

令和４年に内閣府の男女共同参画局が発表した

データがありまして、そのデータでは男女間の

賃金格差の状況。大学等を卒業して正社員で入

社する際にはほぼ給与に差はないんですけれど

も、５５歳以降になると男女間で１３２万円の

差が生じております。差が生じ始めるのが３５

歳以降からの年齢であることを見ると、やはり

出産や育児、介護など、何かしらの働き方を変

えていることが分かるんですけれども、だから

こそこういう女性の方々に、実は建設業は男女

間の賃金格差がなくて稼げる仕事だということ

をしっかり伝えていくことって大事なんじゃな

いかなと、そのときに感じましたので、高校生

への、若い世代への意識改革と同時にキャリア、

セカンドキャリアとしての建設業のイメージア

ップ、是非行っていただきたいと思います。あ

りがとうございました。 

 それでは、続きまして、福祉的就労の環境づ

くりについてお伺いいたします。 

 次に、障がい者の活躍について。 

 佐藤知事は、昨年策定しました安心・元気・

未来創造ビジョン２０２４の中で、誰もが生き

生きと活躍している共生社会おおいたの実現を

目指すとされています。そして、障がい者施策

においても、これまでの障がい者雇用率日本一

を核とした取組に加えて、福祉的就労や地域生

活、芸術文化、スポーツも含めたあらゆる分野

で活躍する障がい者を応援するとして、新たに

障がい者活躍日本一を掲げられました。 

 このことは、県内で暮らしている障がいのあ

る方々に一層寄り添いながら支援していくとい

う県の姿勢を示したものであり、御家族を含め、

大変勇気づけられている方も多いのではないか

と思います。今後は、その実現に向けて、特に

就労の面では、従来から力を入れてきた一般就

労対策はもとより、企業での就労が難しい方に

対しても、これまで以上に就労の場を充実させ

ていくことが大事だと思います。 

 私は、キャリアコンサルタントとして、これ

まで大学生をはじめ、様々な世代への教育と支

援を行ってきましたが、やはり一番大切なのは、

世の中には多種多様な価値観や働き方があるこ

とを社会全体で共有していくことではないかと

考えています。そして、障がい者の福祉的就労

の環境づくりにあたっては、よりこの考え方が

必要不可欠であり、必要なサポートを受けなが

ら無理のないペースで働くことができる就労継

続支援Ｂ型事業所の役割が重要となってくると

思います。 

 そのような中、昨年１２月に公表された就労

継続支援Ｂ型などの事業所における平均工賃月

額は、算定方法の変更もあり、額は伸びたもの

の、全国順位は６位から１１位へと大きく低下

をしてしまいました。障がいのある方が自立し

た生活を送るためには、工賃向上に向けたさら

なる取組の強化が必要だと思います。 

 そこで、県として今後どのように工賃向上に

取り組み、福祉的就労の環境づくりを進めてい

くのか、福祉保健部長にお伺いいたします。 

嶋議長 首藤福祉保健部長。 

首藤福祉保健部長 お答えいたします。 

 障がいのある方がそれぞれの適性や能力に応

じて働ける福祉的就労の環境づくりを推進する

ためには、就労継続支援事業所の機能強化とあ

わせて、業務を発注する企業との関係構築が不

可欠です。 

 まず、事業所の機能強化に向けましては、今

年度から、業務の拡大や新規分野への進出を後

押しするための助成制度を創設したところです。 

 既に、機密データの入力等の業務の受注に必

要となるプライバシーマークの取得や、動画編

集を行うための機器整備など、工賃の高いＩＴ

分野を中心に１０件を超える申請を受けており

ます。 

 また、企業との関係づくりにも力を入れてお

ります。４月には、就労継続支援事業所に対し

まして、営業スキルの向上研修を実施いたしま

したほか、共同受注センターを通じて、これま

で発注実績のない企業などへ積極的な営業活動

も行っております。 

 加えまして、これら双方をマッチングする交
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流会を開催いたしまして、企業の理解促進と互

いの関係構築を図ることで、受注の機会創出に

つなげてまいりたいと考えています。 

 引き続き、こうした取組を通じまして工賃向

上を図り、福祉的就労の環境づくりに努めてま

いります。 

嶋議長 岡野涼子議員。 

岡野議員 ありがとうございました。福祉的就

労の支援も本当に大変重要だと感じております。

実は今回この質問をさせていただいたのも、友

人のお子さんが障がいをお持ちで、そのお子さ

んの仕事場を探すのがとても大変だったという

話を伺ったからです。さきほどの答弁のとおり、

福祉的就労の支援は多くの関係各所との連携が

必要となります。今回質問させていただきまし

た福祉保健部、また企業への就労になると商工

観光労働部、また特別支援学校の就職支援にな

ると教育委員会と所管が違うため、友人も自分

の欲しいサポートとは違う話をされてしまって、

もうどうしていいか分からなかったという悩み

を抱えておりました。大切なのは、やはり、一

般の方への分かりやすさだというふうに思いま

す。 

 そこで、そういった分かりやすさをどう提示

していくのか、その分かりづらさというのをど

う解消するのか、福祉保健部長にもう一度伺わ

せてください。 

嶋議長 首藤福祉保健部長。 

首藤福祉保健部長 お答えいたします。 

 障がいのあるお子さんの就労先を探すという

意味で、本人のその特性とか能力とかいろいろ、

本人の希望とかもいろいろある中で、今おっし

ゃったように福祉的就労、あるいは一般就労等、

いろんな選択肢がある中で、どのように選んで

いくかというのはなかなか御苦労もあることだ

と理解しております。 

 そうした中で、福祉的就労ということであれ

ば、例えば特別支援学校に在学中のお子さんで

あれば、その学校の中での進路指導とか、適切

に助言、指導を受けられる体制ができていると

思うんですけれども、そうでない在宅の方とか、

卒業後時間がたっているような方の福祉的就労

となれば、まずは、障害福祉サービスの決定権、

サービスの給付決定を行うのは市町村の仕事で

すので、市町村の窓口に相談いただく。あるい

は身近な地域にある、相談支援事業所がござい

ますので、そういったところに御相談いただく

というような形でスタートすれば、そこからそ

の人に合った利用計画をつくったり、実際の契

約につながってＢ型作業所で就労できるという

ような流れに乗ることができるかと思います。 

 ただ、議員がおっしゃったように、縦割りじ

ゃないですけれども、いろんな組織がある、い

ろんな相談機関、支援機関があるということで

分かりにくいというような話もありますので、

いろんな機関、相談に行けば、必ずそこが違う

必要な機関も紹介してくれますし、つなぐとい

うこともできているというふうに認識しており

ます。 

 また、県ではいろんな窓口や相談機関、支援

機関、「障がい者福祉のしおり」というような

ものも作っていますので、そういったものを各

市町村の窓口でもお配りできるようにもしてい

ますし、ホームページとかでもちろん公開して

おりますし、市町村もそれぞれ窓口でそういう

工夫をされていると認識していますので、引き

続きその利用者の方、当事者の方に分かりやす

い情報発信とかそういう相談支援に努力してま

いりたいと考えております。 

嶋議長 岡野涼子議員。 

岡野議員 ありがとうございます。是非各市町

村と連携をして、分かりやすさというのを大切

にしていただければなと思います。特に障がい

をお持ちの方の親御さんですね。保護者の方々

は、自分たちがいなくなった後のお子さんの生

活のことも大変心配されております。そうした

不安に寄り添う意味でも、福祉的就労への手厚

い支援をお願いしたいと思います。 

 それでは、続いての質問にまいります。 

 三つ目、人口減少対策についてです。 

 一つ、出生率の向上について。 

 先日、県議会の第２９回政策勉強会において、

日本文理大学の橋本学長より、「大分県の知の

総和“質×数”を考える」という御講演をいた
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だきました。その中で、出生率を踏まえた大分

県の２０歳人口は、２０２３年が１万１６５人

であるのに対し、２０年後には６，２６４人に

なるというデータが示されました。その数の少

なさに愕然といたしましたが、人口減少や出生

率の低下がただ一つの要因、一つの課題でない

ということは周知の事実だと思います。 

 そこで、今回は、身近な女性たちの声からか

いま見えた、２人目の壁という問題から、出生

率の向上対策を質問させていただきたいと思い

ます。 

 この２人目の壁とは、経済的な理由や仕事と

の両立、年齢などの理由から第２子の出産をた

めらうことを意味します。情報サイトである

「マイナビ子育て」のデータによりますと、既

婚の男女約３千人に実施した２０２４年の調査

では、７８．９％もの人が２人目の壁を感じる

と回答しています。その理由は、経済的な理由

が圧倒的に多く７３．４％、次いで、第１子の

子育てで手一杯が４５．３％、ゆとりのある時

間、自由な時間が取りにくくなると心理的な理

由がいずれも４３．３％、そして年齢的な理由

が４１．９％と、２番目以降の理由は同じぐら

いの割合で続いています。注目すべきは、過去

１０年間の調査で徐々にこの数値が高くなって

いること、つまり、年々、この２人目の壁が高

くなっていることです。経済的理由に対しては、

厚生労働省が発表した標準的な出産費用に係る

自己負担の原則無償化や児童手当の拡充、高校

の無償化など、様々な対策が行われております

が、気になるのは、第１子の子育てで手一杯や、

心理的な理由といった回答の数値が高くなって

いることです。 

 先日、第１子が２歳未満のお母さんたちと実

は意見交換をさせていただいたんですけれども、

その際にも、２人目は欲しいけれども今が手一

杯で考えれない、産後ケアのサービスなどある

けれども、自分たちが使っていいのかの基準が

分からない、自分の時間が欲しいと言うとわが

ままに聞こえそうで、怖くて周りの人に言えな

いなど、様々な声を伺いました。実は、母親は

こうあるべきというようなバイアスをお母さん

たち自身が感じていることが分かりました。 

 各市町村において実施している様々なサービ

スありますが、その情報を必要としている人に

しっかり届ける仕組みと、お母さんたちがもっ

と周りにも頼っていいんだという雰囲気づくり

が重要なのではないかなと感じます。 

 別府市では、新湯治とウエルネスを掛け合わ

せ、温泉や宿泊施設を活用した産後ケアサービ

スを昨年から行っているそうなんですけれども、

これが申込多数で大変好評だったそうです。 

 初めての出産や初めての子育ては本当に不安

との闘いです。そのようなママたちをサポート

する直接的な支援は市町村が行うことだと思い

ますが、県としても市町村と連携しながら、母

親の心理的な障壁を下げ、寄り添っていくこと

が大切であると考えます。 

 そうしたことを踏まえ、子育て満足度日本一

を目指す大分県として、出生率の向上にどのよ

うに取り組んでいくのか、福祉保健部長にお伺

いいたします。 

嶋議長 首藤福祉保健部長。 

首藤福祉保健部長 お答えいたします。 

 県では、これまで全国に先駆けて、第２子以

降の保育料や不妊治療費などに助成してきたほ

か、こども医療費を昨年度からは高校生年代ま

で拡充するなど、子育て世帯の経済的負担の軽

減に力を入れてまいりました。 

 一方、市町村においては、現在設置が進んで

おりますこども家庭センターなどを核といたし

まして、出産前後に少なくとも２回面談をして、

その親子の状況に応じて、保育サービスとか、

ファミリー・サポート・センターとか、ショー

トステイ、そういったサービスの、必要なサー

ビスにつなぐ伴走型支援というふうなものも行

われております。議員から御紹介のあった別府

市の産後ケアサービスの例も含めまして、こう

したサービスの情報が必要な方に届き、気兼ね

なく利用いただくことが大切であると思います

ので、県では現在、今年度、子育て支援サービ

スの具体的な紹介をする動画を作成いたしまし

て、制度の周知に活用する予定でございます。 

 また、夫の家事、育児時間が長いほど第２子
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以降が生まれやすいというデータも踏まえまし

て、県の子育て支援ポータルサイト、子育ての

タネというのがございますが、そちらの父親向

けのページに、新たに男性の育休体験、あるい

は母親の体調への気遣いといったような情報を

さらに充実させてまいります。 

 引き続き、市町村とも緊密に連携しながら、

子どもを産み育てやすい温かい社会づくり、進

めてまいります。 

嶋議長 岡野涼子議員。 

岡野議員 ありがとうございます。子育てのタ

ネ、私もよく見せていただくんですけれども、

本当に非常に分かりやすいですし、動画等もあ

りますので、いいと思います。さきほども動画

で、またこれから配信していくということなの

で、非常に期待をさせていただきたいところで

す。 

 今回、第１子を出産されたお母さんたちと話

をしまして、現代の少子化は将来不安への反動

だということが本当に強く感じました。人口減

少対策として出生率の向上というのは必要です

けれども、その視点だけではなくて、一人でも

多くのお母さんたちが、大分でなら安心して子

育てできると思ってもらえるような施策を私た

ちも一緒につくってまいりたいと思いますので、

引き続きよろしくお願いいたします。 

 続きましては、おおいた産業人財センターの

機能強化についてお伺いいたします。 

 人口減少、少子高齢化が進行する中、多くの

産業で人材不足が深刻化しています。人口の社

会増を実現するためにも、県内外の若者をはじ

め、県内企業の将来を担う人材の県内就職、定

着を促進する取組が求められています。また、

本県が持続的に発展していくためには、さきほ

ども申し上げたとおり、若年層のみならず、女

性や障がい者、シニア、外国人など、様々な人

材が活躍できる環境づくりがますます重要とな

っています。 

 とりわけ、昨年の県内外国人労働者数は、前

年から２，１９４人増え、１万２，１７６人に

達し、過去最高を記録するなど、外国人材は地

域産業を支える重要な存在となりつつあります。

また、国においては技能実習制度が抜本的に見

直され、人手不足が深刻な分野の人材育成、確

保を目的とする育成就労制度の創設が決定され

るなど、外国人材を取り巻く環境も大きく変化

しております。こうした中で、外国人材に選ば

れる大分県になるための取組も重要です。 

 県においては、本年度、産業人材の確保と若

者の県内就職を促進する、おおいた産業人財セ

ンターの機能強化を図るとともに、企業向け外

国人人材雇用相談窓口も新設するとのことであ

り、こうした本センターの取組に大変期待をし

ております。 

 おおいた産業人財センターは、秋に大分駅ビ

ル、アミュプラザおおいた内に移転する予定と

のことですが、今後のスケジュールや強化した

支援策の具体的な内容、またその効果をどう見

込んでいるのか、商工観光労働部長にお伺いい

たします。 

嶋議長 利光商工観光労働部長。 

利光商工観光労働部長 お答えいたします。 

 多くの産業で人手不足が深刻化する中、県経

済の持続的な発展には、多様な人材の活躍や確

保、育成が喫緊の課題です。 

 ９月におおいた産業人財センターをアミュプ

ラザおおいた内にリニューアルオープンいたし

ます。良好なアクセスをいかし、産業人材に係

る総合支援拠点として機能強化を図ってまいり

ます。 

 まず、企業に対しては、支援部門を新設しま

す。アドバイザーによる企業の魅力向上支援や、

人材確保、定着に向けた伴走支援などを新たに

実施していきます。 

 あわせて、企業向けの外国人材雇用相談窓口

も新設します。在留資格など、制度面の理解促

進やマッチング支援などを行い、外国人材が県

内企業でさらに活躍できるよう、支援体制を強

化してまいります。 

 また、多様な求職者に対して、県内企業との

交流の場の創出や、一人一人に寄り添った相談

体制の充実など、きめ細やかな支援を通じて、

県内企業への就職を促進してまいります。 

 人材は、本県の安心・元気・未来創造の基盤
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です。県内企業と求職者の双方が気軽に相談で

き、様々な課題をワンストップで解決できる場

となるよう、まずはセンターの円滑な移転、立

ち上げに全力で取り組んでまいります。 

嶋議長 岡野涼子議員。 

岡野議員 ありがとうございます。さきほどの

福祉的終了の分野でも申しましたけれども、雇

用に関しても新卒採用や外国人雇用、支援内容

が全く異なりますので、どこに相談していいか

分からないという入り口に課題があると思いま

す。そういった意味でも、さきほど答弁の中に

ありました、ワンストップで対応ができていた

り、専門の方がいらっしゃるって非常に大きい

と思います。このおおいた産業人財センター、

大変期待をしておりますので、今後も注目させ

ていただきます。ありがとうございます。 

 それでは、最後の質問に移ります。 

 日田地域の道路の交通安全対策についてです。 

 最後は、地元日田地域の道路整備についてお

伺いいたします。 

 昨今、車両が通学途中の児童の列に飛び込む

といった痛ましい報道が多くされております。

中には故意によるものや飲酒後が疑われるもの

など、悪質なケースもありますが、高齢者が加

害者となっているケースも見受けられます。平

成２４年の京都府亀岡市における１０名もの死

傷者が出た痛ましい交通事故などをきっかけに、

今では教育委員会や警察、道路管理者などによ

る通学路合同点検等が行われ、整備が着実に進

められてはいるものの、いまだ交通安全対策の

必要な箇所は多く存在しています。 

 例えば、日田市高瀬を通る県道小畑日田線は、

沿線の小・中学校の通学路であると同時に、前

津江振興局へつながる緊急輸送道路となってお

りますが、歩道がない状態であることに加え、

車道の幅も狭く非常に危険な状態となっている

ことから、歩道整備など、早急の交通安全対策

が望まれています。 

 こうした対策の必要性は、周辺地域において

も同様です。日田市大山町西大山、国道２１２

号の中川原地区は、令和５年の交通量調査でも

１日に７，１１５台の車が通る、大変交通量の

多い道路です。住宅のほか、医療機関や金融機

関、店舗等も立地していますが、歩道が整備さ

れていない上に、木材を運搬するトレーラーな

ど大型車の通行が多く、歩行者や自転車にとっ

て危険な箇所が多々ある道路となっております。

歩道が整備されていないため、大山小・中学校

の児童生徒は、大山川沿いの自歩道を通行して

おりますが、人目がなく薄暗い自歩道は、防犯

上の課題もあります。私も朝、国道２１２号、

実際に歩いてみましたが、大型トラックが横す

れすれを通過し、本当に身の危険を感じる場所

もありました。 

 こうした通学や生活において、対策の必要な

箇所は多くあると思いますが、一刻も早く利用

者の安全が確保されるよう、歩道整備等の交通

安全対策に取り組んでいただきたいと思います。 

 そこで、日田地域の道路における交通安全対

策について、今後どのように取り組んでいくの

か、土木建築部長にお伺いいたします。 

嶋議長 小野土木建築部長。 

小野土木建築部長 お答えいたします。 

 県では、通学中の児童が巻き込まれる交通事

故の防止を目的として、学校関係者や県警など

と毎年行う通学路合同点検で危険箇所を把握し

ながら、交通安全対策に取り組んでいるところ

です。 

 議員御指摘の県道小畑日田線では、高瀬交差

点から高瀬小学校までの約１．１キロメーター

の区間について、車道の拡幅と歩道の整備を進

めています。 

 また、国道２１２号中川原地区では、県道日

田鹿本線との交差点から日田市大山振興局付近

までの約０．５キロメートルの区間において、

自歩道を設置する事業の来年度着手に向けた準

備を進めているところです。 

 このほか、県道日田玖珠線東有田地区や国道

２１２号柚木地区などでは、歩道からの転落を

防ぐ防護柵の設置や、ドライバーに注意を促す

カラー舗装など、即効性の高い対策も行ってい

ます。 

 今後も、関係機関と緊密な連携を図り、地域

の実情に応じて、見守り活動の強化や交通規制
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などのソフト対策を効果的に組み合わせながら、

子どもたちの安全・安心を確保する対策を着実

に進めてまいります。 

嶋議長 岡野涼子議員。 

岡野議員 ありがとうございました。来年度着

手という大変うれしい答弁いただきまして、感

謝を申し上げます。本日も日田からたくさん傍

聴に来てくださっておりまして、最初の災害に

強い県土づくりのところでも申しましたとおり、

やはり日田市は災害やこういった道路整備とい

うのが非常に重要な地域になっております。私

も交通安全対策の視点から、この道路問題は生

活に密接に関わる問題だと思いますので、本当

に一日も早い改善をお願いできればと思うと同

時に、実は日頃から朝のあいさつ運動もさせて

いただいているんですけれども、毎朝、交通指

導員の方が子どもたちの登校の見守りをしてく

れています。交通安全対策自体は警察署の所管

ではありますけれども、こういった土木事務所

と警察署の皆さんとしっかり連携を取っていた

だきながら、今後も子どもたちの安全を確保し

ていただきたいと思います。 

 以上で私からの質問は終わらせていただきま

す。女性の働き方支援やおおいた産業人財セン

ターの企業強化など、一昨年、そして昨年質問

させていただいてから政策が進んでいることが

今回の質問で分かりまして、大変ありがたく、

うれしく感じております。これからも執行部の

皆様と共に、誰もが安心して暮らせる大分県づ

くり行ってまいりたいと思いますので、どうぞ

よろしくお願いいたします。 

 すみません、ちょっと早いですが終わります。

ありがとうございました。（拍手） 

嶋議長 以上で岡野涼子議員の質問及び答弁は

終わりました。御手洗朋宏議員。 

  〔御手洗（朋）議員登壇〕（拍手） 

御手洗（朋）議員 ２５番、県民クラブ、未来

を共に、御手洗朋宏です。一般質問の機会をい

ただきありがとうございます。傍聴の皆さん、

ネット中継御覧の皆さん、ありがとうございま

す。１年ぶりの質問ということで、ちょっと張

り切り過ぎて盛りだくさんになっています。手

話通訳、よろしくお願いします。 

 物価高対策及び賃上げの促進について質問い

たします。 

 さきの第１回定例会において、ガソリン税等

に係る暫定税率の廃止等を求める意見書が否決

されたことに対し、県民の方から疑問やお叱り

の声を頂戴しております。様々なものの価格が

上がり続けている今、県民の多くが移動手段と

して自家用車を利用している実態からも、ガソ

リン等の価格高騰は家計を圧迫する要因の一つ

となっています。加えて、米の流通が滞り、こ

ちらも価格が高止まりしています。日本人の主

食であるはずの米の入手が困難な状況は、食糧

安全保障の観点からも非常に重大な問題と考え

ます。 

 先日、ある個人経営のお店を訪ねた折、そこ

の店主の方から、今回の物価高は終わりが見え

ない。非常に大きな不安であるという切実な声

を伺いました。とりわけ小規模事業者等にとっ

て、仕入価格の上昇や光熱費の高騰は死活問題

です。即効性かつ実効性のある物価高対策を講

じていくことが、県民の暮らしと地域経済を守

る上で不可欠です。 

 また、県民の暮らしにおいて物価高を乗り切

るには、所得の向上も不可欠です。しかしなが

ら、３月の実質賃金は３か月連続のマイナスと

なるなど、物価の上昇に見合う賃金の伸びが十

分に確保されていない状況においては、生活の

実感として厳しさが続いていると言わざるを得

ません。物価上昇を上回る賃金の上昇を実現す

るとともに、それを一過性のものとせず、持続

的な経済成長につなげていくことが求められる

のではないでしょうか。そのためには、中小企

業等の生産性向上や価格転嫁などを推し進め、

賃金引上げの流れを着実なものとすべく後押し

していくことが重要です。 

 先の見通せない国際情勢が続く中ではありま

すが、だからこそ県民の暮らしを守るために、

足元の物価高対策と持続可能な賃上げの実現が

より一層重要だと考えます。 

 こうしたことを踏まえ、物価高対策及び賃上

げの促進にどのように取り組んでいくのか、知
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事に伺います。 

 以下、対面席より行います。 

  〔御手洗（朋）議員、対面演壇横の待機席

へ移動〕 

嶋議長 ただいまの御手洗朋宏議員の質問に対

する答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 御手洗朋宏議員の物価高対策及び賃

上げの促進についての御質問にお答えいたしま

す。 

 県内の景気は、日本銀行大分支店によります

と、個人消費は底堅く推移しているものの、回

復のペースが鈍化しているとされているところ

であります。また、本年４月の大分市の消費者

物価指数は、電気、ガス代の高騰等により、前

年同月と比べて３．５％上昇しております。現

在実施中の５００社企業訪問調査でも、既に訪

問した企業の約９割が物価高の影響があると回

答しており、物価高の影響を受ける県民生活や

事業活動を守っていくことは、県政の重要課題

となっております。 

 先般追加提案しました補正予算案では、エネ

ルギー価格高騰対策として、国の支援対象外で

あるＬＰガスや特別高圧電力を使用する一般消

費者や中小企業等に対して、県独自の負担軽減

策を講じます。また昨年の１２月補正予算で創

設しました資材等の価格高騰の影響を受ける農

家等に対する支援も継続をしております。 

 持続的な経済成長には、賃金と物価の好循環

の創出が欠かせません。連合大分が今月公表し

ました春闘交渉の集計では、賃上げ率は５．９

４％と全国平均を上回る水準となっております。

この流れを県内中小企業に波及させることが重

要であります。 

 県では、中小企業の賃上げを後押しするため

に、補助事業における賃上げ枠を今年度から１

２事業に拡大したほか、国の業務改善助成金に

対し県独自の奨励金を上乗せしています。また

経営力強化を通じて持続的な賃上げを目指す中

小企業向けに、昨年度創設しました保証料免除

の県制度資金は７８件、約１７億円の利用があ

りまして、金融面からの下支えも継続いたしま

す。 

 賃上げに向けた環境づくりには、円滑な価格

転嫁も不可欠であります。本年１月に開催しま

した大分県政労使会議では、物価上昇に負けな

い構造的な賃上げや価格転嫁の円滑化に取り組

むことを県内経済団体等と宣言いたしました。 

 また、サプライチェーン全体で構造的な価格

転嫁を実現すべく、先月、いわゆる下請法が改

正されました。来年の施行に向けて関係機関と

連携をして、セミナーの開催等を通じて見直し

内容等の周知徹底を図ってまいります。 

 このほか、ガソリン価格の店頭表示について

も関係者に依頼しております。引き続き、県民

生活や中小企業の事業活動を全力で支え、足元

の物価高対策と持続可能な賃上げの実現にしっ

かりと取り組んでまいります。 

嶋議長 御手洗朋宏議員。 

御手洗（朋）議員 答弁ありがとうございまし

た。知事の掲げます、安心・元気・未来創造の

施策のベースとなるものだと思っております。 

 例えば、多くの子どもたちが楽しみにしてい

る修学旅行がありますけれども、当然ホテル代

の高騰とか運賃の上昇を受けて、年々かかる費

用は増加傾向にあります。もちろんそれだけで

はなくて、旅行先で使うお金も必要ですし、そ

れに向けて準備するものというものはあります。

公益社団法人大分県人権・部落差別解消教育研

究協議会が、県内の小６、中２の保護者及び中

３の生徒と保護者に配付している「知っていま

すか？ 就学支援のための制度」という冊子に

よりますと、就学支援に関する制度は拡充する

一方で、高校進学に必要な費用もかなりの額と

なっております。授業料無償化になったとして

も、やっぱり家計を圧迫することは間違いない

と思っております。 

 子育て満足度日本一を掲げておる佐藤知事な

らば、そういったことにも配慮していただきま

して、保護者負担の軽減にも積極的に取り組ん

でいただきたいと、佐藤知事の強いリーダーシ

ップに期待して、次の質問に移らさせていただ

きます。 

 次は、人口減少対策です。 
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 一つ目は、移住・定住の促進についてです。 

 人口減少は、様々な分野に深刻な影響をもた

らせています。本県では、２０３５年の県人口

１００万人維持に向けて、自然増、社会増の両

面から積極的な取組を行っております。特に社

会増については、以前から移住・定住の促進に

様々な施策が講じられており、移住者数も順調

に増加していると伺っております。 

 他方、人口減少対策は全国共通の課題であり、

常に他県との競争にさらされています。その競

争を勝ち抜くのは容易ではなく、さらなる取組

の深化、拡充が必要と考えます。特に、移住者

数を増やしていくことはもとより、現在の県内

各地域の状況に合わせ、どのように移住者を確

保していくのか、県や市町村、地域等の関係者

でビジョンを共有し、取り組んでいくことが重

要と考えます。 

 ここで、私の地元の大分市川添地区の状況を

御紹介したいと思います。この地区では、この

たび、２０年にわたって活動してきたＮＰＯ法

人川添なのはなクラブが解散することとなりま

した。総合型地域スポーツクラブとして、地域

住民総参加の下、身近な場所で気軽にスポーツ

や文化芸能活動等に参画しながら、いつまでも

健康で活力ある安全・安心の地域づくりを推進

してきた当クラブは、県内はもとより、国内外

からの視察等を受け入れるなど、他地域の見本

として活動してきました。日常的、継続的なク

ラブ運営により、情報の共有化が進み、人と人

とのネットワークが築かれ、健康づくりに加え

て青少年の健全育成、福祉、さらには環境問題

等々、時代の変化に伴う諸問題にも柔軟に対応

していくことが可能になり、これまで以上に住

民の融和と調和のとれた地域づくり、人づくり

が図られるという活動目的は十分に達成できて

いたと思います。しかしながら、新型コロナウ

イルス感染症が続いたことに加え、地域住民の

高齢化による担い手不足が大きな要因となり、

解散に至ったと伺っています。 

 この担い手不足は、川添地区に限ったことで

はなく、県内の多くの地域で地域コミュニティ

を担ってきた団体等が直面している課題である

と考えます。県は、長期総合計画の未来創造分

野でも、持続可能なコミュニティづくりによる

地域の未来への継承を掲げ、特にネットワーク

・コミュニティの取組に力を入れております。

好事例も少なくありませんが、それを上回るス

ピードで地域コミュニティの持続が困難となっ

ているのではないでしょうか。また市町村によ

って抱える課題が異なる部分があることから、

よりきめ細かな支援が必要であると考えます。 

 そのため、私は、移住・定住の取組において

は、現役世代や子育て世代といった、将来地域

コミュニティを担ってくれる層の移住を進め、

定住してもらうことが、地域における高齢化の

課題の解決し、今後の持続可能な地域づくりに

つながっていくのではないかと思っております。 

 そこで、移住・定住の促進にどのように取り

組んでいくのか、知事にお伺いします。 

嶋議長 佐藤知事。 

佐藤知事 移住・定住の促進についてでござい

ます。 

 先月発表しました昨年度の本県への移住者数

は１，７４６人ということで、５年連続で過去

最高を更新しまして、うち３０代以下の移住者

は５割を超えております。 

 その一方で、６５歳以上の住民が５割以上を

占める県内の高齢化集落は、昨年度末で１，９

５６集落と、全体の５割弱に達しているところ

でありまして、地域の高齢化は確実に進んでき

ております。 

 そうした中で、先月、ふれあい対話で訪問し

ました国東市の女性の県外から移住してこられ

ました移住者グループで鬼汁歩荷隊というのが

あるんですけれども、そこでは若手メンバーが

主体で始めた健康づくり活動を、地域を巻き込

んで早朝のヨガでありますとか、海岸の清掃活

動など、地域を元気づける、そういう活動して

いただいている例もございます。 

 このように、地域を元気にする若年者を迎え

入れることは、地域活性化の起爆剤となること

から、県では、若年者、子育て世帯に重点を置

いた移住・定住施策を推進してきております。 

 まず、若い世代にとって、移住決断の壁とな
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っているのが就職先の確保であります。そこで、

県が委託いたしております３名のアドバイザー

が、個別面談や就職先のあっせん、面接試験対

策などを通じて、きめ細かな伴走支援を行って

おります。 

 また、移住前にＩＴスキルの習得や介護福祉

士等の資格取得も支援しております。この４年

間で１７２世帯２５５名の移住につなげてきま

した。 

 加えて、今年度からは、金融機関等からのニ

ーズが高いファイナンシャルプランナーの資格

取得支援も開始したところであります。 

 次に、収入や貯蓄の少ない若年者にとっては、

移住に伴う経済的負担の軽減も必要であります。

東京圏からの移住者に対する国の支援制度に加

えて、本県独自に、東京圏以外からの移住者に

も一世帯当たり１００万円を支給するとともに、

子育て世帯には子ども１人当たり３０万円の加

算も行っております。さらに、本年１０月から

は、子育て世帯の移住を重点的に後押しするた

めに、子どもの加算額を５０万円に引き上げる

こととしております。 

 これら県の支援策に加えて、各市町村でも、

知恵を絞って移住体験施設の整備や、住宅改修

支援など、独自の施策を講じているところでご

ざいます。 

 ふるさと回帰支援センターの統計では、全国

的に相談件数が年々増加しており、地方移住へ

の関心は、コロナ禍後も堅調に推移してきてお

ります。この追い風を最大限に生かしながら、

若年者の移住をさらに促進してまいります。 

嶋議長 御手洗朋宏議員。 

御手洗（朋）議員 ありがとうございました。

移住・定住の取組、大変詳しく分かりました。 

 その一方で、私のようにずっとその地域に住

み続けている人たちというのも一定数いますの

で、そういった人たちに対しても何らかの対応

があるといいのではないかなと思っております

ので、共に考えていただければというふうに思

っております。 

 ただ、いずれにしましても、やはり地域に愛

着を持つということが非常に大事になってくる

んですけれども、そのためには、義務教育段階

で地域について学習することが非常に重要じゃ

ないかと私は思います。ただ、地域に根づいて、

子どもたちと一緒にその地域のことを考えるべ

き先生方を、おおむね１０年間で三つの地域に

人事異動させるというとんでもない愚策によっ

て、その地域にじっくり腰を据えて教えること

ができなくなっている。このことは、このツケ

は、きっとこの先、大きな影響を及ぼすという

ことは、はっきりと指摘しておきたいと思いま

す。 

 次に移ります。 

 若年産業人口の確保についてです。 

 人口減少は、地域の維持のみならず、各種産

業における人材の確保にも深刻な影響をもたら

しております。特に若年産業人材の確保は、県

としても戦略的に取り組んでいく必要があると

考えます。そのためには、そのターゲットとな

る高校生のニーズを把握することが重要です。 

 令和５年に実施された全高校生オンラインア

ンケート調査によると、あなたは、将来大分県

に住み続けたいと思いますかという問いに対し

て、県外に一度出たいが、将来的には大分県に

戻って住み続けたいが３１．２％と最も多くな

っています。折しも、県では、遠隔教育配信セ

ンターを整備し、県立高校の一部で遠隔授業が

開始されるなど、県内どの地域に住んでいても、

多様で質の高い高校教育を受けられる環境が整

いつつあります。これにより難関大学等を志望

する生徒の増加も見込まれます。 

 そのような中、人材確保に向けては、生徒の

学びを後押ししつつ、進学で県外に出た若者に

大分県での就職、定住を促すことが何より重要

ではないでしょうか。 

 現在、子ども３人以上の世帯への大学等の授

業料等無償化の施策が講じられていますが、大

学進学、特に県外への進学には、引っ越しや仕

送りなども加わり、家庭の経済的負担が非常に

大きいのが実態です。さきのアンケート調査で

も、あなたは、子どもを産み育てることにどの

ようなイメージを持っていますかという問いに

対し、５割以上の高校生が、金銭的な負担が大
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きいと回答しているのも、そうした背景が一因

であると考えます。 

 岐阜県では、清流の国ぎふ大学生等奨学金と

いう制度を設け、将来岐阜県にＵターンして活

躍する意思がある学生に奨学金を貸与するとと

もに、県内での就業等を条件に返還を免除する

という取組を行っております。 

 本県でも平成３０年度から令和２年度にかけ

て、中小製造業や情報サービス業の研究者、開

発技術者などを対象とした、ものづくり産業人

材確保奨学金返還支援事業が行われておりまし

たが、残念ながら現在は新規の募集は停止され

ております。その時点での事業効果の問題もあ

ったのでしょうが、既に５年が経過し、状況も

変わっているのではないかと思われます。 

 もちろん、奨学金の返還支援は一つの例であ

り、企業と若者のニーズに寄り添った人材確保

策の構築が重要となります。全国的に人材獲得

競争が激化する中、本県としてもしっかり事業

費を確保し、腰を据えて若年産業人材の確保に

取り組んでいく必要があると考えます。 

 そこで、若年産業人材の確保にどのように取

り組んでいくのか、商工観光労働部長にお伺い

いたします。 

嶋議長 利光商工観光労働部長。 

利光商工観光労働部長 お答えいたします。 

 次世代を担う若年産業人材の確保は、本県経

済の持続的な発展を支える上で欠かすことがで

きません。 

 議員御指摘のものづくり産業人材確保奨学金

返還支援事業は、令和２年度までの３年間で５

６名の学生を認定しましたが、約半数の２６名

が、６年間の就業要件を満たさずに離職してい

ます。 

 認定者への調査によれば、県内就職の動機は、

この支援事業の有無よりも、仕事のやりがいや

企業の魅力と回答した学生が多い状況でありま

した。現在、県内１４市町が奨学金返還支援等

を独自に実施していることなどを勘案し、県と

しては、県内企業とのマッチング支援などに重

点を置いて取組を実施しているところでありま

す。 

 進学者数の多い福岡県において、拠点施設の

ｄｏｔ．（ドット）を活用し、県内企業との交

流イベントや、切れ目のない情報発信などによ

り、学生ニーズに寄り添った就職支援を行い、

ｄｏｔ．を介したＵターンは着実に増加してお

ります。 

 また、９月には人材確保の総合支援拠点とし

て、おおいた産業人財センターをリニューアル

いたします。企業と学生の交流スペースの設置

や、一人一人に寄り添ったマッチング支援の強

化に加え、人材確保に向けた企業への伴走支援

などにも取り組んでまいります。 

 引き続き、企業と若者の双方のニーズを聞き、

それにしっかり応えながら、若年産業人材の確

保に努めてまいります。 

嶋議長 御手洗朋宏議員。 

御手洗（朋）議員 ありがとうございました。

非常に悩ましい部分もあろうかと思いますけれ

ども、さきほどから申していますように、進学

に伴ってやっぱり金銭的な負担がすごく大きい

ということは紛れもない事実ですので、やはり

そこにフォーカスしていった施策も必要かなと

思いました。大分県で働きたいという人材と、

それを確保したい企業側と、両方がウィン・ウ

ィンの関係となれるような施策になればいいか

なと思っております。 

 人材不足が今深刻なのは教員とか、あるいは

県の職員も優秀な人材を確保したいというとこ

ろであると思いますので、民間もありますけれ

ども、そういった公務職場の人材確保のために

何か先進的な取組をやっていただければという

ことを要望して、次に移ります。 

 民間企業のハラスメント対策についてです。 

 ハラスメントの撲滅は社会的な課題です。残

念ながらハラスメントに起因すると考えられる

悲しい事件の報道が後を絶ちません。中には、

大切な命まで失われるケースも出てきておりま

す。 

 令和２年６月から、職場におけるハラスメン

ト防止対策が強化され、パワーハラスメント防

止措置が事業主の義務となりました。あわせて、

既に男女雇用機会均等法において措置を講じる
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ことが義務づけられていたセクシュアルハラス

メントや、いわゆるマタニティーハラスメント

についても防止対策が強化されたところです。

また、事業主に相談等をした労働者に対する不

利益取扱いも禁止されています。しかしながら、

果たしてこれが実効性を伴っているのか疑問が

あります。 

 ４月４日に、県立学校の元校長の在宅起訴に

ついて、大分県教育委員会が公表会見を行い、

その詳細が報道されています。この件では、被

害を受けた方が学校事務長に相談し、県教委に

はこの校長から報告があったとのことですが、

当事者である校長自らが県教委に報告を上げる

という、何とも奇妙な構造となっています。報

告の内容までは分かりませんが、自身が加害者

とされる事案です。今回の事案においては、当

事者である校長が県教委に対して報告をしてお

りますけれども、もし報告がなかった場合、ど

ういうふうになっていたのでしょうか。 

 さきほど、ハラスメント防止対策が強化され、

事業主に相談等をした労働者に対する不利益取

扱いも禁止されたと述べましたけれども、ハラ

スメントが起きる関係性としては、その多くが

今回の学校での出来事と同様、上司から部下に

対するものであり、言い換えれば、防止措置や

不利益取扱いの禁止を行うべき立場の者がハラ

スメント行為の当事者となることも多いという

ことです。 

 今回は県立学校で発生したセクハラに関する

事案を紹介しましたが、ハラスメント行為に対

する相談窓口は、民間企業においても広く設け

られています。しかし、その相談窓口がどれだ

け被害者保護の機能を有しているのか、被害者

本人に必要以上の負担がかかっていないか、そ

して、そうした制度が周知徹底されているのか、

再検証すべきではないでしょうか。 

 県としても、民間企業の職場におけるハラス

メント防止対策の現状や課題を把握した上で、

その適正な運用を促していくべきと考えます。 

 そこで、民間企業のハラスメント対策に、県

としてどのように取り組んでいくのか、商工観

光労働部長にお伺いいたします。 

嶋議長 利光商工観光労働部長。 

利光商工観光労働部長 お答えいたします。 

 職場におけるハラスメントは、働く人に精神

的苦痛などを与え、能力発揮や活躍を妨げるの

みならず、企業にとっても業務への支障や貴重

な人材の損失にもつながる重大な問題と認識し

ております。 

 県では、毎年、千事業所を対象に、ハラスメ

ント対策の取組状況を含む労働条件などを調査

しております。ハラスメント対策を実施してい

る事業所の比率は年々増加し、例えば８割を超

す事業所では相談窓口を設置しています。他方、

ハラスメント防止マニュアル等の整備や、従業

員への研修、講習の実施などは約半数にとどま

っており、さらなる取組が必要と考えておりま

す。 

 そのため、出前講座やセミナーの開催、情報

誌「労働おおいた」での注意喚起やＳＮＳでの

発信を通じて、労働者からの相談に適切に対応

し得る体制整備の必要性などについて、事業者

などへの周知に努めているところであります。 

 加えて、県労政・相談情報センターは、事業

所外の相談窓口として、昨年度、約２００件の

パワハラや職場内いじめなどの相談を受け付け

ました。大分労働局などと連携し、さらなる被

害を招かないよう、相談者に寄り添った対応を

実施しているところであります。 

 引き続き、関係機関と共に県内企業のハラス

メント対策の実効性の向上を図ってまいります。 

嶋議長 御手洗朋宏議員。 

御手洗（朋）議員 まだまだ相談件数があると

いうことで、引き続きの取組をお願いしたいと

思っております。 

 やはりハラスメントの被害に遭った方は、そ

れだけでも非常に傷ついているんですけれども、

場合によっては、自分が受けた被害を自身で証

明しなければならないというような状況に陥ら

ざるを得ないということもありますので、やは

り第三者委員会的な、客観的な事実を解明して

いくことも必要ではないかと思っていますし、

執行部の皆さんにおかれましては、公務職場に

おいても同様のことが言えると思いますので、
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引き続きよろしくお願いいたします。 

 続きまして、女性への支援について質問いた

します。 

 まず、困難な問題を抱える女性への支援につ

いてです。 

 男女雇用機会均等法が１９８５年に制定され、

４０年が経過しました。女性の社会進出が進ん

だとはいえ、配偶者からの暴力や性的被害、経

済的困窮など、新たな問題も含めて、解決すべ

き多くの課題が山積しています。 

 そのような中、女性が日常生活又は社会生活

を営むにあたり、女性であることにより様々な

困難に直面することが多いことから、問題を抱

える女性への支援のための施策を推進し、女性

が安心して、かつ自立して暮らせる社会の実現

に寄与することを目的に、困難な問題を抱える

女性への支援に関する法律が昨年４月１日に施

行されました。 

 大分県においても、大分県困難な問題を抱え

る女性への支援計画を策定し、大分県婦人相談

所を大分県女性相談支援センターに改称し、様

々な事情で困難な問題を抱える女性に寄り添い、

本人の意向を十分に尊重しながら、安心、信頼、

誠実で応えるセンターを目指すことを掲げ、困

難な問題を抱える女性が、地域で安定して自立

した生活が営めるよう支援に力を入れていくこ

ととしております。 

 一時保護の件数が減少傾向にあるようですが、

いわゆる自己責任論の風潮が蔓延する中、相談

そのものを躊躇する傾向が強まっているのでは

ないかと危惧されます。本計画でも、課題とし

て、女性相談支援センターの役割の周知、市町

村の相談体制等挙げておりますけれども、行政

側から積極的にアウトリーチの手法で適切な支

援を行っていく必要があると考えます。 

 こうしたことを踏まえ、困難な問題を抱える

女性への支援について、どのように取り組んで

いくのか、福祉保健部長にお伺いします。 

嶋議長 首藤福祉保健部長。 

首藤福祉保健部長 お答えいたします。 

 県では、昨年度、新たな法律に基づき名称を

改めた女性相談支援センターの周知について、

３０歳未満の若年女性に向けたＳＮＳ広告や、

県立高校の３年生女子生徒へのカード型チラシ

の配布などの広報に努めてまいりました。 

 その結果、昨年度の相談件数は８９９件と、

前年度から３３％増加いたしまして、このうち

若年女性からの相談も２４％増えております。 

 相談件数の増加に伴いまして、一時保護所や

女性自立支援施設の利用実人数も約１．５倍に

増加しましたほか、退所後は、自立した生活を

送れるよう、希望者全員に対しまして電話や訪

問など、アウトリーチによるアフターケアを確

実に実施しております。 

 これら若年女性の相談件数などは、県の計画

の目標指標となっておりまして、昨年度は全て

達成できたところでございます。 

 相談内容については、ＤＶや生活困窮など多

岐にわたりますので、支援にあたりましては、

警察や民間支援団体などと定期的な会議を通じ

まして情報共有等を行っているほか、市町村に

対しましても個別訪問により体制強化を促して

いるところです。 

 こうした取組を通じまして、女性相談支援セ

ンターを核として、困難な問題を抱える女性に

寄り添った支援に努めてまいります。 

嶋議長 御手洗朋宏議員。 

御手洗（朋）議員 ありがとうございました。

いろんな取組をされているということなんです

けれども、聞き間違えていなかったら、高校３

年生の女子生徒だけと言いましたけれども、そ

れをなぜ女性生徒だけにする必要があるのかな

というのは思っております。このセンターがあ

ることは、別に女性だけが知っておけばいいと

いう話じゃないんじゃないかなと思います。 

 いろんな場で発言していますけれども、やは

り当事者、若しくはその代弁者が意思決定の場

にいるということが必要だと思います。これま

でも困難な問題を抱える女性たちを支援する活

動をしてきた方々がたくさんおります。そうい

った方々としっかり連携して、さらに取組を進

めていただきたいと思っておりますし、困難な

問題を抱えているのは何も女性だけではありま

せん。全ての県民が地域で安定して自立した生
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活が営めるような、包括的な取組に是非力を入

れていただきたいと思います。 

 続いて、ＤＶ対策について質問いたします。 

 近年は男性の被害者も認知されていますが、

圧倒的に女性のほうが被害に遭っているのがＤ

Ｖです。昨年末に行方不明となった女性が、５

月に川崎市の住宅で遺体として発見された事件

でも、当初、警察に相談があったのは、交際相

手からの暴力でした。ＤＶやストーカー行為に

関わる報道は枚挙にいとまがなく、このように

人命が失われることも少なくありません。本年

３月には、第５次大分県ＤＶ対策基本計画が策

定されました。五つの基本目標と２０の重点施

策から成る本計画により、適切な措置及びＤＶ

を容認しない社会の実現が期待されます。 

 さきほど述べました、困難な問題を抱える女

性への支援と密接に関係していることなんです

けれども、本計画は生活環境部の担当となって

おります。福祉保健部、教育委員会、警察本部

に加え、市町村や民間団体等とも密接な連携が

欠かせないと思いますけれども、多分野に及ぶ

あまり、様々な部署をたらい回しにされるよう

なことがあってはなりません。相談者にとって、

何かあったらここに相談すればいいという利用

しやすい環境を実現することが重要であり、そ

のためには、横断的かつ包括的な体制を構築す

ることが必要だと考えます。 

 こうしたことを踏まえ、ＤＶ対策についてど

のように取り組んでいくのか、生活環境部長に

お伺いいたします。 

嶋議長 首藤生活環境部長。 

首藤生活環境部長 お答えいたします。 

 ＤＶには複合的な問題が含まれていることか

ら、被害者の意向や緊急度に応じたきめ細かな

支援が重要と考えております。 

 そのため、身近なところで相談ができるよう、

県、市町村、警察に相談窓口を設置し、幅広く

周知するとともに、県内各地での出張相談会も

開催しております。また、支援機関の相談員等

の資質向上のため、被害者支援に知見のある民

間団体などと連携した研修等も実施しておりま

す。 

 議員御指摘の横断的かつ包括的な体制につい

ては、行政や警察、弁護士会、民間団体など支

援に関係する２５の機関で構成するネットワー

ク会議を設置しております。会議では、各機関

の取組の情報交換や役割分担、支援の流れの確

認等により、顔の見える関係を構築いたしてお

ります。 

 このネットワーク会議については、今後、Ｄ

Ｖ対策法に基づく法定協議会への改組を進める

予定でありまして、この法定協議会では、守秘

義務の下で、個別事例の情報交換や支援内容の

検討などが可能になるため、相談対応や一時保

護、自立支援等の実効性がより高まるものと見

込んでおります。 

 引き続き、各支援機関と共に、被害者の意向

を尊重したきめ細かい支援に努めてまいります。 

嶋議長 御手洗朋宏議員。 

御手洗（朋）議員 ありがとうございました。

もちろんやはり支援をする側には様々な御苦労

があるということは私も存じておりますので、

引き続きの取組をよろしくお願いしたいと思い

ますし、やはり、今ありましたようにネットワ

ーク会議等、当事者とまではいかなくても、そ

ういった取組をされている方に、リアルな声を

吸い上げながら、取組を進めていっていただき

たいと思っております。 

 基本目標の１番は、暴力根絶のための啓発と

教育の充実であります。学校等での出前講座な

どが行われているというふうにお伺いしました

けれども、やはり根幹は人権に関わる非常に大

切な内容だと思っておりますので、引き続き啓

発活動をしっかり行っていただきたいというふ

うに思います。 

 では、次に移ります。 

 教育現場の働き方改革についてです。 

 本年５月、東京都立川市の市立第三小学校に

男２人が押し入り、教職員５人を殴るなどする

事件が発生しました。子どもたちの安全・安心

が守られるはずの学校でこのようなことが起き

たことを大変遺憾に思うと同時に、文字どおり

体を張って子どもたちを守ろうとした教職員の

皆さんの使命感には心を動かされました。もち
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ろんただの美談に終わらせることなく、事後の

対応をきちんとやっていただきたいというふう

に思っております。 

 この事件は極端な例ではありますけれども、

児童生徒、そして保護者への対応の在り方や避

難訓練、安全点検等の見直しが必要となり、学

校現場の多忙化がさらに増すのではないかと危

惧されます。結局、何か問題が起きるたびに、

学校、そして教職員に対して求められることが

増える一方なのが実情です。いわゆる、学校・

教師が担う業務に係る３分類を文科省が示して

から随分経過しましたが、効果が限定的である

ように聞いております。部活動の地域移行にお

いても、当初の計画どおりには進んでおりませ

ん。また教育課程の内容が過剰になり、児童生

徒や教員に過大な負担がかかっている状態であ

りますカリキュラム・オーバーロードの問題も

指摘されております。授業時間数に対して授業

内容が過剰に詰め込まれており、子どもたちが

学習内容を深く理解することが難しくなるとと

もに、教員も指導内容の準備や授業運営に多大

な時間を費やす状況の改善を求める声も強くな

っております。そもそも、教員１人当たりの持

ちコマ数が多過ぎるという問題がございます。 

 現在の学校現場、人員も配置できない、業務

量も削減できないとなれば、あとは金銭的な対

応しかないと考えます。義務教育費国庫負担制

度のことは当然承知しておりますけれども、大

分県独自の措置を講じることでもしなければ、

ますます学校現場が敬遠されると考えます。 

 折しも、国会において、給特法等の一部改正

法案が審議され、学校現場の課題や教員の働き

方がクローズアップされています。子どもたち

の豊かな学びを保障するためには、教職員が本

来行うべき業務に集中できる環境をつくり、長

時間労働を是正するための働き方改革が必要と

なります。 

 そこで、学校教育現場の働き方改革について、

どのように取り組んでいくのか、教育長にお伺

いします。 

嶋議長 山田教育長。 

山田教育長 お答えします。 

 これまで教員の業務負担の軽減に向けて、ス

クールカウンセラー等の専門スタッフやサポー

トスタッフを活用するチーム学校の推進など、

様々な取組を行い、時間外在校等時間は、徐々

にではありますが、減少傾向にあります。 

 一方で、依然として長時間勤務を行っている

教員が存在することから、新たに教育長計の目

標指標に、時間外在校等時間が４５時間以内の

教員の割合を設け、１００％達成を目指し、取

組の強化を図っているところであります。 

 教員が担う業務量の適正化を進めるため、今

年度から小学校への登校支援員の配置拡大や、

保護者対応等の事案に係る学校等からの相談窓

口を新設しました。 

 さらに、部活動の地域展開や年間授業時間数

の見直しについても、市町村の抱えている課題

に対し、先行する市町村の事例等を踏まえ、丁

寧な指導・助言を行ってまいります。 

 今国会で成立した給特法改正法では、教職調

整額の増額など教員の処遇改善とともに、各教

育委員会に教員の業務量の適切な管理と健康を

確保するための計画の策定、公表を義務づけて

います。今後、市町村教育委員会とも情報共有

を図りながら、真に実効性のある計画を策定し、

働き方改革の取組をより一層加速してまいりま

す。 

嶋議長 御手洗朋宏議員。 

御手洗（朋）議員  ありがとうございました。 

 昨年私は、必要な人員が配置されるまでは始

業式を行うなということを２回言いましたけれ

ども、これはもう当たり前のことなんですよ。

飲食店とかホテルなど、従業員が確保できなけ

れば予約を断っているわけです。倒産理由には、

従業員が確保できないというのがあるわけです

よ。学校だけ特別扱いしているということ、こ

れはもう本当におかしなことなんです。法で定

められた人員が配置できないということは、子

どもたちの安全が保障できないということなん

です。チーム学校とおっしゃいましたけれども、

水泳の授業の監視の人が足りないから学校事務

職員に手伝うように言ってきた管理職がいるわ

けですよ。それぐらい学校現場は今、追いつめ
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られている。 

 一昨日、若山議員が教員不足のことを質問し

ましたけれども、そのときの教育長の答弁は、

昨年の私の同じ質問の答弁と何も変わっていな

いじゃないですか。できることは何でもすると

いうことは、逆に言ったらできないことはしな

いということですよ。大分県の教育の最高責任

者である山田教育長には、今、正に学校現場で

命を削って働いている教職員に報いる、言い換

えるならば、その皆さんが何とか頑張ろうと思

える答弁を是非お願いしたい。よろしくお願い

します。 

嶋議長 山田教育長。 

山田教育長 学校現場が大変厳しい状況にある

ということは、私も重々認識しております。我

が国の発展の礎は教育であると、正に我が国の

発展を支えてきたのは教育の力であり、その教

育を支えてきたのは、現場で努力する教員の献

身的な力ということであると考えております。 

 そういう意味で、教員の確保については、今

回、様々な採用試験の見直し等を行いまして、

これも少しずつではありますが成果が上がって

おります。ですが、それでも今回また始業式の

時点で欠員が生じていることについては、大変

申し訳なく思っております。 

 教員の人材の確保ということは、正に子ども

たちの教育の質を高めていくために絶対に必要

なことでありまして、県教委といたしましても、

精一杯努力してまいりたいというふうに思いを

新たにしているところであります。 

嶋議長 御手洗朋宏議員。 

御手洗（朋）議員 ありがとうございます。 

 定年延長しないまま６０歳で辞めたり、定年

延長したけれども、もう働けないといって辞め

ていく人がたくさんいます。若い人たちの確保、

すごく力を入れている、分かりますけれども、

定年延長、あるいは再任用の人たちが、賃金が

７割、６割５分では、この業務量ではやれない

と、切実な声も当然教育長も聞いていることは

知っています。教育長自らが文科省に対してや

はり６０歳超の処遇改善について強く求めてい

るということも私は聞いておりますので、一緒

にできることは一緒に頑張ってやっていきたい

と思いますので、引き続きよろしくお願いいた

します。 

 それでは、スポーツの振興について質問いた

します。 

 まず、障がい者スポーツの振興についてです。 

 大分県では、長期総合計画において、障がい

者活躍日本一を新たな目標に掲げ、本人の希望

や特性に応じた福祉的就労や芸術文化、スポー

ツ分野等での活躍など、障がい者が支援を受け

るだけではなく、社会を構成する一員として自

らの決定に基づき、社会のあらゆる活動に参画

できる社会づくりを目指しています。このこと

は大変有意義なことで、その実現に向け、県民

一体となって取り組む必要があると思います。 

 その中でも、スポーツはパラリンピックや大

分国際車いすマラソン等に代表されるように、

観る者に感動を与えてくれます。また、障がい

の有無にかかわらず、共に競技できるものも数

多くあり、スポーツを通じた交流が様々なとこ

ろで実施されています。そういった観点からも、

障がい者スポーツの振興は重要な取組です。 

 先日には、イタリアのトリノで開催された２

０２５年スペシャルオリンピックス冬季世界大

会において、スピードスケートのショートトラ

ックで金メダルに輝いた廣瀬武尊選手が佐藤知

事に結果を報告しています。廣瀬選手は、体の

ふるえが止まらないぐらい、それぐらい緊張し

た。まさかメダルを取れるとは思いませんでし

た、うれしかったと喜びを伝えており、多くの

人に勇気と感動を与えてくれたと思います。 

 一方で、障がい者スポーツといっても多種多

様であり、認知度があまり高くなく、運営をほ

ぼボランティアで賄っている団体も少なくあり

ません。障がい者活躍日本一を掲げている大分

県において、障がい者スポーツへの支援は欠か

せませんが、普及啓発はもとより、特にその振

興に必要不可欠な指導者の確保、育成が重要だ

と考えます。 

 そこで、障がい者スポーツの振興についてど

のように取り組んでいくのか、福祉保健部長に

お伺いします。 
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嶋議長 首藤福祉保健部長。 

首藤福祉保健部長 お答えいたします。 

 県では、希望する全ての障がい者がスポーツ

に親しむことができる社会を目指し、次の二つ

に力を入れて取組を進めております。 

 一つは、身近な地域における機会の提供です。

昨年度は、障がいの有無にかかわらず参加でき

る体験会を県内各地で１９回開催いたしまして、

４００名を超える障がい者がスポーツを楽しん

だほか、総合型地域スポーツクラブと連携した

交流機会も設けたところです。 

 加えて、今年度は、県内のパラスポーツを紹

介する動画を制作しまして、その魅力を積極的

に発信することにより、参加を促してまいりま

す。 

 ２点目は、活動を支える側への支援です。ま

ず、各種競技団体に対しましては、円滑な運営

に資するよう、大会への出場や地域での活動な

どに要する経費へ助成をしております。 

 また、御指摘の指導者の確保、育成について

は、毎年日本パラスポーツ協会公認指導者の養

成講習会を開催しており、昨年度は２２名が新

たに資格を取得いたしました。本年３月末時点

の指導者数は４５８人に上っておりまして、こ

れは人口当たりで見ますと全国４番目の高さ、

多さとなっております。 

 引き続きこうした取組を進めまして、障がい

者スポーツの普及振興を図ってまいります。 

嶋議長 御手洗朋宏議員。 

御手洗（朋）議員 答弁ありがとうございまし

た。 

 引き続きの取組をお願いしたいと思いますけ

れども、やはり私も例に挙げましたけれども、

パラリンピックとか車いすマラソン大会、マス

コミで取り上げられたりするところは裾野も広

がってあるんですけれども、やっぱり本当にそ

こには乗っからないといいますか、また、違う

方向性でやっている団体もたくさんありますの

で、是非きめ細かな目配りをお願いしたいとい

うふうに思います。 

 それと、児童生徒数は年々減少しているんで

すけれども、特別支援学校とか特別支援学級の

在籍の子どもたちの数というのは増えていると。

障がい者スポーツの振興には、やっぱりインク

ルーシブの観点も欠かせないかなと思います。

もちろん、特別支援学校、部活動に励んでいる

子どもさんもいまして、その部活動を指導され

ている先生方もいるんですけれども、それが全

てというわけではないんですが、やっぱり県民

の皆さんが共に活動できる場というのをさらに

広げていただきたいということを要望いたしま

す。よろしくお願いします。 

 それでは、スポーツによる地域の元気づくり

についてです。 

 昨シーズン、唯一の開催となりました大分市

での横浜キヤノンイーグルスのラグビーの試合

観戦に行ってまいりました。そのときの観客数

は５千人ほどで、２０１９年のラグビーワール

ドカップの大観衆を経験した身としては、少々

寂しく感じたところです。 

 県では、おおいたラグビー次世代継承事業費

において、横浜キヤノンイーグルスとの連携に

関する経費を２千万余り計上しておりますけれ

ども、シーズンに１試合しか開催されないとい

うのは大変残念でありますし、観客数増のため

にも、もっと宣伝方法等を工夫すべきではない

かと感じました。５月には２０歳以下のラグビ

ー日本代表や日本代表のセカンドチームが県内

で合宿を行い、海外チームとの強化試合も行わ

れましたけれども、こちら盛り上がりに欠けて

いたように思っております。 

 スポーツには、見る人を夢中にし、感動させ

る力があることは言うまでもありませんが、近

年はスポーツの振興による地域の活性化という

効果にも注目が集まっています。 

 本県は、トリニータをはじめとする複数のプ

ロスポーツチームの本拠地があり、これまでも

スポーツによる地域活性化に取り組んできたと

思います。 

 他方、全国的にスポーツの持つ地域活性化効

果に注目が集まる中、北海道の北広島市など、

自治体による積極的な取組も進んでおります。

本県も、もう一度スポーツにより地域の元気づ

くりに本気で取り組んでいくべきではないでし
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ょうか。 

 今こそ、ラグビーワールドカップ２０１９の

レガシーを継承し、さらに発展させていくこと

が求められております。ラグビーを含め、様々

なスポーツの振興を図りながら、地域の元気づ

くりにつなげていくことが重要ではないかと私

は考えます。 

 そこで、スポーツによる地域の元気づくりに

向けて、今後どのように取り組んでいくのか、

企画振興部長にお伺いいたします。 

嶋議長 工藤企画振興部長。 

工藤企画振興部長 お答えいたします。 

 県は、ビジョン２０２４に基づきまして、ス

ポーツによる地域の元気づくりやライフステー

ジに応じた県民スポーツの推進に取り組んでお

ります。 

 昨年度は、過去最多の２５件のスポーツ合宿

を誘致しまして、その合宿期間を通じまして、

選手と地域住民の方々との交流も県内各地で活

発に行われたところでございます。 

 また、毎年約３万人の来場があり、１０億円

程度の経済波及効果をもたらしておりますツー

ル・ド・九州は、この秋３回目の開催となりま

すけれども、長崎・宮崎両県が今回初参加とい

うようなことになるなど、年々広がりを見せて

きております。本県も当然参加いたします。 

 さらに、今回大変残念ですけれども、川添の

なのはなクラブさんの解散で一つ減りまして、

３１団体となりましたけれども、県内の総合型

地域スポーツクラブの皆様方とも連携をしまし

て、県民がライフステージに応じて身近にスポ

ーツを楽しめる場所の提供なども進めてきたと

ころでございます。 

 一方で、スポーツによる地域振興に力を入れ

ている自治体も、議員御紹介のように全国的に

増えており、先日閣議決定されました骨太の方

針においても、このスポーツを通じた地域経済

の活性化という項目、今回明確に位置づけられ

たところであります。 

 本県においても、今年度から私どもの企画振

興部、担当部署の体制を強化いたしまして、他

県事例や県内施設の現状も踏まえまして、県民

ニーズに基づいたスポーツ環境整備の在り方に

ついて、現在検討を加速しているところでござ

います。 

嶋議長 御手洗朋宏議員。 

御手洗（朋）議員 ありがとうございました。

本当にやっぱり地域、どうしていくかというこ

とを、人口減も含めて課題となりますけれども、

引き続きお願いします。 

 福祉保健部長から企画振興部長に移られた工

藤部長の辣腕で、是非大分県、ビッグイベント、

また、誘致していただきたいということをお願

いして、本日の私の質問はこれで終わりたいと

思います。ありがとうございました。（拍手） 

嶋議長 以上で御手洗朋宏議員の質問及び答弁

は終わりました。 

 暫時休憩します。 

午前１１時４１分 休憩 

―――――→…←――――― 

午後１時００分 再開 

大友副議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 一般質問及び質疑を続けます。首藤健二郎議

員。 

  〔首藤議員登壇〕（拍手） 

首藤議員 皆さん、こんにちは。議席番号８番、

自由民主党、首藤健二郎、ただいまから一般質

問を行います。この機会を与えていただきまし

た先輩、同僚議員の皆様、感謝いたします。あ

りがとうございます。 

 それでは、早速まいります。 

 男女の出会い応援についてであります。 

 現在、我が国では少子化が急速に進行し、将

来的な人口減少や地域経済の縮小といった深刻

な課題に直面していることは言うまでもありま

せん。 

 そのような中、各自治体においては、結婚を

希望する男女が出会う機会を積極的に提供し、

少しでも人口増につなげようとする取組が行わ

れております。結婚や出産は、個人の自由であ

ることを尊重しつつも、結婚を望む方々が安心

して出会える環境を整備することは、行政に課

せられた重要な役割の一つであると考えます。 

 本県においても、平成３０年度に出会いサポ
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ートセンター「えんむす部」が開設され、結婚

を希望する男女への支援に取り組んできました。

出会いの機会を提供するマッチング支援や結婚

に向けたセミナー、イベントなどを実施し、多

くの若者に利用されております。特に、令和５

年度からは、知事公舎を会場とした婚活イベン

トもスタートし、知事公舎という、ふだん見る

こともできないような場所で特別感のある催し

が開催されてきました。今年度は第三弾として、

先月１８日に「ガーデンスイーツパーティー縁

結びｉｎ知事公舎」と題して、男女合わせて４

０人の参加により大変盛り上がったと伺ってお

ります。 

 出会い支援の取組の成果として、これまでに

２３０組を超える結婚の報告がなされており、

私が先日訪れた際には、２３７という数字がバ

ルーン文字で表されておりました。そのバルー

ン文字をバックに写真を撮るカップルも多いそ

うです。 

 着実に成果を上げてきた証左であると評価い

たしますし、私自身も先日婚活イベントナビゲ

ーターの養成講座を受講し、えんむす部の部長

に就任された荒木直美さんからその心得を学ば

せていただきました。今の時代に即した進行の

工夫や参加者がリラックスして交流できるよう

な盛り上げ方がいかに重要であるかを実感いた

しました。参加者をマッチングさせることでは

なく、まずは婚活をさせるということが重要で

あり、恥ずかしさを取り除き、積極的な気持ち

にさせる声かけが大切などと、婚活イベントを

運営する上で非常に大事な学びを得た感じでお

ります。 

 これからの婚活イベントは、単に出会いの場

を提供するだけではなく、参加者一人一人が自

然体で交流できるような雰囲気づくりが一層求

められていると思います。 

 さらに、イベントを開催するだけではなく、

若者が出会いの場に積極的に参加しようという

機運を醸成していくことも重要であると考えま

す。結婚や出会いに対するポジティブな意識を

育て、参加のハードルを下げる広報活動や周囲

の理解促進にも取り組んでいく必要があるので

はないでしょうか。 

 そこで、男女の出会い応援について、どのよ

うに取り組んでいこうと考えているのか、知事

にお伺いします。 

 以下は対面席で行います。 

  〔首藤議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

大友副議長 ただいまの首藤健二郎議員の質問

に対する答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 首藤健二郎議員の男女の出会い応援

についての御質問にお答えを申し上げます。 

 先日、公表されました人口動態統計では、本

県の昨年の出生数は約６千人を下回り、婚姻数

も減少傾向が続いております。少子化の流れに

歯止めがかからない中、出生数に直結する婚姻

数を伸ばすことが必要と考えております。 

 県が設置しております出会いサポートセンタ

ーは、１対１のお見合いの仲介や婚活イベント

の実施を担っており、今月末には開設７周年を

迎えます。 

 公設の安心感やスタッフの丁寧な対応もあり、

会員数は１，４００人を超え、お見合いの仲介

による成婚者数は、令和５年度時点で年平均４

０組に上り、全国３３府県にある同様の施設の

中で４番目の多さとなっております。 

 ４年度からは、ＡＩを活用して価値観や相性

の合う相手を紹介しており、成婚された方から

は、思いがけずすてきな出会いがあったなど、

好評を博しているところでございます。 

 一方で、１対１のお見合いにハードルを感じ

る方もいるため、複数の男女が気軽に参加でき

る婚活イベントも充実をさせております。 

 私が知事就任以来、さきほど御質問いただき

ました、毎年知事公舎を婚活イベントの会場と

して使っていただいておりまして、これまでに

延べ１０３名が参加をしまして、１７組のカッ

プルが誕生しております。 

 また、来週末には、ホーバーターミナルを会

場としまして、ホーバーにも乗船していただく

イベントを開催予定としております。こうした

地域の特性や観光資源をいかしたイベントを、

企業や団体と連携しながら県内各地に展開して
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いきたいと考えております。 

 さらに、１０月には、県内外の男女１００名

が参加する広域的な婚活イベントを、ＪＲ九州

の観光列車も活用して開催する予定であります。 

 婚姻数を伸ばすには、結婚支援に携わる人材

を県内全域で育成することも重要でございまし

て、先月、市町村や地域の企業、団体職員など

を対象に、御質疑にありましたように、えんむ

す部部長の荒木直美さんからイベントの企画や

運営のノウハウを学ぶ情報交換会を開催いたし

ました。御質疑、誠にありがとうございました。 

 加えて、今年度は企業版ふるさと納税などを

活用したＣＭの放映も予定しております。県民

に向けた出会い応援の機運醸成を図りたいと考

えております。 

 今後とも、関係機関と連携しながら、結婚を

希望する方々をしっかりと応援してまいりたい

と考えております。 

大友副議長 首藤健二郎議員。 

首藤議員 答弁をいただきました。もう正にそ

のとおりでございまして、私も取材といいます

か、先日えんむす部にお伺いしたときに、正に

これ公設のやるよさが出ている場で、やっぱり

個人情報がどうしても扱われたりとか、信頼性

だとか安心感だとかが、非常にあそこでは守ら

れているという利用者の方も多いようでござい

ますので、是非今後もえんむす部を含めて、盛

り上げていただきたいと思います。 

 次の質問にまいります。本県のＰＲ戦略につ

いてお伺いします。 

 情報発信の強化についてであります。 

 新型コロナに係る水際対策が撤廃された２０

２３年４月末以降、日本のインバウンド需要は

急速に回復し、昨年の訪日外客数は、コロナ禍

前の２０１９年と比較しても１５．６％増とな

る過去最高を記録しております。旅行消費額の

大宗を占める国内旅行についても、２０１９年

と比較して１４．７％増となるなど、旺盛な観

光需要が国内経済の下支えをしているとも言え

ます。 

 本県でも、大阪・関西万博や宇佐神宮御鎮座

１３００年などを絶好の機会と捉え、国内外へ

その魅力を発信し、さらなる誘客促進や県産品

の販売促進など、地域経済の活性化に取り組も

うとしているところだと思います。しかしなが

ら、このような状況は全国どこも同じであり、

加熱する地域間競争の中、明確なＰＲ戦略を持

って本県の存在を打ち出さない限り、その他大

勢に埋もれて終わってしまうのではないかと危

惧しております。 

 そこで、全国のみならず、世界に向けた本県

の情報発信力強化を図るため、サンリオの人気

キャラクター、ハローキティとの連携をさらに

深め、新たな展開に取り組むことはできないか

と考えております。キティちゃんは世界中で高

い認知度を持ち、年齢、国籍を問わず幅広い層

に愛されている日本発のキャラクターです。特

にアジア圏を中心としたインバウンド観光客に

とっては、キティちゃんは日本らしさを象徴す

る存在でもあります。 

 本県では、株式会社サンリオエンターテイメ

ント等との包括連携協定に基づき、万博期間中、

大分空港の名称を大分ハローキティ空港とした

り、空港とハーモニーランドを結ぶバスの運行

など、ほかの自治体にはまねできない独自の取

組が進行中です。キティちゃんのような世界的

に認知されたキャラクターを活用することは、

今後の地域間競争においても非常に有効である

と同時に、本県の認知度向上を図る、またとな

いチャンスではないかと考えます。 

 今回のキャンペーンは、期間限定ということ

ですが、せっかくの効果を一過性で終わらせず、

引き続き県のＰＲ戦略として、コラボによる本

県の魅力や情報の発信強化に努めていただきた

いと思います。 

 ＳＮＳといった現在の広報手段から考えると、

その話題性に伴う拡散具合は桁違いなのではな

いでしょうか。例えば、本県のＰＲ動画として

キティちゃんとコラボしためじろんダンスなど

も考えられます。全国的にも活躍しているチア

リーディンチームが私の地元にありますが、そ

うした地域の団体等とＰＲチームを結成し、チ

アリーディングのパフォーマンスをしていただ

くなど、欲を言えば切りがありません。県とし
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ての取組だけではなく、県産品とのコラボによ

る御当地キティちゃん商品の開発なども考えら

れるのではないでしょうか。 

 そこで、サンリオとの連携も含め、今後情報

発信の強化にどのように取り組んでいくのか、

知事にお伺いします。 

大友副議長 佐藤知事。 

佐藤知事 情報発信の強化についてでございま

す。 

 大分県では、平成２５年度から温泉と食に焦

点を当てた「日本一のおんせん県おおいた 味

力も満載」のフレーズを活用したプロモーショ

ン動画を制作し、おんせん県おおいたの浸透に

取り組んできました。 

 その結果、温泉と言えば大分県というイメー

ジは大いに定着してきたものの、豊かな天然資

源や貴重な歴史的文化遺産など、温泉以外の優

れた地域資源については、その認知度の向上に

ついて、まだまだ課題があるというふうに感じ

ているところでございます。 

 地方創生に向けた地域間競争は、日々激化し

てきております。各自治体が情報発信にも様々

な趣向を凝らす中で、本県としましては、温泉

県おおいたで定着してきました地域ブランド力

を時代に即した新たな広報戦略により、さらに

高めていかなければならないところであります。 

 今や日常の情報収集の手段、テレビやラジオ

からスマートフォンなどのデジタル端末にシフ

トしてきております。民間調査によりますと、

その割合は既に６割を超えているところであり

ます。そのため、ターゲットの属性に応じた効

果的なアプローチが可能なＳＮＳなどによる情

報発信にも力を入れる必要がございます。 

 令和４年度からデジタルマーケティングの視

点から全庁の情報発信について取り組んでいる

ところでございますけれども、あるＹｏｕＴｕ

ｂｅの広告では５８万回閲覧されるなど、一定

の成果も得られつつあります。 

 加えて、大阪・関西万博の開催期間に合わせ

まして、大分空港をサンリオキャラクターで華

やかに彩る大分ハローキティ空港としたところ、

各方面から大きな反響をいただいております。 

 こうした世界的に認知度が高く、訴求力のあ

るコンテンツを活用した情報発信の強化策につ

いてもさらに検討を進め、いろいろとアイデア、

御意見等もいただきながら、国内外から選ばれ

るおおいたを実現してまいりたいというふうに

考えております。 

大友副議長 首藤健二郎議員。 

首藤議員 御答弁ありがとうございました。 

 いい意見をいただきましたが、今知事もおっ

しゃったとおり、デジタルツール、ＳＮＳとか

がこれから活用していかなきゃいけないと思う

んですけれども、やっぱり名前だけじゃなくて、

これ大分空港に行ったら、いや、キティちゃん

おったでとかになると、しかも躍ってたでとか

になると、これは本当に皆さんが動画で撮って、

それを拡散してくれるっていうことにもつなが

りますので、常時じゃなくてもいい、とにかく

キティちゃんに会える、あっ、大分って会える

のかみたいな、そういうものを、来ていただい

た方が、皆さんがそれぞれが発信するというこ

とが何かできないかなと思って、今回キティち

ゃんでというこのアイデアを出したんですけれ

ども、そういった戦略を是非これからいろいろ

と取り組んでいただきたいというふうに思いま

す。 

 次の質問にまいります。農林水産物の輸出促

進についてであります。 

 昨日も農林水産物の流通について議論があり

ましたけれども、本県の農林水産業の発展に向

けて旺盛な海外の需要を獲得していくことが重

要です。人口減少、少子高齢化により国内市場

が縮小していくと言われて久しいところですが、

これらを背景に本県でも農林水産物の輸出促進

に向けた積極的な取組が行われてまいりました。 

 日本の食材、食品、食文化への関心の高まり

も追い風となり、我が国の農林水産物、食品の

輸出額は年々増加し、２０２４年の実績では１

兆５，０７１億円と過去最高の輸出額になりま

した。正に輸出は本県のブランド力を世界にＰ

Ｒする絶好の機会でもあります。 

 その輸出先を見ますと、米国向けは堅調に伸

びてきており、２０２４年にはホタテガイ、牛
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肉、日本酒などの品目が増加したことから、国

・地域別の輸出額で、米国が香港、中国を抜き、

２０年ぶりに１位になりました。本県にとって

も、養殖ブリ、牛肉、製材品を中心に輸出が行

われている米国は、重要な輸出先の一つとなっ

ております。 

 そのような中、本年１月に発足した第２次ト

ランプ政権により、日本を含む各国に高関税措

置が発動されております。本県が輸出している

主な品目では、養殖ブリや牛肉が追加関税措置

の対象とされており、今後の影響が心配される

ところです。 

 このように、貿易においては、輸出相手国の

都合により突然関税や規制などのルールが変更

されてしまうことが珍しくありません。過去を

見ますと、２０２３年８月、東京電力福島第一

原子力発電所のＡＬＰＳ処理水の海洋放出に伴

い、中国政府が日本産水産物の輸入を全面的に

一次停止となったことがありました。先般、再

開に向け、政府間で合意したとの報道はありま

したが、現時点ではまだ再開されていないとこ

ろです。 

 これらのリスクを勘案しつつ、県産農林水産

物の輸出拡大を図っていくためには、輸出先の

多角化が必要であると考えますが、今後農林水

産物の輸出促進にどのように取り組んでいくの

か、農林水産部長にお伺いします。 

大友副議長 渕野農林水産部長。 

渕野農林水産部長 お答えいたします。 

 令和６年度の輸出額は、旺盛な海外需要を受

けまして、国のフラッグシップ輸出産地に認定

されました牛肉や養殖ブリなどが牽引しまして、

５７億円を超える過去最高額となっております。

引き続き海外の多様なニーズを逃さぬよう、戦

略的に販路開拓に取り組むことが大事です。 

 牛肉においては、米国、台湾等に加えまして、

ＥＵ輸出に挑戦します。畜産公社が４月にＥＵ

向け輸出施設の認定を取得したところでありま

して、早速この秋に予定されております国際展

示会への出展等によりまして、新たな取引先の

確保につなげてまいります。 

 養殖ブリにおいては、県漁協の蒲江加工セン

ターを活用した台湾等へのフィレ加工品や、韓

国で需要が見込める活魚など、現地ニーズを踏

まえまして、関係事業者と共に販路拡大を進め

てまいります。 

 そして、こうした需要が高い牛肉や養殖ブリ

の販路を活用しまして、合わせ技で一緒にやる

んですけれども、白ねぎや乾しいたけ、養殖マ

ガキなど、大分の魅力的な食材を食べ方もあわ

せてＰＲしていきたいと思っております。 

 あわせて、梨についても、今後フラッグシッ

プ輸出産地の認定に向けてチャレンジしていく

予定にしております。 

 加えて、製材品においては、今後、国内の新

設住宅着工戸数の伸びがちょっと難しいことが

予測されますものですから、アジア圏を中心に

販路開拓に努めてまいります。 

 また、現在、米国関税に係る影響は軽微と見

込まれますが、その動向は今後も注視してまい

ります。 

 中国についても、現地商社との連携を強めま

して、水産物の輸出再開に備えてまいります。 

 今後も輸出先国の多角化や輸出産地づくりを

進め、長期計画に掲げます輸出目標８０億円の

達成を目指してまいります。 

大友副議長 首藤健二郎議員。 

首藤議員 答弁ありがとうございます。今もお

っしゃっていただきました、牛肉を白ねぎとか

乾しいたけとかあわせてというのは、非常にい

い案だと思います。 

 国と同様に本県の輸出額も昨年度は過去最高

になったと伺っております。前年度比２０％増

となる１０億円近い伸びとなる中、特に牛肉は

２５％もの伸びを見せております。 

 しかしながら、国際情勢におけるリスクも考

えると、多様な輸出先の確保が重要であると思

いますので、引き続き輸出の多角化等に努めつ

つ、本県の魅力、味力を世界各国に発信し続け

ていっていただきたいと思います。 

 他方、ただ、バイヤーに任せて素材の力のみ

で勝負するのではなく、もっと売り方や食べ方

を工夫してはどうでしょうか。例えばおおいた

和牛ですけれども、いかに優秀な牛肉とはいえ、
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焼き肉やステーキなどにおいても、脂身の少な

い肉質のほうが好まれるという場合もあるので

はないでしょうか。 

 牛肉全体としては、そのほうが流通量も多い

ような気がしますし、いろいろな食べ方を素材

に合わせて提供する。さきほども答弁にありま

したようが、以前、木田議員が提案しておりま

したが、例えばすき焼きとか、あとは私、牛肉

のおすしとかもいいと思うんですけれども、あ

るいはおにぎりとか、牛肉に限らず、農産物等

を売り込む際には、そういった食べ方とか食文

化などの、アイデアを合わせて海外に売り込む

戦略も必要かと思いますので、是非今後の検討

をお願いして、次の質問に移ります。 

 物流を巡る諸課題についてであります。 

 ２０２４年４月の働き方改革関連法施行から

１年がたちました。トラックドライバーの労働

規制で物が運べなくなると言われてきた、いわ

ゆる２０２４年問題ですが、我々消費者視線で

は、物流にそれほど大きな不便さは今のところ

感じられておりませんし、表面上は２０２４年

問題にうまく対策できているように見えます。 

 全日本トラック協会が昨年１１月に実施した

アンケートでは、よい影響としては、運賃、料

金の値上げができたが最も多く、６８．５％と

３分の２を超える状況となっております。次に、

労働時間、拘束時間を縮減できたが４５．８％、

続いて、処遇を改善するきっかけになったが３

６．４％と、ドライバーの労働環境、労働条件

の改善に関する内容が挙げられており、働き方

改革として一定の成果は得ているように見受け

られます。 

 一方で、悪い影響もございます。事業者から

の回答では、運送コストが増加したが４６．８

％と最も高く、続く、ドライバーの採用が困難

になったは４１．２％と、いずれも４割以上が

悪化したと捉えている状況です。 

 特にコストについては、国が示す標準的運賃

に対し、実際の運賃はその７割以下の水準にと

どまる事業者の割合が半分以上を占めるなど、

苦しい状況が伺われます。 

 ドライバーの確保にしても、必要な数を確保

できているとの回答は３７．７％にとどまり、

全体の６割超が不足している現状です。 

 このような人手不足や運賃水準の低迷は、特

に中小の運送事業者にとって深刻な打撃となり、

事業継続そのものが危ぶまれる事態も出てきて

おります。結果として地域内の物流網が細り、

配送困難なケースも生じかねないなど、県内各

地の生活インフラに影響を及ぼすおそれも否定

できません。 

 運送事業者は、今後、人口減少に伴い、さら

なる人手不足が見込まれる中、ドライバー確保

のために是非とも賃金アップを図りたいところ

でしょうが、荷主との運賃交渉が難航し、賃金

アップを容易に行えないようにも見受けられま

す。このように運賃事業者には負担が多いまま

では、いつか本当にものが届かなくなる日が来

るのではないかと大きな不安を感じております。 

 そこで、２０２４年問題の現状を県としてど

のように捉えているのか、また、問題の解決に

向けてどのように取り組んでいくのか、交通政

策局長にお伺いします。 

大友副議長 嶋川交通政策局長。 

嶋川交通政策局長 トラック運送業界でござい

ますけれども、かねてから長時間労働であると

か低賃金といった課題に加えまして、荷主から

適正な運賃が収受しづらいといった、そういっ

た構造的な問題を抱えているところでございま

す。人手不足によって、依然として物流の停滞

が不安視をされているということは、大きな課

題でございます。 

 ドライバーの人手不足を解消するためには、

賃上げや現場の処遇改善が、これが不可欠だと

いうふうに考えておりまして、運賃価格を荷主

へしっかりと転嫁をすると、こういった、でき

るような環境を整備するということが重要でご

ざいます。 

 このため、県としましては、現在、口頭では

なくて書面でこの荷主との価格交渉に積極的に

取り組む事業者に対しまして、大型トラック１

台につき４万５千円などの、この支援金を給付

しているところでございまして、ドライバーの

働き方改革、賃上げなどに一定の成果が出てい
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るんじゃないかというふうに感じているところ

でございます。 

 また、大型免許の取得や女性ドライバーの採

用に加えまして、今年度からは現場の荷役作業

の負担軽減のための支援なんかも行っていると

ころでございます。 

 そうした中、国では、今月、貨物自動車運送

事業法が改正されまして、適正な原価を下回る、

いわゆるダンピングのような運賃の制限、ある

いは運送の再委託の制限、さらには違法トラッ

クの取締りなんかも内容とされておりまして、

対策が強化される予定となっております。 

 今後、さらにトラック・運送業界をめぐる取

引環境の改善が一層進みますよう、国や業界と

も連携しながら必要な対策を講じてまいります。 

大友副議長 首藤健二郎議員。 

首藤議員 答弁をいただきました。 

 ややもすると、マスコミ報道といいますか、

２０２４年問題の前には、これは大変なことに

なるぞっちゅうニュースが、わっと出て、それ

以降ニュースがないと、何だ、大丈夫じゃない

かみたいな、状況が報道によって、これ大した

ことないんじゃないのという空気が生まれる土

壌もありかねませんので、そこはやっぱり本当

に現場の皆さんのお声を聞きながら、きっちり

対策をしていただきたいというふうに思います。 

 続きましての質問は、大分港大在地区の利用

促進についてであります。 

 昨年策定された県の長期総合計画、安心・元

気・未来創造ビジョン２０２４では、未来を創

造する大分県づくりの施策の一つとして、九州

の東の玄関口としての空港・港湾機能の強化が

掲げられております。中でも、物の流れの拠点

化に向け、国と共に港の機能強化を進めている

大分港大在地区では、先月、新たなＲＯＲＯ船

ターミナルが完成し、供用が開始されました。 

 私も現地を拝見いたしましたが、真新しい岸

壁とその背後に広がるＤＸ技術を導入した広大

なシャーシ置場を目の当たりにして、大分港大

在地区が九州の東の玄関口にふさわしい物流の

拠点として着実に整備されていることに感銘を

受けたところです。 

 さて、その利用状況に着目してみますと、Ｒ

ＯＲＯ船については、物流の２０２４年問題を

背景としたモーダルシフトの進展により、海上

輸送のニーズはますます高まっており、取扱貨

物量は増加傾向にあります。しかし、関東方面

からの貨物量に比べ、大分発の貨物量が少ない

状況となっており、まだまだ貨物を増やせる余

地があるのではないかと思っています。 

 また、隣接するコンテナターミナルにおいて

も、令和５年に過去最高を記録するなど、近年

取扱量が増加傾向にあります。一方で、ヤード

が手狭な状態となっており、今後、物流拠点と

しての機能が十分果たせなくなるのではないか

と心配しております。 

 将来、東九州自動車道の４車線化や中九州横

断道路の開通など、条件が整ってくれば、九州

内外と関東方面や海外との結節点として大分港

大在地区の機能がより高まり、物流をさらに活

発化させることで、本県経済の活性化や雇用の

創出につながっていくものと、大いに期待して

いるところです。新しいＲＯＲＯ船ターミナル

が完成した今だからこそ、次に向かってさらに

発展させていくチャンスなのではないでしょう

か。 

 そこで、大分港大在地区のさらなる利用促進

に向け、ソフト、ハード両面で今後どのように

取り組んでいくのか、土木建築部長にお伺いし

ます。 

大友副議長 小野土木建築部長。 

小野土木建築部長 お答えいたします。 

 先月、供用開始したＲＯＲＯ船ターミナルで

は、大型船にも対応できる水深９メートルの耐

震強化岸壁や、シャーシ管理システムを導入し

た埠頭の整備により、輸送能力の向上や荷役作

業の効率化などの大幅な機能強化が図られまし

た。 

 新ターミナルの完成は、２０２４年問題を背

景としたモーダルシフトにより、海上輸送の拡

大が進む中、大分港の競争力を高める大きな一

歩になるものと期待しています。 

 さらに、隣接するコンテナターミナルでは、

現状のヤード不足と将来の貨物量増加を見据え、
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新たに４．２ヘクタールの埠頭用地造成工事を

進めており、早期完成を目指します。 

 加えて、老朽化したコンテナクレーン２基に

ついて、荷役能力のより高いものに順次更新し

ており、さらなる利便性の向上を図ってまいり

ます。 

 大分港からの貨物量を増やす取組も重要でご

ざいます。ポートセールスの活動範囲を広げ、

半導体関連の情報収集や官民連携による企業訪

問、県外でのセミナー開催などを今後も積極的

に展開してまいります。 

 あわせて、海上輸送への転換を促す助成制度

についても、周知徹底・利用拡大を図っていき

ます。 

 今後も選ばれる港を目指し、港湾機能の強化

とポートセールスの両面から取組を進めてまい

ります。 

大友副議長 首藤健二郎議員。 

首藤議員 答弁いただきました。 

 現地を見て、この間も供用の式典がありまし

たけれども、そのときにもやっぱりＤＸ化が今

回進んでいるということで、今までＲＯＲＯ船

ですと、さきほどのドライバーと荷物の部分が

離れて、自分の荷物を探すだけでもぐるっと回

って結構大変だったということが、今回の技術

によって、もうその場ですぐ分かるようなシス

テムが導入されているということで、時間短縮

にもなるということを聞いて頼もしく思ってお

ります。 

 取扱貨物量をしっかりと増やしていただきた

いんですけれども、例えば大分県の木材は豊富

でありまして、海外輸出が盛んである一方、一

部は県外の港から輸出されているというふうに

も伺っております。このＲＯＲＯ船ターミナル

が移転して、これまでシャーシ置場として利用

していた埠頭用地がありますが、これを木材を

置く場所として利用できるのではないでしょう

か。それまでは点在したといいますか、離れて

いたところですが、シャーシ置き場が空いて、

一緒にするのかなど、今後どのようなデザイン

をしていくのかなど、これまでのシャーシ置場

の跡地利用について再質問をさせていただきま

す。 

大友副議長 小野土木建築部長。 

小野土木建築部長 お答えいたします。 

 埠頭用地の使用は、これを希望する事業者の

申請を基に随時許可する仕組みとなっておりま

す。 

 さきほど議員からお尋ねのありました埠頭用

地については、それぞれ目的に応じて分割して

使用されておりますので、今のところそこにつ

いては集約する予定はございません。 

 シャーシ置場の跡地については、令和５年度

末に港湾輸送事業者を対象に説明会を開催して

おりまして、利用者を募ったところでございま

す。跡地の一部では、許可を受けた事業者が今

月から大在地区の岸壁で積卸しを行う建設資材

置場として使用をもう既に始めておりまして、

今後は議員御指摘の木材置場としても利用をさ

れる予定でございます。 

 今後も適切な埠頭用地の利用に努めてまいり

ます。 

大友副議長 首藤健二郎議員。 

首藤議員 いろいろな利用で今進められている

ということでございますので、是非引き続きよ

ろしくお願いいたします。 

 次の質問にまいります。指定管理施設の活性

化についてであります。 

 指定管理者制度は、多様化する住民ニーズに

効果的・効率的に対応するため、民間事業者の

有するノウハウを取り入れることによって、住

民サービスの向上と経費の節減等を図るもので

あると理解しています。しかし、現在、賃金や

物価が継続的に上昇する中、その目的どおり、

それぞれの管理者が創意工夫を凝らしながら利

用者ニーズに対応した運営がなされているので

しょうか。 

 指定管理者制度における賃上げ等の対応につ

いては、昨年の定例県議会において、我が会派

の森議員、木付議員が続けて質問をしておりま

した。私も昨年の第４回定例県議会において、

賃上げや原材料価格の上昇を踏まえた中小企業

の支援の観点から質問をさせていただきました。 

 その際、指定管理施設における賃上げにあわ
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せて、指定管理者が発注する警備や清掃などの

外注経費についても、適切に対応していただき

たい旨、要望したところです。この警備や清掃

業務に係る経費は、大部分が人件費で構成され

ております。これらの業務は、施設の安全確保

や衛生環境の維持に直結するものであり、安定

的な人材確保が欠かせません。 

 結果として、昨年度、指定管理施設の職員に

関しては、直近の人事委員会勧告まで踏まえた

人件費の上昇を補正予算により措置していただ

いたところですが、外注経費についてはどのよ

うに対応されているのでしょうか。もちろん、

どのような内容で第三者と契約するのかは、指

定管理者の判断だと思いますが、施設所有者と

して県もしっかりとフォローアップをしていた

だきたいと思います。 

 一方で、賃金や物価の上昇による管理経費の

増加は施設のサービス低下を招きかねません。

県では、施設ごとに将来ビジョンを定め、その

活性化に向けて取り組んでいるところですが、

制度導入の本来の目的を果たすためには、管理

者の創意工夫を一層引き出し、さらなる施設の

魅力向上を図ることにより、利用者の増加や満

足度の向上を実現する必要があると考えます。 

 そこで、賃金や物価の上昇に対する県として

の対応を含め、指定管理施設の活性化にどのよ

うに取り組んでいくのか、総務部長にお伺いし

ます。 

大友副議長 若林総務部長。 

若林総務部長 指定管理施設の活性化について

お答えいたします。 

 指定管理者制度の運用にあたりましては、民

間ノウハウを最大限に活用し、県民サービスの

向上と効率的な施設運営の両立が重要と認識し

ております。 

 県では、指定期間中の物価や賃金水準の変動

等は、基本協定によりまして原則指定管理者の

負担としておりますが、災害や想定を上回る物

価変動時には、委託料の変更を可能として運用

しております。 

 これまで御紹介いただきましたが、高騰著し

い光熱経費については、令和４年度から３年連

続で委託料の増額を行ったところです。また、

人件費についても、近年の大幅な賃金上昇を踏

まえ、令和５年及び６年の人事委員会勧告の内

容を基に昨年度増額を行いまして、サービスの

提供に支障が生じないよう措置してきたところ

であります。 

 加えて、今年度は指定管理者の更新もござい

ますことから、今後の物価変動や賃上げの動向

にも円滑に対応できるよう、御指摘いただいた

外部への委託費も含めまして、基準価格の在り

方について、現在検討しているところでありま

す。 

 引き続いて、社会情勢の変化に柔軟に対応し

ながら、この指定管理者制度のメリットを最大

限に生かして施設の活性化に取り組んでまいり

たいと考えております。 

大友副議長 首藤健二郎議員。 

首藤議員 何かちょっとはっきりした答弁なの

か分からない現状ですけれども、現在検討中だ

ということですので、引き続きお願いしたいと

思います。 

 私も前回質問させていただいて、じくじたる

思いがあるんですけれども、詰めが甘かったな

といいますか、やっぱり指定管理者という制度

は、民間のノウハウとか、それこそ効率だとか

を利用してしっかり管理していただくというこ

とが本来の目的でありますから、その目的を果

たすために、我々は契約するけれども、これ第

三者契約はもう別の契約ですからそのままです

よとかね。そのような態度ではなく指定管理者

と共に汗をかいて、あるいは努力して知恵を絞

って、何とかこの現状をやるためにという努力

をお互いにしていただきたいんです。ですから、

今後も是非その辺りの指導も兼ねて、よろしく

お願いいたします。 

 続きましての質問に移ります。いじめ・不登

校対策についてであります。 

 これまでも、県ではいじめ・不登校対策とし

て様々な取組を講じていることは承知いたして

おります。令和７年度当初予算においても、未

然防止や早期発見、伴走支援のために、登校支

援員やソーシャルワーカーの充実など、相談体
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制の強化が図られたところです。 

 このように、いじめ・不登校に直面する児童

生徒の受皿を用意したり、いじめの件数を減ら

すことも重要ですが、いじめをなくそうと対策

すれば、表面上だけ、あるいは数字の上では減

少するかもしれません。今、ネット上での誹謗

中傷といったいじめも問題になっていますが、

近年こうしたネット上のいじめが増加している

背景には、表面上ではいじめのない状態にして

おいて、見えないところでやってやろうといっ

たような側面もあるのではないでしょうか。 

 いじめを定義づけして新たな対策を講じても、

隠れたいじめの発生など、その形を変えるだけ

になるかもしれませんし、いじめの撲滅という

本質的な意味では、数字だけを追いかけても無

意味なのかもしれません。 

 そこで重要なのは、早期の対策、つまり早期

の発見ではなく対策ですね。幼稚園や小学校低

学年時での対応ではないかと私は考えます。要

は、いじめる側がその行為こそが恥ずかしいと

思うような土壌をつくることが重要なのだとい

うことです。 

 それには家庭環境も大きな要因となるため、

保護者とのコミュニケーションも大事です。私

の父親は、「一年生になったら」という歌を引

き合いに出し、１００人も友達はいらんのじゃ、

１人でいい。その代わり大事にしろとよく言っ

ておりました。今にして思えば、みんなに愛想

よくしようとすればつらくなるし、表面上だけ

になる。信頼できる友人をつくり、それを大事

にしろと言いたかったのではとありがたく感じ

ております。その後の私の人生、交友関係にも

大きく影響しており、非常によい教えだったと

実感しております。 

 こうした幼少期の気づきや学びが、その後の

人格形成に大きな影響を及ぼすことは言わずも

がなですが、そうしたいじめをさせない環境づ

くりのための早期対策は、学校現場だけではな

く、家庭、地域が一体となって進める必要があ

ると思います。 

 そこで、こうした早期対策への対応を含め、

いじめ・不登校対策にどのように取り組んでい

くのか、教育長にお伺いします。 

大友副議長 山田教育長。 

山田教育長 お答えします。 

 本県では、学校におけるいじめの早期認知・

早期解消に努めていますが、さらに重要なのは、

いじめ・不登校の未然防止に向けた対策を進め

ることであるとは議員御指摘のとおりでありま

す。 

 幼少期における気づきや学びがその後の人格

形成に大きな影響を及ぼすことから、発達段階

に応じた様々な取組を行っているところであり

ます。 

 まず、幼児期は、遊びの中で生じたけんかに

折り合いをつけることや、絵本の読み聞かせに

よる気づきなどの体験を通して、道徳性や規範

意識の芽生えを育みます。 

 小学校では、善悪の判断や思いやりの心を育

てるため、いじめや他者との関わり方を考えさ

せる授業や、活動を通じて道徳性を養う学習に

力を入れています。 

 また、子どもを取り巻く地域社会全体でいじ

めのない環境をつくるため、家庭や地域とも連

携して、人権講演会の開催やネットモラル啓発

活動等に取り組んでいるところであります。 

 今後とも、学校、家庭、地域が一体となり、

子ども同士が互いを思いやり、違いを認め合い、

自己肯定感を持ち、感情を適切に表現できるよ

うな教育を推進して、いじめ・不登校の防止に

結びつけていきたいと考えております。 

大友副議長 首藤健二郎議員。 

首藤議員 答弁いただきました。ありがとうご

ざいます。まずは、いじめをさせない環境づく

りとか雰囲気づくりが大事だと思いますので、

よろしくお願いいたします。 

 あわせて、大事なのが、学校に行きたいと児

童生徒が思えるようになることだと思います。

誰もがこぞって学校に行きたくなるような雰囲

気づくり、これも重要ではないかと考えており

ます。 

 その際、その一助となるのは、学校給食では

ないでしょうか。我々も学校で一番楽しみにし

ていたものの一つだったと思いますが、そこで、
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朝食を給食として提供してみるのはいかがかと

考えております。 

 学校では、朝が忙しく、食べてこない子ども

も多いと伺っております。家庭の負担軽減にも

つながりますし、何より三食しっかり食べると

いう、健康づくりや食育にも資する取組になる

かと思います。 

 このような毎朝楽しみを持って学校に向かう

動機づくりについても御検討いただきたいとお

願い申し上げまして、私の質問を終わります。

ありがとうございました。（拍手） 

大友副議長 以上で首藤健二郎議員の質問及び

答弁は終わりました。今吉次郎議員。 

  〔今吉議員登壇〕（拍手） 

今吉議員 こんにちは。１０番、自由民主党、

今吉次郎です。今回質問の機会をいただきまし

た先輩、同僚議員の皆様に感謝です。 

 では、質問にまいります。 

 １点目は、南海トラフ地震に備えた防災対策

についてです。 

 本年３月末に、国は南海トラフ地震の被害想

定を約１０年ぶりに見直しました。この見直し

の中では、避難者数が最大で約１，２３０万人

に上るとされています。これは約４７万人が避

難した東日本大震災を大きく上回っており、そ

の被害の規模の大きさがうかがわれます。 

 本県については、最大震度が６強、死者は１

万８千人、津波の高さは佐伯市で１４メートル、

中津市では４メートルといった想定がされてい

ます。また、南海トラフ地震における県内の津

波到来までの時間は、最も早いところで１６分

程度と見込まれており、早期の避難が特に重要

です。 

 災害時には、自助・共助・公助の連携が重要

であることは言うまでもありません。しかしな

がら、自分の命を自分で守ろうにも、７５歳以

上の高齢者はここ３０年で約３倍に増えてます。

地域住民で協力し合うにも、６５歳以上で独り

暮らしの方は約４．１倍、町内会や自治会の参

加も減り、近所のつながりも弱くなっているの

が現状です。また、地方公務員は、３０年で１

４％ほど減少し、消防団員も減少するなど、自

助・共助・公助の取組は年々難しくなっており

ます。 

 県としては、建物の耐震化に力を入れており

ますが、簡単に進むものではありません。福祉

施設では、津波リスクのある施設や、山間部で

急傾斜地等の位置にある施設も多くあり、移転

等の対策を検討しなければならないようなケー

スもあります。老朽化の進む上下水道管も地震

対策は進んでないなど、ハード対策にも限界が

あります。 

 他方、被害の軽減に向けては、何より事前の

周知が重要です。県民一人一人に住宅の耐震化

や家屋内での家具の固定、食料や水の備蓄、避

難経路の把握など、あらゆる機会を通じて広く

説明していくことが最も大事だと思います。今

回の被害想定見直しにおいても、すぐに避難行

動を取る人の割合が増えれば、津波による死者

数が大幅に減らせるとされているところです。 

 また、過去の災害での経験も大事ですが、一

方で、時代の流れの中、様々な場面で新たな問

題点も指摘されています。災害関連死や避難所

でのプライバシー、多様性への配慮、避難生活

の長期化なども考慮する必要があるでしょう。 

 さらに、最近では、地域における外国人の方

が多くなり、多文化共生社会の中で、自治体と

しても様々な苦情や問題を抱えるようになって

きています。こうした社会環境の中では、日頃

から外国の方々と地域の連携を深めていくこと

が、災害時においても重要なポイントになるの

ではないでしょうか。 

 少子高齢化が進む中、外国人の方々は、各地

域で重要な存在となっており、県としても市町

村が取り組む日本語学習をはじめとした各種施

策を後押ししていただきたいと考えます。 

 県では、災害に向けた様々な対策に取り組ん

でいると思いますが、南海トラフ地震は国難と

も言える災害だけに、さらなる自助・公助の取

組の強化が急務だと思います。 

 こうしたことを踏まえ、県民の意識改革など

を含め、南海トラフ地震に備え、どのような防

災対策に取り組んでいくのか、知事にお伺いい

たします。 
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 あとは対面席でお願いします。 

  〔今吉議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

大友副議長 ただいまの今吉次郎議員の質問に

対する答弁を求めます。佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 今吉次郎議員の南海トラフ地震に備

えた防災対策についての質問にお答えを申し上

げます。 

 国が公表した新たな被害想定では、県内で甚

大な被害が見込まれておりまして、ハードとソ

フト両面で各種対策を加速する必要があると考

えております。 

 まず、最も大きな被害が想定されます津波対

策でございます。人的被害を最小限にするため

には、堤防や避難路等の整備はもとより、迅速

な避難行動に向けた意識の醸成や地域全体の防

災力の底上げが不可欠でございます。 

 このため、広く県民に地震や津波の怖さを身

近に感じてもらえるよう、地震体験車やバーチ

ャルリアリティーによります啓発を行うほか、

消防団や防災士会などと連携した津波避難訓練

を実施いたします。加えて、より多くの自主防

災組織に避難訓練を促すとともに、訓練内容の

充実も図ってまいります。 

 外国人への対応も重要でございます。中津市

が２月に開催をしました外国人向けの防災体験

イベントでは、非常食の試食や早期避難の重要

性を伝えるセミナーが行われました。こうした

取組を横展開しまして、県内居住の外国人の防

災意識の向上にも努めたいと考えております。 

 次に、建築物の倒壊対策でございます。今年

度から最大１５０万円まで自己負担なく耐震工

事ができるよう、補助制度を拡充したところで

あります。この活用により、住宅の耐震化を加

速させます。また、家具の固定化や倒壊家屋か

らの電気火災を未然に防ぐ感震ブレーカーの普

及も図ってまいります。 

 さらに、災害関連死を防ぐ取組にも力を入れ

てまいります。一人一人の被災状況に応じて伴

走型支援を行う災害ケースマネジメントの体制

を、市町村や社会福祉協議会に加えまして、新

たに設立されます災害中間支援組織等とも協力

をしながら整えてまいります。 

 加えて、避難生活の長期化に備えて、トイレ

カーの配備や簡易ベッドの備蓄の拡充、民間団

体によるキッチンカー等の導入を進めるほか、

避難所のプライバシー確保に向けても、女性視

点を取り入れるための懇談会を立ち上げまして、

検討を進めていきます。 

 こうした対策とあわせまして、新たに確認さ

れました国東半島沖の活断層による地震など、

影響が見込まれる七つの地震について、県独自

の被害想定を策定して、防災の取組をさらに充

実させていきたいと考えております。 

 南海トラフ地震のような広域での被害が想定

される災害では、行政だけでの防災対策には限

界があります。県民一人一人に、自らの命は自

らで守るという意識をさらに促していって、地

域全体での防災対策を進めてまいります。 

大友副議長 今吉次郎議員。 

今吉議員 答弁ありがとうございました。いろ

いろと複合的な対策が必要かと思いますので、

よろしくお願いします。 

 それと、今、知事も言いましたけれども、国

東半島沖での新たな活断層が確認されました。

これも含め、県の被害想定見直しはこれからど

んどん進んでくると思います。地震はいつ発生

してもおかしくありませんし、急ぎ対応はいた

だくようにお願いします。 

 また、上下水道管の地震対策について触れま

したが、能登半島地震で多くの管路などが損壊

して復旧作業が難航していました。断水の長期

化は復旧、復興作業に大きな支障をもたらしま

すし、市町村だけでは財政的にも人的にも厳し

い状況があると思いますので、県としても、是

非市町村と連携して、上下水道管の地震対策に

取り組んでいただきたいと思います。これをお

願いいたします。 

 では、次の質問に移ります。産業の振興につ

いてです。 

 自動車産業の振興について、本県における自

動車関連産業を改めて振り返りますと、２００

４年にダイハツ九州が中津市に立地して以降、

他地域からの企業誘致や県内企業の自動車関連
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産業への進出が進み、２００２年には１，１３

６億円だった輸送機器の製造品出荷額は、２０

２２年には７，６０３億円になり、県全体に占

める割合の４％から１３．６％まで拡大してい

ます。 

 また、２００６年に設立された大分県自動車

関連企業会の会員数も１４７社に達し、産業の

裾野も確実に広がっております。 

 このように、自動車関連産業は、本県にとっ

て非常に重要な産業の一つであると言えます。 

 こうした中、米国トランプ政権下において、

自動車に対する２５％の追加関税措置が課され

るなど、米国の関税措置が我が国の自動車をは

じめとする産業、経済、さらには世界経済にも

大きな影響を及ぼしかねない状況が続いており

ます。 

 政府は、引き続き米国との協議を通じて一連

の関連措置の見直しを求めるとともに、米国関

税措置を受けた緊急対策パッケージなどの対応

策を講じていますが、本県においても引き続き

その動向をしっかりと注視していくことが重要

であると思います。 

 米国の追加関税措置については、複数の国が

対象となっており、その水準も国によって異な

るため、その影響を正確に予測、把握すること

は困難ではありますが、県におかれましては、

状況に応じて適切な対策を講じていただきたい

と思います。 

 加えて、現在、自動車業界は１００年に一度

の変革期にあるとされています。我が国におい

ても、２０３５年までに自動車の新車販売の１

００％を電動車にするという高い目標が掲げら

れていますし、足元ではＥＶ需要の低迷につい

ての報道も見受けられますが、先日も中国の自

動車メーカーが２０２６年度後半に日本の軽Ｅ

Ｖ市場の参入することを発表するなど、自動車

関連産業を取り巻く環境は大きく変化しようと

しております。 

 県内企業もこうした変革に適応していくこと

が求められると考えますが、加えて人材育成や

人材確保についても喫緊の課題であると思いま

す。 

 こうした世界的な大きな動きの中で、本県の

自動車関連産業の振興に向けてどのように取り

組んでいくのか、知事にお伺いいたします。 

大友副議長 佐藤知事。 

佐藤知事 自動車産業の振興についてでござい

ます。 

 本県の自動車産業は、ダイハツ九州の進出を

契機に集積が進み、県経済を牽引する基幹産業

の一つへと大きく成長してきました。今月から

ダイハツ工業は約３年ぶりの新型車ムーブの販

売を開始しましたが、製造はダイハツ九州で行

われており、本県経済への波及効果に大きな期

待を寄せているところでございます。 

 一方、自動車産業を取り巻く環境は、世界的

な転換期にあり、その影響を的確に把握して、

迅速に対応していく必要があります。 

 まずは、米国の追加関税への対応であります。

ダイハツ九州が製造する車は、全て国内市場向

けと聞いておりますけれども、他の自動車メー

カーの部品を製造する県内企業も多く、影響が

広範に及ぶことが懸念されます。そのため、県

では、特別相談窓口を開設するとともに、金融

機関に対して、中小企業に寄り添った柔軟な対

応を要請してきました。引き続き、国等と連携

して、状況把握と企業支援に万全を期していき

ます。 

 次に、電動化への対応でございます。世界的

に進みます電動車への移行を県内企業の成長の

機会にできるよう、自動車関連企業会を通じた

取組を進めております。例えば、電動化に伴う

ビジネスチャンス等を周知するセミナーや、実

際の部品を用いて構造や機能を学ぶ講座などを

開催しているほか、電動車向けの技術開発の支

援も行っているところであります。 

 また、こうした変革の中にあっては、新たな

取引先の開拓に挑戦することも重要であります。

商談会の出展支援に加えて、自動車メーカーの

派遣人材等で組織したチームにより、県内企業

の取引マッチング等をサポートしております。 

 加えて、産業の基盤となる人材の確保、育成

も重要な課題であります。県立工科短期大学校

では、ダイハツ九州等の現役技術者を講師に迎
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えて、即戦力人材の育成を行っています。さら

に、企業会との共催により、１５年続く金型保

全技術者育成講座では、これまで延べ２３２名

が受講して、県内企業の技術力を下支えしてい

ただいております。 

 裾野の広い自動車産業の集積は、本県の大き

な強みであります。引き続き、関連投資の呼び

込みや関連企業の持続的発展に向けた挑戦をし

っかりと後押ししてまいりたいというふうに考

えております。 

大友副議長 今吉次郎議員。 

今吉議員 ありがとうございました。 

 もう今、自動車業界も変革期に来てますし、

県内でも重要な産業ですからということは、今、

知事が言われましたけれども、県立工科短期大

学校のレベルアップも、是非ともよろしくお願

いいたします。 

 では、次に、建設業界の担い手確保について

です。 

 建設業界は大きな転換期を迎えているといっ

ても過言ではありません。長期労働時間の常態

化や休日の少なさは、若手の業界離れを加速さ

せる要因につながっています。人口減少やこう

した要因を背景とした労働力不足、高齢化、デ

ジタル化の遅れなど、多くの課題を抱える中で、

働き方改革を契機とした労働環境の改善やＤＸ

の推進など、新たな取組を実現することができ

なければ、地域を支えるべき産業であるにもか

かわらず、衰退の一途をたどってしまいます。

また、この建設業界は、災害などのときにも大

変重要な役割を担ってもらう業界でもあります。 

 そうした中、大分県は、今年の３月に策定し

たおおいた土木未来（ときめき）プラン２０２

４の中で、建設産業の担い手の確保・育成に関

する施策として、関係機関や建設関係団体との

連携を図りながら、適切な入札・契約制度の運

用、就労環境の改善や生産性向上、建設産業の

イメージアップなどに取り組むことを掲げてい

ます。 

 建設産業は、イメージとしては苛酷な仕事や

外での作業が多く、近年の温暖化の中では大変

な産業だと思います。そうした環境そのものの

改善は難しいでしょうが、企業として福利厚生

を充実させ、社員にとって働きやすい職場環境

に改善し、社員の働くモチベーションを高めて

いくことが何よりも大事です。 

 また、人手不足に対応するため、企業として

は定年延長も再度検討しているかとは思います。

当然給与も上げざるを得ません。 

 このように、建設産業における企業として、

自社で働きたい人材を増やすには、まず自社内

の労働環境を改善することが重要だと思います。 

 おおいた土木未来プラン２０２４の中で、県

が建設産業担い手確保に向けて施策として上げ

ているので、具体的にどのように取り組んでい

くのか、土木建築部長にお伺いいたします。 

大友副議長 小野土木建築部長。 

小野土木建築部長 お答えいたします。 

 建設産業の担い手を確保するためには、就労

環境の改善などの取組を進めるとともに、将来

を担う若い世代に建設産業の魅力を伝えていく

ことが重要と考えています。 

 県では、設計労務単価の引上げや週休２日工

事の推進により、工事発注を通じて就労環境の

改善に取り組んでいます。 

 さらに、若者の定着・育成に向けて、各社が

取り組む育児休業や退職金制度の規程整備など

のほか、若年技術者の資格取得に係る経費を助

成することで、若者の雇用に意欲的な企業を支

援しているところです。 

 また、建設産業の魅力を伝えるため、産学官

が連携して人材の確保・育成を支援するＢＵＩ

ＬＤ ＯＩＴＡでは、土木・建築に触れ合うバ

スツアーなどの体験型イベントを開催し、親子

に興味を持ってもらう活動も行っています。 

 今年度は、小・中・高生別に３種類の広報冊

子を配付することで、土木建築分野への進学や

就職の意識づけを行っていきます。 

 今後も、誰もが働きやすく、魅力を感じ、若

者から選ばれる産業となるよう、産学官の連携

を図りながら、担い手確保に取り組んでまいり

ます。 

大友副議長 今吉次郎議員。 

今吉議員 ありがとうございました。 
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 今、大変これから災害が多くなって、大変重

要な業界でもあるんです。ただ、このくらい暑

かったりいろいろすると、働けなくなるんで、

契約制度もちょっとどういうようにするかを考

えていただきたいと思いますので、よろしくお

願いいたします。 

 次は、持続可能な地域社会の構築についてで

すけれども、急速に進む人口減少、少子高齢化

の中、県内の各地域において、県民が豊かに暮

らすことができる地域社会を構築するためには、

様々な分野における対策が必要です。 

 １点目は、準公共分野のＤＸの推進について

です。 

 そこで、まず地域の社会基盤を支える医療・

介護や教育、子育て、防災、モビリティーなど

といった準公共分野におけるＤＸの推進につい

てお伺いいたします。 

 現在、我が国では、急速に進展するデジタル

技術の波に乗り、行政の効率化とサービス向上

を実現するため、昨年にはデジタル社会の実現

に向けた重点計画が閣議決定されるなど、デジ

タルトランスフォーメーションが強力に推進さ

れています。特に県民の生活に密接に関連し、

行政による関与が大きく、他の民間分野への波

及効果も大きい準公共分野でのＤＸ推進の重要

性は、今後さらに高まっていくものと考えられ

ます。 

 本県においても、人口減少や少子高齢化の進

行に対応しつつ、地域社会を持続可能なものと

するには、準公共分野におけるデジタル技術の

活用が不可欠です。例えば人手不足に直面する

保育や介護の現場では、業務を効率化し、職員

の負担を軽減させつつ、さらに利用者の利便性

を向上させるため、ＩＣＴ機器の導入などが急

務となっております。また、地域の移動手段の

確保に向けては、需要に応じた新たなモビリテ

ィーサービスの導入などの解決策が求められま

す。 

 加えて、ＤＸの取組が県民生活に的確に浸透

するには、官民問わず様々な関係者が一体とな

り、利用者目線でＤＸに取り組むことができる

環境整備や仕組みづくりも欠かせません。しか

しながら、現場の課題は多岐にわたり、縦割り

の行政体制では対応が難しいケースも考えられ

ます。 

 こうした課題に対し、住民の生活やその課題

に、最も身近な市町村のＤＸ推進の担い手とし

ての責務も大きいと言えますが、財政的・人的

リソースの制約からＤＸを独自に進めることが

難しい自治体も少なくありません。そのため、

県においては、例えば人材確保の支援など、市

町村を側面から支える取組とともに、広域的な

視点からの情報提供などを通じ、県全体でＤＸ

を進めていく取組の強化が必要だと思います。 

 折しも本県では、デジタル政策を総合的に推

進するための司令塔として、デジタル政策課が

新設され、スピード感を持ってＤＸに取り組む

体制が整えられました。県では、これまでも行

政手続の電子化などで一定の成果を上げていま

すが、準公共分野におけるＤＸ推進も本格的に

力を入れていただきたいと思います。 

 そこで、県として、準公共分野のＤＸ推進に

どのように取り組んでいくのか、総務部長にお

伺いいたします。 

大友副議長 若林総務部長。 

若林総務部長 お答えいたします。 

 人口減少の進行による担い手不足などに対応

し、県民サービスを維持向上させるためには、

幅広い分野でデジタルの活用を加速することが

重要でございます。 

 昨年度策定いたしました行財政改革推進計画

２０２４では、介護や子育て、防災、教育とい

った準公共分野のＤＸ推進を目標に掲げ、新た

にデジタル政策課を設けたところでございます。 

 今年度は、外部アドバイザーを活用した技術

的サポートや、ＤＸ推進リーダーの育成・活用

などにより、関係施策が着実に進むように伴走

支援に取り組んでまいります。 

 また、子育ての分野等では、市町村の取組が

不可欠であることから、県が中心となって共同

目標を定めつつ、専門人材の派遣やシステムの

共同調達等支援を強化してまいります。 

 加えまして、ＡＩをはじめとした技術革新を

積極的に取り入れていくため、県のＤＸ推進戦



第２回 大分県議会定例会会議録 第４号 

- 130 - 

略の改定にも着手いたします。有識者の知見も

取り入れながら、実効性を高めるため、新たに

指標の設定等についても検討してまいります。 

 引き続いて、関係機関と連携し、県民目線に

立った施策の推進により、準公共分野のＤＸを

加速してまいりたいと考えております。 

大友副議長 今吉次郎議員。 

今吉議員 ありがとうございました。 

 もうとにかく時代の流れがどんどん変わって

いっていますので、今度デジタル政策課もつく

りましたから、是非ともこのレベルアップをす

るために頑張ってください。 

 では、遠隔教育の推進についてです。 

 ＤＸも含め、教育分野における課題について

お伺いいたします。 

 本年２月に中央教育審議会がまとめた高等学

校教育の在り方ワーキンググループ審議まとめ

では、これからの高校生の在り方に関わる基本

的な考え方として、一つの学校の中だけで教育

活動の全てを果たそうとするものではなく、他

校のリソースも活用していくという考え方が重

要であり、このための方策として遠隔授業の活

用が有効であるとされています。 

 本県においても、人口減少の進行に伴う生徒

数や教職員数の減少が予想される中、県内どの

地域においても質の高い学びを実現するには、

遠隔教育等の多様な学習機会の提供は喫緊の課

題となっております。 

 県教育委員会では、今年度、配信センター方

式による遠隔教育の拠点となる遠隔教育配信セ

ンターを大分上野丘高校に開設し、臼杵高校、

佐伯鶴城高校、日田高校、宇佐高校の４校に授

業の配信をスタートしました。さらに、今夏か

らは、県内全域の普通科等設置校の生徒を対象

に、長期休業中の特別授業や動画教材の配信を

開始すると聞いております。 

 もちろん、配信センターの体制・環境整備や

受信校側に必要な機器整備などの財政的な課題

もあると思います。しかし、遠隔教育は、県内

どの地域においても生徒の可能性を最大限に伸

ばすことができるほか、地域の高校では、生徒

の多様な進路実現にもつながり、地域の高校の

魅力向上が一層図られるなど、様々な可能性を

秘めています。 

 先般、実際に私ども、上野丘高校の配信セン

ターに行って遠隔教育の授業を拝見しましたが、

遠隔教育による子どもたちのレベルアップが、

学力レベルが上がる大変希望の持てる教育だと

感じた一方で、まだ少人数での授業となってい

ることから、より多くの子どもたちが受講でき

るようにしていただきたいと思っております。

希望者だけしか今受けていないということなの

で、クラス全体のレベルを上げるために、やっ

てほしいと思います。 

 今後、本県独自の取組が全国の遠隔教育の先

進モデルになれるよう、多様で質の高い教育の

展開を期待しています。 

 こうしたことを踏まえ、遠隔教育をどのよう

に推進していくのか、教育長にお伺いいたしま

す。 

大友副議長 山田教育長。 

山田教育長 お答えします。 

 遠隔授業の配信を開始して２か月が経過しま

した。受講した生徒からは、先生と同じ教室に

いるような感覚であるとか、期待どおりの授業

で得られるものが大きいといった感想が寄せら

れており、おおむね順調にスタートできたと考

えております。 

 また、生徒と直接向き合うことによる信頼関

係の構築も重要であるため、受信校に直接出向

く対面授業も複数回予定しており、デジタルと

リアルの組合せによって、教育効果の最大化を

図ってまいりたいと考えています。 

 さらに、今年の夏からは、大分市内も含む県

内全ての普通科等設置校を対象に、遠隔による

学習支援も開始します。 

 さきほど議員からより多くの子どもたちが受

講できるようにという御指摘もありましたが、

希望者全員を受講対象とし、より多くの生徒に

学習機会を提供したいと考えております。 

 現在、難関大学志望者向けの短期集中特別講

座や、入試問題解説などの大学入試対策に役立

つ動画教材の配信に向けて、コンテンツの作成

や受信校側の環境整備等を進めているところで
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あります。 

 今後とも、生徒や教員の声に耳を傾けながら、

見えてくる課題に迅速・的確に対応し、遠隔授

業と遠隔による学習支援の両輪で取り組み、大

分モデルの早期確立を目指してまいります。 

大友副議長 今吉次郎議員。 

今吉議員 ありがとうございました。 

 大変期待するところなんですけれども、この

前見学行ったときは、本当５、６人しか受けて

いない、クラスの中で。それが今度普通科にど

んどん広げますから、できれば全クラスの人が

受けれるような体制づくりをしてほしいと思い

ます。よろしくお願いします。 

 では、地域における医療体制についてです。 

 長引く物価高騰、昨今の人件費の上昇は、医

療機関の経営を直撃しています。独立行政法人

福祉医療機構の調査によれば、２０２３年度は

一般病院の半数が赤字、診療などの医業の利益

率も、統計を公表して以来、過去最低となって

おります。また、日本病院会などが実施した２

０２４年度診療報酬改定後の病院経営状況調査

によると、診療に係る費用が収益を上回り、赤

字の病院が６割超に拡大したそうです。コロナ

対応の補助金があったときは、経常収支では黒

字の病院が多かったそうですが、２０２３年度

に補助金が終わり、一気に経営が悪くなったと

いうのが現状のようです。 

 医療機関に支払われる診療報酬は、公定価格

として価格が決まっており、医療機関の判断で

上昇した分の経費を上乗せはできません。２０

２４年度の改定では、医療従事者の人件費など

に回る本体部分はプラス０．８８％と、近年で

は比較的大きな改定となりました。一方で、医

療関係者から、こうした引上げ以上に物価上昇

が続いているといったような声も聞かれて、こ

のような社会情勢の中、民間病院は絶滅すると

の報道もなされているところです。 

 さらに、病院の電子カルテの更新には、莫大

な費用がかかるなど、政府が進める医療ＤＸの

導入に係る負担ものしかかっています。 

 地域における住民の暮らしを守るには、地域

医療提供体制の確保が欠かせません。そのため

には、医療機関だけでなく、市町村においても

各医療機関と連携して、自らの地域の医療の在

り方を検討し、より一層の役割を地域で果たし

ていくことが、高齢化社会の進む今後、必要と

なるでしょう。 

 医療政策における様々な取組は、地元の市町

村の主体的な意思や積極的な行動があって初め

て成り立ちます。日頃から市町村が地域の初期

救急や二次救急の医療機関と調整を行い、あわ

せて、県もしっかりと連携を深めていっていた

だきたいと考えます。 

 こうしたことを踏まえ、地域における医療提

供体制の確保に向け、どのように取り組んでい

くのか、福祉保健部長にお伺いいたします。 

大友副議長 首藤福祉保健部長。 

首藤福祉保健部長 お答えいたします。 

 県では、長引く物価高対策といたしまして、

医療機関などに対して、食材費や電気代等高騰

分の一部を助成するほか、ＩＣＴ機器の導入や

タスクシフトなどによる業務効率化の取組への

支援を行うこととしております。 

 一方、持続可能な地域医療体制の確保のため、

少子高齢化がさらに進みます２０４０年とその

先を見据えて、新たな地域医療構想の策定に向

けた議論を、市町村も含めた幅広い関係者の参

画の下、地域ごとに丁寧に進めてまいります。 

 その一環として、昨年度からは、郡市医師会

単位で、医療や介護の従事者による会議を順次

開催しており、在宅医療の提供体制の強化に向

けた連携の在り方を検討しておるところです。 

 こうした中、地域での連携も進んでおります。

中津市においては、本年４月に地域救命救急セ

ンターに指定した市民病院を中心として、整形

外科病院などと連携し、地域内で必要な医療が

受けられる体制の構築が図られております。県

では、市と連携した産科医や小児科医の確保、

あるいは自治医科大学卒業医師の派遣などを通

じまして、地域での取組を支援しております。 

 今後とも、市町村とも連携しながら、地域に

おける医療提供体制の確保に努めてまいります。 

大友副議長 今吉次郎議員。 

今吉議員 ありがとうございました。 
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 改めて、今、病院は大変だということが認識

できました。 

この前、佐藤病院局長のところに行ったとき

も、県立病院も赤字という話をお伺いいたしま

した。そのくらい大変なんですね。 

 ２０１９年度に厚生労働省が公表した地域医

療の再編、統合の議論が必要な病院として、実

に全国４２４の公立公的病院が挙げられ、大分

県でも杵築の市立山香病院とか臼杵市医師会立

のコスモス病院とかが統合・併合が必要と挙げ

られました。これは全国でも波紋を呼びました。

 近年は新型コロナウイルスの感染症の流行も

あってペースダウンはしておりますけれども、

引き続き重要課題として位置づけられていまし

て、いくつかの病院は再編をしています。いろ

いろな地域で自治体病院の存続をめぐり、問題

が起こっています。 

 団塊の世代が全て７５歳以上になる今年度、

病床の機能分化や連携等、民間病院を含めた地

域医療体制の確保が一層大事だと考えますので、

さきほど中津市の例もありましたけれども、県

としてもそういう連携に向けた後押しをよろし

くお願いしたいと思います。 

 では、次に、保育体制の充実について質問し

ます。 

 少子高齢化社会において、一番大事なことは

子どもたちがたくましく育ち、日本や地域の未

来を背負っていく人材になることだと考えます。

様々な課題解決に向け、地域において次代を担

う人材を確保するためにも、子育て環境の整備

を忘れてはいけません。 

 その施策として、小学校に入学する前の保育

所や幼稚園における支援、環境づくりが大変重

要です。近年、児童虐待は増加傾向にあるなど、

子育てに困難を抱える家庭の課題が顕在化して

います。一昨年、中津市においても痛ましい事

件があったことは記憶に新しいところです。 

 子どもの発達の悩みや家庭の貧困など、保育

に関する相談支援を行う保育ソーシャルワーカ

ーは、以前から地域の保育所、こども園などで

必要に応じて一緒に問題の解決に取り組んでい

るところです。 

 こうした中、こども家庭庁は、児童虐待防止

の対策を強化するために、昨年、新たな国の認

定資格、こども家庭ソーシャルワーカーを設け

ました。児童相談所や児童養護施設などの職員、

保育士らが対象で、高い専門性を持って、虐待

を受けるなどした子どもや保護者の相談支援を

行うそうです。実務経験に加え、研修をした上

で、認定機関である一般財団法人日本ソーシャ

ルワークセンターが行う試験に合格をし、登録

すれば取得できるそうですが、今年の３月に初

の試験が行われ、全国で７０３人が合格してい

ます。また、こども家庭庁は、資格取得のため

の費用助成も行うなど、積極的に取得を促進し

ています。 

 こうした背景には、子どもを取り巻く問題が

複雑化し、保育所等だけでの対応が難しくなっ

ている現状があります。そこで、国は保育ソー

シャルワーカー事業などに取り組む自治体への

補助を実施していますが、２０２３年度の九州

・山口における利用実績はゼロだったそうです。

他方、独自に支援に乗り出す自治体もあります。 

 保育所の運営等について定めた国の保育所保

育指針にも、地域と連携した家庭支援が盛り込

まれています。時代の変化の中で、保育士だけ

で様々な問題解決に取り組むことは難しく、こ

のような専門家や自治体の連携と保育を進めて

いく必要があると考えます。 

 そこで、県として、保育体制の充実に向け、

どのように取り組んでいくのか、福祉保健部長

にお伺いいたします。 

大友副議長 首藤福祉保健部長。 

首藤福祉保健部長 お答えいたします。 

 本県では、議員が御紹介された保育ソーシャ

ルワーカーと同様の役割を担います保育コーデ

ィネーターの養成研修を、平成２６年度から独

自に実施してまいりました。 

 その養成研修では、講義や事例検討のほか、

児童養護施設や児童発達支援センターの視察な

ど、計３６時間の充実したプログラムを実施し

ております。 

 これまでに８５１名を保育コーディネーター

として認定しておりまして、これは県内で働く
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保育士の約７人に１人に相当いたします。 

 認定された保育士は、こども園などで、支援

が必要な子どもと家庭の早期発見や問題解決に

向けた園内のコーディネート、専門機関との連

携などの役割を担っていただいております。さ

らに、市町村の５歳児健診や子育て支援拠点で

の相談会に参画するなど、地域と連携した活動

も行われているところです。 

 また、より専門性の高い職種として、こども

家庭ソーシャルワーカーについては、県内から

この春の試験で６名が合格しておりまして、県

においても、児童相談所の体制強化のため、児

童福祉司１名の資格取得に必要な予算を計上し

たところでございます。 

 今後とも、保育所、幼稚園、認定こども園を

はじめ、市町村や専門機関と連携しながら、乳

幼児期の保育の充実に努めてまいります。 

大友副議長 今吉次郎議員。 

今吉議員 ありがとうございました。 

 保育の子どもたちの対応というか、さきほど

首藤健二郎議員の質問ありましたけれども、学

校へ行く前が一番大事なやっぱり教育になるん

ですね。だから、当然コーディネーターという

のは県もやっていたと思いますけれども、今回、

国の認定になった、国家試験としてですね。レ

ベルを上げるためにも、こども家庭ソーシャル

ワーカーを増やして、レベルを上げていくよう

にお願いいたします。 

 では、次は、多文化共生社会の実現について

です。 

 地域にとって、今や外国人材はなくてはなら

ない存在になっています。本年３月に策定され

た第５期大分県海外戦略では、生産年齢人口の

減少、各産業での人材不足の深刻化を踏まえ、

外国人が本県で働くことを選び、安心して暮ら

せる多文化共生社会の実現が基本戦略の一つに

掲げられています。 

 日本に在留する外国人数は、令和６年１２月

末で約３７７万人、県内では１万９，８６０人

と、いずれも過去最高となっており、私の地元、

中津でも、外国からいらっしゃった実習生が多

く、多文化を身近に感じるようになりました。 

 働き手が不足する中で、外国人は貴重な戦力

として活躍されており、今後、特定技能の対象

職種の追加、受入れ上限の拡大など、在留資格

制度の見直しによって、さらに増加していくの

ではないかと考えます。 

 一方、新たに創設された育成就労制度では、

転職要件が緩和されることから、人材の流動化

が進み、本県で就労する外国人が県外へ転出す

るおそれもあります。そのような中で、外国人

材を確保していくためには、企業が魅力ある職

場をつくることはもとより、県や市町村、関係

団体などが、安心して暮らせることができる環

境を用意していくことも重要だと思います。 

 また、在留外国人の増加に伴い、技能実習生

の失踪や窃盗事件など、外国人による犯罪も報

道などで都度耳にすることがあります。地域住

民から不安の声も上がってくるようになりまし

た。このような心配をなくすために、外国人住

民が孤立せず、地域の一員として活躍できるよ

う、地域住民との相互交流と理解の促進を重ね

ていくことも大切じゃないかと考えます。 

 そこで、第５期大分県海外戦略の実行初年度

にあたり、多文化共生社会の実現に向け、どの

ように取り組んでいくのか、企画振興部長にお

伺いいたします。 

大友副議長 工藤企画振興部長。 

工藤企画振興部長 お答えいたします。 

 大分市や中津市など、県内５か所の外国人総

合相談センターに寄せられている相談は、年々

増加しておりまして、昨年度は前年比から３割

増しの９６０件に上っております。 

 近隣とのトラブルに関する相談が多いことか

ら、今年度は、県内の、例えばベトナム人協会

やグローカルおおの、豊後大野の支援団体です

が、こういった支援団体と連携しまして、日本

の生活マナーであるとか外国の伝統行事等を日

本人も含めてお互いに学び合える、相互理解の

ための交流会を計画しております。 

 また、コミュニケーションに苦労している外

国人も多いということから、ＡＰＵと連携した

初歩的な日本語教室や指導者育成に加えまして、

オンラインでの日本語講座も実施しているとこ
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ろでございます。 

 さらに、災害時でも迅速な避難行動が取れま

すように、地域の防災士等を対象として、外国

人への避難時のサポートセミナーを随時開催し

ておりまして、地域の外国人も参加する避難訓

練での実践を呼びかけているところでございま

す。 

 なお、来月からは、県内在住の外国人の方、

３千人を対象とした生活実態に関する調査を予

定しておりまして、その結果も踏まえて、多文

化共生社会の実現に向けて実効的な対策につな

げてまいりたいと考えております。 

大友副議長 今吉次郎議員。 

今吉議員 ありがとうございました。 

 当然、県としてもいろいろしていると思いま

すけれども、中津市は昨年が２，５８２名です

かね。一番多いのはミャンマーか。ミャンマー、

ベトナム、インドネシアの方がかなり増えてお

ります。 

 やっぱり今、中津市も外国の相談センター設

けていますけれども、いろいろやっぱり、どう

いいますかね、さきほど災害対策でも外国人と

の交流もお願いしましたが、外国人の中でも技

能実習生、介護職等は日本語教育を受けてから

日本に来るんですね。が、中津市の外国相談セ

ンターの方に確認しましたら、日本語を話せな

い人も多く、その対応もやっぱり大変らしいん

ですよ。市町村でも日本語教育に取り組んでい

るところもありますが、指導者がいないなど、

やっぱり課題もなかなか多いんですね、指導す

る人がいないというか。 

 県としても、地域と連携し、さらなる政策の

充実を図ってはいっていると思いますが、また、

外国の方々のトラブル等、各地域の外国人相談

センターでは対応が難しいことなどもやっぱり

あるらしいんですよ。県の外国人総合相談セン

ターとも協力して対処するなど、連携は深めて

いっているんですけれども、県として、日本語

教育の充実や、県の施設である外国人相談セン

ター、国際政策課と市町村との連携強化に向け、 

どのように取り組んでいくのかということを企

画振興部長にまたお伺いいたします。 

大友副議長 工藤企画振興部長。 

工藤企画振興部長 お答えいたします。 

 今御紹介いただきましたように、私もちょう

ど３年前か、北部振興局長のときによく中津に

伺いましたけれども、本当、町なかに外国人が

多いなと思っておりました。ただ、そのときも、

数字で見ると、中津市内での外国人の方、２，

１００人ぐらいだったんですけれども、今御紹

介いただいた、多分昨年の数字だろうと思いま

すけれども、２，６００人ぐらいということで、

もう５００人増ということで、すごいペースで

外国人増えていらっしゃるんで、本当にいろい

ろ相談事も今から出てくるのかなというふうに

思っております。 

 私、昨年度まで福祉保健部の所管でしたので、

例えば福祉保健部でも、子育てほっとラインと

か、障がい者の方々からの相談センターとか、

ヤングケアラーとか、医療的ケア児の保護者の

方々、いろいろ相談を受ける、そういった対応

に携わってきましたけれども、やっぱり共通し

て、いい相談センターになるためのポイントと

いいますか、共通して言えることは、やはり寄

せられた困り事に、苦労しながらではありまし

たけれども、一つ一つ解決につなげていくとい

うようなことが大事かなと思っております。そ

うすると、センターとして非常に自信持って対

応できるというようなことになるんだろうなと

実感しましたけれども、この外国人の総合相談

センターも、そういった意味ではこれからの取

組が大切だろうというふうに思っております。 

 今御紹介いただいた県のセンターが大分市内

にありますし、他の市の各市のセンター、こう

いったところとしっかり連携協力。それからお

得意、不得意がありますんで、お互い補完し合

いながら、やはり受けた相談をしっかり解決に

つなげていくということで、県内で暮らす外国

籍の方々にとって、本当に役に立てる、選んで

もらえる、そういった相談センターになってい

くようにしていきたいなというふうに思ってお

りますので、しっかりやっていきたいと思って

います。 

大友副議長 今吉次郎議員。 
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今吉議員 ありがとうございました。 

 もう多文化の共生社会は止められようがない

ので、どうしても、県としても地域のことを思

ってそういう連携するように、また、よろしく

お願いします。 

 では、次は街路樹の管理についてです。 

 最後に、地域生活における環境に関する課題

について触れたいと思います。 

 近年、街路樹や公園の樹木が倒れたり、枝が

落下したりする事故が相次いでいます。ここ３

年半の間に全国で計１，７３２件もの事故が起

きています。国土交通省の調査で明らかになっ

ていますが、街路樹だけでも年平均約５，２０

０本が倒れているそうです。原因は台風等もあ

りますが、根や幹が腐ったり、病害で弱ったり

したことに加え、自治体では、人手不足や予算

が限られており、手が回らないことも多いそう

です。 

 本県においても、県が管理する道路は多く、

当然街路樹の点検も大事な仕事だと思いますが、

佐賀県の事例では、県唐津土木事務所が車によ

る見回りを週２回から毎日に、徒歩では週１回

から２回に増やしているといった事例もありま

す。それでも、事務所が把握するだけで、枝の

落下による車の損傷など、約５年間で７件起き

ており、見た目はしっかりした松が折れるなど、

管理の難しさがあるそうです。また、公園の樹

木では、除草や剪定などに係る経費が大きく、

維持管理費の増大につながるといった課題もあ

ります。 

 街路樹や公園樹は、景観の向上や大気の浄化

など、様々な大事な役割を担っていますが、国

内の街路樹政策も転換期が訪れているのではな

いでしょうか。高度経済成長期以降、車の排気

ガス対策などから、街路樹を増やす機運が高ま

り、積極的に植樹が行われました。しかし、木

は物ではなく生き物なので劣化します。植えて

終わりではなく、老化した木をどのようにする

のか、長期的かつ計画的なスケジュール感を持

って考えていく必要があると思います。 

 そこで、県として、街路樹の管理にどのよう

に取り組んでいくのか、土木建築部長にお伺い

いたします。 

大友副議長 小野土木建築部長。 

小野土木建築部長 お答えいたします。 

 県では、道路の沿道の環境保全や都市公園の

景観形成などを目的に樹木を植樹し、施設を安

全に利用できる環境を維持しています。 

 議員御指摘のとおり、道路や公園では、植樹

後、時間が経過し、枝折れなどによる事故も発

生していることから、樹木の状況に応じ、長期

的・計画的な管理が重要と認識しております。 

 樹木の管理は、日々の巡視による点検を行う

とともに、専門業者による剪定や肥料の散布な

どを適切な時期に行っています。 

 さらに、利用者への重大事故が懸念される高

さ３メートル以上の街路樹や、都市公園の園路

沿いなどでは、樹木医や専門技術者による診断

を行い、老朽化が著しい樹木は速やかに撤去す

るなど、対策を講じているところです。 

 加えて、歩道幅の狭い区間では、地域の実情

を踏まえ、住民や利用者の意見を聞きながら、

植樹帯を歩行空間に転換して、安全性や利便性

の向上を図る対策も進めています。 

 今後も、安全で快適な道路・公園環境を維持

するため、樹木の状態に注意しつつ、求められ

るニーズを踏まえ、適切に管理に努めてまいり

ます。 

大友副議長 今吉次郎議員。 

今吉議員 ありがとうございました。 

 たまたま一昨日、新聞に載っていたんですよ。

「相次ぐ倒木」、街路樹の件が。街路樹っちゅ

うのは明治頃できたんですよね。私、横浜に住

んでいましたが、横浜の馬車道で初めできたん

ですって。ただ、今一番言えるのは、もうどん

どんどんどん減って、平成１７年からは６１７

万本も木が減っているそうです。その中には、

この暑さ、この暑い中で街路樹の必要性もあり

ますけれども、木は植えたままでずっとそのま

ま生きていくわけじゃないんで、常に県が管理

しながら、危険がないように、また皆さんがそ

ういう目に、遭わないように、是非ともよろし

くお願いします。 

 どうもありがとうございました。これで、質
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問を終わります。（拍手） 

大友副議長 以上で今吉次郎議員の質問及び答

弁は終わりました。 

 次に、上程案に対する質疑に入ります。 

 発言の通告がありますので、これを許します。

猿渡久子議員。（拍手） 

  〔猿渡議員登壇〕 

猿渡議員 皆さん、大変お疲れさまです。日本

共産党の猿渡久子です。 

 まず、第６６号議案、教職員定数条例の一部

改正についてから質疑をさせていただきます。 

 今回の定数条例の改正では、県立学校は増員

させる一方、市町村立学校は減少させています。

児童生徒数が減少しているためということです

が、現在の教員不足は、２０年以上定数を減ら

し続けてきたことが原因だと考えています。か

ねてから、教員の定数を増やすこと、１人の教

員が持つ授業時間数を減らすことが必要だと訴

えてきましたが、同時に教職員の働き方改革に

取り組むことも重要だと考えております。 

 教職員の病気休職者数は、平成２７年度の８

５人に対し、昨年度は１０７人と増加し、その

うち精神疾患は６３．５％から７８．５％と１

５ポイントも増えています。また、長時間労働

が課題となる中、業務を自宅に持ち帰る、持ち

帰り仕事の実態も気になるところです。 

 さらに、支援者の方から、教育相談コーディ

ネーターや特別支援教育コーディネーターの業

務を教員が、しかも兼務で担っているとお聞き

しています。教員は多忙で、兼務ではなく専任

で配置すべきと考えます。 

 そこで、持ち帰り仕事やコーディネーター配

置の現状を含め、教職員の働き方改革にどのよ

うに取り組んでいるのか、伺います。 

 また、大分県として、通信制課程の教員を含

め、教職員定数を一層増やすとともに、国にも

定数増の働きかけを行うべきと考えますが、教

育長の見解を伺います。 

大友副議長 ただいまの猿渡久子議員の質問に

対する答弁を求めます。山田教育長。 

  〔山田教育長登壇〕 

山田教育長 お答えします。 

 教職員定数は、法律によって算定基準が定め

られており、児童生徒数の減少に伴う定員削減

は避けられません。一方で、県が独自に３０人

学級の導入や複式学級の解消など、現場ニーズ

に即した加配措置を実施しています。 

 また、教職員の負担軽減に向け、サポートス

タッフや専門スタッフの配置、ＩＣＴの活用に

よる業務改善など、様々な取組も実施している

ところであります。 

 昨年度の持ち帰り仕事は、１日平均で小学校

が２４分、中学校が１８分、高等学校も１８分、

特別支援学校が１４分で、全ての校種において、

平成２８年に実施した前回の調査よりも減少し

ています。 

 教育相談や特別支援教育のコーディネーター

は、校務分掌の一つであり、原則として専任配

置は想定していませんが、特定の教職員に負担

が偏らないよう、配慮することとしています。 

 通信制を含めた教職員定数の改善に向けては、

今月４日、国に対して少人数学級のさらなる拡

大と加配定数の拡充などを直接要望したところ

であります。 

 国も、今回の骨太の方針において、来年度か

ら中学校の３５人学級実現に向けた教職員定数

の改善や働き方改革の加速化等を打ち出してお

り、こうした動きと歩調を合わせ、実効性のあ

る取組を進めてまいります。 

大友副議長 猿渡久子議員。 

猿渡議員 ありがとうございます。 

 県民の皆さんから、教員の仕事が大変多岐に

わたり過ぎて重労働になっているという御意見

など、少人数学級や教職員増員を願う声、多く

いただいております。 

 特に教育関係のコーディネーターについて、

これからの学校運営のキーになると思うという

御意見いただいており、兼務ではなく専任配置

を今後に向けて是非努力いただきますように、

重ねて求めたいと思います。 

 １点、再質問ですが、中学２年生、３年生に

ついて、国も考えているところではありますけ

れども、少しでも早く３５人学級を県独自でで

きるように実施すべきと考えますが、教育長の
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見解をお願いいたします。 

大友副議長 山田教育長。 

山田教育長 少人数学級については、教員の負

担軽減もさることながら、教育の質の向上とい

う意味からも非常に有効であるということで、

本県においては、他県に先駆けて小学校１年、

２年、それから中学１年、３０人学級に取り組

んでいるところであります。 

 このたび、国において３５人学級を中学にも

拡大するという方針が打ち出されました。中学

１年というような限定ではなくて、中学に対す

る３５人学級の導入ということで、現時点では

詳細は明らかにされておりませんけれども、中

学全体に拡大されることを私どもも期待してお

ります。 

 一方で、少人数学級の導入には、教員が必要

になりますし、あと、教室の確保も必要になり

ます。そういう意味で、一気呵成にというのは

なかなか難しいのではないかという気もします

が、国の詳細な検討状況を注視してまいりたい

というふうに考えております。 

大友副議長 猿渡久子議員。 

猿渡議員 では、次に、一般会計補正予算につ

いて伺います。 

 物価高騰対策として、ＬＰガス料金等への支

援について、補正予算案が提出されています。

これも必要なことだと思いますが、今、中小業

者等への賃上げと米の価格高騰、このほうがよ

り切実で、重要な課題だと考えています。 

 まず、中小企業等への賃上げ支援について伺

います。 

 日本共産党は、５６４兆円にも上る大企業の

内部留保のうち、アベノミクス以降にため込ま

れた約２００兆円に対して、時限的に課税し、

１０兆円の財源をつくり、中小企業等への賃上

げへの直接支援を抜本的に強化しようと提案し

ています。 

 他方、岩手県・徳島県・群馬県・奈良県など

では、県独自で中小企業等への賃上げへの直接

支援を実施しております。 

 例えば岩手県では、物価高騰対策賃上げ支援

金として、１９億円の事業費を計上し、時給６

０円以上の賃上げを１年間継続して実施するこ

とを条件に、従業員１人当たり６万円、最大３

００万円を支給しています。申請が簡単で、家

族従業員も対象になり、事業者の賃上げを後押

ししたことが評価されています。県独自の支援

はなかなか不十分ではあるものの、中小企業等

の賃上げを直接支援する先駆けた取組だと思い

ます。 

 これに学び、本県でも、中小企業等の社会保

険料の軽減や賃上げ補助金などの支援策に思い

切って取り組むべきだと考えます。 

 こうしたことを踏まえ、本県の中小企業等へ

の賃上げ支援にどのように取り組んでいくのか、

商工観光労働部長に伺います。 

大友副議長 利光商工観光労働部長。 

利光商工観光労働部長 お答えします。 

 県内の雇用の９２％を支える中小企業におけ

る賃上げは、物価高が継続する中での家計負担

の緩和などの効果が期待されます。一方で、企

業が賃上げを持続できなければ、事業の継続や

雇用への影響が懸念されます。 

 そのため、県として、中小企業が持続的な賃

上げに踏み出せる環境整備に努めてまいりまし

た。例えば業務改善助成金などの生産性向上と

賃上げをあわせて行う中小企業向けの国の事業

への上乗せ補助や、賃上げに向けて経営力強化

を図る企業向けの県制度資金の創設などを通じ

て、多くの中小企業の取組を後押ししてまいり

ました。 

 引き続き商工団体などと連携して、企業の声

をしっかり聞きながら、他県の取組も参考にし、

中小企業の賃上げを支援してまいります。 

大友副議長 猿渡久子議員。 

猿渡議員 今、行われている支援策は、生産性

向上などとセットになったものなんですけれど

も、こうしたセットになったものではなくて、

それが使いづらいと利用できない事業者もあり

ますので、賃上げ自体に対する直接支援、これ

が今、求められていると思います。 

 知事、この点、いかがでしょうか。 

大友副議長 佐藤知事。 

佐藤知事 一過性ではなくて、持続可能な賃上
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げであることが大変重要であるというふうに考

えております。 

 さきほど利光部長が答弁をさせていただきま

したラインで支援をしてまいりたいというふう

に考えております。 

大友副議長 猿渡久子議員。 

猿渡議員 先進例に学んで、是非考えていただ

きたいと思います。 

 次に、米政策について伺います。 

 子どもには御飯を食べさせるけれども、自分

はパンやパスタなどにしているというお母さん

や、やむなく値上げをしたけれども、それもつ

らいという飲食店の方など、皆さん大変苦労を

されています。 

 現在の米の値上げ、米不足は、歴代自民党の

失政の結果だと思います。その理由として、日

本共産党は次のように分析しています。 

 １点目は、政府は５０年間農家に減反・減産

を押しつけており、２０２１年、２２年には、

コロナ禍も理由に２年間で５０万トン分の減反

・減産を進め、コロナ後で需要が増加した結果、

米不足をもたらしていること。 

 ２点目は、民主党政権が導入した所得補償を

自民・公明政権が２０１８年に廃止し、米農家

から１，５００億円以上もの所得を奪う一方で、

市場任せにして安売り競争を招いた結果、米作

って飯食えねえという事態が広がり、２０００

年以降、主に稲作を生産する農家は３分の１の

５３万戸に激減したこと。 

 ３点目は、７７万トンものミニマムアクセス

米、これ義務ではないにもかかわらず、二十数

年来、輸入し続け、生産基盤の弱体化を加速さ

せたこと。 

 これらが今回の事態を招き、その責任は自民

党政治にあると考えています。 

 私は、主食の米は大丈夫なのかと指摘したこ

とがありますが、大分県としては、もうかる農

業、経営継承が重要だとして、国が示した目安

よりさらに減反し、水田の畑地化を加速してき

ました。その結果、本県の米生産量は８万７，

４００トンで、全国の１．３％となっています。 

 米の価格高騰と品不足を打開するために、日

本共産党は、緊急に農林水産業予算を１兆円増

やすよう求め、減反・減産の押しつけをやめて

増産に切り替えること、価格保障・所得補償に

より安心して米を作れる農業にすること、外国

産米の輸入を中止すること、この３点を提案し

ています。 

 米作って飯食えねえという状況を変えていく

ためには、生産費と販売価格、つまり農家の手

取りの差額を補填する価格保障制度と環境維持

や景観保全などに必要な所得を保障する制度の

創設、さらには、輸入米を廃止することを県と

しても国に求めるべきです。 

 増産でゆとりある政策へ転換し、大小多様な

農業を支援し、消費者に手頃な価格で提供する

ことが政治の責任だと思います。本県としても、

支援品目に米を加えるなど、米の増産に向け、

支援することが必要だと考えます。 

 国への働きかけを含め、本県の米政策をどの

ように進めていくのか、農林水産部長に伺いま

す。 

大友副議長 渕野農林水産部長。 

渕野農林水産部長 お答えいたします。 

 本県農業の持続的発展には、マーケットに対

応した産地づくりによる高収益化や農地を生か

し、次世代につなぐ地域営農の取組が大切です。 

 長期計画においては、今後の農業従事者の減

少や食料安全保障を念頭に、経営体と産地の両

面から生産性を向上させ、足腰の強い農業を目

指すこととしております。 

 この両面の取組で、もうかる農業を実践する

中核的経営体が増え、産地が活性化し、新たな

担い手を呼び込む好循環が各地で生まれてきま

した。 

 米など、水田での生産も同様でありまして、

経営体の育成では、省力化等を進め、収益向上

を図ってまいります。 

 農地の集積・集約化を進めるとともに、スマ

ート農業や乾田直播栽培等の技術導入を推進し

ていきます。 

 また、高温の耐性があり、収量も期待できる

品種であります、なつほのかの作付を進めてい

くほか、園芸品目導入へのチャレンジを今後も
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力強く後押ししてまいります。 

 産地づくりにおいては、生産基盤の強化など

の取組が大切です。圃場の大区画化や汎用化を

各地で進めており、今後は宇佐平野での農地再

編なども控えております。 

 中山間地域でも、地域計画の見直しを進め、

基盤整備等につなげるほか、地域を面的に支え

ています集落営農活動なども支援してまいりま

す。 

 加えまして、労働力確保も大事でございます。

ドローン防除等農業支援サービス事業体の育成

や、マッチングで作業の外部化も進めてまいり

ます。 

 現在、国では水田政策の在り方を含め、農業

構造転換の検討がなされているとともに、先週

には食料システム法が成立したところであり、

今後、米を含めた適正価格の議論も本格化して

くると思われます。こうした動向を注視しなが

ら、本県農業を振興してまいります。 

大友副議長 猿渡久子議員。 

猿渡議員 大規模化ばかりではなくて、大規模

経営、中小農家、兼業農家、新規参入、いろい

ろな形態の、どこも大事な担い手として大小の

経営が維持できるように、しっかり支援してい

くことこそ大事だと思います。 

 ＥＵでも、価格保障、所得補償、アメリカな

どでもこういう政策、しっかり行われています。

米不足を輸入で補えばよいということではなく、

主食の米について、気候や経済変動などで需給

ギャップが生じても、米不足にならないように

することが政治の責任だと考えています。 

 米の価格高騰を抑えて、安定供給に国が責任

を持たなければならない、このことを強調し、

大分県として米の増産に力を入れていただくこ

とを重ねて求めて、質疑を終わります。ありが

とうございました。 

大友副議長 以上で猿渡久子議員の質疑及び答

弁は終わりました。 

 これをもって一般質問及び質疑を終わります。 

 ただいま議題となっております各案及び今回

受理した請願２件は、お手元に配付の付託表及

び請願文書表のとおり、所管の常任委員会に付

託します。 

―――――→…←――――― 

 

付        託        表 

件          名 付 託 委 員 会 

第 ６０ 号議案 大分県税条例の一部改正について 総 務 企 画 

第 ６１ 号議案 大分県税特別措置条例の一部改正について 総 務 企 画 

第 ６２ 号議案 大分県議会議員及び大分県知事の選挙における選挙運動

用自動車の使用並びにビラ及びポスターの作成の公営に

関する条例の一部改正について 

総 務 企 画 

第 ６３ 号議案 工事請負契約の締結について 農 林 水 産 

第 ６４ 号議案 工事請負契約の変更について 土 木 建 築 

第 ６５ 号議案 土地の取得について 土 木 建 築 

第 ６６ 号議案 大分県立学校職員及び大分県市町村立学校県費負担教職

員定数条例の一部改正について 

文 教 警 察 

第 ６７ 号議案 令和７年度大分県一般会計補正予算（第１号）について 総 務 企 画 

商工観光労働企業 

第 ２ 号報告 大分県税条例等の一部改正について 総 務 企 画 

 

―――――→…←――――― 

 日程第２ 特別委員会設置の件 

大友副議長 日程第２、特別委員会設置の件を

議題といたします。 
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―――――→…←――――― 

 特別委員会設置要求書 

 次のとおり特別委員会を設置されるよう会議

規則第６６条の規定により要求します。 

記 

１、名称 

 防災減災・県土強靱化対策特別委員会 

２、目的 

 令和７年１月に南海トラフ巨大地震の今後３

０年の発生確率は、「８０％程度」に引き上げ

られ、南海トラフ地震の発生リスクは高い状態

が続いている。また、台風や線状降水帯による

水害をはじめとした大規模な災害が県内外で発

生している。 

 こうした中、令和６年１月の能登半島地震で

の孤立集落の支援活動の困難さの教訓や同年９

月の能登半島豪雨による土砂・洪水氾濫などの

複合災害の発生を踏まえ、半島を抱える本県で

も対策を一層強化する必要がある。 

 このため、災害に強い県土づくりのあり方及

び大規模災害に備えた孤立集落対策や避難所運

営、先端技術導入など防災に関する体制づくり

や人材育成について調査研究を行い、今後の防

災・減災対策に向けた政策提言を行う。 

３、期間 

 令和７年６月２０日から令和９年３月３１日

まで 

４、付託する事件 

 １、南海トラフ巨大地震対策について 

 ２、頻発・激甚化するあらゆる災害対策につ

いて 

 ３、県土強靱化について 

 ４、防災に関する体制づくり・人材育成につ

いて 

５、委員の数 

 １５人 

 令和７年６月２０日 

発議者 大分県議会議員 御手洗吉生 

 〃     〃    志村  学 

 〃     〃    中野 哲朗 

 〃     〃    阿部 長夫 

 〃     〃    森  誠一 

 〃     〃    井上 明夫 

 〃     〃    古手川正治 

 〃     〃    麻生 栄作 

 〃     〃    吉村 尚久 

 〃     〃    木田  昇 

 〃     〃    二ノ宮健治 

 〃     〃    玉田 輝義 

 〃     〃    戸高 賢史 

大分県議会議長 嶋  幸一 殿 

―――――→…←――――― 

大友副議長 御手洗吉生議員外１２名の議員か

ら、お手元に配付のとおり、特別委員会設置要

求書が提出されました。 

 お諮りします。要求書のとおり、防災減災・

県土強靱化対策特別委員会を設置し、本事件に

ついて付託の上、期間中、継続調査に付するこ

とにしたいと思いますが、これに御異議ござい

ませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

大友副議長 御異議なしと認めます。 

 よって、要求書のとおり、防災減災・県土強

靱化対策特別委員会を設置し、本事件について

付託の上、期間中、継続調査に付することに決

定いたしました。 

―――――→…←――――― 

 防災減災・県土強靱化対策特別委員会に付託

する事件 

１、南海トラフ巨大地震対策について 

２、頻発・激甚化するあらゆる災害対策につい

て 

３、県土強靱化について 

４、防災に関する体制づくり・人材育成につい

て 

―――――→…←――――― 

大友副議長 お諮りします。ただいま設置され

た特別委員会の委員の選任については、委員会

条例第５条第１項の規定により、お手元に配付

の委員氏名表のとおり指名したいと思いますが、

これに御異議ございませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

大友副議長 御異議なしと認めます。 

 よって、ただいま指名いたしました１５名の
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議員を委員に選任することに決定しました。 

―――――→…←――――― 

 防災減災・県土強靱化対策特別委員会委員氏

名表 

            御手洗吉生 

            桝田  貢 

            穴見 憲昭 

            岡野 涼子 

            中野 哲朗 

            宮成公一郎 

            首藤健二郎 

            小川 克己 

            御手洗朋宏 

            福崎 智幸 

            成迫 健児 

            原田 孝司 

            堤  栄三 

            佐藤 之則 

―――――→…←――――― 

大友副議長 なお、特別委員会は委員長及び副

委員長互選のため、閉会後、お手元に配付の特

別委員会招集通知書のとおり、委員会を開催願

います。 

―――――→…←――――― 

大友副議長 以上をもって本日の議事日程は終

了しました。 

 お諮りします。２３日、２４日及び２５日は

常任委員会開催のため、２６日は議事整理のた

め、それぞれ休会としたいと思います。これに

御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

大友副議長 御異議なしと認めます。 

 よって、２３日、２４日、２５日及び２６日

は休会と決定しました。 

 なお、２１日及び２２日は県の休日のため休

会とします。 

 次会は、２７日定刻より開きます。 

 日程は決定次第通知します。 

―――――→…←――――― 

大友副議長 本日はこれをもって散会します。 

午後２時５９分 散会 
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令和７年第２回大分県議会定例会会議録（第５号） 

 

令和７年６月２７日（金曜日） 

――――――――――――――――――――― 

議事日程第５号 

            令和７年６月２７日 

              午前１０時開議 

第１ 第６０号議案から第６７号議案まで及び 

   第２号報告並びに請願１０、１１ 

   （議題、常任委員長の報告、質疑、討論、 

   採決） 

第２ 第６８号議案から第７０号議案 

   （議題、提出者の説明、質疑、討論、採 

   決） 

第３ 議員提出第２号議案から議員提出第８号 

   議案まで 

   （議題、提出者の説明、質疑、討論、採 

   決） 

第４ 議員派遣の件 

第５ 閉会中の継続調査の件 

――――――――――――――――――――― 

本日の会議に付した案件 

日程第１ 第６０号議案から第６７号議案まで 

     及び第２号報告並びに請願１０、１ 

     １ 

     （議題、常任委員長の報告、質疑、 

     討論、採決） 

日程第２ 第６８号議案から第７０号議案 

     （議題、提出者の説明、質疑、討論、 

     採決） 

日程第３ 議員提出第２号議案から議員提出第 

     ８号議案まで 

     （議題、提出者の説明、質疑、討論、 

     採決） 

日程第４ 議員派遣の件 

日程第５ 閉会中の継続調査の件 

――――――――――――――――――――― 

出席議員 ４３名 

 議長 嶋  幸一 副議長 大友 栄二 

    志村  学     御手洗吉生 

    桝田  貢     穴見 憲昭 

    岡野 涼子     中野 哲朗 

    宮成公一郎     首藤健二郎 

    清田 哲也     今吉 次郎 

    阿部 長夫     小川 克己 

    太田 正美     後藤慎太郎 

    森  誠一     井上 明夫 

    木付 親次     三浦 正臣 

    古手川正治     元吉 俊博 

    麻生 栄作     阿部 英仁 

    御手洗朋宏     福崎 智幸 

    吉村 尚久     若山 雅敏 

    成迫 健児     高橋  肇 

    木田  昇     二ノ宮健治 

    守永 信幸     原田 孝司 

    玉田 輝義     澤田 友広 

    吉村 哲彦     戸高 賢史 

    猿渡 久子     堤  栄三 

    末宗 秀雄     佐藤 之則 

    三浦 由紀 

欠席議員 なし 

――――――――――――――――――――― 

出席した県側関係者 

 知事           佐藤樹一郎 

 副知事          尾野 賢治 

 副知事          桑田龍太郎 

 教育長          山田 雅文 

 公安委員長        久家 里三 

 人事委員長        石井 久子 

 代表監査委員       長谷尾雅通 

 総務部長         若林  拓 

 企画振興部長       工藤 哲史 

 企業局長         渡辺 淳一 

 病院局長         佐藤 昌司 

 警察本部長        幡野  徹 

 福祉保健部長       首藤 丈彦 

 生活環境部長       首藤  圭 

 商工観光労働部長     利光 秀方 
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 農林水産部長       渕野  勇 

 土木建築部長       小野 克也 

 会計管理者兼会計管理局長 馬場真由美 

 交通政策局長       嶋川 智尉 

 防災局長         藤川 将護 

 観光局長         渡辺 修武 

 労働委員会事務局長    一丸 淳司 

 財政課長         小野  宏 

 知事室長         姫野 智代 

――――――――――――――――――――― 

午前１０時 開議 

嶋議長 皆さん、おはようございます。 

 これより本日の会議を開きます。 

―――――→…←――――― 

 諸般の報告 

嶋議長 日程に入るに先立ち、諸般の報告をし

ます。 

 去る２０日に設置した防災減災・県土強靱化

対策特別委員会の委員長に御手洗吉生議員が、

副委員長に戸高賢史議員がそれぞれ互選されま

した。 

 また、監査委員から、地方自治法第２３５条

の２第３項の規定により、５月の例月出納検査

の結果について、文書をもって報告がありまし

た。 

 以上、報告を終わります。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 本日の議事は、議事日程第５号により

行います。 

―――――→…←――――― 

 日程第１ 第６０号議案から第６７号議案ま 

      で及び第２号報告並びに請願１０、 

      １１ 

      （議題、常任委員長の報告、質疑、 

      討論、採決） 

嶋議長 日程第１、日程第１の各案件を一括議

題とし、これより各常任委員長の報告を求めま

す。福祉保健生活環境委員長今吉次郎議員。 

  〔今吉議員登壇〕 

今吉福祉保健生活環境委員長 おはようござい

ます。 

 福祉保健生活環境委員会の審査の経過と結果

について、御報告申し上げます。 

 本委員会で審査いたしました案件は、今回、

付託を受けました請願１件であります。 

 委員会は、去る２４日に開催し、部局長ほか

関係者の出席説明を求め、慎重に審査いたしま

した結果、請願１１高額療養費制度の負担上限

額引上げの実施見送りでなく、白紙撤回を求め

る意見書の提出については、賛成少数をもって

不採択とすべきものと決定いたしました。 

 以上をもって福祉保健生活環境委員会の報告

といたします。 

嶋議長 商工観光労働企業委員長小川克己議員。 

  〔小川議員登壇〕 

小川商工観光労働企業委員長 商工観光労働企

業委員会の審査の経過と結果について、御報告

申し上げます。 

 本委員会で審査いたしました案件は、今回、

付託を受けました議案１件であります。 

 委員会は、去る２３日に開催し、部局長ほか

関係者の出席説明を求め、慎重に審査いたしま

した結果、第６７号議案令和７年度大分県一般

会計補正予算（第１号）のうち、本委員会関係

部分については、原案のとおり可決すべきもの

と全会一致をもって決定いたしました。 

 以上をもって商工観光労働企業委員会の報告

といたします。 

嶋議長 農林水産委員長森誠一議員。 

  〔森議員登壇〕 

森農林水産委員長 おはようございます。 

 農林水産委員会の審査の経過と結果について、

御報告申し上げます。 

 本委員会で審査いたしました案件は、今回、

付託を受けました議案１件であります。 

 委員会は、去る２３日に開催し、部長ほか関

係者の出席説明を求め、慎重に審査いたしまし

た結果、第６３号議案工事請負契約の締結につ

いては、原案のとおり可決すべきものと全会一

致をもって決定いたしました。 

 以上をもって農林水産委員会の報告といたし

ます。 

嶋議長 土木建築委員長阿部長夫議員。 

  〔阿部（長）議員登壇〕 
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阿部（長）土木建築委員長 皆さん、おはよう

ございます。 

 土木建築委員会の審査の経過と結果について、

御報告申し上げます。 

 本委員会で審査いたしました案件は、今回、

付託を受けました議案２件であります。 

 委員会は、去る２４日に開催し、部長ほか関

係者の出席説明を求め、慎重に審査いたしまし

た結果、第６４号議案工事請負契約の変更につ

いて及び第６５号議案土地の取得については、

原案のとおり可決すべきものといずれも全会一

致をもって決定いたしました。 

 以上をもって土木建築委員会の報告といたし

ます。 

嶋議長 文教警察委員長清田哲也議員。 

  〔清田議員登壇〕 

清田文教警察委員長 おはようございます。 

 文教警察委員会の審査の経過と結果について、

御報告申し上げます。 

 本委員会で審査いたしました案件は、今回、

付託を受けました議案１件であります。 

 委員会は、去る２３日に開催し、教育長及び

警察本部長ほか関係者の出席説明を求め、慎重

に審査いたしました結果、第６６号議案大分県

立学校職員及び大分県市町村立学校県費負担教

職員定数条例の一部改正については、原案のと

おり可決すべきものと全会一致をもって決定い

たしました。 

 以上をもって文教警察委員会の報告といたし

ます。 

嶋議長 総務企画委員長太田正美議員。 

  〔太田議員登壇〕 

太田総務企画委員長 おはようございます。 

 総務企画委員会の審査の経過と結果について、

御報告申し上げます。 

 本委員会で審査いたしました案件は、今回、

付託を受けました議案４件、報告１件及び請願

１件であります。 

 委員会は、去る２４日に開催し、部局長ほか

関係者の出席説明を求め、慎重に審査いたしま

した結果、第６０号議案大分県税条例の一部改

正について、第６１号議案大分県税特別措置条

例の一部改正について、第６２号議案大分県議

会議員及び大分県知事の選挙における選挙運動

用自動車の使用並びにビラ及びポスターの作成

の公営に関する条例の一部改正について及び第

６７号議案令和７年度大分県一般会計補正予算

（第１号）のうち、本委員会関係部分について

は、原案のとおり可決すべきものと、第２号報

告大分県税条例等の一部改正については、承認

すべきものと、いずれも全会一致をもって決定

いたしました。 

 また、請願１０適格請求書等保存方式（イン

ボイス制度）の見直しを求める意見書の提出に

ついては、賛成少数をもって不採択とすべきも

のと決定いたしました。 

 以上をもって総務企画委員会の報告といたし

ます。 

嶋議長 以上で委員長の報告は終わりました。 

 これより委員長の報告に対する質疑に入りま

す。 

 別に御質疑もないようですので、質疑を終結

し、これより討論に入ります。 

 発言の通告がありますので、順次これを許し

ます。堤栄三議員。 

  〔堤議員登壇〕 

堤議員 おはようございます。日本共産党の堤

でございます。 

 今議会に上程をされました各議案、そして、

請願等について討論をしたいというふうに思い

ます。 

 まず、第６６号議案大分県立学校職員及び大

分県市町村立学校県費負担教職員定数条例の一

部改正についてです。 

 今回の条例改正では、市町村立学校の教職員

定数は２３人削減され７，０７６人に、県立学

校では高等学校が１４人減ではありますが、特

別支援学校の学級数の増や夜間中学の新設で、

全体では２１人増となり、３，５５０人となっ

ています。 

 教員の病気休職者数は、２０１５年度から２

０２４年度までで延べ９０１人に上り、うち精

神疾患は延べ５９４人、全体の６６％を占めて

います。これは、業務の多様化・複雑化や長時
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間勤務などが大きく影響しているものと考えら

れます。痛ましい過労死までも起きています。 

 このような大変厳しい状況の中、学校現場の

教職員は、保護者や子どもの声に真摯に向き合

い、様々な創意工夫で分かりやすい授業や不登

校・いじめ対策などに取り組んでいます。今回

の条例のように、定数の削減ではなくて、教育

環境の整備や少人数学級の拡大、無理な統廃合

の中止、正規教職員の増員と待遇改善こそ行う

べきであります。 

 また、国会では給特法が改正され、教職調整

額の割合が現在の４％から、２０２６年１月に

は５％へ、そして、２０３１年までに段階的に

１０％へと引き上げられますが、結局、残業代

は不支給となり、長時間労働は解消されないま

まとなるのではないでしょうか。 

 さらに、教員間に階層と分断を生んでしまう

主務教諭の職が新設されます。このような教員

の長時間労働を放置するような法改正に厳しく

抗議するとともに、県として教員の定数削減を

やめるよう求め、反対討論といたします。 

 続いて、請願１０インボイス制度の見直しを

求める請願についてです。 

 自公政権による消費税のインボイス制度の導

入から、今年１０月で２年となります。現場で

は新たな税負担、免税事業者の排除、複雑な制

度による膨大な事務など、恐れていたことが小

規模従業者やフリーランスにのしかかっていま

す。営業と暮らしに与える害悪は明らかであり、

制度の存廃は死活問題となります。 

 業者間の取引でインボイスがないと、仕入れ

分の消費税を差し引くことができなくなりまし

た。インボイスは課税事業者でないと発行でき

ないため、年間売上げ１千万円以下の免税事業

者は、課税事業者になってインボイス登録する

ことを迫られます。 

 免税制度があるのは、零細な事業者は価格を

自分で決める力が弱いからです。課税事業者に

なると利益を削り、身銭を切ってでも消費税を

納めなければなりません。財務省の試算では、

免税事業者の年間粗利益は平均１５４万円で、

課税事業者になった場合、１５万円の消費税負

担が生じます。税率を変えない増税と言われる

ゆえんです。 

 導入から３年間は、納税額を売上げに係る消

費税額の２割とするなど、負担軽減措置はあり

ますが、時限的なもので、事業者の負担が重く

なることには変わりがありません。 

 インボイス制度を考えるフリーランスの会が、

制度開始後初の確定申告を終え、実施したアン

ケート調査には、２週間で７千人超の回答が寄

せられました。回答者の９割超が、インボイス

制度にデメリットを感じており、制度の見直し

や中止を求めています。消費税の負担感につい

ては、インボイス登録事業者の６割は、負担軽

減措置終了後のめどが立たない、負担が大きく、

事業が成り立たなくなりそうだと回答しており、

消費税や事務負担の費用を価格転嫁できず、身

を削って補填するとしています。 

 また、免税事業者の４割超が、制度開始後に、

重要な取引先からの値引き・発注量の減少など、

何らかの不利益を被ったと答えています。 

 インボイス制度は、免税事業者がインボイス

登録をするか、消費税相当分の値引きをするか

の悪魔の二者択一を取引先から迫られる制度で

す。物価高騰の下、零細事業者やフリーランス

として働く人たちに深刻な負担増をもたらし、

多数の事業者を廃業の危機に追い込みます。 

 一方、大企業優遇税制では、研究開発減税だ

けでも、２０２２年度では７，６３６億円に上

ります。大手半導体メーカーには１社で、何と

約１兆２千億円の補助金を出しています。大企

業優遇を改め、中小・零細たたきをやめるべき

です。そして、消費税を一律５％に減税すれば、

インボイス制度の導入の口実もなくなります。

インボイス制度はきっぱり中止も含めて見直し

をすべきであります。 

 本請願と同趣旨のものが埼玉県議会や佐賀県

議会でも採択されていることを申し添え、本請

願に対する賛成討論を終わります。 

 続いて、請願１１高額療養費制度の負担上限

額引上げの実施見送りではなくて、白紙撤回を

求める請願についてであります。 

 本請願の提出者である大分県社会保障推進協
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議会は、県下の医療機関や医師団体、労働組合

や事業者団体など多岐にわたる団体で構成され

ております。県民の健康と医療負担の抑制を実

現してほしいとする切実な請願であります。 

 今回の高額療養費制度の改正では、治療が受

けられない、命綱を断ち切るものだというがん

患者や難病患者らの怒りの声が、そして、凍結

・白紙撤回を求める世論の高まりにより、政府

は制度改正の凍結を言い出しました。 

 本制度は高額な医療費がかかった際、年収に

応じて月ごとに負担限度額を設け、患者の自己

負担に歯止めをかける仕組みです。今回、厚労

省は全ての所得層、全ての年代で限度額を引き

上げるという改正を打ち出しています。 

 その中で今回見直し、凍結するのは、長期の

治療で直近１２か月以内に３回以上、限度額に

達した人について、４回目以降は限度額を下げ

る多数回該当の部分です。見直し案では、４回

目以降の限度額について、例えば現行の月４万

４，４００円を年収５１０万から６５０万の人

は６万３千円に、６５０万から７７０万の人で

は７万６，８００円に引き上げる予定でしたが、

これを凍結し、据え置くとしています。しかし、

患者の多くは治療のため収入が下がり、入院に

伴う様々な保険外の負担もかかり、現状でも重

い負担に苦しんでいます。 

 全国保険医団体連合会などの家計・子育てへ

の影響調査では、高額療養費負担増の改悪で、

４割超が治療を中断する、６割が治療の回数を

減らすと答えています。がんや難病の患者にと

って、受診抑制は命に直結をします。 

 許し難いのは、厚労省はこの改悪により２，

２７０億円分の受診抑制が起きることを想定し、

それでも改悪をしようとしていることです。国

民の命と健康を守るという役割を放棄するもの

です。 

 政府は、制度見直しの理由に、現役世代の保

険料軽減を挙げてきました。しかし、保険料軽

減は平均で月２５８円、労使折半後では１２９

円にすぎません。現役世代からも改悪への悲痛

な声が上がり、世代分断論が破綻すると、制度

維持のためと言い出しました。 

 改悪による給付費削減は５，３３０億円、来

年度の軍事予算の６％、予算総額の０．５％に

すぎません。重い病気の人に負担を強いて、命

を危険にさらし、財源をつくるやり方は容認で

きません。軍事拡大・特定企業優遇をやめ、財

源をつくり、高額療養費削減改悪は白紙撤回す

べきであります。是非、請願を採択していただ

きたいと考えます。 

 以上、両請願に対する賛成討論といたします。

（拍手） 

嶋議長 猿渡久子議員。 

  〔猿渡議員登壇〕 

猿渡議員 日本共産党の猿渡久子です。 

 令和７年度大分県一般会計補正予算（第１号）

について、賛成の立場で討論を行います。 

 先日の質疑でも申し上げましたが、物価高騰

対策として提案されているＬＰガス等への支援

も必要だと思いますが、現下の県民生活を考え

ると、やはり中小企業等の賃金アップと米不足

・価格高騰への根本的な対策が必要だと考えま

す。 

 岩手、徳島、奈良、群馬県などに続き、茨城

県でも物価上昇を上回る賃上げを促進しようと、

令和７年度いばらき賃上げ支援金の募集が６月

２日から始まっています。 

 本支援金は、１時間当たりの賃金を３５円以

上引き上げた中小企業を対象として、正規雇用

１人当たり５万円、非正規雇用同３万円を支給

するものです。企業の９９．９％が中小企業で

ある本県としても、このような取組に学ぶべき

だと考えます。 

 本県でも、賃上げを促進する補助事業があり

ますが、県内の約３万１千件の中小企業のうち、

賃上げ枠を設けた補助金の昨年度の採択件数は、

僅か７１件であり、事業者数から見るとほんの

一部です。条件付ではなく、事業者の負担にな

らない直接支援が求められます。岩手県や徳島

県などのように賃上げだけを条件とするシンプ

ルで使い勝手がよく、幅広い中小企業の賃上げ

を応援する助成を求めます。 

 次に、県民の皆さんが苦労している米の価格

高騰と品不足についてです。 
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 現在の米をめぐる状況は、農家に減反・減産

を押しつけ、所得補償を廃止した一方で、ミニ

マムアクセス米を輸入し続けた歴代政権の失政

の結果だと考えます。その責任は重大であり、

国民の生活、命と健康よりアメリカと大企業を

優先する政治の結果だと思います。また、本県

でももうかる農業が重要だとして、国が示した

目安よりさらに作付面積を削減し、水田の畑地

化を進めてきました。 

 質疑でも訴えた減反・減産の押しつけをやめ

て増産に切り替えること、価格保障・所得補償

により安心して米を作れる農業にすること、外

国産米の輸入を中止すること、この３点を国に

求め、本県としても米の増産に向けた支援を実

施することが必要だと考えます。 

 増産により、ゆとりある需給・備蓄を確保し、

大小多様な農業経営を支援することで、消費者

に手頃な価格で提供する、これが政治の責任だ

と思います。国の対策を待たずに、大分県が中

山間地のおいしい米作りを支援してもらいたい。

米作って飯食えねえ、今の状況では米作りはで

きないという声をしっかり受け止め、応えるべ

きです。 

 今回提出された補正予算案には賛成ですが、

以上２点について要望しておき、討論を終わり

ます。（拍手） 

嶋議長 以上で通告による討論は終わりました。 

 これをもって討論を終結し、これより採決に

入ります。 

 まず、第６０号議案から第６５号議案まで、

第６７号議案及び第２号報告について採決しま

す。 

 各案件は、委員長の報告のとおり決すること

に御異議ございませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、各案件は、委員長の報告のとおり決

定しました。 

 次に、第６６号議案について、起立により採

決します。 

 本案に対する委員長の報告は、可決でござい

ます。 

 本案は、委員長の報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

  〔賛成者起立〕 

嶋議長 起立多数でございます。 

 よって、本案は、委員長の報告のとおり可決

されました。 

 次に、請願１０について、起立により採決し

ます。 

 本請願に対する委員長の報告は、不採択であ

りますが、採択について採決します。 

 本請願を採択することに賛成の諸君の起立を

求めます。 

  〔賛成者起立〕 

嶋議長 起立少数であります。 

 よって、本請願は、不採択とすることに決定

しました。 

 次に、請願１１について、起立により採決し

ます。 

 本請願に対する委員長の報告は、不採択であ

りますが、採択について採決します。 

 本請願を採択することに賛成の諸君の起立を

求めます。 

  〔賛成者起立〕 

嶋議長 起立少数であります。 

 よって、本請願は、不採択とすることに決定

しました。 

―――――→…←――――― 

 日程第２ 第６８号議案から第７０号議案 

      （議題、提出者の説明、質疑、討 

      論、採決） 

嶋議長 日程第２、第６８号議案から第７０号

議案までを一括議題とし、提出者の説明を求め

ます。 

―――――→…←――――― 

第６８号議案 人事委員会委員の選任について 

第６９号議案 公安委員会委員の任命について 

第７０号議案 収用委員会委員の任命について 

―――――→…←――――― 

嶋議長 佐藤知事。 

  〔佐藤知事登壇〕 

佐藤知事 おはようございます。 

 ただいま上程されました人事議案について説
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明を申し上げます。 

 第６８号議案人事委員会委員の選任について

は、石井久子氏の任期が来る７月２１日で満了

するため、中村多美子氏を新たに選任すること

について、第６９号議案公安委員会委員の任命

については、平川加奈江氏の任期が来る９月７

日で満了するため、同氏を再任することについ

て、第７０号議案収用委員会委員の任命につい

ては、田中朋子氏の任期が来る７月３１日で満

了するため、同氏を再任することについて、そ

れぞれ議会の同意をお願いするものであります。 

 何とぞ慎重御審議の上、御賛同いただきます

ようにお願い申し上げます。 

嶋議長 以上で提出者の説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。 

 別に御質疑もないようですので、質疑を終結

します。 

 お諮りします。各案については、委員会付託

を省略したいと思います。これに御異議ありま

せんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、各案は委員会付託を省略することに

決定しました。 

 これより討論に入りますが、ただいまのとこ

ろ、通告がありませんので、討論なしと認めま

す。 

 これをもって討論を終結し、これより採決し

ます。 

 各案は、これに同意することに御異議ありま

せんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、各案は、これに同意することに決定

しました。 

―――――→…←――――― 

 日程第３ 議員提出第２号議案から議員提出 

      第８号議案まで 

      （議題、提出者の説明、質疑、討 

      論、採決） 

嶋議長 日程第３、議員提出第２号議案から第

８号議案までを一括議題とします。 

―――――→…←――――― 

議員提出第２号議案 里親制度の充実を求める 

          意見書 

議員提出第３号議案 地方財政の充実・強化を 

          求める意見書 

議員提出第４号議案 ２０２５年度大分県最低 

          賃金の改定等に関する意 

          見書 

議員提出第５号議案 義務教育費国庫負担制度 

          の堅持を求める意見書 

議員提出第６号議案 地方消費者行政に対する 

          恒久的な財源確保等を求 

          める意見書 

議員提出第７号議案 事前復興まちづくり計画 

          の策定支援を求める意見 

          書 

議員提出第８号議案 米国の関税措置に対応し 

          た中小企業等支援策の拡 

          充を求める意見書 

―――――→…←――――― 

嶋議長 提出者の説明を求めます。森誠一議員。 

  〔森議員登壇〕 

森議員 ただいま議題となった議員提出第２号

議案里親制度の充実を求める意見書の提案理由

を説明いたします。 

 様々な理由から、家庭で暮らすことができな

い子どもたちを、公的な責任の下で養育する社

会的養護の必要性が高まっています。 

 より家庭に近い環境での養育を行う里親制度

は、子どもの自己肯定感を育むなど、子どもの

健やかな育成を図る重要な制度です。本県では、

児童相談所に里親支援専任部署を設置するなど、

独自のモデル的な取組を実施し、全国トップク

ラスの里親等委託率を実現していますが、国が

定める目標の達成には至っておりません。 

 本県は、民間の補助制度などを活用し、夜間

及び休日に子どもの緊急受入れが必要となった

場合に、待機している里親が短期間の受入れを

行う乳幼児短期緊急里親制度を導入するととも

に、里親レスパイトの充実に向け、児童福祉施

設に専任職員の配置を行ってきたところであり、

これらの取組は、里親制度の推進に非常に有効
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であります。 

 よって、国会及び政府に対しまして、本県独

自の取組を国の制度として早期に創設するとと

もに、里親制度の積極的な啓発活動と地域の実

情に応じた予算措置等を行うよう、強く要望す

るものです。 

 案文は、お手元に配付しておりますので、朗

読は省略します。 

 以上で説明を終わります。御賛同くださいま

すようよろしくお願い申し上げます。 

嶋議長 福崎智幸議員。 

  〔福崎議員登壇〕 

福崎議員 ただいま議題となった議員提出第３

号、第４号、第５号について、一括して提案理

由を説明いたします。 

 まず、第３号議案地方財政の充実・強化を求

める意見書です。 

 今、地方公共団体には、急激な少子高齢化に

伴う社会保障制度の整備、子育ての施策、人口

減少下における地域活性化対策はもとより、感

染症対策、ＤＸの推進、脱炭素化、物価高騰対

策など、極めて多様にわたり新たな役割が求め

られています。加えて、急激に進められている

自治体システムの標準化や多発化する大規模災

害への対応も迫られる中、地域公共サービスを

担う人員は不足しており、職場における疲弊感

は日々深刻化しています。 

 政府は、これまで骨太方針に基づき、地方一

般財源水準を示してきましたが、増大する行政

需要は、また、不足する人員体制を踏まえると、

今後はより積極的な財源確保が求められていま

す。 

 よって、２０２６年度の政府予算と地方財政

の検討にあたり、現行の地方一般財源水準の確

保から一歩踏み出し、政府が進める持続的で構

造的な賃上げが可能となる地方財政を実現する

ための１０点の項目について、措置を講ずるよ

う、政府に強く要望するものです。 

 次に、第４号議案２０２５年度大分県最低賃

金の改定等に関する意見書についてです。 

 国内経済は、名目賃金が上昇しているものの、

原材料やガソリン価格の高騰、円安、異常気象

により、食料品などの価格上昇は継続しており、

物価を加味した実質賃金はマイナスで推移し、

勤労者世帯の暮らしは厳しさを増しており、生

活向上につながる持続的な賃上げが必要不可欠

であります。 

 最低賃金については、誰もが安心して暮らす

ことができる時給１千円はいまだに実現してお

らず、一日も早く全ての都道府県において、最

低賃金を１千円以上に引き上げるとともに、健

康で文化的な生活ができ、労働力を再生産し、

社会的体裁を保持するために、最低限必要な水

準までさらに引き上げていく必要があります。 

 あわせて、最低賃金の引上げのためには、経

営基盤が脆弱で雇用維持に不安を抱える中小企

業、小規模事業者が継続して事業を行い、雇用

の維持確保ができるよう、業務改善助成金をは

じめとする国の各種施策の拡充・強化が求めら

れています。 

 よって、大分県最低賃金のあるべき姿への引

上げとコロナ後における中小企業、小規模事業

者支援のさらなる拡充のための３点の項目につ

いて、強く求めるものです。 

 次に、第５号議案義務教育費国庫負担制度の

堅持を求める意見書についてです。 

 学校現場では、貧困、いじめ、不登校、教職

員の長時間労働や未配置など、解決すべき課題

が山積しており、子どもたちの豊かな学びを保

障するための教材研究や授業準備の時間を十分

に確保することが困難な状況が続いています。 

 ２０２１年の法改正により、段階的に行われ

ている小学校の学級編制標準の３５人への引下

げは、２０２５年度に完了となり、中学校にお

いても２０２６年度から引下げをする方針とな

っていますが、今後は、高等学校での早期引下

げの実施に加え、きめ細かい教育活動や豊かな

学びを実現するために、さらなる学級編制標準

の引下げと少人数学級の実現が必要であります。 

 一方、厳しい財政状況の中、本県においては、

小学校１、２年生、中学校１年生の３０人学級

の定数措置が行われていますが、義務教育につ

いては、自治体間、地域間の格差が生じること

がないよう、国の施策として財源を保障し、全
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国どこに住んでいても、子どもたち一人一人に

きめ細かな対応や豊かな学びを保障するための

教育環境の整備が不可欠であります。 

 よって、国会及び政府に対し、地方教育行政

の実情を十分に認識され、地方自治体が教育の

機会均等と水準の維持向上を図るため、義務教

育費国庫負担制度を堅持するよう強く求めるも

のです。 

 案文はお手元に配付しておりますので、朗読

は省略します。 

 以上で説明を終わります。御賛同くださいま

すようお願い申し上げます。 

嶋議長 吉村哲彦議員。 

  〔吉村（哲）議員登壇〕 

吉村（哲）議員 ただいま議題となりました議

員提出第６号議案、第７号議案、第８号議案に

ついて、一括して提案理由の説明を行います。 

 初めに、議員提出第６号議案地方消費者行政

に対する恒久的な財源確保等を求める意見書に

ついてです。 

 消費者被害を防ぐため、国が措置し、地方消

費者行政の下支えとなってきた地方消費者行政

強化交付金推進事業は、令和７年度末には多く

の地方公共団体で活用期間が終わるため、交付

金を活用して実施してきた相談体制の維持など、

事業継続が困難となるなど、地方消費者行政の

後退、縮小が懸念されます。 

 また、相談員の担い手を確保し、安定的に業

務を継続できるよう、雇用形態や処遇等の改善

が求められており、国の主導により、速やかな

制度設計と予算措置を行うことが必要でありま

す。 

 さらに、消費生活相談のデジタル化に向け、

国は、新たなシステムの整備を予定しておりま

すが、端末のリース費用やセキュリティ対策の

継続的な更新費用などは、地方公共団体の負担

とされており、これらの経常的費用も国の責任

で措置すべきであります。 

 よって、政府に対し、地方消費者行政を安定

的に推進するための恒久的な財源を措置するこ

とや消費生活相談員の安定的な確保と処遇改善

に係る制度設計に必要な予算措置を講じること

など、３点を求めるものであります。 

 次に、議員提出第７号議案事前復興まちづく

り計画の策定支援を求める意見書についてです。 

 大規模地震や近年激甚化、頻発化する豪雨災

害などの大規模災害への備えがますます重要に

なってきております。 

 大規模な災害により被災した市町村は、復興

まちづくり事業に取り組むこととなりますが、

事前に人口減少や少子高齢化社会を考え、復興

後に想定される居住人口や産業の規模に対し、

適切な規模で復興まちづくりの目標や実施方針

を検討していくことは、よりよい復興を実現す

るために重要な取組であります。 

 また、大規模な災害が発生した際には、大規

模災害復興法に基づき、国は特別な必要がある

と認めるときは、復興の基本方針を定めるとと

もに、都道府県においても復興方針を定めるこ

とができることとされており、市町村でも、こ

れらに基づき、復興計画を策定することができ

ることとされております。 

 国土交通省では、事前復興まちづくり計画検

討のためのガイドラインを策定し、地方公共団

体の復興事前準備の取組状況は、一定程度、定

着してきていると考えられますが、復興体制や

復興手順の検討にとどまっている現状でありま

す。 

 よって、政府に対し、事前復興まちづくり計

画策定に対する防災・安全交付金や復興まちづ

くり計画策定を検討・実施する自治体に対する

技術的助言などのさらなる支援の強化を求める

ものであります。 

 最後に、議員提出第８号議案米国の関税措置

に対応した中小企業支援策の拡充を求める意見

書についてです。 

 アメリカの関税措置により、世界的な景気後

退につながるのではないかとの不安の声が寄せ

られております。特に、我が国の基幹産業であ

る自動車関連企業をはじめ、多くの事業者の設

備投資や賃上げへの判断に深刻な影響が懸念さ

れており、早急な解決策が求められます。 

 また、その影響を最も強く受ける中小企業や

小規模事業者を守り、支えることが、今後の日
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本経済の成長には不可欠であります。 

 よって、アメリカの関税措置に対し、特に日

本の企業の９割以上を占める中小企業等を対象

とした具体的かつ手厚い施策を講じるよう、各

省庁の地方支部や関連団体に特別相談窓口等の

体制を整え、不安の払拭に努めることや日本政

策金融公庫のセーフティネット貸付けについて、

窓口での積極的な制度の提案やオンライン手続

の周知、広報等、事業者の側に立った手厚い対

策を講じるとともに、事業者への影響を踏まえ

て、セーフティネット保証制度の適用等資金繰

り支援に万全を期すことなど、政府に対し、３

点について求めるものであります。 

 以上、案文はお手元に配付しておりますので、

朗読は省略いたします。 

 慎重御審議の上、御賛同いただきますよう、

何とぞよろしくお願いいたします。 

嶋議長 以上で提出者の説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。 

 別に御質疑もないようですので、質疑を終結

します。 

 お諮りします。各案は、委員会付託を省略し

たいと思いますが、これに御異議ございません

か。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、各案は、委員会付託を省略すること

に決定しました。 

 これより討論に入ります。 

 発言の通告がございますので、これを許しま

す。堤栄三議員。 

  〔堤議員登壇〕 

堤議員 日本共産党の堤でございます。 

 今、上程されました議員提出議案について、

二つ、反対討論を行います。 

 まず、第３号地方財政の充実・強化を求める

意見書についてであります。 

 本意見書では、地方一般財源総額の確保や社

会保障経費の充実、拡充など、地方財政の充実

・強化等を求めています。これらに反対するも

のではありませんし、これらは当然のことなが

ら、国の責任において推進すべきものです。た

だ、個別要求項目の中に、偏在性の小さい消費

税の課税の問題、さらには、自治体業務システ

ムの標準化等について是認していることについ

ては、残念ながら反対せざるを得ません。 

 以下、その理由を述べます。 

 消費税は、食料など生活必需品や光熱水費な

ど暮らしに不可欠な支出に幅広く課税されてい

ます。さらに、一昨年１０月から実施されたイ

ンボイス制度は、零細事業者にとっては実質的

な増税であり、円安等による物価高騰で収益減

少など疲弊している零細事業者に追い打ちをか

けるものです。 

 このような逆進性のある消費税は廃止すべき

ものです。意見書で言うような地域間の財源偏

在性の是正に向けては、大企業優遇税制の是正

や大企業法人税率の引上げ、富裕税や為替取引

税など、新たな税制の創設などによって実施す

べきであります。 

 また、自治体業務システムの標準化では、２

０２５年度までに税や福祉など、２０の業務に

ついて標準化基準に適合した情報システムの利

用を義務づけると進められていますが、遅々と

して進んでいないのが現実です。 

 さらに、デジタル行政改革会議で決定した基

本方針では、この２０業務以外にも一定の基準

に合致した業務を標準化していくという方向性

が示され、国として住民の個人情報を含むデー

タを活用したいという狙いが示されています。 

 標準化の名で自治体を国の鋳型にはめること

は、地方自治にも反します。各自治体では、独

自の住民税の減免、国民健康保険税や介護保険

料、利用料の減免、被災者への減免など実施し

ており、住民の福祉等を下支えしております。 

 しかし、国は、業務にシステムを合わせるの

ではなくて、システムに業務を合わせることと

して、独自施策に必要なシステムのカスタマイ

ズをなくすよう自治体に求めています。これで

は、住民サービスの抑制につながってしまいま

す。 

 さらに、システム障害や不正アクセスも懸念

され、クラウドサービスは一度利用を始めると、

他社への切替えが難しく、サービス価格引上げ
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や透明性の低下も危惧されます。 

 全国市長会からも、財政支援などの意見書が

提出されていますが、このような問題のあるシ

ステムの標準化を推進するための意見書には、

反対せざるを得ません。 

 次に、議員提出の第７号議案です。事前復興

まちづくり計画の策定支援を求める意見書につ

いてであります。 

 本意見書では、復興後に想定される居住人口

や産業の規模に対し適切な規模で、復興まちづ

くりの目標や実施方針を検討するとなっていま

すが、被災者の生活再建や被災地の復旧・復興

対策は、既存の制度を押しつけるのではなくて、

現場の声を反映させ、被災者や被災地にとって

使い勝手のよい支援制度とすることが必要です。

上からの計画では、地域コミュニティの再構築

は不可能です。国は、必要な財源を確保し、地

域の判断で行う被災者支援を支えるようにすべ

きであります。このような立場でない意見書に

は、反対せざるを得ません。 

 以上、提案された各意見書に対する反対討論

といたします。 

嶋議長 以上で通告による討論は終わりました。 

 これをもって討論を終結し、これより採決に

入ります。 

 まず、議員提出第２号議案、第５号議案、第

６号議案及び第８号議案について採決します。 

 各案は、原案のとおり決することに御異議ご

ざいませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、各案は、原案のとおり可決されまし

た。 

 次に、議員提出第３号議案及び第７号議案に

ついて、起立により採決します。 

 各案は、原案のとおり決することに賛成の諸

君の起立を求めます。 

  〔賛成者起立〕 

嶋議長 起立多数であります。 

 よって、各案は、原案のとおり可決されまし

た。 

 次に、議員提出第４号議案について、起立に

より採決します。 

 本案は、原案のとおり決することに賛成の諸

君の起立を求めます。 

  〔賛成者起立〕 

嶋議長 起立少数でございます。 

 よって、本案は、否決されました。 

―――――→…←――――― 

 日程第４ 議員派遣の件 

嶋議長 日程第４、議員派遣の件を議題としま

す。 

―――――→…←――――― 

 議員派遣 

 その１ 

１ 目的 

   議員出前講座出席のため 

２ 場所 

   大分市 

３ 期間 

   令和７年７月１５日 

４ 派遣議員 

   首藤健二郎、吉村哲彦 

―――――→…←――――― 

嶋議長 お諮りします。会議規則第１２５条第

１項の規定により、お手元に配付のとおり、各

議員を派遣したいと思いますが、これに御異議

ございませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、お手元に配付のとおり、各議員を派

遣することに決定しました。 

 次にお諮りします。ただいま可決された議員

派遣の内容について、今後、変更を要するとき

は、その取扱いを議長に御一任願いたいと思い

ますが、これに御異議ございませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、そのように決定しました。 

―――――→…←――――― 

 日程第５ 閉会中の継続調査の件 

嶋議長 日程第５、閉会中の継続調査の件を議

題とします。 

―――――→…←――――― 
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 閉会中における常任委員会、議会運営委員会

の継続調査事件 

総務企画委員会 

 １、職員の進退及び身分に関する事項につい

て 

 ２、県の歳入歳出予算、税その他の財務に関

する事項について 

 ３、市町村その他公共団体の行政一般に関す

る事項について 

 ４、条例の立案に関する事項について 

 ５、デジタル政策の推進に関する事項につい

て 

 ６、学事に関する事項について 

 ７、県行政の総合企画及び総合調整に関する

事項について 

 ８、国際交流及び文化振興に関する事項につ

いて 

 ９、広報及び統計に関する事項について 

１０、地域振興及び交通対策に関する事項につ

いて 

１１、出納及び財産の取得管理に関する事項に

ついて 

１２、他の委員会に属さない事項について 

福祉保健生活環境委員会 

 １、社会福祉に関する事項について 

 ２、保健衛生に関する事項について 

 ３、社会保障に関する事項について 

 ４、県民生活に関する事項について 

 ５、環境衛生、環境保全及び公害に関する事

項について 

 ６、男女共同参画及び青少年に関する事項に

ついて 

 ７、災害対策、消防防災及び交通安全に関す

る事項について 

 ８、県の病院事業に関する事項について 

商工観光労働企業委員会 

 １、商業に関する事項について 

 ２、工・鉱業に関する事項について 

 ３、観光に関する事項について 

 ４、労働に関する事項について 

 ５、先端技術に関する事項について 

 ６、電気事業及び工業用水道事業に関する事

項について 

農林水産委員会 

 １、農業に関する事項について 

 ２、林業に関する事項について 

 ３、水産業に関する事項について 

土木建築委員会 

 １、道路及び河川に関する事項について 

 ２、都市計画に関する事項について 

 ３、住宅及び建築に関する事項について 

 ４、港湾その他土木に関する事項について 

文教警察委員会 

 １、市町村教育委員会への助言に関する事項

について 

 ２、県立学校の施設及び設備の充実に関する

事項について 

 ３、教職員の定数及び勤務条件に関する事項

について 

 ４、義務教育及び高校教育に関する事項につ

いて 

 ５、へき地教育及び特別支援教育の振興に関

する事項について 

 ６、社会教育及び体育の振興に関する事項に

ついて 

 ７、文化財の保護に関する事項について 

 ８、治安及び交通安全対策に関する事項につ

いて 

議会運営委員会 

 １、議会の運営に関する事項について 

 ２、議会の会議規則、委員会に関する条例等

に関する事項について 

 ３、議長の諮問に関する事項について 

―――――→…←――――― 

嶋議長 各常任委員長及び議会運営委員長から、

会議規則第７３条の規定により、お手元に配付

のとおり、閉会中の継続調査の申出がありまし

た。 

 お諮りします。各委員長から申出のとおり、

閉会中の継続調査に付することに御異議ござい

ませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

嶋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、各委員長から申出のとおり、閉会中
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の継続調査に付することに決定しました。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 以上をもって今期定例会に付議された

諸案件は全て議了しました。 

―――――→…←――――― 

嶋議長 これをもって令和７年第２回定例会を

閉会します。お疲れさまでございました。 

午前１０時５１分 閉会 

――――――――――――――――――――― 

なお、閉会後、前副議長井上明夫議員に対し、

全国都道府県議長会感謝状が伝達された。 
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請     願 
受理番号 受理年月日 提出者の住所及び氏名 

１０ 令和７年６月１２日 
大分市大津町１丁目１－２９ 
大分県商工団体連合会 
会長 木 村 鉄 男 

件 名 及 び 要 旨 
適格請求書等保存方式（インボイス制度）の見直しを求める意見書の提出について 

 インボイス制度は、令和５年１０月から開始した仕入税額控除の方式であるが、インボイス

発行事業者ではない事業者からの仕入れは税額控除ができない。そのため、主に小規模事業者

や個人事業者である免税事業者は、取引先からインボイスの発行を求められ、発行できない場

合に不当な値下げや取引の打切りが懸念されていた。 
 制度導入にあたっては、インボイス発行事業者となった場合、３年間は納税額を軽減するな

どの税制措置や税務署での相談体制の構築などの事業者支援措置が講じられたが、制度開始か

ら１年以上が経過した現状として、インボイス発行事業者となった小規模事業者等からは、減

収や消費税の申告・納付が義務付けられたことによる税負担により経営状況が悪化したとの切

実な声が上がっている。さらに、原材料費等の高騰や人材不足が深刻化し、経営は一層厳しさ

を増す中で、インボイスに係る経理事務も過大な負担となっている。また、契約書などの電子

データを保存すること等を義務付ける電子帳簿保存法の電子帳簿等保存制度についても、特に

小規模事業者等には事務が煩雑で事業に支障が生じかねない。 
 このようなインボイス制度開始後における小規模事業者等の苦境や昨今の経営状況を鑑みれ

ば、国の支援措置の拡充が急務であり、小規模事業者等の経営持続や県内経済の活性化の観点

からもインボイス制度の適用範囲や要件の見直し、負担軽減策のさらなる拡充が早急に必要で

ある。 
 ついては、インボイス制度の見直しを求める意見書を国に提出していただきたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

紹介議員氏名 付託委員会 結 果 備 考 
猿 渡 久 子 

堤   栄 三 
総務企画 不採択  
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請     願 
受理番号 受理年月日 提出者の住所及び氏名 

１１ 令和７年６月１２日 
大分県大分市古ケ鶴１丁目４番１号 
大分県社会保障推進協議会 
会長 川 野 桂 吾 

件 名 及 び 要 旨 
高額療養費制度の負担上限額引上げの実施見送りでなく、白紙撤回を求める意見書の提出につ

いて 

 高額療養費の負担限度額引上げを含む２０２５年度の政府予算案が３月４日に衆議院を通過

したが、当事者、患者団体、医療関係者から引上げの全面凍結・白紙撤回を求める世論が急速

に広まり、石破茂首相は３月７日、引上げを見送り、事実上凍結することとした。 
高額療養費制度は、医療費の家計負担が重くならないよう、医療機関や薬局の窓口で支払う

医療費が１か月で上限額を超えた場合、その超えた額を支給するものであるが、現在日本は物

価上昇に賃金が追い付かず、家計も厳しい状況にある。その上、重篤な疾患患者は闘病と就労

制限を余儀なくされている方も多く、高い治療費の支払で苦しい生活を強いられており、本来

であれば、物価上昇分を考慮して患者の負担を減らすべきである。 
全国保険医団体連合会が子どもを持つがん患者を対象に実施した調査では、限度額が引き上

げられた場合、４割が「治療中断」、６割が「治療回数減」を考えると答えており、受療行動へ

大きな影響を及ぼすことが示された。 
高額療養費制度は、がん患者をはじめ重篤な患者にとって正に命綱であり、今回の制度見直

しは、命に関わるものである。 
ついては、高額療養費制度の負担上限額引上げの実施見送りでなく、負担増を強いる制度見

直しそのものを全面的に中止し、白紙撤回を求める意見書を国に提出していただきたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

紹介議員氏名 付託委員会 結 果 備 考 
猿 渡 久 子 

堤   栄 三 
福祉保健生活環境 不採択  
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      請 願 処 理 結 果 (
令  和  ７  年

第１回定例会採択分) 

受理番号 受理年月日 提出者の住所及び氏名 

８ 令和７年２月２６日 
大分県宇佐市院内町下船木１５２番地 
赤 松 健一郎 

件 名 及 び 要 旨 
しいきアルゲリッチハウスの県有化に関する請願 

 しいきアルゲリッチハウス（以下「ハウス」とする。）は、故椎木正和氏から建設費の寄付と

県有地の長期借受けにより、公益財団法人アルゲリッチ芸術振興財団（以下「財団」とする。）

が建設し、平成２７年に開館した。 
 財団では、別府アルゲリッチ音楽祭（以下「音楽祭」とする。）の運営をはじめ、子どもから

大人まで参加するピノキオコンサートや国内外の音楽家が出演する室内楽シリーズなど、マル

タ・アルゲリッチ氏の功績の顕彰と音楽文化の発信を行ってきたが、今後のハウスの管理運営

にあたっては、老朽化に伴う保全改修、サロン文化や人材の育成等に向けてのさらなる活用促

進が課題となっている。今後もハウスを末永く維持管理しながら、音楽祭の成果とマルタ・ア

ルゲリッチ氏の功績を顕彰し、後世へと引き継いでいくことが大分県の芸術文化の発展に不可

欠である。 
 ついては、大分県における芸術文化の発信と人材育成の観点から、ハウスの県有化について

以下のとおり求める。 
 １ 財団からハウスの寄贈を受け、その運営方針に掲げる取組がより深化するように施設を

管理すること。 
 ２ マルタ・アルゲリッチ氏の名前を冠した品格が漂う施設となるよう、これまでの財団の

実績を評価し、自由な発想と主体的な取組で運営させること。 
 ３ 教育や人材育成の場として、教育委員会等関係機関とも連携し、ハウスを積極的に活用

すること。 
 
 
 
 
 

処 理 の 経 過 及 び 結 果 

 県としても、しいきアルゲリッチハウスは、永年にわたるマルタ・アルゲリッチ氏の本県に

対する功績や、今年で２５回を数える別府アルゲリッチ音楽祭の足跡を後世に伝える拠点と位

置付けており、運営方針を踏まえてハウスを積極的に活用することで、本県芸術文化のさらな

る発展につなげられると考える。 

 このため、新しい時代に即した管理運営方法はもとより、県民の期待に応えられる活用方法

など、県有化に向けた諸課題について検討している。 
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